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1序章
本研究の目的
本研究は、問題を解決する政治理論と人の移動の諸問題という二つの主題を
もつ。本研究は、二つの主題のそれぞれに対応する二つの目的をもつ。第一の
目的として本研究は、人の移動の諸問題の解決に規範的政治理論がどのように
貢献できるかを示す。第二の目的として本研究は、より一般に公共的問題に対
する解決策の提示のために政治理論がどのように貢献ができるかの一端を、人
の移動の諸問題という特定分野に焦点をあてた考察を通じて、浮かび上がらせ
る。
二つの目的を達成するにあたり本研究は、解決策の内容そのものよりも、解
決を導くための方法論に着目する1。具体的には次の二つの問いを探究する。人
の移動に関わる諸問題の解決に対して規範的政治理論2が貢献するためには、ど
のような方法論的な諸制約に服する必要があるのだろうか。またより一般的に、
公共的問題の解決に政治理論が貢献するためには、どのような方法論的な諸制
約に服する必要があるのだろうか。
これら二つの問いに対する本研究の回答は以下のようなものである。人の移
動も含む公共的問題の解決策についての提案は公共的な討議において精査され
る。この公共的な討議における、解決策の提案者と、提案の判定者となる聴衆
は、次のような方法論的制約に服さなければならない。
解決策の提案のために充たされるべき諸条件：
１）提案者は、当の公共的問題を周縁化された人びとの観点にも
．
開か
れた仕方で適切に理解していなければならない。
２）提案者は、自らの提案において想定された聴衆（正当化の名宛て
人）の範囲が適切であることを説明できなければならない。
３）提案者は、2)で特定されたすべての関連する他者にとって自らの提
1 本書における「方法論」の定義は、次節で述べる。
2 本研究における「政治理論」は、「実証的政治理論」とは区別される「規範的
政治理論」を指す。政治理論という語のこうした用法には実証研究者からの批
判も存在する（河野 2014）。
2案の根拠が受容可能であると考える根拠を、彼/彼女らが理解可能な仕
方で説明できなければならない。
４）提案者は、自らの提案における諸々の考慮事項とそれらの間での
重みづけの仕方を他者にも追跡可能であるよう可視化しなければなら
ない。
提案の判定のために充たされるべき諸条件：
聴衆は、提案者の提案が、上記 1)・2)・3)・4)を充たすものであるかを
批判的に精査しなければならない。
本研究はこの方法論的諸条件を「問題理解アプローチ」と呼ぶ。
本研究の位置づけと意義
上述の方法論的諸条件は一見したところ非常に穏当な諸条件に思われるかも
しれない。しかしながら現在の政治理論の議論状況に照らすとそのような穏当
な諸条件の指摘が実際には大きな意義をもつことがわかるだろう。以下では方
法論に関わる研究・問題解決を目標とする政治理論・人の移動を主題とする政
治理論のそれぞれの先行研究に対する本研究の位置づけと意義を明らかにした
い。
政治理論の方法論に関わる研究
はじめに、政治理論の方法論に関わる先行研究に対する本研究の位置づけと
意義について述べる。
まず本研究が論題に掲げている「方法論考察」とはどのようなものかを明ら
かにしたい。社会科学において方法論や方法という用語の内容やこれら二つの
用語の区別について、統一的な見解が存在しているとは言い難い。本論文では、
次のように定義する。
方法論(methodology)とは、特定の研究の目標と（知識の哲学における）存在
論および認識論的な立場をふまえたうえで、望ましい方法が充たすべき諸条件
3を指針として提示するものである3。こうした諸条件は、論証の再現可能性と、
論証で示された論者の批判的な判断の客観性を担保するものである4。
方法(method)とは、 方法論が課す諸条件に服しながら研究の目標を実現する
ために、個々の分析ツールをどのように用い、また組み合わせるべきか、につ
いての特定の手続きを指すものとする5。
本研究における方法論と方法について次の三点に注意を向けておきたい。第
一に、本研究における「方法論」とは、ある研究目標を所与とした場合に6、そ
の目標を実現する妥当な論証が充たしているべき諸条件（のうちのいくつか）
を列挙し、それらの諸条件を充たさない論証を排除する役割を果たすものであ
る（ラウダン 2009: 47, 53-4）。方法論は、それに則れば妥当な結論が導かれる
アルゴリズムとして捉えられることもあるが、本研究は方法論をアルゴリズム
としては捉えていない7。
第二に、妥当な「方法」の選択は、手許にある方法論が課す諸条件を充たす
代替的な方法の間における比較対照によってなされる。比較対照は、それぞれ
3 この方法論の定義は（ラウダン 2009）と（野村 2017: 2）を主に参考にしてい
る。本研究における方法論の理解は(Dewey 1938; 1939)および（ラウダン 2009）
に影響を受けたものである。知識哲学における存在論と認識論についてはもう
少し説明が必要だろう。存在論とは、知識の対象はどのようなものか（たとえ
ば、わたしたちと独立して存在しているのか）についての議論である。それに
対して認識論とは、わたしたちが何をどのように知ることができるのかについ
ての議論である(cf. 戸田山 2002)。存在論と認識論についての実証研究の文脈に
即した説明として(Furlong and Marsh 2010; 野村 2017)も参照。
4 方法論と論証の再現可能性については本項で後述。
5 本研究の定義は、次のような河野勝の定義とは異なる
．．．
ことには注意が必要であ
る。河野は、「方法」をアナロジーや思考実験(あるいは実証研究においては統計
的手法やシュミュレーション)などの個々の分析ツール、「方法論」をそうしたツ
ールの使い方とその特徴についての議論としてそれぞれ定義している(河野
2014; 清水・河野 2008)。河野の用語法における「方法論」は、本研究における
「方法」に対応する。河野の用語方に従うならば、本研究における「方法論」
は、河野における方法論の選択の仕方を制約する、メタ方法論とでも言うべき
ものとなるだろう。
6 本研究は社会科学における研究の諸目標のうちでも特に、問題状況の把握およ
び解決策の判定と、解決策の提案に焦点をあてる。この点については次節で詳
しく述べる。
7 科学哲学者のＬ・ラウダン(Larry Laudan)は、アルゴリズム的な方法の捉え方
は、Ｒ・カルナップ(Rudolf Carnap)とＨ・ライヘンバッハ(Hans Reichenbach)、Ｋ・
ポパー(Karl Popper)の間で共有されていたと指摘している（ラウダン 2009: 7-9）。
4の方法が研究実践において方法論が掲げる研究目標をどの程度達成できるかを
規準として行われる(Dewey 1938: 108=491: ラウダン 2009: 42, 54-5)。方法論
はアルゴリズムではないということは、方法論だけではもっとも望ましい方法
を一意に決定できないことを意味する。したがって、この比較対照においてな
される判断は、論理的に存在しうるすべての方法のなかでどれが最善かについ
ての「絶対的な判断」ではなく、あくまでも「手許にあるライバルの間におけ
る十分さ
．．．
(adequacy)についての比較判断〔強調は筆者〕」である(ラウダン 2009:
42)。
この比較判断が、それぞれが研究における諸目標をどの程度達成するかを規
準としてなされることは、すでに述べた通りである。これは、比較判断の結果
としてどの方法が十分なものとして選択されるかは、何を研究の目標のうちに
数えいれるか次第であることを意味する。事態をより複雑にするのは、ある方
法がそれらの研究目標のうちの一つをよく実現する一方で、別の研究目標は阻
害するというトレードオフがしばしば生じることである（ibid.：55）。そうした
場合には、それらの目標の間で特にどれを重視するかによって、どの方法が選
択されるかが決定されることになる。
本研究は政治理論における研究の目標として、(i.)規範的評価規準の導出およ
び明晰化、(ii.)問題状況の把握および解決策の判定、(iii.)解決策の提案という三
つの目標を想定している。これらの目標の追究はトレードオフの関係にある。
政治理論における論証戦略の違いは、少なくとも部分的には、これらの三つの
目標のうちのどれがもっとも重視されるかに起因している8。したがって、どの
方法が選択されるかは、方法論において三つの目標のどれがもっとも重視され
るかに依存する。
第三に、ある研究目標を達成するための「方法論」の候補の間における選択
も、方法の選択と同様に比較判断によってなされる。方法論が提示する諸条件
の各条項は、方法の場合と同じように、研究の諸目標を研究実践においてうま
く実現できるかどうかを規準として比較対照され必要に応じて修正される
(Dewey 1939: 46-8=下 171-3; ラウダン 2009: 58-9)。
したがって、本研究における方法論的考察は代替的な方法論と方法の候補の
間における比較判断を積み重ねることにより遂行される。この考察はあくまで
も手許にある候補の間の比較判断であるため可謬性は免れえない。そのため本
8 この点については(１−２−１)を参照。
5研究が結論として提示する問題理解アプローチが課す方法論的諸条件は、決定
的なものではなく暫定的なものであることには注意が必要である。
以上、方法論と方法についての本研究の捉え方を述べた。本研究の方法論の
捉え方は論争的ではあるが、決して特異ではない。類似の捉え方は、ミックス
メソッド9を志向する実証研究者の間ではある程度共有されていると思われる
(Gerring 2012: ch.1.; ブレイディ他 2014: 第８・９章)10。
本研究が試みる方法論的考察には次のような三つの意義があると思われる。
第一の意義として、本研究は、社会科学の方法論と政治理論の方法論とを結び
つけることによって、社会科学における政治理論の位置づけを明確にする。
従来の政治理論は、その他の社会科学に比べて方法論に対する自覚は希薄で
あった11。こうした状況に対する問題意識から、近年では政治理論の方法論がひ
とつの論争の焦点となり、日本でも研究が蓄積されつつある12 13。これらの研
究は、政治理論固有の方法論を追究する試みと、社会科学の方法論と政治理論
の方法論とを結びつける試みの二つに区別することができるだろう。先行研究
の多くは政治理論固有の方法論を追究するものである。たとえば、Ｄ・レオポ
ルド、Ｍ・スティアーズ編著『政治理論入門：方法とアプローチ』所収の論文14
や、近年のロールズの方法をめぐる論争（いわゆる理想理論—非理想論争）の
議論の多くがこれに該当する15。日本の研究でも、「政治的なるもの」を志向す
9 この語はしばしば「多重手法研究」や「混合研究法」と訳される。
10 これは方法多元主義(methods pluralism)と呼ばれる立場である。この方法多元
主義の立場を指すためにしばしば方法論的多元主義(methodological pluralism)と
いう語も用いられる（たとえば、(ブレイディ他 2014)）。だが厳密には両者は別
の概念である(Gerring 2012: 6-7)。
11 『政治理論入門: 方法とアプローチ』の編者であるＤ・レオポルドとＭ・ス
ティアーズは、多くの政治理論家は、方法について無自覚なまま「手元の課題
にいきなり言及し、一足飛びにその分析を始めようとする」と指摘している
(Leopold and Stears 2008: 1=1)。
12 ある論者はこうした潮流を政治理論における「方法論的転回(methodological
turn)」とさえ表現している(Valentini 2012)。
13 邦語での代表的研究として（田村・井上編 2014）。2013 年までの日本の政治
理論家による方法論についての議論状況の概観として（山岡 2013）。
14 ただし第一章として収録されたＤ・マクダーモットによる論文は除く。彼の
議論は社会科学との連続線上に政治理論の方法を位置づけるものである。
15 理想理論対非理想理論について詳しくは次項で述べる。
6る議論はこれに該当するだろう (山岡 2013; 2017; 田村 2014; 乙部 2015)16。
それに対して本研究は、社会科学と政治理論の共通性や結びつきに着目する。
本研究と同様に社会科学との共通性に着目する先行研究として重要なものとし
て、松元雅和の研究が挙げられる(松元 2015; 2017)。松元は、ロールズ以後の
英米圏における現代政治理論の方法においては、自然科学や社会科学と同様に、
結論そのものよりもそうした結論を導いた論証の再現可能性（追試性）が重視
されていることを指摘している（松元 2015: 第三章, 280, 312）。本研究の議論
はこうした松元の洞察と軌を一にしている。だが本研究は、次の点で松元と異
なる。第一に、本研究は松元と同様に政治理論の方法論におけるロールズの重
要性を強調するが、松元がロールズの著作のうちでも『正義論』（1971 年）や
それ以前の著作に注目するのに対して、本研究はロールズの著作のうち『政治
的リベラリズム』（1993 年）出版後の最晩期の著作に注目する。第二に、松元
の議論が、本研究でいう方法の次元、すなわち概念分析や演繹や帰納などとい
った論証において用いられる分析ツールの用い方に焦点をあてているのに対し
て、本研究は方法論の次元に焦点をあて、問題解決というその他の社会科学と
政治理論が共有する目標を達成するうえで、個々の方法が充たすべき諸条件を
論じる17。
第二の意義は、いま述べた社会科学との結びつきの明確化に関わるものであ
る。本研究は規範理論の評価規準を示すことによって、社会科学において分断
された知見を統合し蓄積する道筋を提示する。
実証政治学における方法論争の端緒となった『社会科学のリサーチデザイン
（KKV）』の著者たちが指摘するように、論証が依拠する方法論を公表すること
によって、論証の再現性が担保され、他の研究者や市民がその研究の妥当性を
評価し知見を蓄積することが可能となる。逆に、方法論が公表されていなけれ
ば、他者による妥当性の評価は困難なものとなるだろう(キング他 2007: 7-8;
16 山岡龍一によれば、政治理論家の役割は、実証研究者との協働を可能とする
共通の評価軸を構築することよりむしろ、既存のそうした評価軸を批判するこ
とにある。この点において政治理論家は「協働よりも噛みつくことを好む＜逸
れグレイハウンド＞」に喩えられる。ただし山岡も、本研究が提示するような
「他分野の研究者にも理解=利用可能な一般化されたメタ方法論の理論化 」の
意義それ自体を否定しているわけではない(山岡 2013: 5)。
17 本研究と松元の議論とは、政治理論の目標としての問題解決を強調している
という点でも重要な一致がある。この点に関わる本研究と松元との違いについ
ては次項で述べる。
7Gerring 2012: 94-5; ブレイディ他 2014: 144; cf. 松元 2015: 280)。
現在の政治理論においては上述のように妥当性を評価する規準が明示されて
いないため、政治理論以外を専門とする研究者やその他の市民には、妥当性の
評価は困難なものとなっている。権威論証（著名な哲学者の見解を、論証それ
自体の成否の吟味を経ずに、それが著名な哲学者の見解であるということだけ
を根拠に受容すること）は、政治理論において避けるべきものとされている（松
元 2015: 307-8, 312）。だが、政治理論家が他の市民に評価規準を開示しないな
らば、市民が、それが誰の意見かとは別の評価規準を見出すことは困難になる
だろう。
特に公共的な問題の解決という目標を達成するうえでは、こうした事態は憂
慮すべきものである。望ましい解決策の同定には、問題状況を適切な観点から
正確に把握し、候補となる解決策を案出し、それぞれの候補を実現可能性と規
範的な望ましさの点から比較評価することが要請される。したがって、望まし
い解決策は、政治理論家・その他の研究者・実務家・直接的な当事者も含む市
民らそれぞれの知見を撚り合わせることではじめて同定されるものであること
は明らかである。第一章と第二章で述べるように、このプロセスにおける問題
状況の把握と候補となる解決策の規範的評価を、ある一人の政治理論家が独断
に陥ることなく行うことは困難である。そのため、規範的な評価だけをとって
も、討議による公共的な判断が要請される。しかしながら、政治理論における
方法論的議論の不在は、政治理論家の知見をその他の知見と撚り合わせること
を困難にしている(cf. 河野 2014:152)。本研究がおこなう方法論的考察は、問題
解決の実践において政治理論的知見と実証研究やその他の知見とがどのような
関係にあるのかの見取り図を提示することにより、問題解決のための撚り合わ
せのプロセスにおいて政治理論がどのように貢献するかを明確にするだろう。
本研究における方法論的考察の第三の意義は、政治理論家が提示する個々の
論証の評価に関わる。すなわち本研究は、「方法論」・「方法」・「個別の問い（命
題）に対する論証プロセス」・「個別の問いに対する結論」という論証構造上の
次元の違いを強調することで、規範的評価をめぐる公共的討議における意思疎
通をより円滑にすることに貢献する。
政治理論家の論証を評価するうえでは、論証構造上の次元の違いを意識する
ことが重要である。いま仮に、特定の問いをめぐって二つの理論家の間に結論
の相違があるとしよう。このとき両者の間の見解の相違が、方法論や方法の次
8元での対立に起因している場合と、方法論や方法は共有されているが論証にお
いて異なる根拠に訴えかけられていることに起因している場合とを区別するこ
とが重要である18。後者の場合は、二つの見解の比較評価のために必要なのは、
論証において提示されている根拠の妥当性を判断することだけである。だが、
前者の場合には、それぞれの方法論や方法の妥当性を（問題解決などの）目下
の目標に照らして判断することまでも要請される。もし前者の場合に、方法論
や方法の違いを考慮しないならば、正当な評価はできないだろう。
政治理論家の間ではこうした論証の次元の違いは少なくとも潜在的には意識
されていると思われる。しかしながら、具体的な論争においては論証構造上の
次元の差異は等閑視されてしまいがちである。したがって本研究の議論は、論
証構造の違いを明確化することで、政治理論における論争の水準の向上に貢献
できるだろう。
問題解決を目標とする政治理論
次に、論題に掲げられている「問題を解決する政治理論」に関わる先行研究
に対する本研究の位置づけと意義を述べる。本研究における「問題を解決する
政治理論」とは、公共的な問題の解決を研究目標とする政治理論を意味する。
まず本研究における「公共的問題」の定義を述べる。公共的問題とは、ある
状態が集合的な解決がなされるべき困難な状態であるという請求(claim)が、公
共的空間においてある個人や集団によってなされている争点のことを指す19。次
の三点に注意が必要である。第一に、この定義によれば何が問題とみなされる
かは、争点の内容によってではなく、困難な状況についての請求という人びと
の活動によって規定される。たとえば、家庭内暴力のように伝統的に「私的」
とみなされてきた事柄も、司法の介入などにより解決可能な困難であるという
請求がなされるならば、公共的な問題となる。第二に、この意味における公共
18 もちろん複数の議論が、異なる方法論・方法・論証に立脚しつつ、特定の問
いについて同一の結論に到達することもある。こうした場合には、その問いに
ついての判断の信頼性は相対的に高いと判断できる。これは、第一章で論じる
ロールズの用語を用いれば、「重合的コンセンサス」が形成されている状態であ
る(Rawls 2005)。
19 この定義は、社会構築主義における「問題」の定義に沿うものである（キツ
セ他 1990）。
9的問題は、すべて同程度に重要であるわけではない。当然ながら請求が実際に
は根拠のないものである可能性もある。したがって第三に、諸々の公共的問題
の相対的な重要性の判断は公共的討議においてなされる。請求された当初にお
いては、当の状態を記述する適切な概念は存在しないかもしれない20。その状態
を記述する概念が与えられ、公共的な討議の主題となり、さまざまな根拠が実
証・規範双方の研究者やその他の市民によって精査されるプロセスにおいて、
ある問題の重要性についての判断は蓄積されていく（「セクハラ」問題はこうし
た公共的判断の好例である）。
政治理論が公共的問題の解決を主要な目標として掲げてきたことはわざわざ
指摘するまでもないように思われる。しかしながら、政治理論においては公共
的問題の解決といういわば大目標の達成のために、政治理論が目指すべき主要
な研究目標は何であるべきかについて政治理論家の間で合意は存在していない。
本研究は政治理論の主要な研究目標には、(i)規範的評価規準の導出および明晰
化、(ii.)問題状況の把握および解決策の判定、(iii.)解決策の提案という異なる三
つの研究目標が想定されていることを指摘する21。これら三つの目標にはトレー
ドオフの関係がありひとつの研究において同時に達成することは困難である。
ロールズの方法をめぐる近年の論争（理想理論—非理想理論論争）は、これら
三つの目標のうちのどれを相対的に重視するかについて、政治理論家の間に立
場の相違があることを明確にした22（なお、理想理論／非理想理論という概念区
分の有用性について本研究は懐疑的である23）。
20 特に周縁化されている社会集団に属する人びとは自らの経験を記述する適切
な概念をもたないことが多い（２−４−２）。
21 三つの目標について１−２−１で言及する。もちろん政治理論における目標が
これら三つに汲み尽くされていると想定しているわけではない。たとえば大陸
哲学では異なる目標が想定されているだろう。また、これら三つの目標の他に、
確実性や単純性や首尾一貫性などの認知的目標があることは明らかであるし、
さらに他の目標もありうる。結局のところ、研究の目標は固定的なものという
よりも、研究実践のなかで変化していくものである。
22 論争の概観として(Valentini 2012; Stemplowska and Swift 2012)。論争の主要な
参加者をもっとも重視する研究目標に沿って配置すれば次のようになるだろう。
(i.)規範的規準の導出および明晰化(Cohen 2008)、(ii.)問題状況の把握(Williams
2005; Geuss 2008) ・解決策の判定(O’Neill 1996; 2000a; Sen 2009; Mills 2005)(iii.)
解決策の提案(Miller 2002; Anderson 2010)。ロールズの位置づけについては１−２
−３を参照。
23 理想理論／非理想理論という概念区分が(政治理論ではなく少なくとも)社会
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三つの目標を一瞥すればわかるように、規範研究と実証研究は多くの目標を
共有している。(i.)は規範研究を特徴づけるものといえるが、(ii.)や(iii.)は実証研
究者においても共有されている(Shapiro 2005; Gerring 2012: 69–73)。前節で述
べたように、公共的問題の把握や解決策の同定には政治理論家とその他の社会
科学者の知見を撚り合わせることが必要である。したがって、規範研究と実証
研究がこれらの目標を共有しているのは当然であるだけでなく、両者の協働は
不可欠であるといえる。
本研究は上述の研究目標のうち、(ii.)問題状況の把握および解決策の判定と
(iii.)解決策の提案のための方法論を検討する。これら二つの研究目標を達成する
ための探究は、次のような意味において文脈的(contextual)なものである24。(a)
科学の方法論における用語としては不適切だと筆者が考えるのは、次の二つの
理由による。第一に、この概念区分の意味内容を正確に把握することは非専門
家には困難であると思われる。この区分は、この区分をはじめて導入したロー
ルズの議論においてさえ多義的であるうえ(Simmons 2010)、論争において各論者
が様々な意味で用いている。さらに、論争では、理想理論と非理想理論との区
分は絶対的なものというよりも程度問題であることが指摘されている(Hamlin
and Stemplowska 2012)。したがって、非理想理論にもなんらかの意味での「理想」
が含まれているが(cf. Anderson 2010)、こうした事態は非専門家にはきわめてわ
かりにくいと思われる。もしも前節で述べたように方法論の意義のひとつが社
会科学において分断された知見を統合することにあるとすれば、他分野の研究
者との意思疎通を阻害するような概念区分は導入されるべきではないだろう。
第二に、この区分が議論された理想理論—非理想論争は、本研究における方法
の次元にもっぱら焦点があてられ、方法論の次元が看過される傾向にある点で
大きな限界があった。L・ヴァレンティーニが論争を総括して述べているように、
「当該の理論が回答をしようとしている特定の問い」を考慮しなければ理想理
論と非理想理論のどちらがよいかを決めることはできない(Valentini 2012: 662)。
ロールズの評価について言えば、この論争においてはロールズのテクストのう
ち彼が理想理論／非理想理論に直接的に言及した箇所に関心が集中している(た
とえば、Simmons 2010)。しかしながら第一章で述べるように方法論の次元に属
する彼の構成主義の議論をふまえなければ、なぜロールズが理想的な諸前提に
基づいた論証をするのかを十全には理解できないだろう。結論として本研究は、
政治理論家はこの概念区分に代えて、自らが採用した方法論と方法の根拠を自
らが重視する研究目標と問いに照らして明示すべきであると提言する。
24 本箇所での議論は第三章で述べるＤ・ミラーの「文脈主義」とは別のもので
あることに注意せよ。本箇所で指摘している文脈的な探究は、デューイの議論
にも見いだせるものである(Anderson 2014; Putnam 1995; Dewey 1938; 1939: 59=
下 181)。デューイの議論は今日の科学哲学や社会科学方法論にも大きな影響を
与えている(ラウダン 2009; Gerring 2012)。第一章においては、このデューイ的
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望ましい解決策が充たすべき方法論や方法や、解決策そのものの探究は、当の
問題の解決が試みられる具体的な歴史的社会的文脈の内部においてなされる
（先験的規準には訴えない）25。したがって、方法論・方法・解決策のいずれの
次元においても、(b)探究は、当の問題を解決するという目標を手許にある諸候
補のうちのどれが相対的にうまく達成するかについての、比較判断として行わ
れる（論理的に可能なすべての解決策の候補の間における絶対判断ではない）。
比較判断においては、結論は比較対象となる選択肢がどのようなものかに依存
する。そのため比較判断はつねに可謬的なものである。比較判断の信頼性の精
査は、(c)集合的な公共的討議のプロセスによってなされる（個々人が別々に判
断するわけではない）。このプロセスにおいては、実証研究の知見と政治理論の
知見が撚り合わされる。たとえば具体的な解決策の間の比較判断についていえ
ば、この討議プロセスでは、個々の解決策の提案が依拠する（主に実証研究者
が提示する）観察事実と（主に規範研究者が提示する）規範的評価の双方が精
査される。また、集合的精査の質は討議への実際の参加者の能力に依存してい
る。注意しなければならないのは、(d)わたしたちには当の問題の適切な理解の
仕方や適切な解決策がどのようなものであるかは集合的な精査の前にはわから
ないかもしれない、ということである(TJ: 582/509-10=766; Putnam 1995: 224;
Anderson 2010: 3)。当の問題の理解の仕方、観察と評価を支える概念枠組、解
決策のいずれもが公共的精査の対象となる。精査の結果、当初の問題理解の仕
方や候補となる解決策の内容は不適切であったことが判明し、より適切なもの
へと修正されるかもしれない。（以上のような文脈的な探究の仕方に対しては、
しばしば極端な相対主義に陥るという懸念が表明されるが、この懸念は的を射
たものではない26。）
な文脈的な見解と類似の見解が、ロールズにおいて見いだせることを指摘する。
この文脈的見解がどのような方法論的立場に基づくかについては第一章でロー
ルズに即して述べる（１−４−３）。これらの指摘は、ロールズとオニールの議論
とプラグマティズムとの比較についての論点を惹起することになるだろうが、
本研究の関心（および筆者の能力）を越えるため扱わない。ロールズにおける
プラグマティズム的契機の部分的な指摘として(Weber 2010; Laden 2013)。
25 本研究とは異なり、(i)規範的評価規準の導出および明晰化という研究目標を
もっとも重視し、問題解決の規準を具体的文脈の外部にある先験的な規準とし
て捉える論証戦略もありうる。本研究がこの戦略を採らない理由は１−２−２を
参照。
26 相対主義という批判については、特にロールズの方法論に即して第一章で言
12
先行研究においても公共的問題の解決の重要性を強調する議論は多くなされ
ている(Walzer 1983; Rorty 1989; Young 1990; Williams 2005; Geuss 2008;
Sen 2009; Anderson 2010; Wolff 2011; 松元 2015)。しかしながら先行研究は
次のような三つの問題を共通に抱えている。第一に、先行研究においては公共
的な問題の解決のための政治理論が服するべき方法論的諸条件についての議論
は提示されていない。たとえばウォルツァーやローティは政治理論における論
証を詩や小説のような達人芸(art)であるとみなし、政治理論における方法論の
存在を明確に否定している（１−２−２）。それに対してＪ・ウルフや松元雅和の
研究は、方法論的議論の重要性に自覚的であるが、方法論的諸条件の定式化に
は至っていない。論証の妥当性を明示化する方法論の不在が公共的問題の解決
において憂慮すべき事態であることはすでに前項で述べたとおりである。他の
二つの問題点はいずれも先行研究における方法論的考察の不十分さに関わるも
のである。第二の問題点として、先行研究においては問題解決という大目標を
達成するための上述の三つの研究目標の違いが意識されてこなかった。第三の
問題点として、先行研究は問題解決の探究が文脈に即してなされることをたん
に指摘するだけにとどまり、相対主義に陥るのではないかという文脈的探究に
対して投げかけられる批判に十分に応答するものではなかった。
本研究は、先行研究とは異なり、問題の解決のために政治理論が充たすべき
方法論的諸条件の定式化を試みるものである。本研究には、前項で述べた方法
論的諸条件の定式化に関わる意義に加えて、問題解決という目標を達成するう
えで次の四つの意義がある。
第一の意義として本研究は、三つの研究目標の間のトレードオフ関係に自覚
的であるのみならず、三つの研究目標は相互に対立するものではなく相互補完
及する（１−４−３）。相対主義という批判はより一般的には、科学哲学において
は科学的研究における社会歴史的文脈の意義を強調する立場に伴う妥当な方法
や理論の決定不全性 (underdetermination)の問題に関わるものである。この問題
一般に対する筆者の暫定的見解はラウダンに準じるものである。彼の議論の要
点は次のようなものである。具体的文脈において（自然科学における）特定の
問題の解決策が充たすべき諸条件のいくつかを方法として特定することは困難
ではないし、自然科学の歴史においても実際にそうした諸条件の特定は成功し
てきた。そうした諸条件は、一意に結論を導くことはできないかもしれないが、
少なくとも手許にある選択肢のうちのいくつかを排除できる。これは相対主義
（方法や理論の選択についていかなる規準も提示できないとする立場）とは異
なる（ラウダン 2009: 38-42, 149-150; 戸田山 2009）。
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的なものであることを明らかにする（１−２—２）。
第二の意義として、問題解決の探究の文脈的性格について詳細に議論するだ
けでなく、相対主義に陥るという批判に対する応答を本研究は試みている（１−
４−３）。
第三の意義として、より一般的な意義として本研究の議論は、理論先行研究
から問題先行型研究への転換を促すものである27。一方の理論先行型研究
(theory-driven work)とは、ある現象の理解および問題化と解決策の論証におい
て、つねに特定の理論的観点と方法を採用する研究である28。この型の研究の論
証においては、その論者が掲げている論者の理論的なコミットメントとの整合
性がもっとも重視される。それに対して問題先行型研究(problem-driven work)
とは、ある現象の理解および問題化と解決策の論証において、研究目標の違い
もふまえたうえで、候補となる複数の競合的な理論的観点と方法の間からより
適切なものを選択する研究である。この型の研究の論証においては、ある（特
定の仕方で理解された）問題に対するある特定の解決策の実施が望ましいこと
を、適切な仕方で根拠づけることに成功しているかどうかだけが重視される29
30。
27 本論文における理論／問題先行型研究の区分は I・シャピーロ(Ian Shapiro)
に負っている(Shapiro 2005: esp. 186-7)。ただしそれぞれの区分の定義は、本
研究の内容に即して変更している。シャピーロの議論において念頭におかれて
いるのは実証研究である。彼は合理的選択論を理論先行型研究の代表例として
批判している。
28 なお本研究における「理論」とは、ある特定の方法に基づく、ある一揃いの
問いに対する具体的な論証プロセスと結論の集合を指す。この意味での理論は、
ある現象の理解および問題化とそれに対する対処策の考察において、ある特定
の仕方で捉えられた一揃いの概念をある特定の仕方で用いることを促すという
点において、人びとの認知枠組の一部を成すものである。この点において理論
は、わたしたちの現象の眺め方を規定するものであり、ある事柄に焦点をあて、
他の事柄をみえなくするものである(O’Neill 1984)。第二章注 14 を参照。
29 問題先行型研究は、第二章注 14 で述べる問題理解の理論負荷性をふまえた区
分であることに注意せよ。この型の研究は、問題理解が理論負荷的であること
に自覚的であるからこそ、複数の理論的観点の中から適切な理論を選択するこ
との重要性に注意を払っている。
30 問題型先行研究と理論先行型研究の違いは、方法論の次元における見解の違
いに起因する。問題先行型研究は、研究目標と問いの違いに応じて複数の候補
から適切な理論的観点および方法を選択するべきであるという立場である。そ
れに対して理論先行型研究は、(しばしば研究目標の違いに無自覚な結果)どのよ
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前者の理論先行型研究には、当の現象を自らの理論に都合のよい仕方で理解
および問題化する結果、その理論を採らない人びとにとっては適切ではない些
末な仕方でその現象を理解および問題化したり、別の理論の観点からは適切な
問題を取りこぼしてしまうという欠陥を指摘することができる(Shapiro 2005:
180)。従来の政治理論の研究の多くは理論先行研究であった。それに対して本
研究は、問題解決のための政治理論の方法論を定式化することで、問題先行型
研究への筋道を提示するものである。
第四の意義として本研究は、問題解決のための方法論を定式化することによ
って、政治理論における議論の蓄積がない新しい問題領域に関して政治理論的
な考察を拡張することがどのようにしてできるのかについての一つの手引きを
示すものである。現在の政治理論においては、新しく政治理論を学ぶ大学院生
や研究者は、当該問題の分野で高い評価をえている論文をよみ、それらの研究
からそこに暗示されている方法論や評価規準を学んでいく。しかしながら、こ
うした学習プロセスは、当該の問題領域において、(1)新規参入者と目的を共有
している研究がすでにあるだけでなく、(2)それらの研究で暗示されている方法
論や評価規準を読み取るのに十分なだけの研究蓄積がすでにある場合において
しか機能しない。しかしながら人の移動のような政治理論家にとってなじみの
ない問題分野においてはこれら二つの条件は充たされていない。そのような場
合においても、公共的問題の解決のための方法論な見取り図が利用可能であれ
ば、その方法論的見取り図を当該の問題領域の特質に合わせて適切に修正しつ
つ利用することによって、研究をより容易に遂行することが可能となるだろう。
人の移動の政治理論
最後に「人の移動」を主題とする政治理論の先行研究に対する本研究の位置
づけと意義を明らかしたい。
人の移動を主題とする政治理論は、英語圏ではＭ・ウォルツァーの議論を嚆
矢として1980年代以降に論じられ始めたが、政治理論においてあまり注目され
てきた分野であるとはいえない。しかしながら、2000年代以降の移民・難民問
うな場合にも特定の理論的観点と方法を採用し、個々の問いの考察における論
証プロセスと結論が、その他の一揃いの問いの考察における論証プロセスと結
論との間で整合的であることを求める立場である。
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題の政治的争点化も背景として研究者が増加しはじめ、2010年代には多くの重
要な著作や論文集が近年相次いで出版されるようになっている(Carens 2013;
Miller 2016a; Fine and Ypi 2016; Sager 2016a)。この分野における研究動向は、理
論先行型研究から問題先行型の研究へと変化してきたといえる。
人の移動は大多数の政治理論家には政治理論の中心的な主題とはみなされて
こなかった。このことを反映して人の移動はしばしばグローバルな分配的正義
論に付随する争点として扱われてきた。たとえばＴ・ポッゲは、人の移動に関
わる現象を、もっぱら彼のグローバル正義論との関係においてのみ論じている31。
また、援助義務が履行されれば「移民は深刻な問題ではなくなる」と述べるロ
ールズも同様の仕方で理解しているように思われる(LoP: 9)。彼らの議論は、人
の移動に関わる現象を、分配的正義論における貧困の削減という理想に関係づ
けて問題化しているという点において、理論先行型研究の典型である。
現代政治理論において人の移動が主題として論じられるようになったのは、
ウォルツァーとＪ・Ｈ・カレンズに端を発する「国境開放論(open border debate)」
の影響が大きい(Walzer 1983; Carens 1987)32。この論争は「正義に適った国家が
入国管理によって人の移動を制限することは道徳的に正当化されるのか」とい
う一般的な道徳的命題を巡るものである。したがって、現実の特定の国家が直
面する人の移動の問題に対する解決策を提案することは研究目標とされていな
かった。むしろこの論争において競われていたのは、コスモポリタニズムとコ
ミュニタリアニズムのそれぞれの立場にとっての理想的な世界秩序の妥当性で
あったといえる。ここからわかるように国境開放論争もまた、コスモポリタニ
ズムないしコミュニタリアニズムへの理論的なコミットメントが先行するもの
であった。国境開放論争は、人の移動を主題とする政治理論において2000年代
頃までの支配的論点であったといえる(Bader 1997; Seglow 2005; Wilcox 2009)。
国境開放論争は結局のところ人の移動に関わる現実の問題の解決策をめぐる
論争でないということは、現実問題の解決に関心がある多くの論者から批判さ
れてきた(Gibney 2004; Brown 2011; Reed-Sandoval 2016)。したがって近年で
は、ある特定の国家がおかれた地理的・歴史的・制度的文脈をふまえたうえで、
（一般的な道徳命題ではなく）人の移動に関わる個別の問題に対する解決策を
31 ポッゲが人の移動について論じているのは困窮した外国人の受け入れについ
てだけである。さらに彼は、この論点をグローバルな貧困の削減という理想に
照らした有効性の観点からしか論じていない(Pogge 1997)。
32 国境開放論争の詳細は（３−２−１）を参照。
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適切な根拠とともに提示することが重要な課題とみなされるようになってきた。
このように、近年の研究動向として問題先行型研究の増加が指摘できる。
このような現実問題への関心の高まりと並行して、人の移動を主題とする政
治理論においてはある解決策の望ましさの論証においてどのように特定の経験
的文脈をふまえるかという方法論的な課題にも関心が高くなってきている。
2000 年代までの国境開放論争は、政治理論におけるその他の分野と同様に、論
証において用いられている方法論や方法については一部の論者を除いて無自覚
であった。方法論的な関心の高まりは、現在の人の移動の政治理論の論争の特
徴のひとつであるといえるだろう。人の移動の問題を解決する政治理論の方法
論の考察を主題とする本研究も、こうした研究潮流のなかに位置づけることが
できるだろう。
本研究は、たんに経験的な文脈をふまえているだけでなく、批判性と指針性
を兼ね備えた解決策を提案するという研究目標を達成することができる、人の
移動の問題の政治理論の方法論を考察する。解決策の提案において批判性と指
針性は一見したところ相反するものであるため、批判性と指針性の両立は困難
な方法論的課題であるとみなされてきた。
上述のカレンズはすでに一九九〇年代半ばにこの方法論的課題に取り組み、
次のような困難を指摘していた(Carens 1996)。政治理論において批判性を担保す
るためにしばしば試みられるのは、経験的な文脈から離れた最高次の理想とは
どのようなものかを描き出すことである。しかしながらこうした試みでは、現
実の世界においてもっとも切迫した問題に対して指針を提示することができな
い。たとえば、完全に正義に適った世界では難民問題は存在しないとすれば、
完全な理想像を描くことによって言えるのは、難民問題の解決に何をすべきか
ではなく、たんに難民を生じさせる国家は不正であるという（論争的ではない）
規範的評価にすぎない。他方で、解決策の指針性を担保するためにあまりに多
くの経験的現実を論証において所与のものとみなしてしまえば、そうした論証
は批判性を欠く現状肯定的な議論となってしまう。
したがって、批判性と指針性を兼ね添えた解決策を提案するという方法論的
課題についての議論においては、「移民を議論するときに、わたしたちは何を
所与とみなすべきであり、何を変化しやすいものと見なすべきなのかという問
い」が論争におけるひとつの焦点となってきた(Miller 2016a: 16)。
本研究においては第三章と第四章においてそれぞれ、Ｄ・ミラーとカレンズ
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が最新著においてこうした方法論的課題にどのように取り組んでいるのかを考
察する(Miller 2016a; Carens 2013)。本研究は彼らの議論を、方法論・方法・論証
プロセス・結論という論証構造上の次元と、彼が掲げている研究目標に着目し
て分析することによって、彼の議論の方法論的特徴を明らかにする。その結果、
彼の方法論は批判性と指針性を兼ね備えた解決策を提案するという研究目標を
実現するうえでいずれも限界があることを指摘する。
それに対して本研究は、第一章と第二章においてロールズとオニールの議論
を分析し両者の方法論を比較対照することによって、序章の冒頭で掲げたよう
な解決策の提案と判定のために充たされるべき方補論的諸条件を定式化する。
そのうえで第五章においてこの方法論的諸条件が、ミラーやカレンズが掲げて
いる方法論的諸条件よりも、批判性と指針性を兼ね備えた解決策の提案という
研究目標に照らして望ましいことを、移民と難民の大量流入という現象に即し
て論証する。
人の移動を主題とする政治理論としての本研究の意義は次の三つである。第
一の意義として本研究は、この分野において未だ十分に検討されていない問題
先行型研究の方法論的諸条件を考察するものである。このことの意義はすでに
本研究における「方法論的考察」と「問題を解決する政治理論」の意義として
論じたためここでは繰り返さない。
第二の意義として、本研究は、政治理論における問題理解の中心性を強調す
る。第二章で論じるオニールは、政治理論において中立的な問題の理解の仕方
は存在しないと指摘している。そのため問題先行型の研究においては、主題と
する政治現象のどの側面がなぜ道徳的に重要であるのかについて、自らの判断
の根拠が示されなければならない。人の移動を主題とする政治理論においても、
論争の基底には問題を理解するうえでの理論的観点の違いが存在する。たとえ
ば第五章で論じるように、そもそも人間生活にとって移動は逸脱的な現象であ
ると理解するのか、移動は正常な現象であると理解するかによって、移動者の
入国の要求と国家の移動の制限の権限のどちらに対してより重い挙証責任が課
されるかは部分的に規定されてしまう。こうした問題理解の理論負荷性につい
ての指摘は、移民・難民研究においては指摘されていたが、政治理論において
はあまり注目されてこなかった33。
33 移民・難民研究においては、理論家が暗黙裏のうちに国民国家体制を前提と
した主題の選択をする傾向にあることが指摘されてきた。こうした問題理解に
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第三の意義として本研究は、そうした問題理解に関して利用な可能な概念資
源に社会集団の間で格差が存在することと、そうした格差を縮減するために社
会的経験が重要であることを強調する。広く受け入れられた問題理解において
利用されている「難民」や「経済移民」などの概念は、受け入れ国において優
位な立場にある人びとの社会的経験だけを反映したものであることが多い。そ
のため第二章で詳しく論じるように、たんに広く受け入れられた見解に依拠す
るだけでは重要な道徳的問題が看過されてしまうかもしれない。したがって本
研究は第五章において、人の移動の経験についての人類学や社会学の知見を参
照することが、人の移動を解決するための政治理論において重要であると指摘
する。
本研究の方法
本研究における人の移動に関わる諸問題をはじめとする公共的問題の解決に
貢献する政治理論が服するべき方法論的諸条件についての考察は、以下のよう
な五つの手順によって遂行される。
第一に、すでに述べたように妥当な方法論および方法の論証は、代替的な候
補の間における比較判断を積み重ねることによってなされる。すなわち妥当な
方法論や方法の特定は、候補となる方法論や方法のうちのどれが目下の関心と
なっている研究目標をよりよく達成するかを比較することでなされる。したが
って本研究における方法論的諸条件の考察も、こうした比較判断を積み重ねる
ことによって行われる。考察が比較判断によってなされることの当然の帰結と
して、本研究の考察は次のような限界をもつ。すなわち本研究の考察の結果ど
のような諸条件が選択されるかは、主要な研究目標として何を掲げるかと、比
較対象となる候補のリストに何を数えいれるかに依存する。しかしながらこの
限界は、本研究の考察の妥当性を必ずしも損なうものではない34。
ついてのバイアスは「方法論的ナショナリズム」と呼ばれている(Wimmer and
Schiller 2002)。政治理論においてもその他の分野と同様の方法論的ナショナリズ
ムがあるという指摘として(Sager 2016b)。
34 １−４−３では、比較判断の積み重ねによってなされる考察が、不可避的に文
脈依存的であるにも関わらず、客観性の追究を放棄するものではないことを論
じる（「客観性の程度説」）。そこでの論証が正しければ、本研究が、研究目標と
候補となる方法論を政治理論における現在の議論の文脈に照らして適切な仕方
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本研究の考察の第二の手順として、上述の比較判断において参照される政治
理論における主要な研究目標を特定することを試みる。本研究はその結果、政
治理論家は公共的問題の解決といういわば大目標を共有しているものの、この
大目標の達成のためにもっとも重視されるべき具体的な研究目標が何であるか
については合意が存在せず、次の三つの立場に見解が分かれることを指摘する。
すなわち政治理論家は、(i.)規範的評価規準の導出および明晰化、(ii.)問題状況の
把握および解決策の判定、(iii.)解決策の提案という主要な三つの研究目標のうち
のどれがもっとも重視されるべきかについて立場を異にしている。本研究は特
に、(ii.)と(iii.)をよりよく達成するための方法論を考察する35。
第三の手順として、本研究は比較の対象となる方法論の候補（先行研究）を
次のような仕方で選択する。１−４−３で述べるように比較判断の信頼性を高め
るためには、判断がなされる時点においてある程度有効だとみなされている候
補を選択する必要がある。そのため本研究は第一章から第四章の各章において、
現時点において政治理論においてある程度有効であるとみなしうる方法論の候
補として、Ｊ・ロールズ(John Rawls)、Ｏ・オニール(Onora O’Neill)、Ｄ・ミ
ラー(David Miller)、Ｊ・Ｈ・カレンズ(Joseph H. Carens) という四人の論者が
採用している方法論にそれぞれ着目する。
それぞれの論者を選択した根拠は次のようなものである。ロールズは、たん
に周知のように公共的問題の解決を目標とする政治理論を復権させた理論家で
あるだけでなく、『正義論』の出版後公共的問題の解決策を提案するための方法
論と方法の精緻化に精力的に取り組んでいた。そのため彼が最終的に到達した
方法論と方法についての議論は、比較の出発点とするにふさわしいものである。
英語圏において著名なカント研究者であるオニールは、ロールズの方法論に対
する体系的な批判を展開しているが、構成主義を採用する点においてロールズ
と方法論的見解の多くを共有していた理論家でもある。そのためオニールの議
論は、たんに体系的なだけなく内在的な批判を提起した点において、ロールズ
の方法論に対するもっとも有力な批判のひとつとみなしうるものである。また、
彼女自身が採用する方法論は、ロールズが看過していた政治理論における問題
で特定することに成功し、候補の間における比較判断を適切な根拠に基づいて
遂行することに成功したならば、本研究の結論には一定程度の信頼性を認める
ことができるだろう。
35 本研究が(ii.)と(iii.)を達成するための方法論に考察の焦点を絞る理由は、１−
２−２を参照。
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理解の中心性と社会経験の重要性を指摘している点に特徴がある。したがって、
彼女が採用する方法論とロールズの方法論との比較対照からは、多くの成果を
期待することができるだろう。ミラーとカレンズは、人の移動に関わる政治理
論における議論を先導してきた中心的な理論家である。ミラーは、人の移動の
政治理論やグローバルな正義論におけるコミュニタニズムの代表的理論家であ
るだけなく、政治理論と実証研究の知見との接続を可能にする方法論について
も多くの論考を発表している。カレンズは、人の移動に関わる政治理論におい
て論争の草創期から活躍する中心的な論者の一人であるだけなく、コスモポリ
タニズムとコミュニタリアニズムを架橋する独創的な方法論を提示している。
方法論的諸条件の考察のための第四の手順として、本研究は上述の四人の論
者の方法論的立場を明確化するためそれぞれの論者が依拠する方法論的な諸条
件の再定式化を試みる。その際特に、前述した「方法論」・「方法」・「個別の問
い(命題)に対する論証プロセス」・「個別の問いに対する結論」という論証構造上
の次元の違いに着目する。
考察のための最後の手順として本研究は、考察の対象とする問題領域を次の
ような仕方で選択する。本研究は、人の移動に関わる諸問題を考察の対象とす
るものであるが、本研究はそのなかでも先行研究において政治理論的な考察が
難しいとみなされてきた難民問題（特に、難民とその他の移民が入り交じった
大量流入への対処）に焦点を絞る。本研究の考察が難民問題（それもその一局
面）しか考察することができていないことは本研究の考察の大きな限界であり、
将来的にはより広範な問題領域を対象とした考察がなされることが望ましい。
しかしながら、本研究が考察対象として政治理論的な考察が難しい問題領域を
選択していることは、本研究の考察の信頼性の向上に寄与するはずである36。
各章の概要
本研究は、上述のような考察の手順に基づいたうえで、各章において次のよ
うな議論を展開する。
第一章と第二章においては、公共的問題の解決を目標とする政治理論を復権
36 筆者はここで、難しい問題領域において研究目標を上手く達成できる方法論
は、その他の問題領域においても研究目標を上手く達成できる見込みがより高
いという想定をおいている。
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させた理論家であるＪ・ロールズの方法論および方法と、方法論的見解の多く
を共有しながらもロールズに対する体系的かつ内在的な批判を提起している
Ｏ・オニールの方法論との比較対照を試みる。その結果、妥当な方法論の第一
の候補としての「問題理解アプローチ」を定式化する。
第一章では、公共的問題の解決を目標とする政治理論のための方法論の考察
の出発点として、ロールズがどのような方法論と方法を採用していたのかを明
らかにする。先行研究においては、ロールズが何を研究目標としているのかに
ついてしばしば混乱がみられる。本章では、政治理論における研究目標には(i.)
規範的評価規準の導出および明晰化、(ii.)問題の把握および解決策の判定、(iii.)
解決策の提案という三つの研究目標があることを指摘したうえで、ロールズの
研究目標は(iii.)解決策の提案であることを示す。そのうえで、ロールズの反省的
均衡・構成主義・原初状態の論証が、本研究の枠組においてはそれぞれ、規範
的知識の形成と共有プロセスについての見解・方法論・方法に該当することを
彼のテキストに即して示す。本章での議論は、政治理論における方法論・方法・
具体的論証プロセス・結論という論証構造上の次元の違いがどのようなものか
を示す実例としてみなすことができるだろう。
第二章では、オニールの理想化を回避する構成主義についての議論を手がか
りとして、解決策の判定のための方法論と、解決策の提案のための方法論の双
方を検討する。オニールが提示する理想化を回避する構成主義が、解決策の判
定のための方法論であることを指摘したうえで、彼女の議論が四つの条件を課
すものとして定式化できることを示す。そのうえで、オニールの方法論に照ら
せばロールズの議論がどのようにして判定されるかを論じる。その結果、オニ
ールのロールズに対する批判が「問題の認知枠組についての誤謬」・「正当化範
囲についての誤謬」・「根拠づけについての誤謬」・「イデオロギー的誤謬」とい
う四つの誤謬として定式化できることを示す。本研究はさらに、社会的経験に
着目することの重要性を強調する。本章では最後に、オニールの方法論と前章
で論じたロールズの比較対照することで、本研究の考察における妥当な方法論
の第一の候補である「問題理解アプローチ」を定式化する。
第三章から第五章では、特に人の移動の問題に焦点をあてた方法論的考察を
行う。第三章と第四章では、人の移動に関わる政治理論における議論を先導し
てきた中心的な理論家である、Ｄ・ミラーとＪ・Ｈ・カレンズが採用する方法
論および方法をそれぞれ考察し定式化する。
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第三章では人に移動の問題を扱う政治理論におけるコミュニタリアンの代表
的論者であるミラーの方法論と方法がどのようなものかを考察する。彼の方法
論と方法は、批判性と指針性を兼ね備えた解決策を提案するという研究目標の
達成のために提示されたものである。ミラーの議論において方法論に該当する
のは、文脈主義と呼ばれる見解である。本研究はこの方法論は、日常的信念を
規範的評価規準の源泉とみなすことによって批判性を欠いた道徳的な保守主義
に陥っていることを指摘する。彼の議論において方法に該当するのは「政治的
アプローチ」という立場である。このアプローチは難民問題のような喫緊の課
題に対して短期的な解決策を提示するためには一定の意義がある。しかしなが
ら、現在通用している慣行や人びとの政治的態度の変化を促すような長期的な
解決策を提案することはできないという問題がある。
第四章においては、人の移動の問題に関わる政治理論を先導してきた理論家
であるカレンズの方法論と方法を考察する。彼はコスモポリタニズムの代表的
な論者とみなされているが、実際にはコスモポリタニズムとコミュニタリアニ
ズムという二分法的な整理の枠には収まらない議論を展開している。彼は、自
らの議論の集大成である『移民の倫理学』（2013 年）において「前提漸変アプ
ローチ」という方法論と方法にまたがる見解を提示している。このアプローチ
は、批判的な評価規準の獲得という課題と経験的な文脈をふまえた指針性を備
えた解決策の提案という課題という論証上の二つの課題の違いと実質的な問い
の違いに応じて、より理想的な諸前提に基づく論証とより現実主義的な諸前提
に基づく論証を複数組み合わせることを要請することに特徴がある。このアプ
ローチは、問題先行型研究のための方法として意義がある。特に人の移動の問
題が多くの場合にあてはまる複合的問題状況に対して、複合的な解決策を提示
する仕方を示すものであることは重要である。しかしながらこのアプローチは、
論証の妥当性を評価する規準が明示されていないため、公共的な討議において
提案を精査することは困難であるであるという難点を抱えている。
第五章においては、前章までの議論をふまえ、人の移動の諸問題を解決する
という研究上の大目標を達成する適切な方法論的諸条件とはどのようなもので
あるかを論じる。本章では、本研究が第二章において提示した解決策の提案と
判定のための方法論的諸条件とミラーおよびカレンズの方法論との比較を試み
る。第二章で定式化した方法論的諸条件は、解決策の妥当性についての論証を
当の問題をすべての人びとの観点から適切に理解していることの説明から始め
23
ることを要請するものであるため「問題理解アプローチ」と呼ぶことができる。
このアプローチは、規範的な評価規準の源泉として、ミラーやカレンズのよう
に受け入れ国の人びとの間で受け入れられた慣習的な見解に着目するのではな
く、現実の人びとの社会的経験に着目することに特徴がある。本章は、特に難
民とその他の移民が入り交じった大量流入という現象に焦点をあて、問題理解
アプローチが、人の移動の問題の解決という大目標を実現するうえで、ミラー
やカレンズの方法論よりも優れていることを示す。
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第一章 ロールズと公共的問題の解決：方法論としての構成主義と
方法としての原初状態
第一節 問題の所在
本章の目的は次の二つである。第一に、本章は公共的問題の解決という目標
を掲げた代表的な理論家であるロールズが、どのような方法論を提示していた
のかを明らかにする。第二に、彼の方法論の分析を通じて、「方法論」・「方法」・
「論証プロセス」・「個別の問いに対する結論」という論証構造上の次元の違い
の実例を示すことである。
序章で述べたように、公共的問題の解決を目標とする政治理論のための方法
論の考察は、目下の文脈においてわたしたちの手許にある有力な候補を比較す
ることによって遂行される。比較のためには適切な出発点が必要である。本研
究は二つの理由から、ロールズの議論を考察の出発点として選択する。第一に、
ロールズはたんに現代政治理論における著名な理論家の一人というだけでなく、
公共的問題の解決を目標とする政治理論を「復権」させたという点においても
無視することができない理論家である1。第二に、ロールズの主要な貢献は、彼
の正義二原理のような個々の論証の結論よりむしろ、論証の仕方にあるという
ことには政治理論家の間で立場を越えた意見の一致がある(Freeman 2007a:
459; 松元 2015: 87-8)。
このように、方法論の考察の出発点としてロールズの議論がふさわしいこと
は疑問の余地はない。だが実は、肝心のロールズの方法論や方法とは何かにつ
いては、ロールズ自身の記述が不足している事情もあり、ロールズ研究者の間
においてでさえ意見の一致はない2。ロールズの方法(論)として多く言及される
ものとして、反省的均衡(reflective equilibrium)、構成主義(constructivism)、
原初状態(original position)が挙げられる。それぞれの概念については多くの先
1 ロールズの『正義論』が当時の学問状況に与えた影響については（松元 2015:
第 2 章、第 3 章）が詳しい。
2 堀巌雄はロールズ研究における「方法論」という語の曖昧かつ多義的な使用は
「きわめて有害」であるとさえ指摘している（堀 2007: 454）。この状況は従来
の政治理論が方法論にいかに無自覚であったかの実例のひとつであるともいえ
るだろう。
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行研究があるが3、これら三つの関係については明確にされているとは言い難い。
本章では、序章における方法論と方法の定義をふまえたうえで、反省的均衡・
構成主義・原初状態の関係は次のようなものであると主張する。すでに述べた
ように本研究における方法論とは、特定の研究の目標と（知識哲学における）
存在論および認識論的な立場をふまえたうえで、望ましい方法が充たすべき諸
条件を指針として提示するものである4。方法とは、 方法論が課す諸条件に服し
ながら研究の目標を実現するために、個々の分析ツールをどのように用いるべ
きかについての特定の手続きである。これらの定義に従うならば、反省的均衡
は、知識が形成され共有されるプロセスを記述したものであるという点におい
て、ロールズの存在論および認識的な立場を示したものである。それに対して
構成主義は、公共的問題の解決という目標を掲げ、反省的均衡のプロセスをふ
まえたうえで、この目標の実現のために妥当な方法が充たすべき諸条件を提示
したものである。そのため、ロールズにおける方法論は構成主義である。原初
状態は、構成主義の課す制約の下で、特定の問題の解決策についての論証プロ
セスを明示するために、思考実験や概念分析のような分析ツールをどのように
用いるべきかを示したものである。それゆえ、原初状態の論証はロールズが採
用する方法であるといえる。したがって原初状態の論証は、この方法が課す制
約のものでなされる具体的な論証のプロセスや、正義二原理のような個別の問
題に対する結論とは区別される。
本章の議論は次のような四つの意義がある。第一に、すでに述べたように本
研究は、先行研究では十分に論じられていない反省的均衡・構成主義・原初状
態の間との関係を、論証構造上の次元の違いを指摘することによって明確にす
る。
第二に本研究は、その他の政治理論家と比較した場合のロールズの論証戦略
3 ロールズについては厖大な研究蓄積があるが代表的な先行研究としては、反省
的均衡について(Daniels 1996; 2016; Scanlon 2003; Floyd 2017; 塩野谷 1984; 渡辺
2001; 盛山 2006; 伊勢田 2012; 井上 2013; 松元 2015)。構成主義について、
(James 2005; 2013; Korsgaard 2008; Street 2008; 犬飼 2016)。反省的均衡と構成主
義をともに論じたものとして(Freeman 2007a; Laden 2013; 福間 2007; 堀 2007)。
原初状態については上記の研究の多くで言及されている。
4 本研究における存在論と認識論とはそれぞれ次のようなものである。存在論と
は、知識の対象はどのようなものか（たとえば、わたしたちと独立して存在し
ているのか）についての議論である。それに対して認識論とは、わたしたちが
何をどのように知ることができるのかについての議論である(cf. 戸田山 2002)。
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の位置づけも明らかにする。従来、ロールズの論証の仕方に対しては次のよう
な正反対の批判が提起されてきた。彼の論証の仕方は一方では、人びとの日常
的な考え方にあまりにも多く依拠した現状肯定的な議論として批判される
(Hare 1975; Cohen 2008)。だが他方で、彼の論証は現実と乖離したあまりに理
想的な議論であるとして批判される(Geuss 2008)。こうした正反対の評価をう
けるのは、人びとが共有する基盤から出発しつつ、同時にそうした基盤に対す
る批判性を担保しようとする、一見すると曖昧なロールズの戦略のためである。
本研究は、政治理論における（i.）規範的評価規準の導出および明晰化、(ii.)問
題状況の把握および解決策の判定、(iii.)問題の解決策の提案という三つの研究目
標とそれぞれに対応する論証戦略の相違と関係性を明確にすることで、ロール
ズと彼への批判者との方法論的立場の違いを明らかにする。
第三の意義として本研究は、従来あまり論じられてこなかったロールズの論
証の文脈的性格を指摘するだけでなく、その背後にある判断の信頼性に基づく
客観性の捉え方がどのようなものかを明らかにする。この議論は、問題の解決
策の探究において、文脈をふまえつつも極端な相対主義に陥らない妥当な論証
のひとつの方策を明らかにしている点において、本研究において重要である。
第四の意義として、ロールズの方法論と方法を明確にすることは、移民の倫
理学における先行研究を理解するうえでも意義がある。ロールズの原初状態の
論証は、この分野においてもっともよく読まれる論文の一つであるＪ・Ｈ・カ
レンズの国境開放論において用いられている(Carens 1987)。第四章で詳しく論
じるように、本章の議論をふまえれば、同論文においてカレンズは原初状態の
論証をロールズとは異なる仕方で用いていることが明らかとなる。また、同じ
く移民の倫理学における代表的な理論家であるＤ・ミラーの方法論は、ロール
ズの反省的均衡から大きな影響をうけたものである。第三章で論じるように、
本章の議論は彼の理解する反省的均衡とロールズ自身の理解との違いを明らか
にするだろう。
最後にロールズ研究との関係を述べておきたい。本章の議論はロールズのテ
キストから逸脱しないよう慎重に行われているが、必ずしもロールズ自身の意
図に正確であることを目指しているわけではない5。しかながら既存のロールズ
5 本章の目的はあくまで、筆者が定義した意味における方法論・方法・論証プロ
セス・結論という論証次元の違いがロールズのなかにも見いだせることを指摘
することである。ロールズ自身は論証構造の違いを十分に分節化していない。
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研究と本研究との異同を明確にすることは読者の理解に資するだろう。本研究
のロールズ読解の特徴は次の二点に要約できる。第一に、先行研究の多くが『正
義論』（1971 年）の時期のテキストに焦点をあてているのに対して (Daniels
1996: Scanlon 2003; 渡辺 2001; 松元 2015) 6、本研究は『政治的リベラリズ
ム』（1993 年）に加えて、『政治的リベラリズム』出版後の彼のいわば晩期のテ
キストにも注意を払っている7。第二に、第一の点と関連して、本研究は晩期の
テキストにおいて明確にされたロールズの論証における対話的な性格に注目す
る8。本研究はいま述べた二つの点に着目することで、反省的均衡・構成主義・
原初状態の論証の間の関係と、ロールズの論証の文脈的な性格を指摘する9。
本章の構成は次のとおりである。はじめに、曖昧に見えるロールズの論証の
特徴を明確化するために、政治理論における主要な論証戦略として分離・観察・
参加という三つの戦略を定式化する。この類型化によれば、ロールズの議論は
公共的問題の解決策の提示を目標とする参加戦略に位置づけられる（第二節）。
次にロールズの論証の戦略をより明確にするために、ロールズの方法論として
の構成主義の概要と、構成主義と反省的均衡の関係を指摘する（第三節）。最後
6 より最近では『正義論』出版前の時期に関心が向けられている(堀 2007; Mandel
2013: Floyd 2017: 松元 2017)。
7 具体的には、『政治的リベラリズム』増補版に収録された「ハーバマスへの応
答」（1995 年）、「ペーパーバック版への序文」(1995 年)、「公共的理性の観念再
訪」(1997 年)、「編集者への手紙」(1998 年)と、『万民の法』(1999 年)である。特
に「ハーバマスへの応答」で①反省的均衡が間主観的な公共的な討議を経て形
成されることがはじめて明示されたこと(PL: 384n16)、『万民の法』において、②
原初状態の論証が国内的基本構造とは別の問題の考察においてどのように用い
られるかと、③構成主義における人格と社会の構想は個々の問題に応じて選択
されることが明言されたこと(LoP: §12.2.)、が重要だと本研究はみなす。
8 ロールズの論証における対話的契機の重要性は宮本雅也氏から示唆をえた。ロ
ールズにおける対話的契機を強調するものとして（福間 2007: 153-7; Laden
2013: 64）。
9 Ａ・Ｓ・レイデン(Anthony S. Laden)は、本研究と同様にロールズの論証の対話
的な性格に着目しながら、反省的均衡と構成主義と原初状態の関係について本
研究と類似の見解を提示している(Laden 2013)。また、ロールズの探究が文脈的
な性格をもつことは、Ａ・ジェームス(Aaron James)や堀巌雄によってそれぞれ異
なる仕方で指摘されている(James 2005; 2013; 堀 2007)。本研究の議論の独自性
は、これら二つの点を、論証構造の違いをふまえたうえで論じている点と、そ
の他の論者と比較した場合のロールズの方法論の位置づけを明らかにすること
にある。
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に、方法としての原初状態が、方法論としての構成主義が課す制約を充たす方
法の一つであることと、この方法に基づく探究が文脈的性格をもつものである
ことを指摘する（第四節）。
第二節 公共的問題への三つの戦略とロールズ
ロールズによれば、政治理論の歴史は、公共的な問題に取り組む哲学者の歴
史である(LHPP: 103-4; JFR: 1-2=3-4)。しかしながら公共的な問題の解決とい
う大目標の実現のために、政治理論が担う研究目標は複数ある。本節ではまず
政治理論においては焦点をあてる研究目標が異なる分離・観察・参加という三
つの戦略があることを指摘する（１−２−１）。この三つの戦略はトレードオフの
関係にある（１−２−２）。最後に、ロールズは三つのうちの参加戦略の代表的な
論者の一人であるということを確認する（１−２−３）。
１−２−１ 公共的問題への三つの戦略
序章で述べたように政治理論における研究目標には、 (i.)規範的評価規準の導
出および明晰化、(ii.)問題状況の把握および解決策の判定、(iii.)解決策の提案と
いう三つの目標がある10。政治理論家の公共的な問題の取り組み方には、これら
三つの目標のうちのどれをもっとも重視するかにそれぞれ対応する、分離・観
察・参加という三つの戦略がある〔表 1.1.〕。
分離 観察 参加
重視する
研究目標
公共的問題の解
決
（大目標）
規準の
導出・明晰化
問題
状
況の
把握
解
決
策の
判定
解
決
策の
提案
解
決
策の
特
定 専門的分業 公共的討議による集合的精査
10 ただし、すでに序章で述べたように、筆者は政治理論における目標がこれら
三つに汲み尽くされているとは想定していない。
表 1.1. 公共的問題への三つの戦略
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第一の公共的問題に対する分離戦略は、三つの目標のうちの(i.)規範的評価規
準の導出および明晰化を重視する論者によって採用される戦略である。この戦
略によれば、公共的問題の解決のために政治理論が担うべき課題は、どのよう
な公共的問題に対しても適用可能な文脈に依存しない規範的評価規準を導出し
明晰化するという、いわば純粋に
．．．
哲学的なものである11。したがって、公共的問
題の解決のために政治理論家が担う課題は、特定の公共的問題とは切り離され
ているとされる。
分離戦略をとる論者は、公共的問題の解決策は、政治理論家と実証研究者と
の間の次のような専門家の間における分業によって特定されると想定している
12。(a)一方で政治理論家は、当の問題の解決とは区別される純粋に哲学的な課
題として、様々な解決策の規範的な望ましさを比較考慮する際に用いられる規
範的な評価規準を提示する。ここでいう評価規準とは、様々な解決策の規範的
な望ましさを比較考慮する際に用いられる、自由や平等あるいは効用といった
個別の規範的規準と、それらの規準の間の関係や重みづけの仕方についての議
論を意味する13。たとえば、G・A・コーエンにおける根本原理としての平等や、
功利主義における効用原理がこれに該当する(Cohen 2008: ch.6.; Hare 1981:
ch.9)。(b)他方の実証研究者は、解決されるべき公共的問題が生じる要因と、そ
の解決のために現状で実現可能な解決策候補のリストと、それぞれの解決策を
とった場合に予測される効果とを同定する。(c)規範的にもっとも望ましい解決
11 本文における「純粋」とは、個々の具体的な問題状況から切り離されている
という意味である。この表現はＡ・スウィフト(Adam Swift)に依っている(Swift
2008: 369)。
12 本文で述べる専門的分業的な役割分担の捉え方は、応用倫理学の方法論にお
いて工学(engineering)モデルと呼ばれているものに対応する(Caplan 1982; cf.
Brown 1987, チャドウィック 2009)。この捉え方は政治理論においては、G・Ａ・
コーエン(Gerald A. Cohen)やＡ・スウィフト、Ｚ・ステムプロースカ(Zofia
Stemplowska)、Ａ・ハムリン(Alan Hamlin)らによって提示されている(Cohen 2008:
266; Swift 2008; Stemplowska 2008; Hamlin and Stemplowska 2012)。本文の記述は
(Swift 2008)および(Hamlin and Stemplowska 2012)の記述に依っている。筆者自身
も以前、分離戦略的な専門的分業の重要性を指摘したことがある（岸見 2014a;
2014b）。
13 複数の規準の間の関係や重みづけを議論するのは評価規準の複数性を認める
道徳的多元論(moral pluralist)だけである。一元論(monism)をとる功利主義者は効
用という単一の規準しか議論しない。
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策の同定は、政治理論家が、純粋な哲学的な考察の成果である規範的な評価規
準を、実証研究によって解明された当の公共的問題の解決のためにとりうる実
現可能な選択肢に適用
．．
＝応用する
．．．．
(apply)ことによってなされる14。
分離戦略は解決策の特定を専門的分業によって特定されると想定していた。
それに対して残る二つの戦略は、解決策は多様な観点をもつ当事者すべてが参
加する公共的な討議においてなされる集合的な精査において次第に特定されて
いくより他ないと想定している15。公共的な討議において政治理論家が担うこと
ができる課題には、討議の観察者として問題の把握のされ方や既存の解決策の
望ましさについて判定を下すという消極的な課題と、討議の参加者としてどの
ような解決策が望ましいかについての自らの判断を提示するという積極的な課
題がある。観察戦略と参加戦略はこの二つの課題のそれぞれに対応するもので
ある。
公共的問題の解決に向けた第二の戦略である観察戦略は、政治理論の三つの
目標のうち、(ii.)問題状況の把握および解決策の判定を重視する論者によって採
用される。この戦略において政治理論が果たす主な役割は、いずれの当事者の
観点からも適切な距離をとった観察者(spectator)の観点から、公共的討議にお
ける当の問題の把握のされ方や、すでに示されている様々な解決策の候補に対
して、判定(judge)を下すことである16。
この観察者の観点からすれば、問題の解決策についてある政治理論家が抱く
見解は、その他の政治理論家・他分野の研究者・実務家・政治家・市民らによ
って提示される競合する様々な解決策の一つにすぎない。このように眺めれば、
公共的な討議において解決策をめぐる不合意が存在することそれ自体は、問題
14 当然だが、役割分担を想定することは、割り当てられた役割を実際に担うこ
とを意味しない。たとえばコーエンは、政治理論家に割り当てられたうち(a)規
範的な評価規準の提示に関わる役割に関心を集中させている。それに対して、
功利主義者の多くは、(c)規範的な規準の問題状況への応用という課題にも関心
を寄せている。
15 したがって、本文で述べたような公共的討議のプロセスにおいては、それぞ
れの参加者が提示する(a)規範的な評価規準と、(b)特定の観点から理解された公
共的問題の要因、(c)選択肢となる解決策とその期待される効果についての見解
の、いずれもが修正される可能性がある。
16 こうした観察者の捉え方として有名な議論として「注視者性(spectatorship)」
についてのアレントの議論が挙げられるだろう(Arendt 1982)。またＡ・センは、
スミスの「不偏的観察者(impartial spectator)」に注目している(Sen 2009: ch.6.)。
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視されるべきものではなく、むしろ当然の事態である。したがって観察戦略に
とっての課題は、いま述べたような不合意の存在を所与の前提としたうえで、
それでもなお解決策についての何らかの政治的決定に到達するにはどうするべ
きかを探究することである(Williams 2005: 12–3; Sen 2009: xix=16)。
この戦略をとる論者には、問題状況の把握と様々な解決策の提案の判定のど
ちらに強調を置くかによって少なくとも二つの潮流がある。一方の政治的リア
リズムと呼ばれる潮流の理論は、問題状況の把握をより重視し、個々の問題に
固有の歴史的・制度的文脈に注目する17。この立場によれば政治理論の課題は、
そのような固有の文脈において当の問題に関わる個々の行為者がどのような動
機からどのように行為しているのかを把握することである(Williams 2005)。政
治的リアリズムはまた、当の問題が議論されている公共的討議の空間の歴史性
に自覚的である必要も強調する18。
他方の潮流は、様々な解決策の候補の判定をすることをより重視するもので
ある。Ａ・セン(Amartya K. Sen)の議論はこの潮流の代表的なものである。彼
によれば、たとえ公共的な討議において最善の解決策がどのようなものかにつ
いて不合意が存在する状況においても、それらの解決策の理由づけにおいて示
された評価の共通部分(intersection)に着目することによって解決策についての
一定の指針を取り出すことができる。たとえば、どのような解決策の候補も共
通して奴隷制や女性の隷従は拒否されるべきという判断を下しているのであれ
ば、この共通部分を明白な不正義の縮減のための信頼できる指針とみなしてよ
い(Sen 2009: 394-9＝556-62)。したがって、不合意が存在する状況においても、
判断の共通部分に着目することによって多くの問題を解決に導くことができる
19。第二章で論じるＯ・オニールの議論は、望ましい解決策を判定する消極的な
17 政治的リアリズムの思想的特徴と内部における多様性についての概観として
(Galston 2010; Rossi and Sleat 2014; 田村 2014; 乙部 2015)。
18 討議の空間においてどのような解決策が他者の説得に成功するかは、道徳的
な理由だけでなく、少なくとも部分的には先行する他者の活動にも依存してい
る(Williams 2005: 25-6)。たとえば、ある歴史的な文脈において何が歴史的不正義
とみなされるかは、過去に他者が実際にどのような不正な行為をおこなったか
に依存する。Ａ・ヴィンセント(Andrew Vincent)は、ナチス・ドイツの大量虐殺
が第二次大戦後の人権理解に大きな影響を与えたことを指摘している(Vincent
2010)。
19 センは別の例として、社会保障の問題の最善の解決策についての不合意があ
る状況においても、少なくとも国民皆保険制度は何らかの仕方で実施されるべ
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諸条件を論じていることから、センとは異なる仕方で解決策の候補の間の判定
という課題に取り組むものであるといえる（２−３−１）。
第三の参加戦略は、政治理論の三つの研究目標のうち(iii)解決策の提案を重視
する論者によって採用される。この戦略を採る政治理論家は、解決策をめぐる
公共的討議への参加者としての観点から公共的問題に取り組む。したがって、
この戦略において政治理論家が担う課題は、公共的討議の一参加者として、自
らが望ましいと判断する解決策をその他の聴衆に対して提案することである。
この戦略は具体的な問題に焦点をあてた政治理論を展開する多くの論者に共
有されたものであるが、特に自覚的にこの戦略をとる論者として、Ｍ・ウォル
ツァー(Michael Walzer)と R・ローティ(Richard Rorty)が挙げられる。彼らは
次のような三つの想定をしている。
第一に、政治理論に対して公共的討議の実践が優先する。政治理論家の提案
は、専門家の知見として特権的に扱われるのではなく、あくまでも一意見にす
ぎない。第二に、解決策についての提案は、政治理論家だけではなくその他の
公共的討議の参加者に向けて宛てられるものである。そのため、提案は多様な
聴衆にとって理解可能なもの(accessible)でなければならない。第三に、提案は
多様な聴衆を説得できるようなものでもなければならない(Walzer 1987; 2007:
ch.1.; Rorty 1989; 1991: 175–96)。これら三つの想定は、公共的問題の解決策の
提案を目標とする多くの論者に共有されていると言ってよい。
１−２−２ 三つの戦略の関係
分離・観察・参加という三つの戦略の概要は以上のようなものである。本項
では三つの戦略の関係をより明確にする。はじめに、三つの戦略はそれぞれに
おいてもっとも重視される研究目標の違いに起因するトレードオフの関係にあ
ることを論じる。次に、三つの戦略は同時に相補的でもあると述べる。最後に、
三つの戦略はあくまで理念型であることを指摘する。
前項で述べたように、分離・観察・参加という三つの戦略は、(i.)規範的評価
規準の導出および明晰化、(ii.)問題状況の把握および解決策の判定、(iii.)解決策
の提案という三つの研究目標のそれぞれに対応するものである。したがって、
きであるということについては共通した判断が形成されうることを指摘してい
る(Sen 2009: 400=564)。
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三つの戦略は重視される目標の違いに対応したトレードオフの関係にある。以
下では、現状に対する批判性・聴衆への理解可能性・解決策の特定に関わる指
針性という三つの評価観点に着目して、三つの戦略のトレードオフ関係を明ら
かにする〔表.1.2.〕。
分離 観察 参加
批判性 ◎ △ 〇
理
解可能性 △ ◎ 〇
指針性 △ 〇 △
三つの研究目標のうちの(i.)規範的評価規準の導出および明晰化をもっとも重
視する分離戦略は、他の二つの戦略に比べて次のような利点と欠点とをもつ。
利点から述べれば、分離戦略は現状に対する批判性において優れている。次の
二つの特徴が重要である20。第一に、分離戦略は規範的評価規準それ自体に研究
の焦点をあてることで、日常的な思考においては気づかれていなかった評価規
準を剔出することができる。第二に、分離戦略は規範的評価規準の剔抉を特定
の公共的問題とは切り離されてものとして遂行する結果、個々の特定の問題領
域に対して、それまで考慮されていなかった新たな評価規準と解決策を提示す
ることができる。したがって分離戦略は、たとえば 18 世紀や 19 世紀のアメリ
カ南部における奴隷制のような、不正な慣行が広く行き渡った状況においても、
慣行とは切り離された、現状に批判的な評価規準と解決策を提示することがで
きる（４−２−３）21。
しかしながら分離戦略は、理解可能性と指針性については他の二つの戦略よ
りも劣っている。分離戦略は一方で、特定の解決策の望ましさを当事者に対し
20 この段落は概念分析についての井上彰の議論(井上 2014a: 2017)と、功利主義
についての伊勢田哲治の議論（伊勢田 2012）を主に参考にした。
21 分離戦略はまた、いまだ議論の蓄積がない社会状況の変化や新たな技術によ
って生じた新たな公共的問題に対しても、なんらかの評価規準を提示すること
ができるという点においても利点をもつ（cf. 伊勢田 2012: 第 3 章）。
表 1.2. 三つの戦略のトレードオフ
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て認知的に理解可能な仕方で提示することに困難を抱えている。分離戦略にお
いては、政治理論家と実証研究者との専門的分業が想定され、それぞれの専門
家は自らの専門的な見地から最終的な見解を提示することが期待されている。
したがってこの戦略においては、公共的な討議どころか、政治理論家と実証研
究者との間の意見交換の必要性も想定されていない22。しかしながら規範的評価
規準をめぐっては、実際の議論においては専門家の間でさえ見解の一致を期待
することはできないことは周知の事実である。そのため分離戦略は、あらゆる
問題の評価に用いることができる評価規準を同定する特権的な認知能力をある
特定の政治理論家（の集団）がもっていると想定する根拠を、当の問題の当事
者に対して提示するという難問に直面することになる。
分離戦略は他方で、どのような解決策を実施すべきかについての指針の特定
に関しても難点がある。この戦略は解決策の特定を政治理論家と実証研究者と
の専門的分業として捉えている。だが、直前で述べた評価規準を理解可能な仕
方で提示するという困難を政治理論家の側がたとえ回避できたとしても、実証
研究者の間において当の公共的問題が生じる要因や現状でどのような解決策が
実現可能であるかについての意見の一致があるかもまた疑わしい。したがって、
専門家の間の一致に訴えることによって、解決策を特定することは実際には難
しい。さらに、そもそも問題の適切な理解は専門的分業によっては得られない
かもしれない23。そのため、分離戦略に基づいて解決策についての明確な指針を
提示することは一見するほど容易ではない。
次に、三つの研究目標のうち(ii.)問題状況の把握および解決策の判定をもっと
も重視する観察戦略には、次のような利点と欠点が指摘できる。観察戦略は聴
衆への理解可能性において他の二つの戦略よりも優れている。この戦略は公共
的討議において共有されている当の問題の捉え方や解決策についての判断を考
察対象とするものであるため、当の問題の当事者にとって理解可能な仕方で論
証を示すことが容易である。
また、観察戦略は、解決策についての現状の不合意をふまえたうえで、問題
の解決に向けた短期的な指針を提示することができる。様々な解決策の候補の
22 ただし、ここでの議論はあくまで理念型としての分離戦略を念頭に行われて
いる。次項で述べるように、ほとんどの分離戦略論者は実際には公共的な討議
の意義を否定していないと思われる。
23 第二章では、専門家が受容する認知枠組だけに基づいて問題を理解すれば、
しばしば重大な道徳的問題が看過されてしまうことを指摘する（２−３−２）。
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共通部分に着目するセンの議論はまさにこうした短期的な指針を示すものであ
る。また、政治的リアリズムは、政治理論が問題解決に向けた明確な指針を提
示できるかについてはより懐疑的ではあるが、既存の解決策の提案における聴
衆の範囲や聴衆の能力の想定や問題そのものの理解の仕方を現実の問題状況に
照らして批判的に精査することによって、より現実的な解決策の考察に貢献で
きるだろう24。したがって、観察戦略は指針性についても一定の優位性をもつ。
しかしながら観察戦略には次の二つの欠点がある。第一に、観察戦略は、も
しも解決策をめぐる現実に存在する不合意の観察だけに終始するのであれば、
極端に現状肯定的で批判性を欠いたものとなってしまう。当の問題に固有な歴
史的・制度的文脈に注目するだけでは十分ではないことは、分離戦略の批判性
と関係してすでに言及した奴隷制の例を想起することだけからも明らかであろ
う。不正な慣行があまりにも深く根ざしている場合、既存の公共的討議の空間
においては見出すことができるのは、奴隷制廃止の提案ではなく、せいぜい奴
隷によりましな
．．．
待遇を与えるべきであるという提案かもしれない25。
第二に、観察戦略は問題解決の根本的な解決のための長期的な指針を提示す
ることができない。この戦略は確かに短期的な指針は提示できるが、短期的な
指針では問題の根本的な解決には十分ではないかもしれない。実際、政治的リ
アリストは、観察によっては十分な解決は見込めないことに自覚的である。恒
常的な意見の対立に直面して政治理論家にできることは、秩序を維持するため
に最低限の警告を発することや(Williams 2005: 55, 60)、公共的討議における集
24 一例として、論文「恐怖のリベラリズム」におけるウイリアムズの議論を参
照。彼は、ロールズの議論における聴衆の能力についての想定と問題の捉え方
を、現実の状況と「恐怖のない生(life without terror)」という規範的要請とに照ら
して批判している(Williams 2005: ch.5, esp. pp. 57-8, 60)。
25 この指摘は理念型としての観察戦略に向けられたものであることに注意せよ。
本項で後述するように、センを含む多くの論者は、公共的な討議に政治理論家
が参加し理性的精査がなされていることを議論の前提としており、そうした理
性的な精査を経た後にも残るであろう不合意を考察の対象としている。本文で
述べた奴隷制の例についてセンは、たとえ当時の実際の世論においては奴隷制
が廃止されるべきであるということについて共通の判断は存在しなかったとし
ても、奴隷制が廃止されるべきという理性的な理由づけは当時においてもスミ
スやコンドルセやウルストンクラフトによって提示されたことに着目している。
したがってセンは、当時の文脈においても、理性的精査を経た後も残るだろう
スミスらの議論のみに着目することによって、奴隷制に反対することは可能で
あったと主張している(Sen 2009: 398-9=562)。
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合的な精査の重要性を強調することだけかもしれない(ibid.: 93)。このように政
治的リアリズムの立場は、問題解決のために政治理論ができる貢献を非常に狭
く捉えるものであるといえる。もし短期的な指針では十分でないなら、問題状
況のより根本的な解決のための長期的な指針が要請されるはずである。
三つの研究目標のうちの(iii.)解決策の提案をもっとも重視する参加戦略は、批
判性と理解可能性をも一定程度備えた戦略であるといえる。まず批判性から述
べると、参加戦略は、観察戦略のように現在の公共的討議において存在する不
合意の観察に終始するのではなく、不合意を解消することができる新たな解決
策を提案することを目指すものである。そのため、現実に対する批判的視座を
伴ったものである。理解可能性についていえば、分離戦略が批判的な視座を特
定の公共的問題とは切り離された専門的な知見として提示するのとは異なり、
参加戦略は批判的な視座を伴う提案を当の問題に関わる多様な聴衆を直接的な
名宛て人とし、多様な聴衆に理解可能な仕方で提示することを試みるものであ
る。したがって、多様な聴衆への理解可能性の重要性に自覚的である。
だが参加戦略は指針性について二つの難点がある。第一の難点は、解決策の
特定が公共的討議に委ねられている点に関わる。参加戦略によれば、提案者自
身の見解はあくまで一意見にすぎない。だが実際には、公共的な討議において
特定の解決策について意見の一致を期待することは困難である。すでに分離戦
略に関して述べたように専門家の間ですら見解の一致は困難であることをふま
えれば、この難点は参加戦略にとって深刻である26。
第二の難点は、参加戦略の論者の多くが、公共的討議において特定の解決策
が望ましいことを聴衆に説得的に示すという営為を、論証というよりも達人芸
(art)として捉えていることである。代表的論者であるウォルツァーやローティ
はともに、解決策を提案という行為は詩や小説のような文芸的な営為を模範と
すべきだとみなしている(Walzer 1987; Rorty 1989)。確かに、詩や小説は特定
の具体的な聴衆に訴えかける有効な方策の一つであるかもしれない。しかしな
がら、方法を伴わない詩や小説を模範とする議論には二つの疑念を提起できる。
ひとつめの疑念として、詩や小説を模範とする議論は、議論の妥当性を評価す
る規準が明示されていないために公共的討議において精査をすることが難しい。
26 ただし参加戦略が、分離戦略とは異なって公共的討議のプロセスにおける専
門家同士や市民の間での知見の撚り合わせを前提としていることは肯定的に評
価しうるという点について、本章注 23 を参照。
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そのため議論において示された知見を蓄積することができない。これは集合的
な精査によって解決策を特定することが困難となることを意味する。ふたつめ
の疑念として、評価規準が明示されていないことの帰結として、この議論が論
証の再現可能性をどの程度獲得できるかは疑わしい。詩や小説を模範とする議
論は、多様な聴衆の一部に対して感銘を与えることはできるかもしれないが、
その他の聴衆にはたんなるレトリックや独断とみなされるかもしれない。だが
以上のような参加戦略の第二の難点は、参加戦略のための適切な方法論や方法
を採用することによって回避可能である。
分離・観察・参加という三つの戦略は、もっとも重視する研究目標の違いに
応じて異なる利点と欠点をもつという点において、トレードオフの関係にある
ことを確認した。ここでさらに注意するべきこととして、三つの戦略は決して
相互に対立するものではない27。むしろ、公共的問題の解決という大目標を達成
するためには、個々の論証においては研究目標の異なる三つの戦略がトレード
オフの関係にあることをふまえたうえで、研究目標と問いを意識的に変更した
複数の論証を意識的に組み合わせることが要請される28。
たとえば、参加戦略を採る論者であっても、かつてにおける奴隷制のように
問題の解決のために依拠する共有の基盤がみいだせないほどに不正義が深く根
ざした問題状況においては、分離戦略を採用することによって現状に批判的な
評価規準を提示することの意義を認めるかもしれない（４−２−３）。
特に観察戦略と参加戦略に目を向ければ、二つの戦略は相互依存的である。
一方で観察戦略は参加戦略を前提としている。センは、公共的な討議に政治理
論家が参加し理性的精査がすでになされていることを議論の前提としており、
そうした理性的な精査を経た後にも残るであろう不合意だけを考察の対象とし
ている29。他方で参加戦略もまた観察を前提としている。解決策の提案をその他
27 本章が焦点をあてる参加戦略に関していえば、分離戦略と観察戦略の論者も
参加戦略の意義は否定していない。分離戦略の代表的論者であるコーエンの主
張は、参加戦略の意義を否定しているのではなく、政治理論には公共的問題の
解決に還元されない意義があるというものである(Cohen 2008: 268, 306-7)。観察
戦略を採るウイリアムズもまた参加戦略の意義を否定しているわけではない
(Williams 2005: 8, 92-3)。同じく観察戦略を採るセンが公共的討議への政治理論家
の参加を議論の前提とすることは本項で後述する。
28 第四章で論じるカレンズの議論は、こうした組み合わせの一つの方策を提示
している。
29 センは次のように述べている。「解決不可能な意見の相違を受容することは、
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の聴衆にとって理解可能でありかつ説得的であるようにするためには、提案者
はわたしたちが直面している問題状況や、当事者の範囲、個々の当事者や、異
なる解決策の提案についてよく知っていなければならないからである30。
結局のところ、観察戦略と参加戦略は、公共的討議のプロセスの異なる段階
に焦点をあてたものである。どちらの戦略を選択するかは論者の関心次第だと
言ってよいだろう。もし、現に存在する不合意を所与の前提としたうえで状況
の把握や短期的な指針を提示することを研究課題とするならば、観察戦略が選
択される。それに対して、長期的な視点も含めたより根本的な解決策を提示す
ることに関心があるならば、参加戦略が選択される。だがどちらの戦略が選択
されるにせよ、他方の戦略の研究から得られる知見を摂取することが要請され
る。
最後に、三つの戦略はあくまでも理念型であることに注意を喚起しておきた
い。分離戦略にから説明すれば、分離戦略における専門的分業を額面通り受容
している論者は実際にはほとんどいない。ほとんどの論者は、自らが提示する
規範的規準の論証に、議論の余地なく他者に受容させるような専門的な権威は
ないことを率直に認めて、最終的な判断を公共的な討議に委ねている(Brown
1987: 85, 92; Swift and White 2008: 54−5=75−7)31。そのため、分離戦略とその
他の二つの戦略との区別はしばしば曖昧となる。
また、観察戦略と参加戦略との区別も絶対的なものではない。観察戦略をと
る論者のほとんどは、公共的討議において政治理論家が解決策を提案するとい
う契機があることを当然視している。問題の把握状況を重視するリアリストで
あっても、ある問題を特定の概念枠組を用いて記述するという行為に、当の問
題をそのような概念枠組によって把握されるべきであるという提案としての側
面があることは否定しないだろう32。参加戦略が問題状況や他者による提案の観
最後の手段であり、最初からやるべきことではない。すべての不合意は、まず
はじめに批判的に精査され評価される必要があるからである」(Sen 2009:
397=561n)。
30 ウォルツァーの表現を用いるならば、提案は「的が絞られた(pointed)」もので
なければならない(Walzer 1994: 50=93)。
31 さらに分離戦略の代表的論者として言及したスウィフトは、(a)政治理論家に
よる規範的規準についての探究と(b)実証研究者の間への公共的問題の要因につ
いての探究との間に、研究課題の設定のうえで相互的な影響関係があることを
認めている(Swift and White 2008)。
32 より論争的ではあるが、観察戦略的な議論のなかに分離戦略的な問題状況と
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察を前提としていることはすでに述べたとおりである。
さらに、一人の論者のなかに三つの戦略すべての諸要素がみられることも多
いだろう。実際、本章で述べるロールズの議論のうちに三つそれぞれの戦略の
要素を見いだすことは難しくない33。
以上のように、三つの戦略は理念型である。だがこのことは、ここで提示し
た三つの戦略への類型化の意義を損なうものではない。この類型化は、従来の
議論では見失われがちである、それぞれの論者の（評価規準の提示・問題の把
握および解決策の判定・解決策の提案という）研究目標の違いに焦点をあてる
ものである。研究目標への焦点化は二つの意義をもつ。第一に、この焦点化に
よって、異なる戦略に立脚する理論家の間における議論のすれ違いを防止する
ことができるだろう。第二に、この焦点化は、それぞれの研究目標に即した方
法論と方法のさらなる精緻化をなす一助となる。
本研究は、三つの研究目標の(ii.)問題状況の把握および解決策の判定と(iii.)解
決策の提案のそれぞれをもっとも重視する論証のための方法論的諸条件を考察
する34 35。
分離された規範的規準をみいだすこともできるかもしれない。ウイリアムズに
おける国家に対する BLD(Basic Legitimation Demands)はそうした規範的規準と
みなせるかもしれない。BLD は、「秩序の保障、保護、安全、信頼、協働の条件」
という「政治における第一の問い」に対する受容可能な
．．．．．
解決策の存在と定義さ
れる(Williams 2005: 3-4)。彼は、どのような解決策が受容可能とみなされるかは
歴史的・文化的状況によって異なるが(ibid: 10-11)、BLD の要請それ自体は「す
べての時代において要請される」ことを明言している(ibid: 3)。
33 たとえば、ハムリンとステムプロースカは、自由の優先性についてのロール
ズの主張のなかに、評価規準についての分離戦略と同様の議論をみいだしてい
る(Hamlin and Stemplowska 2012: 53)。また、後期ロールズの議論において観察戦
略においてみられるような歴史的・文化的状況への考慮がみられることの指摘
として、たとえば(Weithman 2009)。
34 本研究が焦点をあてる人の移動の諸問題の特性をふまえれば、(i.)規範的評価
規準の導出および明晰化をもっとも重要な研究目標とみなす分離戦略的な論証
は、他の二つの研究目標をそれぞれ重視する二つの戦略に比べて、人の移動の
諸問題の解決に貢献することが困難である。すでに述べたように分離戦略は公
共的な問題の解決策の特定は、政治理論家と実証研修者らとの間で専門的分業
によってなされると想定している。したがって分離戦略をとることで問題の解
決に貢献するためには、(a)規範的な規準と(b)公共的な問題の要因について専門
家の間で共有された信頼できる知見がすでに蓄積されてが前提条件となる。だ
が、人の移動に関わる諸問題という学問的に比較的新しい領域については、た
40
分離戦略を考察の対象としない理由は、本研究が焦点をあてる人の移動の諸
問題の特性に関わる。人の移動の諸問題の考察において分離戦略を採用するこ
とには以下に述べるような難点がある。この戦略は(a)規範的な規準と(b)公共的
な問題の要因について専門家の間で共有された信頼できる知見がすでに蓄積さ
れてはじめて可能になる。だが、人の移動に関わる諸問題という学問的に比較
的新しい領域については、たんに信頼できる知見が存在しないだけでなく、ど
のように当の問題を理解するかについて専門家の間ですら体系的なバイアスが
存在しているという指摘もなされている36。そのため、人の移動の諸問題の考察
において分離戦略をだけ
．．
をもっぱら採用することは適当ではないだろう37。
参加戦略と観察戦略においては、解決策の同定や決定は公共的な討議の実践
に委ねられている。そのため、たとえ信頼された知見の蓄積がなくとも探究を
継続していくことが可能となる。これは人の移動の諸問題の解決策の探究にお
いて重要な想定である。すでに述べたように、二つの戦略は相互依存的なもの
である。そのため方法（論）の考察においても、二つの戦略をともに考察する
ことは有益である。次項で述べるように、本章で扱うロールズの議論は参加戦
略のための方法（論）について重要な示唆をもっている。観察戦略の方法（論）
については、第二章で検討する。
１−２−３ ロールズと公共的問題
んに(b)についての信頼できる知見が存在しないことに加えて、調査に先立って
どのように当の問題を理解するかについて専門家の間ですら体系的なバイアス
が存在しているという指摘もなされている（序章注 3333 および本章注 36 を参
照）。(i.)規範的評価規準の導出および明晰化をもっとも重視する論証によって、
こうした問題理解のバイアスの問題に対処するのは困難である。それに対して
本研究が(ii.)解決策の判定および(iii.)解決策の提案にまたがる方法論的諸条件
として最終的に支持する「問題理解アプローチ」は、問題理解のバイアスを回
避する方途を示すものである。
35 ただし本項ですでに述べたように、分離戦略と他の二つの戦略と組み合わせ
て使用することの有効性を筆者は認めている。
36 こうした問題理解についてのバイアスは、移民・難民研究において方法論的
ナショナリズムや定住民的バイアスと呼ばれるものである。この点については
第五章を参照。
37 ただし本項ですでに述べたように、分離戦略と他の二つの戦略と組み合わせ
て使用することの有効性を筆者は認めている。
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本章で議論するロールズは上述の三つの戦略のうちの参加戦略を採用してい
る。しかしながら彼が、公共的討議の一参加者として解決策を提案しているこ
とを明言したのは、彼のキャリアでも晩年になってからである38。そのこともあ
り、先行研究においてはロールズが三つの戦略のどれを採用しているのかにつ
いて混乱がみられる。
ロールズはしばしば批判者から分離戦略を採っているとみなされている。
Ｒ・ゴイス(Raymond Geuss)による批判は代表的ものである。彼は、ロールズ
に、「倫理学の仕事をまず完結して、わたしたちがどのように行為すべきかにつ
いての理想理論を獲得した後に、第二段階として理想理論を政治的行為主体の
行為に適用＝応用することができる」という「倫理学第一的」見解を帰してい
る(Geuss 2008: 8)。ゴイスはさらに、ロールズが倫理学を歴史学や社会学など
とは独立した学科であるとみなしていたと解釈している(ibid: 9)。ゴイスは、 (a)
政治理論・倫理学と、(b)歴史学や社会学などの実証研究と、(c)理論の行為への
適用＝応用を相互に独立した学問的な営みとみなしている点において、本稿の
枠組でいう分離戦略としてロールズを解釈しているといえる39。
しかしながらロールズは、分離戦略的な政治理論の捉え方を明確に否定して
いる。彼は分離戦略における規範的な規準の提示という課題を認識論的な課題
と呼んでいるが40、「正義の構想の正当化における『本当の課題』は認識論的問
題ではない」ことを明言している(KC: 306)41。
38 （１−３−１）を参照。
39 ゴイスに対して公平を期すと、彼の批判は本章が扱う晩期までを含めたロー
ルズの議論ではなく、『正義論』の時期のロールズの議論に向けられたものであ
る。だが、本研究では議論できないが、本章で後述する参加戦略的な構成主義
という方法論は（1980 年に構成主義が定式化されるのに先だって）すでに『正
義論』で採用されていたと解釈できる(James 2013: 251-2; 犬飼 2016: 250-1)。そ
のため、ゴイスの批判はやはり的を射ていない。
40 ロールズの言う「認識論的課題」とは、わたしたちの外部にある、つまりわ
たしたちの道徳についての自己理解とは切り離されて独立して存在する、価値
秩序を発見することである(KC: 306)。
41 なおロールズに対するゴイスの批判の個別の論点は、本論文で扱う論点と重
なる部分が多い。彼は、ロールズの論証は、歴史的文脈をふまえておらず(Geuss
2008: 91)、行為指針の提示に失敗しているだけなく(ibid.: 93)、実際の行為者にお
いて働いている権力関係を隠蔽してしまうことを批判しているが(ibid.: 88-90)、
これらの三つの論点のうち第一と第二の論点は第三章、第三の論点は第二章で
検討する。
42
ロールズは参加戦略の代表的論者の一人である。彼にとっての政治理論的探
究は「解決しなければならない特定の問題にわたしたちが直面する」ことから
出発するものである(KC: 357)42。この引用箇所からも窺えるように、ロールズ
にとっての主要な研究目標は公共的問題の解決策を提案することである。後述
するように、彼は問題の解決策の特定はその解決策をめぐる現実の公共的討議
においてなされると考えている43。
次項で参加戦略としてのロールズの方法論を述べる前に、その他の参加戦略
の論者とロールズとの異同について簡単に述べておきたい。公共的問題の解決
策の探究は現実の公共的討議の文脈においてなされるという点において、ロー
ルズの立場はウォルツァーやローティの立場に近い。したがって「ロールズは
民主政治を一番目に置き、哲学を二番目においていた」というローティの指摘
はそれ自体としては正確なものである(Rorty 1991: 191=190) 44。しかしながら
ロールズは、ローティやウォルツァーとは違い、政治理論における論証を詩や
小説のような達人芸とは考えていない。彼らは、ロールズにおける構成主義と
いう方法論と原初状態という方法の重要性を看過している。以下でみるように、
この方法論と方法は公共的精査を容易にして知見の蓄積を可能とするのみなら
ず、解決策についての提案の客観性を保証する機能を果たしている45。
42 本文で述べたロールズの引用箇所の意義については、第二章において構成手
続きとの関係をふまえてより詳しく論じる。
43 本文では述べることができなかったが、ロールズが参加戦略を採用している
ことは、1975 年に発表された彼の論文「道徳理論の独立性」において、認識論
に対する道徳理論の独立性の主張として明確にされている。この論文でロール
ズは、第一に、公共的問題の解決策の探究という参加戦略的な課題は、先験的
規準の導出および明晰化のような分離戦略的な課題とは独立して探究すること
ができ、したがって第二に、公共的問題の解決策についての問いは問題状況に
依存しない普遍的な規範的規準を同定しなくても探究することができる、と主
張している(IM: 290-1)。
44 引用箇所からわかるようにローティは、ロールズと自らの論証戦略の類似性
に自覚的である。それに対して、ウォルツァーはロールズを（ゴイスと同様に）
分離戦略の論者とみなして批判している(Walzer 1983: xiv; 2007)。
45 したがってロールズを「徹底した反普遍主義者」であるとみなすローティの
解釈は誤りである(Rorty 1991: 180=174)。確かにロールズは、分離戦略のように
どのような文脈においても適用可能な規範的規準を提示しようとしているわけ
ではない。だが彼はより信頼性の高い客観的な判断の提示を目指している（１−
４−３）。そのため彼は当の問題に関連するすべての人びとにとって受容可能で
あるという意味における普遍化可能性(universalizability)の追究を放棄している
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第三節 解決策提案のための方法論としての構成主義
本節では、ロールズにおける方法論としての構成主義の概要と、構成主義と
反省的均衡との関係を明らかにする。はじめに、反省的均衡についての議論の
変遷を確認することで、ロールズが規範的知識の形成および共有のプロセスを
どのように捉えていたかを述べる（１−３−１）。次に、方法論としての構成主義
において客観的な知識の獲得がどのように捉えられているかを論じる（１−３−
２）。最後に、この方法論が方法に対して課す二つの条件を指摘する（１−３−３）。
１−３−１ 知識の形成および共有プロセスの記述としての反省的均衡
反省的均衡から議論をはじめたい。反省的均衡は、それ自体としては探究の
目標を掲げたり、望ましい方法が充たすべき諸条件を提示したりするものでは
ないため、本研究が定義する方法論ではない。反省的均衡は、方法論の重要な
一要素であるロールズの存在論および認識論的な立場を、知識の対象が形成さ
れ共有されるプロセスとして記述したものである。ロールズが反省的均衡の議
論をはじめて定式化したのは 1971 年の『正義論』だが、批判への応答のなかで
この定式化には修正が二度加えられている。
『正義論』において反省的均衡というアイデアは、わたしたちが行為する際
に参照されるべき指針としての規範的な知識が、わたしたち自身による「自己
吟味(self-examination)」によって形成されるプロセスを描いたものとして導入
されている(TJ: 49)。
ロールズによれば、「正義の理論(a theory of justice)」とは、「わたしたちの道
徳的能力、より厳密には、わたしたちの正義の感覚(sense of justice)を統御する
諸原理を詳しく説明する」ものである(TJ: 51/rev.44=70)。この説明は、当の問
題に関連するわたしたちの「熟慮された判断(considered judgment)」を特定す
ることから始められる46。熟慮された判断とは何かについては先行研究において
解釈が分かれているが47、ある問題の解決策に関連してあるひと（や集団）が下
わけではない。
46 ロールズは「熟慮された判断」という語を、しばしば「熟慮された確信
(conviction)」と互換的に用いているが、本文では熟慮された判断に統一する。
47 熟慮された判断と日常的判断との関係について論争が存在する。熟慮された
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す個別の判断やそれらの総体として捉えてさしあたり問題ない（IM: 289）48。
次に、これらの判断とうまく合致するような道徳的な諸原理の定式化が試みら
れる。もし、わたしたちの判断と原理する均衡点(equilibrium)がみつかれば、
このプロセスは終了するだろう。しかしながらロールズは、「この均衡点に到達
することがわたしたちにできるか疑わしい」ことを強調する(TJ: 49/rev.43=69)。
「均衡点は必ずしも安定的なものではない。さらなる吟味によって均衡点は覆
されることも多い」(TJ: 20/rev.18=29)。このさらなる吟味のプロセスにおいて
は、あるときには諸原理を規準として個々の熟慮された判断の側が訂正され、
またあるときには反対に個々の熟慮された判断を規準として諸原理の側が訂正
される。以上のプロセスをロールズが「反省的な(reflective)」均衡と呼んでい
るのは、いま述べたような往復的なプロセスを経るなかで、「わたしたちの判断
はどの諸原理に従うものであるかと、それらの原理がどのような諸前提から導
かれたのか」がわたしたちに明らかになるからである(ibid.)。
規範的知識の形成プロセスの記述としての反省的均衡の特徴は、妥当な規範
的知識の獲得は、（わたしたちが抱く諸々の熟慮された判断とそこから推定され
る道徳原理との間における往復的な訂正という）理由づけ(reasoning)の実践を
具体的な文脈の内部において継続することだけで可能であるとみなしているこ
とにある。認識論においては、妥当な知識を獲得するためには理由づけ実践の
外部にある何らかの先験的規準への訴えが必要であるという見解も根強いが、
判断はしばしば、現実の人びとが抱く日常的な判断や規範原理がまだ適用され
ていない直観的判断と同一視される(Miller 1999; Floyd 2017)。だが本研究は第三
章において、ロールズにおける熟慮された判断は、日常的判断や直観的な判断
とは異なることを論じる（３−４−１）。
48 判断の対象としては、個別の状況や制度についての特定の判断から評価規準
に関わる抽象的な判断まですべての一般性の次元が含まれる（IM: 289）。
なお、教科書やロールズ入門書においてはしばしば、熟慮された判断は原理が
意識的に適用されていない直観的な判断であると説明されるが、この説明は不
正確である。直観性条件は、彼の「倫理上の決定手続きの概要」（1951 年）での
説明において導入されたものであるが(OD: 6)、管見の範囲では『正義論』以降
においては直観性条件への言及はみられない。より重要なことに IM 論文やその
後の説明では、熟慮された判断は「個別の事例における個別的判断」だけでな
く「抽象的原理についての判断」までも含むことが強調されている(PL: 8n8; cf.
IM: 289; JFR: 30)。そのため、『正義論』（あるいは少なくとも同書出版後）に
おけるロールズは、熟慮された判断を原理についての精査を含むものとして捉
えていたことは明らかである。
45
ロールズはそうした見解を意識的に退けている(IM: 289-290)。後述するように
彼は、手許にある具体的な選択肢うちのどれが、ある特定の目標に照らしてよ
り望ましいかを当の文脈が課す制約の中で根拠立てて識別する能力を、大多数
の人びとが（常にではないが少なくとも）時には行使できるという、最低限の
想定しか置いていない（１—４−３）。
以上が『正義論』における反省的均衡の説明である。しかしながらロールズ
は批判者たちに応答するなかで説明に二度の大きな修正を加えている。第一の
修正は、「狭い(narrow)」反省的均衡と「広い(wide)」反省的均衡の区別の導入で
ある(IM: 289-90)。この区別は、Ｒ・Ｍ・ヘア(Richard M. Hare)らからの批判を意
識して提起されたものである49。
ヘアは反省的均衡を、人びとが規範的な事柄について現に抱いている判断を
観察し、そうした判断のより多くと一致する原理を定式化するプロセスとして
捉えている。そのうえでヘアは、このプロセスによって獲得される規範的知識
は、たんに現に人びとの考えていることを記述しただけの極端に現状肯定的な
ものとなってしまうと批判している。ロールズのような「人びとの実際の道徳
的判断に対してだけしか照合することができない『道徳』理論は、人びとが何
をすべきだと一般に考えている
．．．．．
かについての人類学的理論〔強調は原文〕」にす
ぎない(Hare 1975: 86) 50。
ヘアからの批判をうけてロールズは、狭い反省的均衡と広い反省的均衡との
区別を明確にした51。狭い反省的均衡とは、ヘアが解釈するような、現に人びと
が抱いている諸判断をもっともよく合致する原理を定式化するという記述的な
プロセスである。それに対して、ロールズが企図している広い反省的均衡とは、
合理性についてのある諸条件を充たすような均衡である。すなわ
49 ロールズ自身は、狭い／広い反省的均衡の区別を導入する際に、特定の批判
者に明示的に言及しているわけではないのだが、多くのロールズ研究者は内容
からみてヘアからの批判が意識されているとみなしている（たとえば、渡辺
2001: 第一章）。
50 ヘアと同様な反省的均衡の解釈として(Miller 1999; Floyd 2017)。ただし第三章
で論じるようにミラーは、ヘアとは違いロールズを肯定的に評価している。
51 広い反省的均衡は、Ｎ・ダニエルズ(Norman Daniels)によってロールズとは異
なる仕方で定式化がなされていることに注意が必要である(Daniels 1996)。広い
反省的均衡として、ダニエルズの定式化が参照されることも少なくない。ロー
ルズとダニエルズの定式化の違いについては（伊勢田 2012 :第 1 章）を参照。
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ち、･･･もしも人びとが[現に抱いているのとは別の]適切な[正義の]構想
を考慮しその根拠を評価する機会をもっていたとすれば、どのような
原理を認め、どのような原理の帰結を受容するだろうかを、わたした
ちは探究する。このプロセスを突き詰めるならば、すべての実現可能
な構想とそれらの構想に関するすべての理に適った論証についての理
性的な考慮に耐えるであろう、構想ないし構想群の追究となる。もち
ろんわたしたちには、これを実際に遂行することはできない。だが、
哲学的伝統においてわたしたちになじみ深い有力な諸構想を特徴づけ、
わたしたちにとってもっとも適切であるとみなしうるようにさらに洗
練させるという、次善策をとることはできる。〔 [ ] 内は引用者 〕(IM:
289)
引用箇所の前半部からわかるようにロールズは広い反省的均衡を、人びとが現
に抱いている信念の記述ではなく、理想的条件下における理性的な精査に耐え
うるという「合理性についてのある種の諸条件」を充たすような原理を定式化
するプロセスとして捉えている。重要な含意として彼は、このプロセスにおい
ては「原則的には改訂を免れる[熟慮された]判断は存在しない〔[ ] 内は引用者〕」
ことを強調している(IM: 289)。
以上が第一の修正であるが、実はこの修正はロールズ自身も述べているよう
に『正義論』ですでに述べられていたことをより明確にしただけであり、実質
的な修正ではない(JFR: 31=53; TJ: 49/rev.43=69)。それに対して、『政治的リベラ
リズム』の議論に対するＪ・ハーバマス(Jürgen Habermas)からの批判への応答に
おいてなされた、第二の修正はより重要である。ハーバマスは、ロールズの議
論が次のような意味で独話的(monological)なものであることを批判している。す
なわち、ロールズの論証は、どのような原理であれば人びとが受容できるかを、
理論家がただ一人で考えることによって判断できるという想定のもとになされ
ている。しかしながら、そうした論証の仕方は、多様な観点からの精査がなさ
れる公共的な討議を経なければ、理論家の観点をたんに押しつけるものとなっ
てしまう(Habermas 1998: 57-9=72-4)。
ロールズは論文「ハーバマスへの応答」におけるこの批判への回答において、
反省的均衡のプロセスの説明を、公共的な討議における知識の精査と共有とい
う対話的(dialogical)な契機も含むものへと修正をしている。同論文においては反
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省的均衡について、前述の狭い／広いという区分に加えて、公共的な討議にお
ける精査を経て到達される「一般的な(general)」反省的均衡という区分が新たに
強調されている。この均衡は、「完全に間主観的なものである。すなわち、すべ
ての他の市民による理由づけと論証を各々の市民が考慮している」状態である
(PL: 385n16)。この論文でロールズは、自らの論証が公共的討議を前提にしてい
ることを次のように述べてさえいる。
専門家は存在しない。哲学者はその他の市民と同じだけの権威しかも
たない。すべての人びとは社会において現れた人間理性の権威に平等
に訴える。その他の市民がそうした人間理性に注意を払うならば、書
かれたもの(『正義論』も含まれる)は継続的な公共的な討議の一部分と
なるかもしれない。(PL: 383)
以上のような反省的均衡における知識の対話的な精査と共有の契機の強調は、
それ以前の説明に対する実質的な修正であるといえる52。この修正は、もしも反
省的均衡の説明だけに着目するならば、ハーバマスへの批判に応答するために
苦し紛れになされた場当たり的な修正であるようにみえるかもしれない。しか
しながら、次項で述べる構成主義についてのロールズの議論に目を向けるなら
ば、反省的均衡の説明への対話的契機の追加は、構成主義についての以前から
の彼の主張をたんに反映させたものであり、決して場当たり的な修正ではない
ことがわかるだろう（だがロールズがハーバマスからの批判を回避できるかど
52 この点についてはもう少し説明が必要かもしれない。『政治的リベラリズム』
の時期以前の反省的均衡の説明においては、知識が人びとの間でどのように共
有されるようになるかについての説明は含まれていなかった。二つの点が指摘
できる。第一に、「一般的な反省的均衡」という表現は「道徳理論におけるカン
ト的構成主義」論文ではじめて用いられているが(KC: 321)、内容についての具
体的な説明は「ハーバマスへの応答」論文で初めてなされた（『政治的リベラリ
ズム』における反省的均衡の説明においては一般的な反省的均衡への言及はさ
れていない(PL: 8n8)）。第二に、『政治的リベラリズム』においては、（ただ一人
で考えることで客観的知識に到達できると考える）理性的直観主義と（客観的
知識の到達には公共的討議における精査が要請されると考える）構成主義の双
方が反省的均衡という観念に依拠しているとされている(PL: 95-6)。この記述は、
同書の時点ではロールズは、反省的均衡は知識の共有のされ方についての特定
の立場を含んでいないと考えていたことを示唆している。
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うかは別の問題である53）。
知識が形成され共有されるプロセスとしての反省的均衡を、ヘアへの応答と
して明確にされた狭い／広い反省的均衡という区分と、ハーバマスへの応答と
して導入された一般的な反省的均衡という区分に着目することで確認した。ロ
ールズが最終的に依拠していた反省的均衡は「広くかつ一般的な反省的均衡」
である(PL: 384n16)。この最終的なヴァージョンにおいては、反省的均衡によ
る規範的知識の形成および共有は次のように説明される。すなわち、ある規範
的知識（ある特定の問題に対する望ましい解決策についての知識）は、公共的
討議における理性的精査に耐えうるような他者にとって説得的な理由づけの候
補がある提案者によって提示され、実際の討議においてその理由づけの妥当性
が他者の観点から精査され必要に応じて修正されていくという継続的な理由づ
けのプロセスの内部において形成され共有される。
このプロセスには反省的「均衡(equilibrium)」という終局的で静態的な名前
がつけられているが、継続的な公共的討議のプロセスが不可欠とされることか
らわかるように継続的で動態的なものである。そのため、「反省的均衡はわたし
たちが決して到達することができない無限遠点(a point at infinity)」である
(PL: 385; cf. TJ: 49)。わたしたちにできるのは、公共的な議論を通じてそこに
接近していくことだけである(PL: 385)。したがって、このプロセスはより正確
には反省的「均衡化(equilibrating)」と呼ばれるべきかもしれない54。
すでに述べたように、反省的均衡による知識の獲得プロセス説明の特徴は、
具体的な文脈における理由づけの実践の外部にある先験的な規準に訴えかけな
くとも、妥当な規範的知識が獲得可能であると捉えていることにある。
１−３−２ 方法論としての構成主義
構成主義とは、公共的問題に対する参加戦略にふさわしい論証の仕方として
ロールズが定式化した方法論である。方法論としての構成主義は公共的問題の
解決策の提案という目標を掲げ、反省的均衡のプロセスをふまえたうえで、こ
53 ハーバマスの批判の核心は、ロールズの議論においては観点の多様性がない
ということあった。この論点については第二章において扱うが、そこでの結論
を先取りするなら、ロールズの議論には観点の多様性が欠如しているというハ
ーバマスの批判は妥当である（２−４−２）。
54 均衡化という表現はＯ・オニールから示唆をえた(O’Neill 2009)。
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の目標の実現のために妥当な方法が充たすべき諸条件を提示している。方法論
的立場としての構成主義は、今日ではロールズ以外の論者にも共有されていて
いる。だが構成主義についてのより一般的な議論は第二章に譲り、本章ではロ
ールズにおける構成主義の議論の焦点を絞る55。
ロールズが公共的な問題の解決策の提案を主要な研究を目標としていること
はすでに述べた通りである（１−２−３）。構成主義と問題解決という目標との結
びつきについては次章でより詳しく述べるため（２−２−１）、ここでは彼が解決
策の提案が主要な研究目標であることを明確にしているのは、構成主義という
立場がはじめて表明された論文（「道徳理論におけるカント的構成主義」）であ
ることを指摘するだけに留める。
ロールズは、反省的均衡における知識の形成プロセスをふまえたうえで、客
観性のある妥当な解決策の同定はどのようになされるべきかを論じている。前
項で述べたように反省的均衡の特徴は、具体的な文脈における理由づけの実践
の外部にある先験的な規準に訴えかけなくとも、妥当な規範的知識が獲得可能
であると捉えていることにある。構成主義についての議論では、この見解をふ
まえたうえで、さらに踏み込んだ次のような言及がなされている。
ある政治的確信が客観的であると言うことは、･･･すべての理に適った
人びとにその確信が理に適っていることを納得させるのに十分な理由
が存在すると言うことである。そうした理由の秩序を実際に獲得する
ことができるかどうか、そしてそうした主張が一般的に理に適ってい
るかどうかは、理に適っておりかつ合理的であり判断の負荷を認めて
55 第二章で述べるように、政治理論一般における構成主義とは、特定の問題の
解決策について、特定の観点に依拠しながら、特定の聴衆に向けて、手続き的
な正当化を試みる論証戦略であると定義できる。構成主義についてのロールズ
の議論は、「道徳理論におけるカント的構成主義」（1980 年）、「カントの道徳哲
学における様々な主題」（1989 年）、『政治的リベラリズム』第三講義、『道徳哲
学史講義』（2000 年）である。本稿の議論はこのうち、KC における「カント的
構成主義(Kantian constructivism)」と、PL における「政治的構成主義(political
constructivism)」についての議論に関係する。ここでは論じることはできないが、
二つの構成主義は、対象とする具体的な問題が異なるだけであり、実質的は同
じ議論であるとみなしてよい。TKMP と LHMP において論じられている「カン
トの構成主義（Kant’s constructivism）」も含めた、ロールズの構成主義について
の諸議論の概要と関係性については、(Freeman 2007; 福間 2007)を参照。
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もいる人びとによる実践的な理由づけの共有された実践
．．．．．．．．．．．．．．．．
(the shared
practice of practical reasoning)が長期にわたって全体として成功して
いるということによってのみ示される。〔強調は引用者〕(PL: 119)
この箇所でロールズは、どの解決策がどのような根拠から支持されるかの理性
的な考察が、ただ一人によって行われているのではなく、公共的討議において
集合的かつ継続的になされている場合にはじめて、わたしたちはある問題につ
いての客観的に妥当な解決策を獲得することができるという見解を示している
56。つまるところ構成主義とは、ある問題の解決策についての客観的な理由は、
理由づけの実践に先立って存在するなんらかの先験的な規準を参照することに
よって「発見されるもの」ではなく、具体的な文脈における討議においてなさ
れる集合的かつ継続的な理性的な理由づけのプロセスにおいて「構成されるも
の」である、という見解である(cf. 福間 2007: 62)。
構成主義的な客観性の捉え方は、次のような二つの含意をもつ。第一に、ど
の程度の客観的な理由にわたしたちが到達することができるかは、理由づけの
実践の質に依存する。「論証は時にかなり高いレベルの開放性(openness)と不偏
性(impartiality)に到達するかもしれない･･･。論証がどれだけ高いレベルに到達
することができるかは、[討論への]参加者の徳と知性に依存していることは明白
である(PL: 384)。」公共的な討議に参加する現実の人びとの徳と知性が高ければ、
より信頼できる解決策をわたしたちは見出すことができる。そのため、公共的
問題の解決策についての人びとの理由づけの能力を涵養することが重要な課題
となる(KC: 347)57。第二に、解決策についてのいかなる特定の理由づけられた
提案も、つねにその後の集合的な精査により覆される可能性がある暫定的なも
のであるという意味において、可謬的である(PL: 96-7)。
１−３−３ 構成主義が方法に課す二つの条件
56 ここから、前項で確認した反省的均衡の説明への対話的契機の追加はたんな
る場当たり的なものではないことがわかる。ロールズは、対話的契機の追加の
以前から、正当化においては公共的討議が要請されると捉えていた。
57 したがって、後期ロールズが「正しい理由に基づく安定性(stability for right
reasons)」や「シヴィリティの義務」に対して関心を寄せている理由は、構成主
義に着目することによっても説明できるだろう。
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上述のように、方法論としての構成主義は、ある問題の解決策についての客
観的な理由は、集合的かつ継続的な理性的な理由づけのプロセスにおいて構成
されるという見解である。本項ではこの方法論的見解が解決策の提案という研
究目標を達成するうえで、二つの条件を方法に課すことを確認する〔表 1.3.〕。
第一の条件として、公共的問題の解決策についての提案の根拠は、すべての
関連する他者にとって受容可能かつ理解可能なものでなければならない。
前項において構成主義とは、ある問題の解決策についての客観的な理由は、
具体的な文脈における公共的討議における理由づけのプロセスにおいて構成さ
れるものであるとみなす見解であることを確認した。この見解の当然の帰結と
して、正当化は、完全な理性能力をもつ理想的な存在者ではなく、限定的な理
性的能力しかもたない実際の他者を名宛て人としてなされる。したがって正当
化は、他者にも理解可能な共通の基盤から出発して、自らの提案が他者が受容
可能な適切なものである根拠を説得的に示すものでなければならない。
ロールズは、正当化がいま述べたような相互的な説得の営みであることを繰
り返し論じている(TJ: §87; JFR: 27-8=46-7;JFPM: 394; PL: 100)。『正義論』
の最終節における次の引用箇所ではロールズの見解が端的に示されている58。
正当化とは、わたしたちとは見解を異にする人びとを名宛て人とする
58 この箇所の重要性については多くのロールズ研究において指摘されている
(Freeman 2007: 38–9; James 2013: 256–7; Laden 2013: 67; 松元 2015: 85; 田中
2017: 233)。
表 1.3. 解決策の提案のために方法論としての構成主義が課す二つの条件
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論証である。もしくは、自らが見解を決めてかねているときには、自
分自身を名宛て人とする論証である。正当化においては、人びとの間
やある人の内部における見解の対立が前提とされ、自分の要求や判断
が基づいている原理が理に適っているということを、他者や自分自身
に納得させることが追究される。正当化は、理由によって和解させる
ことが意図されているため、当該の議論にとってのすべての当事者が
共通に抱いている事柄から進められる。･･･たんなる証明は正当化では
ない。というのも、証明はたんに命題の間の論理関係を示すだけであ
るからである。しかしながら、証明の出発点が相互に承認されたもの
であったり、それらの前提によって表現された構想が適切であるとわ
たしたちが説得されるほどその結論が包括的かつ説得力のあるもので
あったりするならば、そうした証明は正当化となる。(TJ: 580-1/rev.508
=764-5)
この箇所からは次の三つを確認することができる。第一に、正当化とは、当該
の問題に関連するすべての当事者を名宛て人とするものである。第二に、正当
化においては、自らの提案の根拠が名宛て人となる他者にとっても受容可能な
理に適ったものであることを説得的に示すことが試みられる。第三に、正当化
は、自らの提案の根拠を異なる意見をもつ人びとにとっても理解可能な仕方で
提示できるように、すべての当事者の間で相互に承認された共通の基盤から出
発するものでなければならない。換言すれば、議論の出発点においては論争的
な見解への訴えはできるだけ回避するよう試みられねばならない(JFPM: 394)。
以上から、方法としての構成主義が課す第一の条件の内容は明らかであるだろ
う。
第二の条件として、提案における諸々の考慮事項と自らが採用するそれら考
慮事項の間での特定の重みづけの仕方は、聴衆である他者にも追跡可能となる
よう論証において可視化されなければならない。
構成主義における客観性の捉え方に関連してすでに述べたように、ロールズ
は解決策についてのいかなる特定の提案も可謬的であるということを認めてい
る59。可謬的な判断からより妥当な解決策を見出していくためには、その提案は
59 ロールズは、方法論としての構成主義を充たした論証の方法（構成手続き）
の性質を述べた箇所で、いかなる論証も可謬的であることを次のように指摘し
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公共的な討議における集合的な精査に曝されなければならない。したがって、
構成主義的な論証は、集合的な精査が可能となるよう、その結論にどのような
考慮事項をどのような仕方で重みづけることによって至ったかを他者が辿るこ
とが可能なものでなければならない(Laden 2013: 65)。ここからも窺えるように、
構成主義的な論証においては、結論そのものと同じかもしくはそれ以上に、何
を出発点としてどのような仕方で根拠づけをしてその結論に辿り着いたのかと
いう理由づけのプロセスが重要である。
第四節 解決策提案のための方法としての原初状態
本節ではまず、方法としての原初状態の論証は、方法論としての構成主義が
課す二つの条件を充たすものであることを確認する（１−４−１）。次に、原初状
態の論証が、分析ツールとしての思考実験や概念分析の使用に対して、どのよ
うな条件を課しているかを指摘する（１−４−２）。最後に、方法論としての構成
主義と方法としての原初状態の論証に基づくロールズの問題解決策の探究が文
脈的な性格をもつことを論じる（１−４−３）。
１−４−１ 方法としての原初状態
有名な原初状態の論証は、方法論としての構成主義的が課す諸条件を充たす
方法としてロールズが採用している方法である。原初状態の論証において、あ
る公共的問題の望ましい解決策は、互いを自由で平等な道徳的人格としてみな
しうるような公正な状況にあり、かつ無知のヴェールの下で情報を制限された、
仮想的な契約当事者による合意として設定された手続きによって、同定されか
つ正当化される。
この論証は『正義論』において正義の二原理を正当化するために用いられた
ことで有名であるが、その後ロールズはこの論証を方法論としての構成主義が
ている。論証は理由づけにおけるすべての重要な考慮事項（諸規準）をできる
かぎり組み込んだものでなければならないが、「こうした諸規準をいかなる仕方
で特定化したとしても、それらが最終的なものであると宣言したり、最終的な
ものであるとみなしたりすることはできない。それらの諸規準の描写(rendering)
は、それがどのようなものであったとしても、批判的な反省による精査に対し
て常に開かれている」(PL: 102n13)。
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課す前述の二つの条件を充たす次のような方法として再定式化している60。すな
わち、方法としての原初状態は、ある公共的な問題に関する解決策を提案する
際に、提案者が当の解決策が自分以外の聴衆を説得しうる適切な解決策である
と考える理由づけのプロセスを表象する装置(devise of representation)である
61。この表象の装置としての原初状態は、方法論としての構成主義が課す二つの
条件それぞれに対応する二つの側面をもつものとして説明されている。
第一の側面として、方法としての原初状態は「公共的な反省と公共的な自己
明晰化(self-clarification)」のための装置である(PL: 26; JFPM: 402)。これは方
法論としての構成主義が課す第一の条件である、正当化はすべての関連する他
者にとって理解可能な仕方でなされなければならないという要請に対応するも
のである。すでに述べたように、この要請を充たすためには、正当化は他者に
も理解可能な共通の基盤を出発点としなければならない。そのため原初状態の
論証は、共通の基盤から出発して、「ひとたびわたしたち
．．．．．
が正義が何を要請す
るかについてのあるひとつの明快で整った見解をとることができたならば、わ
．
たしたち
．．．．
はいま何を考えているかを、解明する〔強調は引用者〕」ものである(PL:
26)。
原初状態はわたしたちがいま何を考えているかを解明する公共的な反省と公
共的な自己明晰化の装置であるという第一の側面を強調することによって、ロ
ールズが何を意図しているのかには注意が必要である。先行研究においてはし
ばしば、この第一の側面の強調は、正当化とは人びとの間で共通に抱かれてい
る判断を正確に反映した理由づけを提示することであるという見解をロールズ
が支持していた証拠として解釈される(Miller 1999)62。しかしながら、ロールズ
自身は、共通の基盤から出発することは、人びとの間で共通に抱かれている判
断を正確に表象するような理由づけの記述に終始することを決して意味しない
ことを次のように明言している。
正当化とは･･･たんに公共的に共有されかつ相互に承認されてもいる
60 原初状態の論証についての本項の議論は『カント的構成主義』論文以降のロ
ールズの議論に依拠している。
61 ロールズ自身は、原初状態は「わたしたちが正義の政治的構想の原理を根拠
づけるための理に適った考慮事項であると適切な反省の後に考えるものの適切
なモデル化」であると表現している(JFR: 17-8=29-30)。
62 ミラーの解釈については第三章で改めて言及する。
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諸前提から正確に理由づけをすることではない
．．．．．．．．．．．．．．．．
。[正当化における]真の
課題とは、･･･歴史的伝統にみいだされる諸確信を新しい形態
．．．．．
で表現し、
それらの確信を広範にわたる人びとの熟慮された確信と結びつけるこ
とによって、･･･共通の理解のための出発点を創出すること
．．．．．．
(originate)
ないし作りだすこと
．．．．．．
(fashion)ことである。つまり[正当化の真の課題と
は]、批判的な反省に耐える出発点を創出することである。〔[ ]内および
強調は筆者〕（KC: 306）
ここでロールズは、正当化とはたんにすでに共有された熟慮された判断に基づ
いて理由づけをすることではなく、新たな共通の基盤となりうるような理由づ
けを創出することであると述べている。したがって、原初状態は公共的な反省
と公共的な自己明晰化の装置であるというロールズの主張は次のように解釈さ
れるべきである。すなわち原初状態とは、現在は広範には受容されていないあ
る解決策が、ひとたび理性的な集合的精査がなされたならば当の問題に関係す
るすべての人びとが受容することができる潜在的な合意点と合致するものであ
るという、提案者の判断を表象するものである63。
第二の側面として、方法としての原初状態はいま述べたような適切な解決策
についての判断者の「推量(conjecture)を定式化するための分析装置である」(PL:
381)。原初状態の論証において「合意される諸原理がもっとも理に適っている
というのは推量である。というのも、当然ながらこのことは不正確(incorrect)
かもしれないからである」(ibid.)。すでに述べたように方法論としての構成主義
は、望ましい解決策についての判断が可謬的であることに自覚的であり、この
可謬的な判断が客観的とみなされるほど信頼されるものであるかは公共的な討
議における集合的な精査に曝されることではじめてわかると考えている。その
ため構成主義は、第二の要請として、提案者がどのような考慮事項をどのよう
な仕方で重みづけることによってその結論に至ったかを他者が辿ることが可能
であるような論証をすることを要求する。
この第二の要請を充たすためには、原初状態は、たんに判断者のある推量を
63 結局、ミラーのような解釈の問題点は、原初状態は公共的自己明晰化である
だけでなく公共的反省
．．
の装置でもあるというロールズの記述を看過しているこ
とにある。しかしながら、共有した基盤から出発すると同時に共有された基盤
に批判的な提案をすることは、要求度が高いため実際には困難なのではないか
という疑問が浮かぶかもしれない。この疑問への回答は（２−３−３）を参照。
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定式化する装置であるだけなく、提案者自身の理由づけのプロセスを可視化
(visualize)するための装置でもなければならない(KC: 311; PL: 73; Laden 65-6)。
原初状態の論証の特徴は、提案者の理由づけのプロセス（すなわち、提案にお
ける諸々の考慮事項とそれらの間での重みづけの仕方）を、無知のヴェールの
ような仮想的状況におかれた理想的な当事者たちの合意プロセスとして可視化
する点にある。この可視化においては、「わたしたちがどのような諸想定を置
いているかがすべて
．．．
追跡可能〔強調は引用者〕」であるとともに、それらの諸
前提が統合されることでどのような含意がえられるかを示すことが重要である
(JFR: 39=69; cf. 81=144, 82=147)。
提案者の理由づけを可視化する装置としての原初状態の論証においては、
諸々の考慮事項はより具体的には次のように設定される。まず当の問題を特徴
づけるような事実前提が、正義の状況(circumstances of justice)として特定され
る64。ロールズの場合、彼の扱う問題の性質を反映して、ふまえられる事実前提
はごく限られたものである。次に分析の観点が問題に応じて選択される（分析
の観点については第二章参照）。選択された観点に基づいて論証において用いら
れる道徳的な人格と社会の構想が特定される(PL: 107) (しばしば誤解されるが、
ロールズは自らの論証を特定の哲学的な人格の構想によって基礎づけようとし
ているわけではない65)。そのうえで当の問題に直面する他の人びとも受容する
64 オニールは、正義の状況は、解決されるべき問題を生じさせているまさにそ
の状況を特徴づけているという意味において「不正義の状況(circumstances of
injustice)」でもあると指摘している(O’Neill 1996: 99)。
65 晩期のロールズは、『政治的リベラリズム』における自らの記述の仕方が、こ
のような誤解を招くものであったことを認めたうえで、人格や社会の構想は
個々の問題に応じて選択されることを改めて強調している(LoP: 86n33 =
126n33)。実は、人格と社会の構想は課題とされる当の公共的問題の文脈に応じ
て選択されるべきであることは、すでに「道徳理論におけるカント的構成主義」
論文において明言されていた。「人格の構想を、社会的協働に完全に参加…する
能力をもつ人間についての構想と定義したとしても、こうした能力の特定化の
方法は非常に多い。･･･こうした構想の特定においては、背景にある理論的構造
や一般的諸要求と切り離された哲学的分析だけでは成果は見込めない。･･･[解決
しようとしている特定の]問題の文脈が、人格の構想における曖昧さを除去にお
ける指針となり、[そうした記述が]どの程度正確であるべきかを告げる」(KC:
357)。ただし、この引用で示された人格の構想は哲学的な分析だけからは特定さ
れないという主張は、人格の構想は経験的な事実にもっぱら依拠して特定すべ
きという主張とは異なることには注意が必要である。ロールズは、自らの人格
の構想が、(心理学説のような)人間本性についての経験的な事実ではなく、あく
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であろうと提案者（ロールズ）が考えるような、当の公共的問題の解決策を選
択する仮想的な契約当事者がおかれているべき公正かつ理に適った状況の条件
がモデル化される。また、当の問題についての解決策の提案において挙げられ
る理由に対する適切な制約として、他の人びとも受容するであろうと提案者が
考える条件が、無知のヴェールとしてモデル化される(PL: 25-6; LoP: 30=39)。
方法としての原初状態の論証の二つの側面を確認した。ここで、本章の冒頭
で述べた方法論・方法・論証プロセス・個別の問いに対する結論という論証構
造上の次元の違いに目を向けたい。
方法としての原初状態は、一方で、論証の具体的なプロセスや、正義の二原
理のような個別の問いに対する結論からは区別される。この点は『万民の法』
におけるロールズの議論を参照するとわかりやすい。同書では、原初状態の論
証は三つの異なる公共的問題に対して用いられうることが明確にされている。
すなわち、（１）あるリベラルな国家の基本構造を規制する社会的協働の公正な
条項とはどのようなものか(LoP: 30=39)、（２）リベラルな諸国のみ
．．
からなる国
際社会において、リベラルな国家はどのような理想と原理に基づいて外交政策
を展開すべきか(LoP: 32=43)、（３）リベラルではない諸国も
．
含む国際社会にお
いて、リベラルな国家はどのような理想と原理に基づいて外交政策を展開すべ
きか(LoP: 10-11=12-3; cf. 70=102)、という問題である。
それぞれの問題において原初状態の当事者は、異なる状況に置かれた異なる
道徳的な性質をもつ人格（ある国家における自由で平等な市民・リベラルな諸
国の民衆・良識ある諸国の民衆）として記述されている。この当事者の道徳的
人格の記述の違いは、問題ごとに導入された諸前提の違いを反映したものであ
る。
以上からわかるように、原初状態の論証は解決しようとする公共的な問題に
あわせて「仕立て直され」るものである(LoP: 33=44)66。しかしながら原初状態
の論証は上述の三つの問題のいずれにおいても、当の問題の解決策の提案にお
いて他の聴衆を説得するのに適切だと提案者であるロールズがみなす理由を表
象する装置として、同一の仕方で用いられている(cf. LoP: 32-33=43-4)。このよ
うに、方法としての原初状態は、論証の具体的なプロセスや結論ではなく、論
までも道徳的理想(moral ideal)であることを強調している(KC: 321; PL: 86-7)。
66 ロールズは別の論文において、原初状態の論証は、世代間正義の問題や基本
構造以外の国内的な社会問題に対して用いることができると述べている
(LoP1993: 532)。
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証の形式に関わるものである。論証の具体的なプロセスは、考察対象となる公
共的問題がどのようなものかによって異なるだけでなく、たとえ同じ問題を対
象としていても誰がその提案をするのかによっても当然異なりうる。これは、
原初状態の論証は提案者が適切であるとみなす理由を表象するものである、と
いうことからすでに明らかだろう。結論が、対象となる問題や提案者によって
異なることは、わざわざ指摘するまでもないだろう。論証形式としての原初状
態が分析ツールの用い方に対してどのような指針を示しているかは次項で確認
する。
他方で、方法としての原初状態は、方法論としての構成主義とも区別される。
方法論としての構成主義が課す二つの条件を充たす方法として、原初状態の論
証とは別の方法を考案することも可能である。たとえば、次項で述べるように
原初状態の方法は社会契約論の伝統をふまえた契約的合意のメタファーを用い
た思考実験を伴っている。だが、方法論としての構成主義の観点からは、論証
プロセスが別の仕方で適切に可視化されてさえいるならば、契約的合意のメタ
ファーは使用されなくてもよい67。
１−４−２ 原初状態が分析ツールの使用に課す諸条件
本項では、方法としての原初状態が、思考実験や概念分析などの個々の分析
ツールの使用に対してどのような指針を提示しているかを確認する68。
第一節でも述べたように、分析ツールの使用は、直接的には方法が課す諸条
件に服し、究極的には研究目標に応じて変化するものである。したがって、分
離戦略のように価値の明晰化を主張な研究目標とする場合と、参加戦略のよう
に公共的問題の解決を目標とする場合では、分析ツールの適切な使用の仕方は
同一ではない。研究目標に応じて個々の分析ツールの使用法はどのように違い
うるのかの検討は今後の政治理論における重要な課題である。ここではそうし
た研究の端緒として、問題解決を研究目標とし、方法論としての構成主義と方
法としての原初状態を採用するロールズが、思考実験・概念分析・反証例によ
67 第二章以降においては代替的な方法をめぐる考察を行う。
68 分析ツールとしての思考実験については（河野 2014; 松元 2015: 32-4; 井上
2017b）、概念分析については（山岡 2005; 井上 2014a;松元 2015: 第一部）、演
繹・帰納・アブダクションのような論証の様々なタイプについて（松元 2015: 補
章）をそれぞれ参照。
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る異論に対してどのような制約を課していたかを確認する。結論から述べれば、
これら三つの分析ツールは、前項で確認した方法としての原初状態の論証が服
する二つの条件に合致するような仕方で用いられねばならない。すなわち、こ
れらの分析ツールは、第一にある解決策が理性的な集合的精査に耐えるもので
あるということをすべての関連する他者にとって理解可能な仕方で正当化する
という条件に合致する仕方で用いられなければならない。第二に、提案者の理
由づけのプロセスを他者に追跡可能となるよう可視化するために用いられなけ
ればならない。
まず、分析ツールとしての思考実験の使用についてのロールズの議論を確認
する。原初状態の論証は、現代政治理論において用いられるもっとも有名な思
考実験のひとつである。この原初状態の論証においてなされる思考実験は次の
三つの要素によって特徴づけられると捉えてよいであろう。すなわち、自由で
平等な人びとの間における契約的合意のメタファーの使用、無知のヴェールの
ような抗事実的な想定の導入、合理的選択理論の使用である。いずれの要素も
原初状態の論証に課せられた上述の二つの条件を充たすために使用されている。
第一の要素は、社会契約論の伝統における自由で平等な人びとの間における
契約的合意のメタファーの使用である(TJ: 11/rev.10=16)。このメタファーは、
原初状態の論証において表象されている理由づけが、他者を名宛て人としてお
り、理性的な集合精査においてすべての人びとが受容することができる潜在的
な合意点であると提案者（ロールズ）がみなすものであることを示すために用
いられている。Ｓ・フリーマン(Samuel Freeman)は、ロールズにおける契約的合
意が、（ホッブズにおいてのような）社会関係から隔絶された個人の間でなされ
る合意ではなく、協働関係にある多様な人びとの間でなされる合意であること
が重要であると指摘している(Freeman 2007b: ch.1)。そのような合意として理
由づけを表象することによってロールズは、当の理由づけが「個々人の特定の
関心を越えた･･･社会集団の成員としての観点から」なされたものであることを
示している(Freeman 2007b: 21)。換言すれば、このメタファーは、理由づけが
「多様な善の構想をもつだけなく対立的な宗教的・哲学的・道徳的確信をもつ
市民の間において共有された観点」からなされたものであることを示している
(KC: 329 cf. PL: 9; 福間 2007: 61-3)69。
69 すでにハーバマスに関連しても述べたように（注 53）、共通の観点を強調す
るロールズの論証戦略に対しては、そうした戦略は実際的には現実の人びとが
60
ロールズの思考実験の第二の要素は、抗事実的な想定の使用である。原初状
態の論証における思考実験においては、無知のヴェールのような抗事実的な想
定が導入される。すでに前項で述べたように、これらの抗事実的な想定は、あ
る解決策が望ましいという提案者の理由づけにおいて念頭に置かれている諸々
の考慮事項とそれらの重みづけの仕方がモデル化されたものである。
最後の第三の要素として、原初状態における当事者の選択を説明するために
合理的選択論が使用されている(TJ: sec.25.; JFR: sec.25.3.)70。ロールズが合理
的選択論を使用するのは、推論（理由づけ）における曖昧さを減らし他者にも
追跡可能なものとするためである。つまり、無知のヴェールなどによってモデ
ル化された諸々の考慮事項とそれらの間の特定の重みづけの仕方を前提とすれ
ば特定の解決策が支持されるという推論のプロセスを、合理的な当事者による
選択という疑似演繹的な推論プロセスとして描くことで、推論における曖昧さ
をなくすためである(JFR: 82-3=147; TJ: 121/rev.104=163)71。
次に、分析ツールとしての概念分析の使用についてのロールズの言及を確認
する。松元雅和は、『正義論』におけるロールズの議論は、政治理論における概
念分析の使用についての「分水嶺」となっていることを指摘している72。すなわ
ち、それ以前の政治理論においては論証の中心は概念分析であったのに対して、
ロールズは概念分析だけでは十分な論証とはならないとみなしている(松元
もつ観点の多様性を縮減してしまうという批判が存在する。第二章を参照。
70 より厳密には「理に適った諸条件に服した合理的選択」が使用されている
(JFPM: 401)。ロールズにおける合理的選択論の使用について(若松 2014)。また
後期ロールズにおける合理的選択論の位置づけについての簡潔な議論として(犬
飼 2016)。
71 ロールズ自身は次のように述べている。「理想的には、[ロールズが提案する]
諸原理を承認することが原初状態の完全な既述と首尾一貫する唯一の
．．．
選択であ
るということを示したい。そのための論証は最終的には厳密に演繹的であるこ
とを目指している。･･･[原初状態の当事者の心理についての]諸前提からの論証
は、政治学や経済学における諸理論が証明してくれているよう、完全に演繹的
でありうることは明確である。･･･残念なことに、わたし[ロールズ]が提示しよ
うとしている理由づけは、全体にわたってきわめて直観的なものであるため、
厳密な演繹には遠くおよばないものである。けれども、おのれが達成したいと
おもう理想を心に抱くことは、絶対に欠かすことができない〔強調および[ ]内
は引用者〕」(TJ: 121/rev.104=163)。
72 ただし井上彰は、ロールズの議論が概念分析の使用の分水嶺となっていると
まではいえず、平等論に関するかぎり現在においてもロールズ以前の使用法に
則った概念分析が多く用いられていると指摘している（井上 2017a: 第一章）。
61
2015: 87-8)。前項までの議論をふまえれば、彼が概念分析だけでは不十分とみ
なしていた理由はすでに明らかである。ロールズにとって、論証とはなにより
もまず、ある解決策が支持されるという結論に至った諸考慮事項とそれらの間
の重みづけについての理由づけのプロセスを他者に可視化することである(cf.
TJ: 130/rev.112=175)。可視化という試みに照らせば、概念分析においてなされ
る「定義や意味の分析は･･･理論の一般的構造を提示するために用いられるひと
つの装置にすぎない」(TJ: 51/rev.44=71)。
最後に、異論を提起するための分析ツールとしての反証例の使用に対するロ
ールズの態度をみよう。現代政治理論においては、対抗する理論間の優位性を
論証する際に、ある（しばしば極端な）具体的な事例を提示して、対立する理
論がその事例において問題を適切に解決できないことを示すことが試みられる。
ロールズはそうした反証例を用いた異論の提起に対して、すでに『正義論』に
おいて次のような興味深い指摘をしている。
反証例を用いた異論は注意深くなされなければならない。というのは、
そうした異論はわたしたちの理論にはどこかに誤りがあるというわた
したちにとって既知の事柄を指摘するだけだからである。･･･対立する
理論の構造をある程度把握することが必要である。（TJ: 52/rev.45=72）
反証例によって結論が間違っているということを示すことそれ自体は、わたし
たちの判断は可謬的であるという既知の事柄をたんに指摘しただけにすぎない。
より重要なのは、それぞれの理論の論証のプロセスに注目し、その誤りを指摘
することである。したがって、もし原初状態の論証に対して異論を提起するの
ならば、「原初状態の設定の仕方に反論しなければならない。たとえば、不可欠
であるはずの考慮事項が、表象されていないとか、誤った仕方で表象されてい
るという指摘がなされなければならない」(JFR: 83=148)。
１−４−３ 探究の文脈的性格
前項までの議論において、ロールズにおける、問題解決という研究目標を実
現するための、方法論としての構成主義と、方法としての原初状態の論証とは
どのようなものかが明らかとなった。本項では、方法論としての構成主義と方
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法としての原初状態の論証に基づくロールズの問題解決策の探究が以下で(a)-
(d)として示すような文脈的な性格をもつ一方で、極端な相対主義に陥るもので
はないことを論じる。
(a)ロールズは問題の解決策の探究は、具体的な歴史的社会的文脈の内部にお
いてなされると捉えている。このことは知識の共有および形成プロセスとして
の反省的均衡についての彼の見解を確認した際にすでに述べたとおりである
（１−３−１）。
(b)この文脈内部における探究は、手許にある解決策の候補のうちのどれが当
の問題を上手く解決するかについての比較判断として行われる73。彼は『正義論』
において反省的均衡と関係づけて次のように述べている74。反省的均衡において
は、
ある人の判断と適切に一致する可能性のあるすべての[熟慮された判断
の]記述と、そうした判断を支持するすべての適切な哲学的論証が提示
される。･･･もちろん、反省的均衡にわたしたちが到達できるかは疑わ
しい。というのも、たとえもしすべての可能な[熟慮された判断の]記述
とすべての適切な哲学的論証とを上手く定めることができたとしても
（この仮定自体疑わしいが）、これらすべてをそれぞれ吟味することは
わたしたちにはできない。わたしたちに最大限できるのは、道徳哲学
の伝統において知られている諸々の正義の構想と、わたしたちに思い
浮かんださらに別の構想を研究し、考量することだけである。これこ
そがまさにわたしがしようとしていることである。というのも、[ロー
ルズが支持する解決策である]公正としての正義の提示において、わた
しは公正としての正義における原理と論証を[功利主義や卓越主義とい
った]いくつかの別の見解と比較しようとしているからである。〔[ ]内は
引用者〕（TJ: 49/rev.43=69）
73 『正義論』における論証が比較判断であることを強調する研究として（堀
2007: 第 11 章）。
74 いまから述べる『正義論』からの引用箇所でロールズが議論しているのは、
前述の広い反省的均衡である（ただし同書においては広い反省的均衡という名
称は与えられていない）。だが比較判断についての同じ議論が、晩期のロールズ
が支持する広くかつ一般的な反省的均衡についてもあてはまるのは、自明であ
ろう。
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ロールズは、たんに論理的に可能なすべての解決策を考案することが困難なだ
けでなく、それらのすべてを精査することも困難であると指摘している。その
ためわたしたちにできることは、手許にある解決策の候補の間において比較判
断をするより他にはない。
比較判断が可謬的なものであることは明らかだろう。「正義二原理のための論
証は、あるいはいかなる構想を支持する論証も、つねに[比較対象となる]選択肢
についてのあるリスト[の内容]に対して相対的なものとなる。もしわたしたちが
リストを変更するならば、概して論証の仕方は異なるものとなるだろう〔[ ]内
は引用者〕」(TJ: 125-6/rev.109=169)。いま手許にはないよりよい解決策が将来
考案されることによって、提案者が現在支持している解決策は退けられる可能
性はつねにあり、そのときには論証のされ方も異なるものとなる。
(c)比較判断がどの程度信頼できるものであるかは、個々人が別々に判断する
のではなく、理性的な公共的討議のプロセスにおいて集合的に精査される。理
性的な集合的精査を耐えうる判断は客観的な妥当性をもつとロールズはみなし
ている（１−３−２）。このプロセスが具体的にどのように行われるかについては、
ロールズは言及をしていない。したがって、精査の対象が、純粋に哲学的な見
解だけなのか、事実命題についての精査も含むのかについて、ロールズのテキ
ストで明言された箇所はない。しかしながら彼が、「道徳哲学は偶然的な想定と
一般的な事実を思うがままに用いるべきである」と述べ（TJ: 51/rev.44=71）、
実際に論証においてさまざまな事実前提を用いていることをふまえれば、論証
において用いられた事実命題が公共的討議において実証研究の知見から精査さ
れることを、彼は当然視していたとみなしてよいだろう。
(d)当の問題の適切な理解の仕方や適切な解決策がどのようなものであるかは、
集合的な精査をはじめる前にはわたしたちにはわからないかもしれない、とい
うことに注意が必要である。ロールズは、適切な解決策についての人びとの間
の合意がいまだない問題領域において合意をえることができるような解決策を
模索することこそが政治理論の課題であることを、次のように述べている。
道徳哲学の目標のひとつは、どのような合意も存在しないと思われる
ところに、合意のための可能な基盤を探し当てることである。道徳哲
学が試みなければならないのは、ある既存のコンセンサスの範囲を拡
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大すること、さらにわたしたちの考量のためにより識別力のある
(discriminating)道徳的構想を定式化することである。正当化のための
．．．．．．．
諸根拠はすでにそこにあるわけではない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。そうした根拠は、時として
まぐれあたりによって、また時として理論の要請に注目することによ
って、発見され適切に表現される必要がある。〔強調は引用者〕
（TJ: 582/rev.509-10=766）
解決策やそれを支持する根拠は当初は手許にはないかもしれない。政治理論家
や他の市民は解決策やそれを支持する根拠を、たまたま思いついたり理論から
見出したりするかもしれないが、それらが適切かどうかは討議のプロセスを経
てはじめてわかる。もちろん集合的精査において、どの解決策がよいかについ
ての決定的な結論は同定できないかもしれない。むしろ、同定できないことが
普通である。この事態にロールズは自覚的である75。だが彼が注意を喚起してい
るのは、具体的文脈においてある特定の問題を解決するためには解決策が充た
すべきいくつかの条件を特定できるだけで十分
．．
であることも多いということで
ある(PL: 120, 127; KC: 348)。したがってロールズは、政治理論家が担う課題は、
他の人びととの集合的精査を待たずして妥当であることが確実な知識を開示す
ることではなく、集合的精査に委ねないと適切かどうかもわからない不確実な
アイデアを他者に説得的に提起することだとみなしている（１−３−３）。
公共的討議における理性的精査に耐えられないことがわかれば、解決策につ
いての提案は修正されるか場合によっては撤回される。そのため、ロールズが
支持する解決策である公正としての正義は、仮説としての地位をもつにすぎな
いといえる(Scanlon 2003: 156)76。さらに、この仮説の信頼性は公共的な精査に
75 彼の判断の負荷(burdens of judgment)についての議論を想起せよ(PL: 54-8)。
76 E・アンダーソン(Elizabeth Anderson)は『統合の命法』（2010 年）においてロ
ールズの理想理論を用いた論証の仕方を批判しているが、「理想は、経験によっ
てテストされる仮説として機能する」という彼女の主張と(Anderson 2010: 6)、ロ
ールズの論証の仕方との間の距離は、彼女が考えるほどには大きくない。また
本項で後述するように、両者の間には客観性の捉え方についても類似性がある。
ただし、公共的問題の理解の仕方については両者の立場は異なるだろう。第二
章ではロールズが公共的問題の理解の仕方を固定的に捉えていることを指摘す
る（２−４−２）。それに対して、アンダーソンは（第二章で論じるオニールと同
様に）経験のテストにより公共的問題の理解のされ方そのものも修正されるべ
きであると考えている。
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対する耐久性によって評価されるが、この精査の実践そのものも可謬的である。
すでに述べたように、市民の間での討議がどれだけ高い水準に到達するかは、
参加者の徳と知性に依存しているからである（１−３−２）
ロールズにおける問題解決策の探究が、(a)-(d)のような性格をもつ文脈的探究
であることを確認した。ここで次のような懸念が生じる。ロールズの文脈的な
探究は、結局のところ、提案者であるロールズが当の文脈において他者にも合
意可能であるとみなす意見をたんに表明しているだけなのではないか(Hare
1981: 76-7)。そうであるならばロールズの探究は、解決策の選択規準を示すこ
とができないという意味において極端な相対主義に陥ってしまっているのでは
ないか。以下ではこうした懸念に対して、ロールズの探究は相対主義（解決策
の選択についていかなる
．．．．
規準も提示できないとする立場）とは明確に異なると
いうことを論じる。
はじめに、ロールズの主張の要点を改めて確認しよう。彼は、すべての可能
な解決策を発見し吟味することは不可能であることを根拠に、問題解決策につ
いての探究は当の文脈における比較判断に訴えざるをえないと主張している。
この比較判断はそれ自体が可謬的であるばかりではなく、公共的な精査の質が
参加者に依存するという点でも可謬的である。しかしながらロールズは、比較
判断がこのように二重に可謬的であることを認める一方で、公共的討議におけ
る集合的な理性的精査に耐えうる判断は、客観的であるとみなしてよいと主張
している。この主張はどのようにして成立するのだろうか。
実は、ロールズのように比較判断の客観性を公共的討議における集合的な理
性的精査と結びつける見解は、センやハーバマス、Ｈ・パトナム(Hilary Putnam)
やアンダーソンといった立場を異にする論者の間で共有されている見解である
77。この見解は、「客観性は、正当化が宛てられる共同体の範囲とその共同体が
どのくらい客観性についての規範に適っているのかによって、程度が異なる」
という主張によって特徴づけられる(Anderson 1993: 94; cf. PL: 120; Putnam
2002: 110=139)78。ここではこの見解を客観性の程度説
．．．
と呼ぼう79。
77 センは、「客観性を多様な方面からなされる情報に基づく精査からの挑戦に生
き残る能力に直接的ないし間接的に結びつける」点において、ロールズと、ア
ダム・スミス、ハーバマス、パトナム、そしてセン自身は本質的に類似してい
ると指摘している(Sen 2009: 45=89-90)。筆者はこのリストに、アンダーソンを付
け加えたい(Anderson 1993: ch.5.)。
78 ただし第二章で論じるように、ロールズは客観性の程度が正当化が宛てられ
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客観性についての程度説を理解するためには、次の三つの点が重要である。
第一に、客観性についての程度説は、特定の文脈において判断をしているにも
．．
かかわらず
．．．．．
客観性を主張しているのではなく、特定の文脈において判断をして
いるがゆえに
．．．．
客観性を主張している。比較対象のリストの特定においても、比
較における根拠づけにおいても、判断の信頼性が一定程度担保されるためには
文脈が特定されていることが重要である。
まず、比較対象のリストの特定について述べる。一方でたしかにある特定の
時点においてなされる判断においては、論理的に可能なすべての解決策の候補
を発見しそれらの間の比較から最善の解決策を同定することは不可能である。
だが他方で、当の問題について歴史的に有効であると多くの人びとにみなされ
てきた解決策のリストを比較に用いることができる。このリストにある解決策
と新しく考案された解決策との比較判断は、その時点までの公共的討議におけ
る集合的精査の成果を反映したものであるという意味においてたんなる場当た
り的なものではない。そのため一定の信頼性を認めることができる(TJ: 581-2/
rev.509＝766)。
比較における根拠づけについて述べれば、特定の文脈においては、相対的に
信頼性が高い根拠と低い根拠を区別することが多くの場合可能である。したが
って、解決策の間における比較判断をする際には、手許にあるうちで信頼度が
相対的に高い根拠を利用することによって、判断の可謬性の程度を減らすこと
ができる(TJ: 19-20/rev.17=28; Anderson 1993: 112; Putnam 2002: 103-4=
131)。信頼性が相対的に高い根拠には少なくとも次の二つの種類のものがある。
第一の種類は、ロールズが熟慮された判断の暫定的な固定点と呼んでいるよう
な、人びとの間で現に共有されている信念である。道徳的な判断を例に挙げれ
ば、宗教・人種差別や奴隷制についての判断などがこれに該当する(TJ: 19-20/
rev.17=28; Anderson 1993: 106-7)。第二の種類は、社会科学的な知識である。
新たな解決策の考案やその他の解決策との比較において当の文脈において適切
な仕方で蓄積された社会科学的知識に訴えることで、判断の信頼性を高めるこ
とができる(Anderson 1993: 107-8)。
る共同体の範囲によって異なるという点を看過していたように思われる。
79 程度説とは異なり、客観性を、理由づけの実践に依存しない対象それ自体の
何らかの性質や何らかの先験的規準と結びつける見解を、絶対説
．．．
と呼ぶことが
できるだろう。客観性の程度説および絶対説という呼称は筆者による。
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客観性の程度説を理解するための第二の重要な点として、比較判断はあくま
でも特定の研究目標に照らしてなされる。したがって、ロールズに即して言え
ば、解決策の間の比較は、それぞれの解決策が当の問題が解決されたといえる
諸条件を充たしているかどうかだけを参照してなされる。逆に言えば、当の問
題と関係がないとみなしうる条件は考慮しなくてよい(Anderson 1993: 59-63,
114; cf. ラウダン 2009: 54-5, 58-9.)。
第三の重要な点として、わたしたちは、ある解決策についての理由づけが伴
った提案が示された場合に、どの提案が手許にある根拠に照らしてより説得的
で あ るか を識 別す る能 力 をも って いる (TJ: 47-8/rev.42-3=67-8, 506/
rev.442-3=661; Anderson 1993: 110-111; Putnam 1999: Part 1: Sen 2009:
43=86-7)。ロールズはこの能力を正義感覚(sense of justice)と呼んでいる（ただ
しロールズにおける正義感覚は多義的であることには注意が必要である80）。こ
の能力は、知的能力に恵まれた一部の人びとだけがもつではなく、（すべてでは
ないにせよ）大部分の人びとがもつ能力である。ただしこの能力は次の三つの
点において限定的なものであることには注意が必要である。第一に、この能力
はあくまでも当の文脈において入手可能な証拠だけを用いて特定の問題を解決
するという特定の目標の実現により適う解決策がどれかを識別することだけに
関わる。したがってこの能力が課す負荷は限定的である。第二に、この能力は、
解決策を一意に特定する能力でもないという点でも限定的である。当の問題の
80 ロールズは正義感覚を三つの視点から論じている。①原初状態の当事者がも
つとロールズが設定する道徳的能力としての正義感覚 (TJ: 145/rev.125=196;
KC: 312; PL: 19)、②秩序だった社会の市民が備えている道徳的能力としての正
義感覚(TJ: § 69; KC: 320; PL: 35; 141)、③現実のわたしたちの大多数が備えてい
る道徳的能力としての正義感覚 (SJ; TJ: § 9, § 74, § 77 ; JFR: 29)。本文での議論に
関係するのは③である。「正義感覚のための能力は人類の大多数によって保持
されていると私は想定している」(TJ: 506/rev.442-3=661; cf. SJ: 114=247)。ロール
ズ研究において、③の意味での正義感覚は①や②に比べて言及されることは少
ない。だが、彼がはじめて正義感覚という観念を論じた「正義感覚」論文（1963
年）では、③の意味における正義感覚がもっぱら論じられている。第三章では、
③の意味での正義感覚の能力が熟慮された判断と密接に結びついていることを
指摘する（３−４−１）。なお、センも③の意味における正義感覚に着目してい
る。「[『理に適った』という観念についての]ロールズの分析は、ある『理に適
った人びと』をそうでない人びとから区別する分類
．．
というよりも、熟慮する人
（deliberating human being）の特徴づけ
．．．．
に焦点をあわせているように思われる〔強
調は原文。[ ]内は引用者〕」(Sen 2009: 43-4=86-7)。
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解決という目標に適う解決策の範囲を狭めることさえできればよい。第三に、
この能力は、解決策の範囲を狭めることがいかなる
．．．．
文脈においても可能である
とは想定していないという点でも限定的である。想定されているのはたんにあ
．
る
．
文脈において可能であるということだけである。以上の三つの点において限
定的な識別能力が大部分の人びとにあるという想定は、決して無理のないもの
であろう。客観性の程度説は、こうした最低限の能力が想定できさえすれば、
集合的な理性的精査に耐える判断に対して十分な信頼性を認めることができる
とみなしている。
以上述べた三つの重要な点をふまえれば、次のような結論が得られる。すな
わち、問題の解決策についての文脈的探究によって、解決策を一意に決定する
ことはほとんどの場合にできないが、解決策が充たすべき諸条件を示すことが
少なくとも時には
．．．
できる。そのため、文脈的な探究は、解決策の選択に対して
何らかの規準を（常にではないが）時には
．．．
示すことができる。したがって、ロ
ールズは極端な相対主義に陥っているのではないかという上述の懸念に応答す
れば、彼の探究は文脈的ではあるが、相対主義（解決策の選択についていかな
．．．
る
．
規準も提示できないとする立場）ではない。
第五節 小括
本章では公共的問題の解決を目標とする政治理論のための方法論の考察の出
発点として、ロールズがどのような方法論と方法を採用していたのかを明らか
にした。
第二節ではまず、政治理論には(i.)規範的評価規準の導出および明晰化、(ii.)
問題の把握および解決策の判定、(iii.)解決策の提案という三つの主要な研究目標
があることを指摘する。政治理論においてはこれら三つの研究目標のどれをも
っとも重視するかに対応する分離・観察・参加という三つの戦略が存在する。
これら三つの戦略が研究目標の違いに応じたトレードオフの関係にある。本節
ではさらに、ロールズの研究目標は(iii.)解決策の提案であることを指摘する。彼
の論証戦略は方法論と方法に重要性を認めている点で、同じ研究目標を掲げる
ウォルツァーやローティと異なる。
第三節では、反省的均衡の議論が規範的知識の形成と共有のされ方について
のロールズの見解を示したものであることを指摘した後に、彼が採用する方法
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論である構成主義の概要を確認した。方法論としての構成主義は解決策の提案
という研究目標を達成するうえで、方法としての原初状態の論証に対して１）
公共的問題の解決策についての提案の根拠はすべての関連する他者にとって受
容可能かつ理解可能でなければならない、２）提案における諸々の考慮事項と
その重みづけの仕方は聴衆である他者にも追跡可能となるよう論証において可
視化されねばならないという二つの要請を課すものである。
第四節では、まず方法としての原初状態の論証が二つの要請を充たすもので
あることを確認した後に、方法としての原初状態が方法論としての構成主義、
具体的な論証プロセス、個別の問いに対する結論のそれぞれと区別されること
を確認した。原初状態の論証の特徴のひとつは契約的合意のメタファーの使用
にあるが、方法論としての構成主義の観点からは、論証のプロセスが別の仕方
によって適切に可視化されているならば契約的合意のメタファーを用いない別
の方法が採用されてもよい。最後に、ロールズの論証の文脈的性格を指摘した
うえで、その背後にある客観性の程度説とでも呼ぶべき彼がセンやパトナムら
立場を異にする論者と共有していた見解がどのようなものかを論じた。この見
解は、特定の文脈においてはどの解決策が望ましいかについて十分に信頼性の
高い判断をすることができる場合もあるという無理のない想定に立脚している。
この見解は、望ましい解決策の選択規準を常にではなくとも時に示すことがで
きると主張する点において、相対主義とは異なる。
ロールズの論証の文脈性やその背後にある客観性を判断の信頼性の程度だと
みなす見解に満足しない論者は、おそらく多いだろう。とりわけ、特定の文脈
に依存しない規範的評価規準の導出と明晰化を目標とする分離戦略を採る論者
は、この説明には満足しないかもしれない。しかしながらここで、論証の目標
とそれに対応する三つの戦略にはトレードオフがあるということを想起して欲
しい（１−２−２）。文脈に依存しない評価規準の導出と明晰化をもっとも重要な
研究目標とみなすならば、たしかにロールズのような客観性を判断の信頼性の
程度とみなす捉え方は満足できるものではないかもしれない。しかしながらロ
ールズは、公共的問題の解決策の提案という別の研究目標を掲げている。この
目標に照らせば、目下の文脈の制約の下で、個々の判断の可謬性をふまえつつ
も公共的討議において当の問題の解決策についてのより信頼できる判断を形成
することができれば、それで十分である81。もちろんこのように言うことはロー
81 興味深いことにラウダンは、自然科学における問題解決もまた、本文でみた
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ルズの方法論や方法が完全なものであるということを意味しない。次章では、
オニールの批判を手がかりとして、解決策の提示という目標に照らしてロール
ズの方法論や方法には多くの修正すべき箇所があることを指摘する。
ような具体的な文脈における比較判断の実践によってなされてきたと主張して
いる(ラウダン 2009: 38-42)。
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第二章 オニールと公共的問題の解決：解決策の判定のための方法
論としての理想化を回避する構成主義
第一節 問題の所在
本章の目的は次の二つである。第一に、オノラ・オニールの議論に焦点をあ
てることによって、解決策の判定のための方法論はどのようなものかを論じる。
第二に、ロールズの方法論とオニールの方法論とを解決策の提案という研究目
標に照らして比較することで、本研究における方法論的考察における妥当な方
法論の第一の候補である「問題理解アプローチ」を定式化する。
前章では、問題解決という大目標を達成するための論証戦略には、分離・観
察・参加という三つの戦略があると論じた。三つのうちの観察戦略と参加戦略
は、公共的討議のプロセスの異なる段階に焦点をあてた相互依存の関係にある。
公共的討議において人びとの間に存在する合意をふまえたうえで、観察者とし
てすでに提示された解決策の候補を判定することを課題とみなすなら観察戦略
が採用される。それに対して、解決策の提案それ自体を課題とするなら参加戦
略が採用される。
前章では、ロールズの議論に焦点をあて、解決策の提案を目標とする参加戦
略のための方法論と方法とはどのようなものかを検討した。それに対して本章
で焦点をあてるオニールは、解決策の判定を目標とする観察戦略のための方法
論と方法を提示している。
オニールは、政治理論の方法論をめぐる論争において、現実の状況とは異な
る理想化された諸前提に基づく理由づけは退けられるべきであるという主張を
した論者として知られている(Valentini 2012)。また彼女の『正義の諸境界
(Bounds of Justice)』(2000 年)はグローバル正義論の代表的な議論のひとつで
あるとみなされている。しかしながら彼女の議論の意義は政治理論においては
適切に捉えられているとは言い難い。政治理論においては、オニールがロール
ズと同様に構成主義という論証戦略を掲げていることは看過されてきた。オニ
ールの構成主義については政治理論ではなくメタ倫理学において論じられてき
たといえる。それに対して本研究は、政治理論における構成主義と方法論との
関係がどのようなものであるかにも注意を払ったうえで、オニールの議論の方
法論的意義を明確にする。
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本章はまず政治理論における構成主義とはどのような立場であり方法論とど
のような関係にあるかを論じる。その結果、構成主義は解決策の判定のための
方法論でもあることを指摘する（第二節）。次に、オニールが提示する理想化を
回避する構成主義に焦点を絞り、彼女が提示する解決策の判定のための方法論
がどのようなものかを明らかにする（第三節）。最後に、オニールがロールズの
原初状態の論証に対して投げかけている批判を手がかりとして、ロールズが掲
げる解決策の提案のための方法論がどのように修正されるべきであるかを論じ
る（第四節）。
第二節 解決策の提案と判定のための方法論としての構成主義
第一章では、公共的問題の解決策の提示という研究目標を達成するためにロ
ールズが構成主義という方法論を採用していたことを確認した（１−３−２）。構
成主義は、今日ではロールズ以外の論者にも採用されている。しかしながらそ
の他の論者は、構成主義を必ずしもロールズと同一の方法論的立場としては理
解していない。以下では、まずロールズ以外の構成主義者においても共有して
いる一般的な三つの特徴を指摘する（２−２−１、２−２−２）。次に、構成主義は、
解決策の提案を目標とする参加戦略のための方法論とみなされるだけではなく、
問題状況の把握と解決策の判定を目標とする観察戦略のための方法論としても
みなされることを指摘する（２−２−３）。
２−２−１ 共通の目標としての公共的問題の解決
政治理論における構成主義とは、特定の問題の解決策について、特定の観点
に依拠しながら、特定の聴衆に向けて、手続き的な正当化を試みる論証の方法
である1。構成主義には、(a)公共的問題の解決を研究目標として明示的に掲げる、
1 本稿における構成主義の定義は、ロールズとオニールに加えて、Ｃ・コースガ
ード(Christine M. Korsgaard)および、Ｓ・ストリート(Sharon Street)の定義を参考
にしている。本文で後述するようにコースガードは問題解決が構成主義者の研
究目標であることを強調している(Korsgaard 2008)。またストリートは構成主義
における実践的観点の重要性を強調する。彼女によれば、構成主義の「哲学的
な核心は実践的観点という観念とその観点の内部からなにが導かれなにが導か
れないかにある。その一方で手続きという観念は究極的にはたんなる発見装置
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(b)解決策の提案は特定の観点に自覚的に立脚しつつ特定の聴衆を名宛て人とし
てなされるべきであるとみなす、(c)判断における考慮事項を手続きとして記述
することで判断を他者による理性的精査に開かれたものにするという、三つの
特徴がある。
構成主義の第一の特徴は、(a)公共的問題の解決が目標であることを明確にし
ていることである。構成主義者にとって政治理論とは「実践的問題の解決のた
めに理性を使用することである」(Korsgaard 2008: 321–2)。オニールもまた主
著である『正義の諸境界』の冒頭において次のように述べている。
倫理学や政治学における実りの多い著作は実践的
．．．
(practical)なもので
なければならない。そうした著作は、すでになされたことを評価した
り査定したりする方策を探求する思索家のニーズではなく、まだ行為
をしておらず何をすべきかを練り上げている行為者のニーズに向けら
れたものでなければならない。〔強調は原文〕(O’Neill 2000a: 7)
構成主義の目標はわたしたちが何をすべきかという行為指針を提示することで
ある。このように構成主義は、「行為を導くために用いることができる実践的な
処方箋や提言を提示する」ことで問題を解決へ導くことへの関心によって特徴
づけられる(O’Neill 2003a: 348)。
構成主義はさらに、問題解決という大目標の実現のために分離戦略を採用す
ることを退けている。第一章で述べたように分離戦略とは、文脈に依存しない
と想定されるなんらかの先験的な評価規準を、具体的な問題状況において実現
可能な選択肢へと適用＝応用することによって、解決策を特定しようとする立
場である（１−２−１）。Ｃ・コースガードは、構成主義にとっての解決策の特定
は分離戦略的なものではないことを次のように述べている。
[分離戦略を採る]道徳的実在論者は、実践哲学を本質的に理論的な学科
であるとみなしている。つまり、行為へと適用＝応用することができ
るなんらかの種類の倫理的知識を発見する･･･ことを任務とみなして
いる。[それに対して]構成主義によれば、唯一の重要かつ適切な情報
は、･･･当の問題が解決可能であり、当の問題が解決可能であることを
にすぎない」(Street 2010: 366)。
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わたしたちが見いだせる唯一の方策は[まさに]その問題を解決しよう
と試みることであるという、知識だけである。したがって、構成主義
者にとって実践哲学は実践的な学科である。その任務は実践的問題の
解決策を解明することである。〔[ ]内は筆者〕(Korsgaard 2008: 325; cf.
1996: 44=49)
構成主義は、分離戦略とは異なり、なんらかの先験的な規準がまず発見され、
その規準を実現可能な行為の選択に適用＝応用することによって解決策が特定
されるとは考えない。そうではなく、解決策の特定は解決策を模索する理由づ
けの実践の内部においてなされると考えることに構成主義の特徴がある。
２−２−２ 特定の観点に基づく特定の聴衆に向けた手続き的正当化
第二の特徴として構成主義者は、(b)解決策の提案は特定の観点に自覚的に立
脚しつつ、特定の聴衆を名宛て人としてなされるべきであるとみなしている。
構成主義における正当化が、限定的な理性的能力しかもたない実際の他者を
名宛て人としてなされることは、すでに第一章でロールズに即して確認した（１
−３−３）。オニールもこの規範的前提を共有し次のように述べている。「倫理的
な理由づけは、行為が要請される行為者･･･にとって理解可能な･･･倫理やその
他の事柄についての概念枠組(categories)を利用すべきである」(O’Neill 1986:
49)。
構成主義による正当化は、特定の観点に自覚的に立脚したものでもある。構
成主義者はある公共的問題の理解の仕方や、その問題の望ましい解決策はどれ
かについての判断は、「どこでもない観点(view from nowhere)」から区別され
る「どこかからの観点(view from somewhere)」、つまり当の問題に直面してい
る特定の人びとの観点に立脚してなされるより他はないと考えている(Rawls
2005: 116; Street 2010: 366; 福間 2007: 61-3; cf. O'Neill 1986: 46)2。このこと
は構成主義者が、分離戦略のような個々の具体的な問題状況と特定の観点から
切り離されたどこでもない三人称的な観点に基づく考察を放棄していることを
意味する。
2 「どこでもない観点」と「どこかからの観点」の対比はＴ・ネーゲル(Thomas
Nagel)の議論に由来する(Nagel 1986)。
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三人称ではなく特定の観点に根ざした探求である以上、観点の選択が恣意的
であることやその観点の理解が誤っている可能性は常にある。そのため構成主
義者は自らの論証が可謬的であることに自覚的であり、探究を訂正可能性に開
かれた終わりのない継続的な営みとなしている(Rawls 2005: 96–7, 102n13;
O’Neill 1992: 301)。
構成主義の第三の特徴は、(c)判断における考慮事項を手続きとして記述する
ことで、判断を他者による理性的な精査に開かれたものとすることである。こ
の手続きは構成手続き(constructive procedure)と呼ばれる。
構成手続きは、解決策の提案や判定における判断者の諸々の考慮事項とそれ
らの間での重みづけの仕方を記述したものである(Korsgaard 2008; Laden
2013: 65–6)3。そのため構成手続きの記述はどのような問題を扱うかによって当
然に変化する。この事態をロールズは、「わたしたちは解決されるべき特定の問
題に直面し
．．．
(faced)、適切な正義の諸原理が結果として生じるような構成プロセ
スにおける当事者とその相互の関係についての記述をするよう強制される
．．．．．
(forced)〔強調は引用者〕」と表現している(KC: 357)4。
判断における考慮事項を構成手続きとして明示することによって、判断の妥
当性を他者が精査することが可能となる。構成主義者は、ある判断が他者によ
る理性的精査に耐えうるものであるとき、その判断は適切な理由を伴った判断
として正当化されるとみなしている(Street 2008: 226)。
判断における諸々の考慮事項とその重みづけの仕方の構成手続きへの記述は、
大きく二つの段階にわけてなされる。第一段階として、構成手続きの記述に反
映されるべき、問題に直面している人びとの特定の観点を同定しなければなら
ない。解決されるべき問題はつねに特定の推論者によって特定の観点から理解
される。この観点は、手続きの設定においてわたしたちがそこから出発すべき
基盤ないし材料となる(Street 2008)。構成手続きの記述に反映される特定の観
点は、あくまでわたしたちが他者に向き合うときの態度や自己理解だけに関わ
るものである。そのため、哲学的な分析によりえられる人格についての何らか
の形而上学的な見解ではないとされる(Bagnoli 2014: 318–9; Rawls 1985:
3 たとえばロールズの議論において構成手続きに該当するのは原初状態である
（１−４−１）。
4 引用箇所の傍点部が受動態で表現されていることからも、構成主義においては
問題の解決策についての理由づけが理論に先行するという前項で述べた事情を
みてとることができる。
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402–3; 2005: 27, 97-8)5。
問題は特定の観点から理解されるということを逆に言えば、わたしたちがど
の観点から出発するかは問題の理解に依存しているということである。つまり、
選択される観点は、その問題が誰に関わる問題と想定され、誰が正当化の名宛
て人として想定されるかに応じて変化する。狭い範囲の人びとにだけ関わる問
題においては、その狭い範囲の人びとの間でのみ共有された問題理解の仕方や
日常的な判断などの、より多くの材料を構成手続きの記述に利用することがで
きる。逆に、非常に広い範囲の人びとに関わる問題については、構成手続きの
記述として利用できるのは、最小限の形式的な条件だけであるかもしれない。
第二段階として、第一段階でえられた特定の観点をふまえたうえで、当の問
題の特徴や具体的な文脈における問題状況についての記述が手続きに反映され
る(KC: 357; Korsgaard 2008a: 321; James 2013: 257–8)。さらに、第一段階に
おける観点は、どのように解釈すべきかという点で曖昧さが残るものでありう
るが、この段階においては当の問題の文脈に照らして望ましい解釈の仕方が特
定される(Rawls 1980: 257–8; cf. 2005: 107–8)。構成手続きの記述は以上のよう
な二つの段階を経てなされる。
２−２−３ 二つの研究目標と方法論としての構成主義
前項までの議論によって、ロールズ以外の構成主義者も共有している三つの
特徴が明らかになった。構成主義は、問題解決という目標を明示的に掲げ、望
ましい問題の解決策は他者による理性的精査のプロセスによって特定されると
考える立場であるといえる6。しかしながら方法論について構成主義者の間で見
5 本論文では論じられないが、この点に関してメタ倫理学においては、構成主義
がほんとうに人格についての形而上学的な構想を回避できているのかについて
の論争が存在する。この点に関わるロールズ自身の言及は(PL: 29n33; JFPM:
403n22)。実在論者からのオニールの構成主義に対する批判(Watkins and
Fitzpatrick 2002; Budde 2009)、オニールに近い立場からの実在論への応答として
(Bagnoli 2014)も参照。
6 ただし他者による理性的精査のプロセスとして、独話的な思考実験としてなさ
れるだけでよいと考えるのか、公共的討議のような実際の対話まで要請される
と考えるべきかについて構成主義者の間では立場がわかれる。ロールズにおい
ても独話的な理解と対話的な理解の双方がみられることについては反省的均衡
に関連してすでに第一章で述べた（１−３−１）。後述するようにオニールは晩期
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解の一致があるわけではない。本項で述べるように構成主義は、解決策の提案
を目標とする参加戦略のための方法論とみなされるだけではなく、問題状況の
把握と解決策の判定を目標とする観察戦略のための方法論とみなされることが
ある7。
構成主義が、問題解決という大目標の実現のための分離・観察・参加という
三つの戦略のうちの分離戦略を退けていることはすでに述べた（２−２−１）。第
一章で述べたように観察と参加という残る二つの戦略の間での選択は論者の関
心次第である。すなわち、論者の関心が公共的討議の観察者として問題の把握
のされ方や既存の解決策の望ましさについて判定を下すという消極的な課題に
あるなら観察戦略が選択され、論者の関心が公共的討議の参加者としてどのよ
うな解決策が望ましいかについての自らの判断を提示するという積極的な課題
にあるなら、参加戦略が選択される（１−２−１、１−２−２）。
したがって、構成主義者は論者の関心に応じて、 政治理論における三つの研
究目標のうちの(ii.)問題状況の把握および解決策の判定を目標とする観察戦略
の方法論としてみなされることもあれば、解決策の提案を目標とする参加戦略
のための方法論としてみなされることもある8。さらに、両方の課題の取り組む
論者によって、構成主義が二つの研究目標に統一的に取り組むための方法論と
してみなされることもありうる。第一章では、ロールズが解決策の提案のため
の方法論として構成主義を採用していることを確認した。次節では、解決策の
判定のための方法論として構成主義を採用するオニールの議論について述べる。
のロールズと同様に理性的精査のプロセスを対話的に理解している（２−３−１、
２−３−２）。
7 さらに、構成主義には、規範理論の方法論としての側面だけではなく、知識の
形成プロセスについてのメタ倫理学的見解としての側面もある。本章で論じる
オニールは、メタ倫理学的見解としての構成主義と方法論としての構成主義を
それぞれ「理性の構成(constructing reason)」と「倫理の構成(constructing ethics)」
と呼び明確に区別している(O’Neill 1996: 59-64)。構成主義についての近年の研究
の多くはメタ倫理的見解としての構成主義についてのものである(Street 2010)。
8 構成主義が、観察と参加という二つの戦略にまたがる立場であるという点につ
いては、本研究の草稿に対する上原賢治氏のコメントから示唆をえた。管見の
範囲では、先行研究において構成主義者の間における関心の違いに明確に言及
した議論は存在しない。
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第三節 解決策の判定のための方法論としての理想化を回避する構成主義
本節ではオニールが観察戦略的な既存の解決策の判定のための方法論として
構成主義を捉えていることを確認する。はじめに、オニールが解決策の判定を
研究目標として捉えていることを指摘する（２−３−１）。次に、彼女の方法論が
課す四つの条件を定式化する（２−３−２）。最後に、オニールもまたロールズと
同様に、理由づけと公共的討議による継続的な精査を結びつけていることを確
認する（２−３−３）。
２−３−１ 研究目標としての解決策の判定
オニールの研究目標は、解決策の提案を目標とするロールズとは異なり、あ
る公共的問題についての解決策の候補のうちでどれがより望ましいかを判定す
ることである。ただし彼女自身は、自らの研究目標がどのようなものかを必ず
しも明確に述べているわけではない。だが次の二点をふまえれば、彼女が解決
策の判定を目標としていたことがわかるだろう。すなわちオニールの議論は第
一に人びとの間における不合意の存在を前提としたものであり、第二に理性的
精査に耐えない解決策を拒否するという消極的な課題に取り組むものである。
以下では二つの点のそれぞれを確認することによって、オニールの研究目標が
どのようなものかを明らかにしたい。
第一の点として、オニールの議論は人びとの間における不合意の存在を深刻
に捉えたものである。彼女は、人びとの複数性（plurality）から生じる不合意
の存在が彼女の議論の不可欠な前提であることを次のように述べている。
正義の問題は･･･複数性のある行為主体の間においてのみ生じる問題
である。複数性がなく･･･したがって潜在的な衝突(conflict)がない場合
には、正義の問題は生じない（[というのも]複数性が毀損された「行為
主体」の行為は、本能やあらかじめ確立されている調和によって自動
的に調整される [ために衝突が生じないからである ]）。 (O’Neill
1989:212)
なんらかの解決が要請される公共的問題が生じるのは、人びとの間に多様性が
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あるからである9。逆に言えば、もしも人びとの間に多様性が存在しないならば
そもそも公共的問題は生じない。したがって彼女の議論は、「なんらかの共有さ
れた理想やものの見方を参照することで定義される」合意の存在を前提としな
いものである(O’Neill 1988: 717)。彼女の議論はたとえば「どのような確定され
た社会構造ないし政治構造の存在も、さらにはある境界づけられた民主的な社
会の内部における同胞市民の結びつきの存在さえも、前提とはしていない」
(O’Neill 2003: 362)。
第二の点としてオニールの議論は、実際には不正義を隠蔽してしまうような
理性的精査には耐えない解決策を拒否するという、消極的な課題に取り組むも
のである(O’Neill 1986: 146; 1989: 24)。次項では彼女が提示している理性的精
査のための四つの条件を確認するが、彼女はこれらの条件は解決策を一意に特
定するものではなくあくまでも望ましい解決策が充たすべき制約条件であるこ
とに自覚的である(O’Neill 1986: 139; 1989a: 24; 2000a: 77)。
以上の二点からオニールの研究目標は、観察者として人びとの間に存在する
不合意をふまえたうえで、解決策の候補が不正義を隠蔽するような理性的精査
に耐えないものでないかどうかを判定することであると言える。彼女は、理性
的な精査に耐えるような理由づけを「抽象的な(abstract)」理由づけと呼んでい
る10。それに対して彼女は、この手続き的な精査を通過しないような誤謬を含む
9 こうした状況をオニールは、「現代的な正義の状況」(O’Neill 1988: 717)や「理
由づけの状況」(O’Neill 2013: 222)と呼んでいる。彼女は行為者の複数性が正義
の問題を生じさせることを別の著作でも繰り返し論じている(O’Neill 1989: 212;
1996 98f, 103; 2000: 49, 136f, 138, 159)。
10 コースガードによれば、構成主義における(正義や平等といった)概念は、わた
したちの外部にある実在の名前ではなく、課題として追究される問題の解決策
の名前である(Korsgaard 2008: 322–3)。彼女の表現に倣うならば、オニールに
とっての「抽象的理由づけ」とは、同質性を前提とできない多様な人びとすべ
てにとって十分に妥当であるとみなしうる解決策をみつけるという公共的問題
の解決策に対してつけられた名前であるといえる。次の二つの引用箇所からは
オニール自身こうした発想をとっていたことが窺える。「抽象化とは、同質的な
共同体や文化の不在に対応する(adjust)ために政治的な思考がなすべき移行で
ある」(O’Neill 1988: 714; cf. 1996: 61)。「『理性=理由(reason)』とは、何であれ
思考と行為を方向づけるための最も権威的なものに対して、私たちがつける名
前である。もしどのような形而上学的体系や経験的な発見によっても推論の基
礎を提示できないのであれば、理性とは、たとえそれがどれだけ最小限であっ
たとしても、その理由づけが考慮(count)しなければならない人々の間における
調整(coordination)のための必要条件に対して私たちが用いる用語にすぎない
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理由づけを「理想化された(idealize)」理由づけと呼んでいる11（オニールが理
由づけの妥当性は理性的な精査に耐えうるものであるかどうかによって判断さ
れるとみなしていることは先行研究においてしばしば見過ごされてきた12）。次
項では、いま述べた意味における「理想化」を回避するオニールの構成主義が
解決策の判定のためにどのような諸条件を掲げているかを述べる。
２−３−２ 理想化を回避する構成主義が課す四つの条件
本項では、解決策を判定するための方法論としてのオニールの理想化を回避
する構成主義が、方法に対してどのような諸条件を課しているかを論じる。筆
者が理解するところでは彼女の議論は次のような四つの条件を課すものとして
定式化できるだろう13〔表 2.1.〕。
だろう(O’Neill 1996: 60)。」
11 ただしオニール自身は抽象化／理想化の区別を理性的な精査に耐えるかどう
かという規準と結びつけて説明しているわけではない。本文のように解釈でき
る根拠については【補論１】の注 44 を参照。
12 オニールにおける抽象化／理想化の区別についての先行研究の解釈の問題点
については章末に掲げた【補論１】を参照。
13 オニール自身は四つの条件をリストとして示しているわけではない。本文で
示したリストは、『貧困の諸相(Faces of Hunger)』(1986 年)を元にその後の論文
(O'Neill 1988; 1989; 1992; 1996; 2000)もふまえつつ、筆者が再定式化したもので
ある。『貧困の諸相』は途上国の貧困問題が主題であり、彼女の一連の構成主義
に関する著作のうちでは初期に出版されたもののひとつであるが、すでに公共
的問題に対する彼女の構成主義アプローチの概要が簡潔に提示されている。筆
者のみるところ、その後の議論での実質的な変更は『正義と徳に向かって
(Towards Justice and Virtue)』(1996 年)で提示された(第二の条件として筆者が定式
化した)聴衆の範囲に関わる要請の追加だけである。
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第一の条件として、ある問題に対する解決策を提案しようとする人は、当の
問題についての自分の理解が、周縁化された人びとの観点にも
．
開かれた仕方で
適切なものであることを示すことができなければならない。
前節において、構成主義者は、解決されるべき公共的問題はつねに特定の観
点から理解されなければならないことに自覚的であることを指摘した（２−２−
２）。この点に関してオニールは、「理論的に中立な」問題の理解の仕方は存在
しないことを強調している(O’Neill 1984: 105; cf. 1986: 90–1) 14。そのため、「理
14 本研究は「理論」を、ある特定の方法に基づく、ある一揃いの問いに対する
具体的な論証プロセスと結論の集合として定義する。この意味での理論は、あ
る現象の理解および問題化とそれに対する対処策の考察において、ある特定の
仕方で捉えられた一揃いの概念をある特定の仕方で用いることを促すという点
において、人びとの認知枠組の一部を成すものであるといえる。オニールは、
わたしたちの問題の理解の仕方は二つの点において理論負荷的であらざるえな
いことを指摘している。第一に、ある問題が問題として同定されるためには適
切な概念を含む理論が先になければならない。第二に、理論がなければ、その
問題はそもそも問題とはみなされない。したがって、ある理論によって見いだ
された問題は、別の理論に照らせば問題とはみなされないかもしれない(O’Neill
1984)。そのため、「ある領域における諸問題の合意されたひとつのリストさえ存
在しない場合には、どのような出発点も恣意的にみえるであろう。わたしたち
が出発する場所と、わたしたちがそれを通してものをみる理論的ないしイデオ
表 2.1.
解決策の判定のために理想化を回避する構成主義が課す四つの条件
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由づけについての十分な説明は、･･･なぜ個別の状況がある記述によって把握さ
れるべきであり、別のありうる記述によっては把握されるべきではないかにつ
いての判断の説明を含まなければならない」(O’Neill 1986: 29)。
わたしたちが何が道徳的に重要な問題であるかの理解に関してたんに広く受
け入れられた見解に依拠するだけでは、重要な道徳的問題は看過されてしまう
かもしれない。たとえば、家父長制が根づいた社会において既存の認知枠組に
依拠するならば、社会や家族内での女性の地位を問題として認識することはで
きないだろう。こうした危険性は既存の認知枠組に無批判的に依拠するときに
はつねに存在する。これは社会科学者や専門家の間で共有された認知枠組に関
しても例外ではない(O’Neill 2000a: 160)15。そのため、重要な問題が看過され
ることを避けるためには、ある問題の解決策を提示しようとする人びとは、自
らの当の問題の理解の仕方がこれまで「自分たちの問題が周縁化されてきた人
びと」の観点からも
．
適切であることを示さなければならない(ibid.)。
第二の条件として、提案者は自らの提案において想定された正当化の名宛て
人となる聴衆の範囲が適切であることを説明できなければならない(O’Neill
1996: 52-6)。オニールは、この聴衆の範囲が適切であるかどうかは、誰が聴衆
であるべきかということに関わる人びとの実際の見解によっては画定できない
こと強調している16。このことは、女性や子どもや障がい者が聴衆とはみなされ
てこなかったという歴史的な事実をみれば明らかであろう。
それゆえ彼女は、適切な聴衆の範囲は当該の提案者がその解決策の提案にお
いて行為主体性をもつと暗黙裏のうちに想定している人びとの範囲と一致しな
ければならないと主張している17。オニールが提案者が暗黙裏に置いている他者
ロギー的なレンズに応じて、ある事柄にしっかりと焦点があたり、他の事柄は
背景へと後退したり不可視になったりしさえする」(O’Neill 1986: 10)。
15 この点についてオニールは、開発学においてかつて開発の指標として国民総
生産(Gross National Product)が用いられていたことは、道徳的な配慮はネーショ
ンによって境界づけられており、国境横断的な再分配の制度の不在は道徳的な
問題とはなりえないという理解が専門家の間で当然視されていたことの例証で
あるという指摘をしている(O’Neill 1986: 90)。第五章において筆者は、同様に人
の移動に関わる諸問題の専門家の間でも当の問題の理解は論争的であることを
指摘する。
16 オニールはまた、適切な聴衆の範囲は、なんらかの先験的規準を参照するこ
とによっても画定されないと指摘している(O’Neill 1996: 120)。
17 これは、オニールが適切な正当化の名宛て人の範囲の画定という問題それ自
体にも構成主義的アプローチを採用しているということを意味している(O’Neill
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の行為主体性についての想定に着目するのは、この想定が当人が口頭で主張す
る他者についての想定よりも信頼できるからである(ibid.: 106)。歴史的な例で
いえば、たとえ口頭では女性や子どもには権利主体となる行為主体性がないと
主張する男性であっても、ほとんどの場合においては女性や子どもが別個の
様々な利害をもった行為主体であることを当然の前提として行為していたとみ
なしてよいだろう(ibid.: 107-8)。同様に、もしある提案者が、外国人を正当化の
名宛て人から排除されるべきだと主張する一方で、その解決策において彼・彼
女らが行為主体であることを前提としているならば、その提案は聴衆の範囲に
ついての説明に失敗している(ibid.: 106n24)18。
第三の条件として、提案者は、上述した仕方で特定されたすべての関連する
他者にとって自らの提案が受容可能であると考える根拠を、彼/彼女らが理解可
1996: 120)。より厳密にはこの手続きにおいては、適切な聴衆の範囲は、ある行
為者が活動するさいに実際に抱いている他者の複数性(plurality)・連接性
(connection)・有限性(finitude)についての想定を参照することで画定される(ibid.:
ch.4)。複数性とは、その行為において影響関係にある他者の存在がたんに想定
されていることである(ibid.: 102)。連接性とは、たとえ間接的なものであっても、
他者との間になんらかの因果的な影響関係が存在するという想定である(ibid.:
105)。有限性とは、上述のような因果的な影響関係にある他者がもつ能力
(capacities)とケーパビリティと脆弱性についての特定の想定のことである(ibid.:
109)。ある行為者が他者に対して抱くこれらの想定は訂正可能性を免れないが、
日常において行為者は不正確な想定に基づく活動にともなう不利益を回避する
ために最大限訂正しようとするので、十分な程度の精確さは確保されている
(ibid.: 106, cf. 120-1)。
18 彼女はこうした行為主体性の想定のうちに、行為における因果的な影響関係
の存在を含めているが、これは次のような大きな含意をもつ。たとえば、もし
ある提案者が、特定の社会福祉政策の改革案を提示する際に、外国人は正当化
の名宛て人から排除されるべきだと主張する一方で、社会福祉政策の予算の一
部が外国籍居住者の経済活動からも賄われるとかケアワークは外国籍者によっ
て担われるという想定をしているならば、その提案者は正当化範囲の誤謬を犯
している。また、入国管理政策についていえば、すでに国内にいる外国籍者だ
けでなく、規制によって入国できない国外の外国籍者も正当化の名宛て人とさ
れねばならない。以上のような行為主体性の想定の議論は、注 17 における連接
性の想定に該当する。オニールはたとえ現時点では実際に相互行為が存在しな
くてもその潜在的な可能性さえあれば、正当化の範囲に含められるべきである
と主張している(O’Neill 1996: 114–5; 2000a: 157–8)。そのため、かなり多くの公
共的問題において外国籍者が正当化の名宛て人となるだろう。この連接性につ
いての議論は、社会的連接(social connection)モデルとして I.M.ヤングに継承され
ている(Young 2000; 2011)。
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能な仕方で説明できなければならない19。この条件はより厳密には次のような三
つ要求を課すものである。
第一の要求として提案者は、自らの提案の根拠を他者にとって認知的に理解
可能な(accessible)仕方で提示しなければならない20。つまり、その提案は現実
の行為者がもつ認知能力を適切にふまえており、したがって当該の公共的問題
について現在抱かれている認知枠組と一定の結びつきをもっていなければなら
ない(O’Neill 1986: 28, 41)。公共的問題の解決策はほとんどの場合制度やその下
での役職者に対して制度変更を提言するものであるため、この要請は重要であ
る(ibid.: 43)。既存の問題理解や用語法を完全に無視した提案は、提言が宛てら
れた当の行為者にとって理解不可能になってしまう(ibid.: 151)。オニールは具
体例として、グローバルな貧困問題の解決策についての提言において、もしも
国家主権体制が存在することが前提とされていなければ、提言を実施すべき機
19 オニール自身は、本文で筆者が定式化した第三の条件は聴衆が多様である場
合にはカントの定言命法における普遍的法の形式に一致すると考えている
(O’Neill 1996: 56; cf. 1986: 134-5; 1988: 718-9; 1989: 27, 215)。すなわち、「行為の
理由は他者が理解＝遵守ないし採択することが可能
．．
なものであらねばならない
．．．．．．
(reasons for action must be capable of being followed or adopted by others)〔強調は原
文〕」(O’Neill 1996: 57)。構成主義者であるオニールにとって定言命法は、基礎
づけ主義のカント研究者が考えるようになんらかの外在的な真理の要請である
から重要であるのではない。そうではなく、彼女にとって定言命法は、聴衆が
多様性をもつ場合においてもすべての聴衆が受容可能かつ理解可能な根拠を提
示しなければならないという公共的問題の解決策が備えているべき必要条件を
記述した構成手続きであるがゆえに重要なのである(ibid.: 60)。
20 オニール自身は（理論的推論と区別される実践的推論に関する限り）「理解可
能(accessible)」という語を、本文で第一の要求として述べた認知的な理解可能
であるという要求よりも強い要請として用いている。次の引用はオニールのテ
キストにおける「理解可能性」の要請は、本文で第二の要求として述べる受容
可能の要請をも含むものであることを示すものである。「ある[実践的な]理由づ
けが理解可能である(accessible)ためには、その理由づけにおいて用いられてい
る認知枠組と諸概念は、その理由づけにおいて想定されている聴衆にたんに理
．．．．
解される
．．．．
(understood)だけでなく
．．．．．
、聴衆に適切
．．
(appropriate)だとみなされる
．．．．．．．
よ
うなものでもなければならない〔強調は引用者〕」(O’Neill 1986: 32)。なおオニ
ールは 1990 年代の議論に置いては「理解可能性(accessibility)」という語に代
えて「理解＝遵守可能性(followability)」という語をしばしば用いているが、彼
女はこの理解＝服従可能性の要請も「たんなる知解可能性(intelligibility)につい
ての要請ではな」く、名宛て人が「行為の原理として採択しうるもの」という
要請も含むものであることを強調している(O’Neill 2000: 25 cf. 1996: 57-8)。
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関や行為者にとって理解不可能となってしまうと指摘している(ibid.: 152)。
第二の要求として提案者は、自らの提案が他の人びとにとっても受容可能で
ある(acceptable)と考える根拠を提示しなければならない。オニールは提案にお
いて提示される根拠は、理想的な能力をもつ仮想的な行為者であれば受け容れ
るだろう根拠や、当の問題状況に直面している実際の行為者が現に受け容れて
いる根拠ではなく、問題状況に直面している「実際の
．．．
行為者が受容（ないし拒
絶）することができる
．．．
〔強調は引用者〕」根拠でなければならないことを強調し
ている(O’Neill 1989: 217 cf. 1996: 58)。というのは、提案において用いられる
根拠づけは、現実の行為者の能力を適切にふまえたものでなければならないか
らである(O’Neill 1986: 35; cf. 1989: 217-8)21。一方で、仮想的行為者について
想定される理想的な能力は、現実の行為者の能力を適切にふまえていないかも
しれない。次節で述べるように理想的な行為者を想定する根拠づけはしばしば、
女性や子どもや外国人を道徳的配慮の範囲から排除するために用いられてきた
22。他方で、現実の行為者が現に受け入れている根拠は抑圧的な関係性のもとで
形成されたものかもしれない(O’Neill 1989: 217-8)。したがって、提案における
根拠づけは、現に脆弱な立場にある人びとも含むすべての人びとが「いかなる
取り決めや申し出に対しても拒否したり再交渉したりすることができる」とい
う抗事実的な状況にある場合においても受容可能であると、提案者が考えるも
のでなければならない(ibid.: 217)23。この要求を充たす根拠づけは少なくとも、
問題を適切な仕方で理解するだけなく、現実の行為者の能力を適切にふまえた
ものでもなければならない(O’Neill 1986: 35)。
第三の要求として提案は、関連するすべての
．．．．
他者にとって理解可能かつ受容
21 オニールは現実の行為者の能力の限界をふまえることの重要性を強調してい
る。一方で現実の人間の理性的な推論の能力は可謬的で不完全なものである。
したがって「人間とすべての困難と可能性について唯一の正しい(correct)観点を
与えてくれるアルキメデスの点」は存在しない(O’Neill 1986: 127; cf. 1992:
302;1996: 58)。前述のように人間の推論能力の可謬性に自覚的であることはオ
ニールだけでなくロールズも含む構成主義一般の特徴である（２−２−２）。他方
でオニールは、人間は身体的な能力に関しても、脆弱な(vulnerable)、限界づけ
られた存在であることも強調している(O’Neill 1986: 132, 135; 1996: 106)。
22 ２−４−１における「根拠づけについての誤謬」の議論を参照。
23 オニールは、脆弱な立場にある人びとが実際に他者の提案を拒否したり再交
渉したりすることを保障するような制度を構築することの必要性も強調してい
る。この点については注 25 を参照。
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可能な根拠を提示しなければならない(O’Neill 1996: 55)。次の二つの事情から
聴衆の間に大きな多様性があることを考慮すれば、この要求が解決策の提案に
際して大きな制約を課すものであることがわかるだろう。第一に、行為能力や
認知能力がどのように限界づけられているかは一人一人異なっている。したが
って、たとえ範囲が限定された集団の間であっても、問題の認知枠組や規範的
言説の同質性に訴えたり、すべての聴衆が特定の行為能力を有しているという
想定のもとに根拠を提示したりすることはできない(cf. ibid.: 53)。第二に、第二
の条件である聴衆の範囲に関わる要請と関連してすでに述べたように、聴衆に
は既存の規範的言説においては周縁化されてきた人びとも含まれる。以上の二
つの事情により、多様性をもったすべての聴衆に対して宛てられた提案は、ほ
とんどの場合既存の認知枠組や規範的言説に対して批判的なものとなる
(O’Neill 1986: 28)。このように第三の要求が既存の認知的枠組に対して批判的
なものであることは、一見すると提案が既存の認知枠組と切り離されていない
という点において理解可能であることを求める第一の要求と緊張関係にあるよ
うに思われるかもしれない。この点については次項で詳しく述べる。
最後となる第四の条件は次のことを要請する。すなわち、1)での理解と 2)・
3)の説明のそれぞれは、実際の人びとの間での「交渉と討議と政治のプロセス」
における集合的精査に耐えるものでなければならない(O'Neill 1988: 717n21;
cf.1986: 133; 1988: 722; 1989: ch.2, esp. pp. 38–9)。
公共的討議が要請されるのは、前述のように人間の理性的な推論能力は限界
づけられており可謬的であるからに他ならない（オニールは、第三の条件であ
る根拠づけに関わる要請だけでなく、第一の条件である問題の理解に関わる要
請と第二の条件である聴衆の範囲に関わる要請についても人間の推論は可謬的
であると指摘している(O’Neill 1986: 50; 1996: 106）。
理性の基準は独りで考えること(solitary thinking)によっては発見で
きない。それどころか、理由づけを追求する人は、自らの思考と発話
とコミュニケーションを他のひとが理解し遵守(follow)できるよう構造
化しなければならない。(O’Neill 2000b: 55)
人間の理性的な推論能力は限られているため無謬の正しい推論をすることはで
きない。これは、どのような人であっても独りで妥当な解決策を見いだすこと
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はできないことを意味する。妥当な解決策は、公共的討議のプロセスにおいて
個々の解決策の提案を限界づけられたそれぞれの観点から
．．．．．．．．．
相互的に批判し継続
的に精査し修正していくことによって見いだされるより他はない(O’Neill 1986:
46; 1988: 717-22; 1989: 21, 38)。そのため「討議が必要とされることは、知的
な敗北ではなく、むしろ不可欠な課題である」(O’Neill 1988: 722)。このように
望ましい解決策は討議による集合的精査のプロセスによって構成される
(O’Neill 1988: 717, 722; 1992: 292)。
２−３−３ 長期的かつ継続的なプロセスとしての公共的討議
前項ではオニールが解決策の判定のために提示する四つの方法論的条件を確
認した。このうち提案の根拠づけの仕方に関わる第三条件が課す要請は、一見
すると提案者への要求度が非常に高いため充足は不可能であると思えるかもし
れない。というのもこの要請は、(第一の要求として)一方では既存の認知枠組と
切り離されていないことを求めながら、（第三の要求の含意として）他方でこの
既存の認知枠組に対して批判的でもあることを要請しているからである。しか
も、この要請は、人間の理性的な推論能力は可謬的で不完全であることを前提
としてうえでなされている。第三の要請はいったいどのようにして充足される
のだろうか24。
この一見したところの難問は提案は公共的討議における集合的精査に耐える
ものでなければならないという第四条件の要請をふまえれば解消される。彼女
は、第三の条件と第四の条件との結びつきについて次の様に述べている。
ある言説が理由づけられたもの(reasoned)とみなされるための最低条
件は、その提案が伝達可能である(communicable)こと、すなわち、到
達すべきすべての人にとって理解＝遵守可能(followable)なものである
ことである。そして、[その言説に]理解し遵守できるような構造がなけ
れば、コミュニケーションは成立しないし、理由づけはなおさら
．．．．
成立
しない。理由は、他者に対して提示でき、他者から受け取ったり受け
24 第一章では、ロールズもまた既存の認知枠組から出発すると同時に既存の認
知枠組に批判的であることを論証における重要な条件とみなしていたことを確
認した（１−４−１）。したがって以下の議論はロールズに対して提起されるかも
しれない同様の疑問に対する応答するものでもある。
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取りを拒否できたりするものでなければならない。〔[ ]内は引用者。強
調は原文〕(O’Neill 2000b: 54)
引用部からわかるように、ある提案が関連するすべての他者にとって理解可能
でなければならないという第三条件の第一の要求は、その提案が公共的な討議
において他者による精査をうけることが可能であるための最低条件である。
公共的討議が一回限りのものではなく長期的に継続されるプロセスであるこ
とに着目すれば、既存の認知枠組と結びついていることと既存の認知枠組に対
して批判的であることという二つの要請は、衝突するわけではない。ある提案
が既存の認知枠組と切り離されていないことは、参加者に「討議の手がかり(grip
on deliberation)」を提供する(O’Neill 1986: 128)。同時にこの討議においては、
周縁化され脆弱な立場にある人びとも実際に討議に参加することによって、彼/
彼女らの観点からも提案が批判的に精査される25。この精査の結果見いだされる
解決策は、問題の理解の仕方においても、解決の方法においても、当初からす
れば新奇なものかもしれない。だが討議のプロセスにおいて、聴衆にとってな
じみ深い認知枠組から出発しつつ、その解決策が妥当である根拠が提示されて
いるならば提案者は聴衆を説得することができるはずである(O’Neill 1986, 128,
147)26。さらにオニールは、このプロセスにおいては、その解決策の履行に必要
な人びとの動機づけ27と個人や制度の(問題把握や責務履行などの)能力が涵養さ
れていくことを指摘している(O’Neill 1986: 32, 36; cf. 2000: 27) 28。このように
討議が長期的なプロセスであることをふまえれば、既存の認知枠組から出発す
25 もちろんオニールは、現実の討議においては、より強い立場にある人びとが
その立場を利用して弱者が拒否することができないような提案を強要してしま
う怖れがあることに自覚的である(O’Neill 1988: 721)。そのため彼女は、脆弱な
立場にある人びとに他者の提案に対する「拒否可能性(refusability)」を保障する
ような制度を構築し、自分に与えられた役割を実際に拒否したり再交渉したり
できるようにすることまでも正義は要請すると指摘している(O’Neill 1989:
217-8; 2000: 163, 166)。ここからもわかるように、公共的な討議においては討議
において参加者が従うべき条項それ自体も議論の対象となる(O’Neill 1988: 722)。
26 オニールは認知枠組を変化させるような説得的な提案の歴史的な実例として、
キリストの隣人愛問題を挙げている (O’Neill 1986: 128) 。
27 オニールにとって、動機づけは所与のものとみなされるのではなく、むしろ
涵養されるものである(O’Neil 2000: 27)。
28 ロールズもまた理由づけの能力の涵養とみなしていたことについては（１−
３−２）で述べたとおりである。
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ると同時に既存の認知枠組に批判的であることは、衝突するわけではない。
最後にオニールはロールズと同様に、たとえ分離戦略が想定するような先験
的規準が利用可能でなくとも、公共的討議における理由づけの実践によってど
の解決策が望ましいかについて信頼性の高い判断に到達することができるとみ
なしていることを確認する。彼女は、分離戦略のような妥当な論証は先験的な
規準によって基礎づけられていなければならないという見解に対して次のよう
に応答している。
建造物や建設の比喩によっては[オニールの構成主義のような]反省的
な課題を説明することはできない、という反論が提起されるかもしれ
ない。この反論によれば、建造物には基礎(foundations)が必要であり、
したがってデカルトのような基礎づけ主義的な理性の擁護を受容する
ときにだけ建設の比喩は適切であるとされる。しかしながら、この反
論は、凧や人工衛星のような、基礎をもたない建設物(constructions
without foundations)の可能性を見過ごしている。凧や人工衛星におい
ては、構造のどの部分も他の部分の基礎ではなく、構成要素は相互に
支え合っている。･･･理性の構成(construction)は、成果物ではなくプロ
セスとして、つまり一度限りの基礎の発見や構築(laying)ではなく、結
びつけや統合の実践としてみなされるべきである。〔[ ]内は引用者〕
(O’Neill 1992: 23–4)
たとえ基礎のようなゆるがない先験的規準が参照されなくとも、理由づけにお
いて(問題理解や聴衆の範囲や個々の根拠づけという)それぞれの要素が適切に
想定され結びつけられているということが公共的な討議の実践において継続的
に精査されているならば、その提案は妥当である。第一章で述べたように、具
体的な歴史的社会的な文脈の内部における公共的討議の実践において、解決策
についての信頼性の高い判断に到達するという想定は決して無理のないもので
ある（１−４−３）。
第四節 解決策提案のための方法論と方法の再検討
オニールは前節で論じた解決策の判定のための方法論としての理想化を回避
90
する構成主義に基づいてロールズの議論を批判している。彼女の批判は、ロー
ルズの議論の結論や具体的な論証プロセスだけでなく方法や方法論への批判ま
でも含むものである。本節ではまず、ロールズの議論も含む彼女の掲げる解決
策の判定のための四つの条件を充たさない論証にはどのような難点があると彼
女が指摘しているかを確認する（２−４−１）。次に、本章のこれまでの議論もふ
まえて、第一章で論じたロールズの方法論と方法が公共的問題の解決という大
目標を十分に達成するものであるかを批判的に検討する（２−４−２）。最後に、
検討の結果、解決策の提案のための方法論が課す諸条件がどのように改訂され
るべきかを示す（２−４−３）。
２−４−１ ロールズの方法論と方法に対する理想化批判
オニールは理想化を回避する構成主義に基づいてロールズの議論を判定し、
ロールズが提示しているのは理性的な集合的精査を通過しない理想化された理
由づけであると批判している(O’Neill 1988; 1989a; 2000a; 2003a; 2003b; cf.
2000b)。筆者がみるところ彼女の批判は、前節で示した四つの方法論的条件の
うちの始めの三つのそれぞれに対応する誤りと、それらの言説の副次的効果に
かかわる誤りという、四つの誤謬についての批判として整理することができる
（以下の四つの誤謬の定式化および名称は筆者によるものである）。これら四つ
の誤謬は、ロールズだけなく、判定のための四つの方法論的条件を充たさない
議論一般が陥る難点についての指摘である〔図 2.1.〕。
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第一の誤謬は、「問題の認知枠組についての誤謬」である。これは提案者が当
の公共的問題を周縁化された人びとの観点にも
．
開かれた仕方で適切に理解して
いることという解決策の判定のための第一の方法論的条件に対応するものであ
る。すなわちある解決策の提案が、第一の方法論的条件を充たしておらず、し
たがってある現象のどのような側面が道徳的に重要であるのかを周縁化された
人びとの観点からは不適切な仕方で判断していることが公共的討議において判
明したならば、その提案は問題の認知枠組についての誤謬を犯している(O’Neill
2000a: 160–1)。
 ２−３−２で述べたように公共的問題についての中立的な理解は存在しないた
め、わたしたちは公共的問題を常に特定の観点に依拠してしか理解することが
できない。そのため、何が道徳的な問題であるのかについて判断が、周辺化さ
れた人びとの観点からも批判的に精査されなければ、重要な道徳的問題が看過
されてしまうかもしれない29。
29 特に本章注 14 と、注 14 が付された段落およびその次の段落を参照。
図 2.1.
判定のための方法論が課す条件を充たさない解決策の提案が陥る四つの誤謬
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第一の誤謬を犯した理由づけは、その他の二つの誤謬を同時に生じさせるこ
とが多いため、三つの誤謬のなかでももっとも深刻な誤謬である。実際オニー
ルによるロールズ批判の核心は、ロールズがこの問題の認知枠組の誤謬を犯し
ているという指摘である。次項で詳しく述べるようにオニールは、ロールズが
国境によって境界づけられたある特定の民主的な国家の成員の間で共有された
観点にのみ基づいて問題を理解していることを批判している。
第二の誤謬は「正当化範囲についての誤謬」である。これは判定のための第
二の方法論的条件に対応している。すなわち、ある解決策についての提案が第
二の方法論的条件を充たしておらず本来は正当化の名宛て人である人びとを聴
衆からあらかじめ排除してしまっている場合、その提案は正当化範囲について
の誤謬を犯しているといえる(O’Neill 1996: 53)。
この誤謬は、第一の問題の認知枠組についての誤謬の帰結であることも多い。
もし提案者が当該問題を周縁化された人びとの観点から精査していないならば、
本来は当事者として聴衆に含まれるべき人びとが排除されているかもしれない
からである。
オニールは、ロールズは彼の具体的な論証プロセスにおいて正当化範囲につ
いても誤謬を犯していたと批判している。前節でも述べたように「理由は原則
として、異なった規範意識や異なった国籍(citizenship)をもつ他者、すなわち『ア
ウトサイダー』にとっても、理解可能なもの[したがって認知的に理解可能であ
りかつ受容可能なもの]でなければならない」(O’Neill 2003a: 359)30。だが、ロ
ールズは（第一章で述べたような彼の方法論的要請にも関わらず）実際にはあ
る特定の民主的国家の成員だけを正当化の名宛て人とする「倫理的配慮の範囲
について国家主義的見解」を採用していた(ibid.: 362)。彼の「正当化において
は、同胞市民でない人びとや、政体のなかで排除されている人びとや周縁化さ
れている人びとや民主主義とその制約を受け容れていない人びとは名宛て人と
されていない」ために（ibid.: 353）、「アウトサイダーの苦境に対して沈黙して
しまっている」(O’Neill 2000a: 4)。
第三の誤謬は「根拠づけについての誤謬」である。ある提案が、第三の方法
論的条件を充たしていない場合、すなわちその提案が聴衆であるべきすべての
30 注 20 で述べたように、オニール自身のテキストにおける「理解可能性
(accessiblity)」という語は、認知的な理解可能性だけなく、提案における根拠
づけが他者にとって受容可能なものでなければならないという要請も含意して
いる。
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関連する人びとにとって自らの提案が受容可能である根拠を彼/彼女らに理解可
能な仕方で提示することに失敗している場合、その提案は根拠づけについての
誤謬に陥っている(O’Neill 1996: 58)。この誤謬は正当化範囲の誤謬の結果とし
て生じることも多いが、特定の聴衆に向けた根拠づけに意図せずして失敗する
ことによっても生じる31。
この誤謬は大きくわけて次の三つの要因によって生じる。第一に、解決策の
提案において聴衆である他者の能力と脆弱性について現実とは異なった想定を
導入することにより生じる(O’Neill 1986: 35)。たとえば、家族内では利害が同
一であることを前提とする根拠づけは、女性や子どもにとって受容可能ではな
いにも関わらず、女性や子どもを道徳的配慮の対象から排除するために用いら
れてきた。同様に、外国人を道徳的配慮の対象から排除する議論においても、
主権国家は相互に因果的に独立しているという実際とは異なる想定が用いられ
てきた(O’Neill 1996: ch.4)32。第二に、根拠づけについての誤謬は、その提案が
聴衆が現在抱いている認知枠組と結びつけられていないことによっても生じる。
既存の問題の理解の仕方や用語法とまったく異なる解決策の提案は他者には理
解不可能となるだろう(O’Neill 1986: 151)。第三に根拠づけについての誤謬は、
既存の認知枠組や規範的言説を十分に批判的に精査せず受容した結果として、
意図せずして聴衆の多様性を捉え損ねることによっても生じる(ibid.: 28)。
第四の誤謬は、「イデオロギー的誤謬」である。この誤謬は上記三つの誤謬を
犯した言説の副次的効果として生じる。すなわち、ある提案が実際には上記三
31 現実においてはある範囲の人びとが無意識のうちに規範的考察から排除され
ていることも多いため、第二の正当化範囲についての誤謬と、第三の根拠づけ
についての誤謬とを区別することは困難であることも多い。本研究では、本来
は聴衆となるべき他者が規範的考察の範囲から意識的に排除されている場合は
第二の正当化範囲についての誤謬に該当するとする。それに対して、そうした
他者が意識的には排除されていないが、彼/彼女らについての誤った想定がおか
れているために結果的に規範的考察から排除されている場合は、第三の根拠づ
けについての誤謬に該当するとする。
32 オニールは次のような例も挙げている。病気の人や障がいのある人びとを道
徳的配慮の対象から排除する議論では、そうした人びとの依存性を実際よりも
誇張するような根拠づけが用いられてきた。だがそうした根拠づけが、病人や
障がいのある人びとには受容可能ではないことは明らかである。また社会福祉
の受給対象者から本来支援をうける権原をもつ人びとを排除するような議論に
おいては、労働者の脆弱性を否定するような根拠づけがしばしば用いられる
(O’Neill 1996: ch.4)。
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つに該当する誤謬を犯しているにも関わらずこの事実を隠蔽し、結果的にある
集団の特権化に寄与している場合、その提案はイデオロギー的誤謬を犯してい
る(O’Neill 1996: 42; 2000a: 152; Mills 2005; cf. Robeyns 2008: 358; Kittay
2009)33。
オニールは、女性や外国人に関わる問題を念頭において、上記の三つの誤謬
のいずれかにあてはまるために本来は理性的精査において拒絶されるべき「理
想化された」理由づけが、（公共的討議における精査が十分になされていないた
めに）理性的精査に適う「抽象的な」理由づけであるとしばしば誤って判断さ
れてきたことを次のように述べている34。
抽象化を装った理想化は、広い範囲に適用できる理論をもたらすとみ
せかけながら、ある理想に適合しない人びとや他の人びとほどには適
合しない人びとを秘かに
．．．
排除する。そして、排除された人びとは、欠
陥があるか不十分な人びととみなされる。〔強調は引用者〕(O’Neill
2000a: 152)
この箇所からわかるようにイデオロギー的誤謬は、判定のための方法論的諸条
件を充たしていないために本来は集合的精査において拒絶されるべき解決策に
ついての理由づけが、討議における精査の実践が不十分なために誤って望まし
い解決策だとみなされることから生じる誤謬である。
この誤謬は、上記三つの誤謬のどれに対応するかに応じて異なる形態をとる。
まず第一の認知枠組の誤謬を伴う理由づけは、ある現象のどの側面を道徳的問
33 本論文におけるイデオロギーという用語は、C. W. Mills. ‘“Ideal Theory” as
Ideology’ (2005)と同一の意味で用いている（同論文はオニールの抽象化／理想化
の区別を主題とするものである）。すなわち、本研究におけるイデオロギーとは
「永続的な不当な(illicit)集団的特権を反映しかつそれに寄与するようなある一
揃いの集団的観念という侮蔑的な意味」である(Mills 2005: 166)。この用法はオ
ニール自身のものとは異なることを明記しておく。オニール自身はイデオロギ
ーという語をもっぱら「たんなる記述的な意味、すなわちある人間集団と結び
ついた議論や不合意や、さらには概念や信念を参照するために用いている」
(O’Neill 1986: 42n1; cf. 1987)。彼女の用語法においてはイデオロギーに否定的な
含意はない。
34 オニールにおける「理想化された」理由づけと「抽象的な」理由づけと区別
については（２−３−１）を参照。
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題とみなすかについてたんに多数派が受容している理解に依拠することによっ
て、現在の制度において周縁化されてきた人びとの観点からすれば、何が道徳
的に重要で何が重要でないかについての「不正な境界設定を隠蔽しているかも
しれない」(O’Neill 2000a: 161)。また第二の正当化範囲についての誤謬を犯し
た理由づけは、実際には一部の人びとだけを特権化して正当化の名宛て人とし
ているにも関わらず、あたかも広範な人びとを道徳的に配慮しているように装
うことによって、道徳的考察の範囲から排除されている人びとがいることを隠
蔽してしまう(O’Neill 1989a: 210)。最後に第三の根拠づけについての誤謬を含
む理由づけは、実際には聴衆にとって理解不可能な根拠づけがなされているこ
とを見えにくくしてしまう。たとえば他者の能力や脆弱性について現実と異な
る「理想化された」想定を置いた理由づけは、正当化の名宛て人とされるべき
人びとが実際にはどのような能力や脆弱性をもっているのかを見えにくくして
しまう(O’Neill 1996: 58)。さらには、「想定されている理想に適合していない･･･
行為者は、理想に適合していないというまさにそのことを非難されるかもしれ
ない」（ibid.: 42）。
ロールズが提示している（方法論や方法と区別される）具体的な論証プロセ
スが、上述のようなイデオロギー的誤謬を伴うものであるという批判は、オニ
ールの他にも多くの論者によって指摘されている(Kittay 1999: 77; Mills 2005;
Nussbaum 2006: 127=148)。これらの論者によればロールズの議論においては、
女性・外国籍者・障害のある人・有色人種・動物の観点が、たんに適切にふま
えられていないだけでなく、これらの観点からも問題が理解され解決策の提案
が精査されなければならないという事実が隠蔽されてしまっている。
２−４−２ ロールズの方法論と方法の批判的検討
前項では、オニールが理想化を回避する構成主義に基づいて、ロールズが提
示する解決策をどのように判定しているかを概観した。本項では、オニールの
指摘を批判的に検討することを通じて、ロールズの方法論と方法が公共的問題
の解決という大目標に照らして適切かどうかを考察する。
オニールのロールズ批判の核心は、ロールズの原初状態の論証が前項で述べ
た問題の認知枠組の誤謬を犯していること、すなわちロールズが国境によって
境界づけられたある特定の民主的な国家の成員の間において現に共有されてい
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るか理性的な精査を経れば共有されうると彼が判断した観点だけに基づいて
（したがって、当該国家において周縁化された人びとの観点に対して開かれて
はいない仕方で）諸々の公共的問題を理解していることに対する批判である。
彼女は次のように述べている。
ロールズは、ある[国境によって]境界づけられた社会の内部における民
主的なシティズンシップを、正義についての理由づけの源泉および文
脈として記述している。･･･[しかしながら、ある国家の民主的なシティ
ズンシップというロールズが前提としている]基本的な政治制度は、正
当化を付与するものではなく、むしろ正当化を必要とするものである。
〔[ ]内は引用者〕(O’Neill 2003a: 362)
ロールズは方法としての原初状態を用いた解決策の提案の理由づけにおいて、
すべての問題当事者がある特定の民主的国家においてなんらかの市民意識を共
有した成員であることを前提としている。しかしながらオニールがみるところ、
当の問題の当事者についてそのような前提を導入してよいかは、それ自体正当
化されねばならないはずの事柄である。
オニールは特に、ロールズが原初状態の論証における問題状況の設定におい
て次のような「閉じた社会(closed society)」という想定を導入していることを批
判している。
基本構造は閉じた社会である。すなわち、わたしたちは社会を、自己
完結的(self-contained)でありかつその他の社会と関係をもたないもの
とみなすべきである。その成員は出生により参入し死亡によってのみ
退出する。(PL: 12)
このようにロールズの原初状態の論証は、国家間の人の移動は存在しないとい
う状況設定に基づいてなされている35。しかしながら、現実世界においては「国
境は財や資本や理念および人の移動に対してますます透過的になってきており、
国家主権はますます制限されている」というオニールの指摘を待つまでもなく
35 閉じた社会という設定は、『万民の法』における原初状態の論証においても導
入されている (LoP:26=35)。
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(O’Neill 2000: 3)、閉じた社会という想定が「存在するすべての人間社会に関し
て偽である」ことは明白である(O’Neill 1997: 419)。閉じた社会という想定に基
づく解決策の理由づけが、移動者を正当化の名宛て人から排除するという点で
前述の正当化範囲の誤謬を犯しているだけでなく、移動者にとっては理解不可
能な根拠づけに依拠しているという点で根拠づけについての誤謬をも犯したも
のであることは改めて説明するまでもないだろう36。
オニールの批判はつまるところ、ロールズによる原初状態の論証を用いた解
決策の理由づけは、問題の認知枠組の誤謬（とそれに付随する正当化範囲につ
いての誤謬と根拠づけについての誤謬）を犯した結果、１−３−３で述べた「公
共的問題の解決策についての提案の根拠は、すべての関連する他者にとって受
容可能かつ理解可能なものでなければならない。」というロールズ自身が掲げる
解決策の提案のための第一の方法論的条件を実際には充たしていないというも
のである。したがって、彼女の批判はロールズの方法論と方法にとって深刻な
ものである。
しかしながらオニールの批判はロールズにとって必ずしも公平なものではな
いかもしれない。オニールの批判に対してロールズからは次のような二つの応
答ができるだろう。
第一に、ロールズが原初状態の論証において閉じた社会という問題状況につ
いての想定を導入している背景には、「社会の基本構造(the basic structure of
society)」が正義の第一の主題であるというロールズに特異な問題理解の仕方が
ある37。彼によれば、諸々の公共的な問題の考察においては、ある社会の基本構
造に関わる問題がはじめに検討され、その他の諸問題の理解の仕方とそれに対
する解決策は、社会の基本構造に関わる問題に対する解決策と整合的となるよ
うに調整されなければならない。「閉じた社会」という想定は、はじめに検討さ
れるべきある社会の基本構造の問題に対する解決策についての理由づけを提示
36 前項で述べたようにオニールは、ロールズの議論は移動者だけなく、（移動者
に限らない）当該国家の国籍をもたないすべての人びとや、女性や子どもや障
がいをもつ人びとや、デモクラシーのような当該国の公共文化を受容していな
い人のような当の国家のなかで周縁化されている人びとに対しても、正当化範
囲についての誤謬と根拠づけについての誤謬を犯しているとみなしている。
37 社会の基本構造を正義の第一の主題とみなすことに特徴づけられるロールズ
の問題理解の仕方について【補論２】を参照。そもそも社会の基本構造とは何
かについても補論を参照。本文で述べるオニールに対するロールズからの二つ
の応答についての議論も、補論における筆者の論証に基づくものである。
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するためには適切なものである38。そのため、社会の基本構造の問題を中心に捉
えるロールズの問題理解の仕方がもしも適切であるならば、閉じた社会という
想定の導入もまた適切である。
第二に、社会の基本構造が正義の第一の主題であるという問題の理解に関わ
るロールズの主張は、社会の基本構造がもっとも道徳的に重要な問題領域であ
るとか、その他の問題領域が重要ではないということを意味しない。ロールズ
は確かに、社会の基本構造に関わる問題を人の移動の問題や重度の病気や障が
いをもつ人びとに関わる問題などのその他の「拡張的な諸問題(problems of
extension)」から区別される、より「根本的な問い」であるとみなしている (PL:
20)。だが彼の主張はたんに、社会の基本構造についての問題はその他の公共的
問題よりも先に考察されるべきであるというものである(Freeman 2013: 89-90)。
したがってロールズは社会の基本構造に関わる問題とは別の問題領域が重要で
ないと考えているわけではない。実際、人の移動の問題が重要であることはロ
ールズも否定はしていない(PL: 136n4)。
以上の二点をふまえれば、ロールズが国境によって境界づけられたある特定
の民主的な国家の成員の間において共有されうると彼が判断する観点にのみに
基づいて諸々の公共的問題を理解していることは、一見したところ擁護可能に
みえるかもしれない。しかしながら筆者は、次の三つの理由から方法としての
原初状態の論証は擁護できないと考える。
第一の理由として、ロールズは社会の基本構造の問題がなぜはじめに考察さ
れなければならないのかについて十分な根拠を提示していない39。そればかりか、
ロールズの特異な問題理解の仕方は、公共的討議に先立って提案者（つまりロ
ールズ自身）に人間の理性能力を越えたあまりにも多くの事柄を判断すること
を要請してしまっている。
ロールズは、社会の基本構造に関わる問題がはじめに検討されなければなら
ないという主張からも窺えるように、すべての重要な公共的問題についてそれ
38 ロールズ自身が指摘するように、原初状態において社会が閉じたものとして
想定されるべきなのは、そうした設定にすることが、当事者たちが「そこで生
まれ生涯にわたって生活を送ると期待されるスキーム」を選択するという社会
の基本構造に関わる問題に照らして適切であるからである (Rawls 2005: 277)。
39 ロールズはたんに社会の基本構造に関わる問題から考察をはじめる方が人び
との「熟慮されかつ反省的な世論」によりよく一致するであろうという展望を
示しているだけである(LP1993: 536)。【補論２】の最終段落を参照。
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らがどのような順番で考察されるのが適切であるかを特定することを提案者に
要請している。だが彼自身が認めているように、考察の適切な順番を特定する
ためには多くの試行錯誤が必要である40。そのためロールズは、提案者に対して、
提案している特定の問題とは別の諸々の重要な問題についての解決策とそれら
の間における解決の順番についても十分な考察をすることまでも要請している
と解釈できるだろう。しかしながらこの要請を提案者がただ一人で充足するこ
とは、人間の理性能力の限定性をふまえればかなり困難であるだろう。
すべての道徳的に重要な問題を適切に理解することと、諸問題についての解
決策の間で整合性をとることは、重大な課題である。だがこの課題に提案者が
公共的討議に先立ってただ一人で取り組むべきであるというロールズの要請は、
人間の理性的能力の限定性をふまえていないため不適切である。むしろ、これ
らの課題は公共的討議の実践に委ねられるべきである。
したがってある問題の解決策の提案においては、ロールズの特異な問題理解
の仕方を反映して原初状態の論証において採用されている閉じた社会という特
殊な問題状況を前提とするのではなく、自らが解決を試みている当の問題の問
題状況を適切にふまえることが重要である。
方法としての原初状態が擁護できない第二の理由として、原初状態の論証で
用いられているある特定の民主的な国家の成員の間における契約的合意のメタ
ファーの使用は、現実の人びとがもつ観点の多様性を縮減してしまう。この論
点はすでにオニールも含む多くの論者によって提起されているが(Habermas
1998: 57-9=72-4; O’Neill 2003b; Nussbaum 2006: ch.1.; Sen 2009: ch.6.)、筆者
はこの論点を特に社会的経験の重要性と社会経験を解釈する資源の格差に着目
することで論じたい。
ロールズは、契約論的合意のメタファーを使用することで、公共的討議に先
立って他者の観点を摂取することが人間の理性的能力に照らして可能であると
いう想定をしているようである。しかしながら彼は、ただ一人でなされた理由
づけは判断者の観点によって不可避的に限界づけられていることに、十分な注
意を払っていない。
アンダーソンは、理性的能力に優れた人にとっても公共的討議に先立って他
者の観点を摂取することは困難であることを次のように指摘している。「ある個
40 ロールズは、問題解決の適切な順番は試行錯誤の結果特定されると考えてい
る。【補論２】を参照。
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人の観点は、たとえどれだけ反省的でどれだけ情報をふまえたものであったと
しても、その人の個人的な経歴と個別性によって限界づけられている」
(Anderson 1993: 111)。ある個人の判断は、たとえその判断がどれだけ理性的な
ものであったとしても、判断者自身の観点によって限界づけられている。個人
の観点が限界づけられていることは、政治理論における社会的経験の重要性と、
社会的経験を解釈する資源の格差とに注目することによって説明できるだろう。
一方で個人の観点が限界づけられていることは、社会的経験が規範的判断に
おいて果たす役割に着目することで説明できる。主流派の政治理論においては
社会的経験がどのような役割を果たすかはこれまであまり論じられてこなかっ
た。そのため、人びとの規範的評価はその人がすでに直観として受容している
認知的および評価的枠組にもっぱら依拠していると見なす論者もいる。こうし
た見解に対してアンダーソンは次のような異論を提起している。
人びとはしばしば自分自身の直観とは食い違う評価用語によって出来
事を経験する。そうした経験は、・・・自分の評価的パースペクティブ
に対して挑戦を提起するものである。この経験はある危機を生じさせ
るが、この危機の理性的な解決のためには、当の経験を正当に扱う新
しい評価的パースペクティブの創造が要請される。（Anderson 1993:
109）
規範的評価の枠組は所与のものではない。むしろある社会的経験に直面し、そ
の経験を適切に説明するために、新しく創造されていくものである。当の社会
的経験をしたことがない人びとは、その経験を適切に記述する概念資源をもっ
ていないかもしれない。したがってある個人が、異なる社会的経験をもつ他者
の観点を摂取することは容易ではない。
他方で個人の観点は、社会的経験を解釈する概念資源に関して社会集団の間
で格差があることによっても限界づけられる。社会認識論の研究者であるＭ・
フリッカー(Miranda Fricker)の議論は人の移動の問題を考察するうえでも重要
であると思われる。彼女は社会的権力を有している集団は、共通の社会理解の
構築において有利な立場にあると指摘している。
力をもっている人びとは･･･自らの経験を適切に理解する傾向にある。
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それに対して力をもっていない人びとは、自らの経験を理解可能なも
のとするためにせいぜいあてはまりのよくない意味しか利用すること
ができないために、曇ったレンズ越しでしか社会的経験をもつことが
できない。(Fricker 2007: 148)
このように経験の理解について社会集団の間には格差が存在する。社会的に優
位な立場にある人びとは自らの社会的経験を記述する適切な概念資源を容易に
利用することができるのに対して、劣位な立場にある人びとは自らの経験を適
切に記述する概念資源を見出すことができない。フリッカーは、「セクハラ」と
いう概念を具体例として挙げている。この概念がつくりだされる以前には、多
くの女性は職場での不快な体験を適切に記述することができずたんなる個人的
経験として理解してきた(ibid.: 149-150)。
概念資源に関する格差は、セクハラの例を想起すればわかるように、「力をも
つ人びと[セクハラの例では男性]が適切な解釈を得ることに利害関心をもって
いないか、おそらく実際上は権力をもつ人びとが既存の不適切な解釈を維持す
ることに積極的な利害関心をもっている場所〔[ ]内は引用者〕」で生じてきた
(ibid.: 152)。この格差は意図された行為の帰結として生じるわけではなく、劣
位にある人びとが構造的に共通の概念資源の形成に参加できないために生じる
(ibid.: 159)。社会経験を適切に記述する概念資源の形成から排除された人びと
は「解釈的に周縁化されてしまっている」と言える(ibid.: 153)。フリッカーの
指摘は、人の移動の理解についても概念資源の格差があることを示唆するもの
である。
重要なのは、概念資源の格差が存在することを発見することは実践上は困難
であるということである。経験を記述する概念資源の形成への参加において周
縁化された人びとがいることは、当の現象を記述するためにすでに利用されて
いる概念や語（セクハラの例に即せば「ちょっかい」）があるために偽装されて
しまいやすい(ibid.）。そのため、ただ一人で考える判断者が概念資源の格差の存
在を予期し周縁化された人びとの社会的経験についての適切な理解を獲得する
ことは困難である。個人の観点は概念資源の格差の存在によっても限界づけら
れている。したがってロールズは、他者の観点を摂取に関しても人間の理性的
能力の限定性を適切にふまえることができていない。
方法としての原初状態の論証が擁護できない第三の理由として、たとえ社会
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の基本構造についての問題がロールズの言うようにはじめに考察されるべき根
本的な問題であるとしても、その他の問題の解決を先送りすることを正当化す
ることはできない。人の移動の問題や重度の病気や障がいをもつ人びとに関わ
る問題のような現実において解決が要請される喫緊の問題の解決策の考察を、
いつ達成されるか定かではないより根本的な問題の解決の日まで先送りしてし
まえば、それらの問題はたんに放置されるだけではなく悪化してしまうかもし
れないからである(cf. O’Neill 1986: 50; Carens 1992a: 35; Nussbaum 2006: 109=128)。
以上、方法としての原初状態の論証が擁護できない三つの理由を指摘した。
方法としての原初状態は第一に、要求する特異な問題理解の仕方は、提案者に
公共的討議に先立って人間の理性的能力を越えたあまりに多くのことを判断す
ることを要請してしまっている。第二に、原初状態の論証における契約的合意
のメタファーの使用は提案者が公共的討議に先立って異なる社会的経験をもつ
他者の観点を摂取するというやはり人間の理性的能力を越えた要請をするもの
である。第三に、たとえ社会の基本構造の問題が重要であるとしても、その他
の問題の解決を先送りすることは正当化されない。以上三つの理由から筆者は、
原初状態の論証に対するオニールの批判は妥当であり、方法としての原初状態
は擁護されないと考える。解決策の提案のためにロールズが採用する方法であ
る原初状態の論証は、周縁化された人びとの観点に開かれていないために、「公
共的問題の解決策についての提案の根拠は、すべての関連する他者にとって受
容可能かつ理解可能なものでなければならない。」という前章で述べた解決策の
提案のための第一の方法論的条件を実際には充たしていない。
２−４−３ 問題理解アプローチの定式化
序章で述べたように方法論と方法の探究は、候補となる方法論と方法のそれ
ぞれが研究目標をどの程度達成するかを規準とする比較判断を積み重ねること
で遂行される。本項では、前項までの議論をふまえ、ロールズの方法論とオニ
ールの方法論とを解決策の提案という研究目標に照らして比較することで、１−
３−３で定式化したロールズが提示している解決策の提案のための方法論がど
のように修正されるべきかを検討する。その結果、解決策の提案のための方法
論的諸条件がどのように改訂されるべきかを明らかにする〔表 2.2〕。
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前項で述べたように方法としての原初状態の論証の問題点は、他者の観点を
摂取して問題を適切に理解することが、公共的討議に先だって提案者がただ一
人で判断することによって可能であると想定してしまっていることにある。こ
の点をふまえるならば、解決策の提案においては、公共的討議においてその他
の参加者がどのような観点からどのように当の問題を理解しているのかに十分
な注意が払われなければならない。このことは解決策の提案のための方法論的
諸条件に対して二つの重要な含意を持つ。
第一の含意として解決策の判定のための方法論的諸条件は、より妥当な解決
策は公共的討議のプロセスにおいて個々の解決策の提案を限界づけられたそれ
．．
ぞれの観点から
．．．．．．．
相互的に批判し継続的に精査し修正していくことで見いだして
いくより他ないという、オニールの見解を踏襲するものでなければならない（２
−３−２）。アンダーソンが指摘しているように潜在的には「討議と説得と相互行
為は、相互理解と紛争の裁定のための新しい概念資源を提供してくれる」
(Anderson 1993: 111-2)。そのため、「討議が必要とされるのは知的な敗北では
なく不可欠な課題である」(O’Neill 1988: 722)。
第二の含意として、第三節で述べた解決策の判定のために充たされるべき四
つの方法論的諸条件は、提案のための方法論的条件としてもみなされるべきで
ある。特に、「提案者は、当の公共的問題を周縁化された人びとの観点にも開か
表 2.2.
解決策の提案のために充たされるべき諸条件【改訂版】
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れた仕方で適切に理解していなければならない」という本章で述べた判定のた
めの方法論の第一の要請は、解決策の提案のための方法論としてみなされた場
合においても重要な含意をもつ。従来の解決策の提案を目標とする研究におい
ては、公共的問題の理解の仕方そのものが主題として取りあげられることはあ
まりなかった41。しかしながら、わたしたちの道徳問題の理解は理論負荷的であ
る42。２−３−２で述べたように、他者についてのたんに広く受けいれられた見解
に依拠するだけでは、擁護不可能な理想が特権化され深く根ざした不正義が看
過されてしまうおそれがある。そのためオニールが指摘するように、政治理論
の
中心問題は、道徳的な推論が適用されるべき、最も重要な問題を選び
出すことでなければならない。道徳的問題が「生じる(crop up)」のを
たんに待つことはできない。そうではなく、わたしたちにとって重要
だと思える問題が本当に重要なのか、現在の論争は道徳的に重要な他
の問題を無視してしまっているのではないかを確かめなければならな
い。(O’Neill 1984: 107)
彼女の指摘を受けとめるならば、わたしたちは実際に周縁化されている人びと
の観点から別の問題の捉え方をするように努めなければならない。
最後に指摘すべきこととして、修正された提案のための方法論においても、
提案における諸々の考慮事項と自らが採用するそれら考慮事項の間での特定の
重みづけの仕方を、聴衆である他者にも追跡可能となるよう論証において可視
化することが要請される。この要請は、提案を公共的討議において精査するこ
とを容易にするために課されるものである（１−３−３）。この要請は、公共的討
議の精査をロールズよりも重視する本研究の立場に照らしても修正される必要
はないことは明らかだろう。
本研究は、本項で論じた改訂された解決策の提案のための方法論的諸条件と、
２−３−２で述べた解決策の判定のための四つの方法論的諸条件の双方を合わせ
て、「問題理解アプローチ」と呼ぶ（定式化された方法論諸条件は第五節を参照）
41 第五章の議論も参照。
42 注 14 を参照。
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43。
第五節 小括
本章は、オニールの理想化を回避する構成主義についての議論を手がかりと
して、解決策の判定のための方法論と、解決策の提案のための双方を検討した。
第二節では、ロールズとオニールが共有する構成主義には、(a)公共的問題の解
決を研究目標として掲げる、(b)特定の観点に自覚的に依拠しながら特定の聴衆
を名宛て人とする、(c)判断における考慮事項を手続きとして可視化することで
他者による理性的精査に開かれたものにするという三つの特徴をもつことを論
じた。構成主義は解決策の提案を目標とする参加戦略と、解決策の判定を目標
とする観察戦略の双方にまたがる方法論である。第三節では、オニールが提示
する理想化を回避する構成主義が解決策の判定のための方法論であることを指
摘したうえで、彼女の議論が四つの条件を課すものとして定式化できることを
論じた。
第四節では、オニールがロールズの原初状態の論証に対して提起している批
判を検討した。本研究はまず、ロールズの議論も含む判定のための四つの方法
論的条件を充たさない議論一般に対するオニールの批判の論点が「問題の認知
組についての誤謬」・「正当化範囲についての誤謬」・「根拠づけについての誤
謬」・「イデオロギー的誤謬」という四つの誤謬として定式化できることを示し
た。さらに筆者は、原初状態の論証に対するオニールの批判とロールズからの
潜在的応答をふまえたうえで、方法としての原初状態の論証は擁護できないこ
とを論じた。原初状態の論証は、他者の観点を摂取し問題を適切な理解に到達
することが公共的討議に先立って提案者がただ一人で判断することで可能であ
ると想定している。だが、政治理論における社会的経験の重要性と概念資源に
ついての社会集団間の格差を考慮すれば、原初状態の論証は人間の理性的能力
の限定性を適切にふまえていないため擁護できない。そのため、代替的な方法
においては公共的討議においてその他の参加者がどのような観点からどのよう
に問題を理解しているのかについて十分な注意が払われなければならない。オ
43 問題理解アプローチと呼ぶのは、これら二つの方法論的諸条件はともに、解
決策の妥当性についての論証を当の問題をすべての人びとの観点から適切に理
解していることの説明から始めることを要請するものであるからである。
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ニールが掲げている判定のための方法論的諸条件は提案のための方法論的条件
としても重要である。
本章は、ロールズの方法論とオニールの方法論の比較対照の結果として、公
共的問題の望ましい解決策は、本研究が問題理解アプローチと呼ぶ次のような
提案と判定のための方法論的諸条件の下で特定されるべきであると主張する。
解決策の提案のために充たされるべき諸条件：
１）提案者は、当の公共的問題を周縁化された人びとの観点にも
．
開か
れた仕方で適切に理解していなければならない。
２）提案者は、自らの提案において想定された聴衆の範囲が適切であ
ることを説明できなければならない。
３）提案者は、自らの提案の根拠を、2)で特定されたすべての関連する
他者にとって自らの提案の根拠が受容可能であると考える根拠を、彼/
彼女らが理解可能な仕方で説明できなければならない。
４）提案者は、自らの提案における諸々の考慮事項とそれらの間での
重みづけの仕方を他者にも追跡可能であるよう可視化しなければなら
ない。
提案の判定のために充たされるべき諸条件：
公共的討議における聴衆は、提案者の提案が、上記 1)・2)・3)・4)を充
たすものであるかを批判的に精査しなければならない。
この方法論的諸条件は、政治理論家だけはなく、実証研究者や実務家や当事者
を含むその他のすべての関係する人びとに対して課されるものである。望まし
い解決策は、それぞれの提案が、ここで示された各条件を充たしているかを各
人のそれぞれの観点から批判的に精査することによって特定される。
第四節で論じたように、人の移動の問題の考察は、たとえ他により根本的な
問題があったとしても先送りされるべきではない（２−４−２）。したがって、こ
の方法論的諸条件は、人の移動の諸問題に関わる解決策の提案においても当然
に用いられる。したがって問題理解アプローチを、本研究における方法論的考
察の比較対象のリストにおける第一の候補とみなしてよいだろう。
第三章から第五章においては、人の移動の諸問題に特に焦点をあてて、方法
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論の考察を行う。第三章と第四章では比較対象のリストの第二および第三の候
補としてミラーの方法論とカレンズの方法論をそれぞれ考察する。第五章にお
いては、両者の方法論と本章で掲げた方法論的諸条件との比較対照することで、
人の移動の諸問題に関わる問題の解決策の提案と判定において採用されること
が望ましい方法論を明らかにしたい。
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第二章補論
【補論１】：オニールの抽象化／理想化についての先行研究の解釈の問題点
オニールの理想化/抽象化の区別に対しては先行研究においていくつかの批判
が投げかけられている(Goodin 1995; Schwartzman 2006; Ronzoni 2010; 上
原・河野 2013; 松元 2015)。だがこれらの批判はいずれも、この区別が彼女の
議論において果たす役割を無視した表面的な批判である。細かい点になるが、
多くの先行研究において共通してみられる誤解を解消するためふみこんで指摘
したい。
先行研究はオニールが抽象化と理想化の定義を示していることに着目してい
る。彼女の定義は論文ごとに微妙に表現が異なるが、管見の範囲でもっとも新
しい定義は次のようなものである。抽象化とは、「議論されている当の事柄の特
徴のある部分への明示的な参照をたんに省略したり(omit)、取り除いたり(leave
out)、捨象したり(bracket)すること」である(O’Neill 2016: 142)。日常的な言語
使用においては議論されている当の事柄のすべての特徴や側面を明示すること
はできないため、どのような理論においても何らかの抽象化は不可避である
(ibid.)。それに対して、議論されている事柄に関して(真ではなく)偽である(false)
想定が抽象化のラベルのもとに理論に密かに持ち込まれるとき、そうした想定
は理想化されている(ibid.: 142–3)44。
先行研究においては、この定義においてオニールが理想化と抽象化とを絶対
的(categorical)かつ截然とした区別として捉えているとみなし、次の二つの批判
44 （オニール自身の定義はミスリーディングであるが）抽象化と理想化は、あ
る対象(状況や行為者や行為など)の表面的な記述の仕方によっては区別できな
い。抽象化も理想化もある事柄を捨象している点では同じである。オニールは
両者が異なるのは、抽象化は、捨象の際に記述から漏れた特徴もその対象には
あることに注意が払われているのに対して、理想化においては捨象の際に記述
から漏れた特徴はその対象には存在しないと想定されている点にあると説明し
ている(cf. O’Neill 1996: 40n)。この説明は、彼女が抽象化と理想化を、当の理由
づけが本文で述べたイデオロギー的誤謬を犯しているかどうかを規準として区
別していたことを示すものである。そのため彼女は、イデオロギー的誤謬を犯
していない（したがって他の三つの誤謬も犯していない）理性的な精査に耐え
る理由づけを抽象的な理由づけと呼び、イデオロギー的誤謬を犯した（したが
って他の三つの誤謬の少なくともひとつを含む）理由づけを理想化された理由
づけと呼んでいると解釈できる。
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が提起されている。第一に、理想化と抽象化の違いはせいぜい程度問題にすぎ
ないはずである。オニールは、抽象化をある事柄の特徴のある部分への参照を
省略することと定義している。だが、そうした省略においてもどの部分を省略
しどの部分をそのままにするべきか選択する必要があり、この選択の基準につ
いても理由が提示される必要があるはずである。したがって、理由提示が要請
されるという点において抽象化と理想化は同じである以上、両者をオニールの
ように截然と区別することは不適当である(Goodin 1995; Schwarzman 2006:
81; Ronzoni 2010: 92-3; 上原・河野 2013: 91; 松元 2015: 238n22)。第二に、
オニールは両者の区別が程度問題であることを看過しているために、抽象化さ
れていると彼女自身がみなす前提について正当化理由を提示していない
(Schwarzman 2006: 80-5; Budde 2009)。
だがこれらの批判はオニールが抽象化と理想化を定義する際の文脈を看過し
ている。オニールのテキストにおいてこの二つの定義は、コミュニタリアンや
フェミニズムが提起したリベラルの抽象的な議論への批判を分節化する文脈で
導入されている(O’Neill 1986; 1987; 1988; 1989: ch.11.;1997; 2000: ch.4.,
ch.8.; 2015)。この文脈での区別のポイントは、リベラルへの批判者たちが問題
しているのはあくまでリベラルの根拠づけが聴衆にとって理解不可能なものと
なっている(理想化されてしまっている)ことであり、抽象化そのものはどのよう
な理論も不可避であることを指摘することにある。したがって文脈をふまえれ
ば、抽象化と理想化の区別は理性的精査に耐えるかどうかでなされていること
がわかる。
オニールへの二つの批判にはそれぞれ次のように応答できる。第一に、抽象
化における省略が選択的であることをオニールも承知している(O’Neill 1988:
711; 2000a: 67)。この区別の正当化理由は聴衆に対して理解可能であるかどう
かである。オニールはしばしば理想化された理由づけとは「ある特定の理想に
かなう対象にだけ適用される主張である」と述べている(O’Neill 1989a; cf.
1988: 712; 1996: 41; 2000a: 151) 。これは理想的性質をもたない聴衆には理解
不可能な根拠づけを提示してしまっていること（＝「根拠づけについての誤謬」
(２−４−１)）を意味している。したがってある理由づけが抽象的であるか理想化
されたものであるかどうかは聴衆が誰であるかに依存する(O’Neill 1996: 61)。
また理解可能であることの判断それ自体が可謬的な推論能力しかもたない人び
との間での討議に委ねられているため、ある理由づけが抽象的であるという判
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断もその時点での暫定的なものにすぎない。そのため理想化と抽象化は截然と
区別されているわけではない。第二に、オニールは自らが示す抽象的な理由づ
けの根拠を示せていないという批判は、彼女の根拠づけが最終的には公共的な
討議における精査に委ねられているという点を見過ごしてしまっている。こう
した批判のいくつかは、（分離戦略をとる）基礎づけ主義者と構成主義者の立場
上の違いを適切にふまえられていないように思われる。たとえば、Ｌ・シュワ
ルツマン(Lisa Schwartzman)は、オニールの主張を「『本当の(genuine)抽象化』
が道徳理論の基礎(foundation)の役目を果たす」というものとして理解したうえ
で、その論証がなされていないと批判している(Schwartzman 2006: 81)。だが
オニールが明言しているように「構成主義アプローチは、倫理的立場の『実在
する(real)』基礎を発見する仕方を示すものではない〔強調は原文〕」(O’Neill
1996: 120)。
【補論２】：ロールズの問題理解
「閉じた社会」という問題状況の設定は、彼の独特の問題の理解の仕方に起因
するものである。より正確には、「閉じた社会」という問題状況の設定は、彼の
公共的問題の個別化の仕方（ある公共的問題を別の問題と区別する仕方）に起
因するものである。
ロールズによる問題の個別化の特徴は、「正義の第一義的な主題は社会の基本
構造である」という有名な主張に端的にみてとることができる (TJ:
6/rev.7=10-11; PL: 257； cf. LP1993: 532-3; Freeman 2013) 。筆者がみるとこ
ろ、この有名な主張は問題の個別化の仕方についての次の五つの命題に分節化
できる〔表 2.3.〕。
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第一に、ロールズは政治理論が扱うべき公共的な問題は、それぞれの社会構
造における固有な文脈に沿うかたちで個別化されると考えている45。「社会の基
本構造」もこうした固有の文脈をもつ制度構造の一つである。社会の基本構造
とは、ある政治的共同体の内部において個人の関係性や私的結社の活動を規制
する主要な国内的な政治的・社会的諸制度を指す46。
第二に、政治的に重要なすべての公共的問題が考察の対象とされねばならな
45 「異なる種類の主題ごとに異なる原理が存在することは、当該の社会的枠組
において固有な構造と、その構造の様々な要素の目的と役割と、それらの要素
がどのように互いに適合されているかによって説明される」(LP1993: 533; cf. PL:
262) 。
46 社会の基本構造とは、「社会の主要な政治的・社会的諸制度を互いに適合させ
て社会的協働の一つのシステムとする方策であり、それらの制度が諸々の根本
的な権利と義務を割り当て、社会的協働から生じる利益の分配を定める方策」
である(PL: 258)。具体的な制度としては、独立した司法部をもつ政体(political
consititutions)や法的に承認された財産形態、経済構造、何らかの形態の家族など
が含まれる(JFR: 10=17; cf.PL: 259)。
表 2.3.
公共的問題の個別化についてのロールズの五つの命題
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い47。これは、「射程における普遍性(universality in reach)」の要請と呼ばれる
(LP1993: 530-2; cf. LoP: 86=125-6)48。後述するようにロールズは、人の移動に
かかわる問題も重要な公共的問題であることを認めている(PL: 136n4)。
第三に、公共的な問題に対する解決策の内容は、それぞれの文脈において特
定された後に、その他の問題に対する解決策と整合的となるように相互に調整
されなければならない(LP1993: 532-3)。
第四に、この解決策の間の整合化は、それぞれの公共的問題を考察する適切
な順番や優先規則をみいだすことによって実現される。これは「適切な系列化
による統一性(unity by appropriate sequence)」の要請と呼ばれる(PL: 259-262;
LP1993: 533)。この要請は特に問題状況の設定に関わって次の二つを要求する。
第一に、先行する問題にかかわる問題状況の設定においては、後続する問題に
かかわる問題状況は取り除かれる(cf. PL: 12, 20-1)。第二に、後続する問題にか
かわる問題状況の設定は先行する問題と整合的となるようになされる。そのた
め、先行する問題において解決されるはずの問題状況も取り除かれる (cf.
LP1993: 535-6)49。
第五に、解決策の間の整合化のための考察の順番として、社会の基本構造に
関わる問題がはじめに検討され、統制的な役割を果たすべきである。これは社
会の基本構造の「統制的な優先性(regulative primacy)」の主張である(PL:
257-8)。このことは、後続の諸問題の理解の仕方とそれに対する解決策は、社会
の基本構造に関わる問題に対する解決策と整合的となるよう調整されなければ
ならないことを意味する(cf. Freeman 2013: 91, 93) 50。
47 ロールズは、社会の基本構造に関わる問題と後述する人の移動の問題の他に、
個人の関係性や個々の私的結社に関わる諸問題、万民法(国際法と政治的共同体
の間における制度実践)に関わる問題、将来世代に対する義務に関わる問題、重
度の病気や障がいをもつ人びとに関わる問題、動物やその他の自然に関わる問
題を挙げている(JRF: 11=19; PL: 21; LP1993: 531)。
48 ただし、ロールズはすべての問題を扱うことが実際には困難であることも認
めている。彼は『政治的リベラリズム』において、せいぜい、万民法に関わる
問題と将来世代に関わる問題と障がいに関わる問題についてしか扱うことがで
きないだろうと述べている(PL: 21; cf. LP1993: 531)。
49 この二つの要求に基づいてロールズがどのように問題設定をしているかにつ
いては、彼の人の移動の問題の扱い方に即して後述する。
50 ただし統制的役割の要請を強く取り過ぎないことには注意が必要である。フ
リーマンによれば、統制的役割があるということは、社会の基本構造に関わる
諸問題がその他の問題よりも道徳的に重要な問題であるということを意味しな
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「閉じた社会」という問題状況の設定は、五つのうちの最後の命題における
社会の基本構造に関わる問いを、ロールズが特定の仕方で理解していることに
起因している。彼は社会の基本構造に関わる問題を、人の移動の問題のような
その他の「拡張的な諸問題(problems of extension)」から区別される「根本的な
問い」と呼んでいる(PL: 20)。この根本的な問いはより具体的には、「自由で平
等であり、全生涯にわたって正常かつ十分に協働的な成員とみなされる、その
ような市民の間における社会的協働の公正な条項を特定するのにもっとも適切
な正義の構想とはどのようなものか」という問いである(PL: 20; JFR: 7=13-4)51。
ここで重要なのは、社会の基本構造に関わる問題は世界が諸国家に分割され
国境において人の移動がある程度制限されているという前提条件でのみ成立す
るとロールズが理解していることである52。というのも、もし政治的共同体が私
的結社と同じように自らの意志によって入退出が自由であるならば、そもそも
多様な目的をもつ人びとの間で社会的な協働を模索する必要が生じないからで
ある53。ロールズが社会の基本構造についての問いを、目的を共有しない「多数
の個人が一定の地理的領域において共存する」ことを強いられているという前
提条件のもとで考察していることは、このように解釈できるだろう (TJ:
126/rev.109-110=170-1)54。
い(Freeman 2013: 89)。さらに重要なことに、統制的役割があることは社会的正
義についての考慮がその他の考慮事項に対して常に優先されるということを意
味しない(フリーマンは、政治的共同体の関係性についての諸問題に関して要請
される、重荷に苦しむ社会(burdened societies)に対する援助義務が、社会構造に
ついての諸問題に関して要請される格差原理に基づく各人の公正な取り分の水
準に制約を課すこととを例にあげている)(ibid.: 91n4)。したがって、後に検討さ
れた問題への回答によって、すでに先に検討された問題への回答の改訂が要請
されることはありうる(PL: 20)。ここでは、なんからの「往復的な手続き
(back-and-forth procedure)」が想定されている(PL: 20)。この想定の重要な含意は
後述。
51 ロールズがこの問いを根本的であるとみなすのは、この問いが 17 世紀や 18
世紀における君主制や貴族制に対するリベラリズムの批判以来政治哲学の伝統
において議論の焦点であり続けてきたからである(PL: 22)。
52 社会協働の条項についての問いを別の仕方で理解することも可能である。た
とえば、Ｃ・ベイツやＴ・ポッゲは、この問いを、一国内での協働ではなく、
グローバルな協働についての問いとして理解している(Beitz 1999a; Pogge 1989)。
53 入退出が自由であるならばたんに目的を共有する人びとの共同体へと移住を
すればよいからである。
54 本文で述べた「多数の個人が一定の地理的領域において共存する」という想
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ロールズが閉じた社会という現実とは乖離した想定をあえて導入しているの
は、上述のように理解された社会協働の条項についての問いの成立条件を原初
状態の記述に反映させるためである。言い換えれば、閉じた社会という想定は、
社会協働の条項についての問いを考察するうえで不可欠な問題状況を設定する
ためにあえて導入されている(cf. PL: 136n4, 20)。以上からわかるように、閉じ
た社会という想定が導入されるのは、直接的にはロールズの社会的協働問題の
理解の仕方に起因している55。
だが、もしロールズが第五の要請だけしかしていないならば、人の移動の問
題を取り扱うことには困難がともなわないはずである。その場合、社会の基本
構造の問いとは別の問いとして、人の移動に関わる諸問題を考察すればよいだ
けであるからである。原初状態の論証を用いて移動の問題を考察することを困
難にしているのは、第四の命題である「適切な系列化による統一性」の要請で
ある。以下で見るように、第四の要請は、第五の要請と結びつくことで、閉じ
た社会という仮想的な想定を社会的協働問題以外の問題を考察する際にも導入
することを要請している。
第四と第五の要請は一方で、社会の基本構造の問題状況の設定において、後
続する問題において取り扱われるはずの問題状況を取り除くことを要請する。
したがって、人の移動の問題や、重度の病気や障害をもつ人びとにかかわる問
定は、ロールズが『正義論』において、人びとの間における協働を可能かつ必
要なものとする、客観的な正義の状況の第一の特徴として挙げているものであ
る。その後の議論でも政治的共同体は一貫して次のような非自発的(involuntary)
なものとして想定されている。「わたしたちはただ、歴史上のある特定の時点の
ある特定の社会において自分自身がいることを見いだすだけである。わたした
ちがそのなかに存在すること、つまりここにわたしたちがいるということは、
自由ではないと考えてよいであろう」(JFR: 4=7; cf. PL: 136n4)。ロールズの議論
において政治的共同体が非自発的なものとして想定されていることの重要性は、
上原賢治氏の指摘に負っている。
55 なお、ロールズは別の箇所では、「閉じた社会」という設定は、社会協働の条
項についての問題の解決策が服すべき理由の種類に対するわたしたちの次のよ
うな判断を、原初状態の記述に反映させたものとしても説明している。すなわ
ち、ある政治的共同体の成員間における社会的協働の条項の問題に対する解決
策として、「国外に移住することが認められていなければ正義に適っているとみ
なせないような制度編成は許容されない」という判断である(PL: 277)。このロー
ルズの説明においても、閉じた社会という想定の導入は社会的協働問題（特に
解決策が服すべき理由の種類の制約）の理解に起因している。
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題などにかかわる問題状況は設定から取り除かれる(PL: 20, 136n4)56。また、社
会が閉じているだけではなく「自己完結」してもいるという設定は、万民法(国
際法とおよび政治的共同体間の関係性)にかかわる問題状況を取り除くために導
入されている(PL: 12; LoP: 26=35)。
第四と第五の要請は他方で、後続する問題の問題状況の設定は、社会の基本
構造にかかわる問題も含む先行する問題における設定と整合的であることを要
請する。そのため、自己完結的で閉じた社会という想定は後続する問題につい
ての原初状態の設定においても導入される。問題設定の整合化の要請はさらに、
先行する問題において解決されるはずの問題状況を取り除くことも要請する。
ロールズにおける人の移動の問題の扱い方は、第四と第五の要請の含意を端
的に示すものである。彼は人の移動の問題を、社会の基本構造にかかわる問題
と万民法にかかわる問題に後続する問題として扱っている。これら先行する問
題についての問題状況が取り除かれた理想的な状態においては、もはや「移民
の問題は･･･深刻な問題ではない」(LoP: 8-9=11)。なぜなら先行する問題が解決
された世界においては、宗教的・民族的マイノリティによる迫害を含むさまざ
まな人権侵害や、深刻な飢饉も存在しないからである(ibid.)。
以上の議論から、ロールズが「閉じた社会」という問題含みの仮想的な想定
を導入しているのは彼の独特な公共的問題の個別化の仕方、とりわけ第四の「適
切な系列化における統一性」の要請と、第五の社会の基本構造の「統制的優先
性」の要請に起因していることが明らかになった。ロールズが人の移動の問題
をごく限定的にしか論じていないのも、彼がこの問題はその他の問題が解決さ
れたならば深刻な問題ではないと判断しているからである。しかしながら、も
し公共的問題を別の仕方で個別化するならば、閉じた社会という仮想的な想定
を導入する必要はないであろう。その場合、原初状態の論証を人の移動の問題
の考察に用いることもできることになる。
重要なことに、実はロールズも自身とは別の仕方で公共的問題を個別化しう
ることを率直に認めている。彼は、第五の基本構造の「統制的優先性」の要請
についての自らの判断は可謬的あることを次のように認めている。社会の基本
構造から考察をはじめることが「もっとも適切な順番であるという保障は前も
56ロールズが社会の基本構造に関わる「根本的な問い」の定式化において、市民
を「全生涯にわたって正常かつ十分に協働的な成員」として規定しているのも
このためである(PL: 20)。
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っては存在しないし、[考察の適切な順番を特定するためには]多くの試行錯誤が
必要とされるであろう。〔[ ]は引用者〕」(LP1993: 533; cf. 535-6)。また、可謬性
についての同様な指摘は、解決策の間の整合化は諸問題を考察する適切な順番
を特定することによってなされるという第四の要請についてもなされている。
「後続する問い対するわたしたちの回答の仕方によって、すでに到達された[先
行する問いに対する]回答を改訂することが要請されるかもしれない。こうした
往復的な手続きは予期されるべきである〔[ ]内は引用者〕」(PL: 20)。
ロールズは結局、一方で社会の基本構造に関わる問題の解決策の考察がはじ
めに考察され統制的な役割を果たすべきことを強調しながら、他方で先に回答
された問いへの回答はあくまで可謬的で暫定的なものであり事後的に訂正され
るものであることを認めている。これは一見したところ奇妙な主張である。も
し先行する問題の考察と後続する問題の間に往復的な手続きが想定されている
ならば、どの問題から考察をはじめても最終的な考察の結果は同じになるはず
であり、したがって社会の基本構造についての問題から考察されるべきことを
とりたてて主張する必要はないはずである。
ロールズは一体なぜ社会の基本構造の問題をはじめに考察するべきだと考え
ているのだろうか。管見の範囲ではロールズは、この疑問に対する直接的回答
として、社会の基本構造に関わる問題から考察をはじめる方が人びとの「熟慮
されかつ反省的な世論」によりよく一致するであろうという展望を示している
だけであり、十分な根拠を提示しているわけではない(LP1993: 536)57。したが
って、もしも彼に独特な第四と第五の要請とは別の仕方で公共的問題を個別化
することが（少なくとも同程度に）望ましいことを示すことができるならば、
社会の基本構造ではなく人の移動に関わる諸問題を含むその他の公共的な問題
から考察をはじめることは原初状態の論証に照らしても許容されるはずである。
その場合には、閉じた社会とは別の前提が導入されることになるだろう。
57 既存の問題解決実践を重視するロールズのこうした判断は、先行研究におい
て「慣行依存(practical dependence)アプローチ」と呼ばれている(James 2005; 2013;
Sangiovanni 2008)。このアプローチについてはこの論文では論じない。だが、ご
くおおざっぱにいえば本書の提示する方法論の枠組に統合される。このアプロ
ーチをめぐる論争の概観は(山田祥子 2015-6; 上原 2017)を参照。
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第三章 人の移動の問題を解決する方法論と方法（１）：ミラー「文
脈主義」
第一節 問題の所在
本章の目的は次の二つである。第一の目的として本章は、人の移動の問題の
解決のための政治理論においては、経験的文脈をふまえつつ批判的と指針性を
兼ね備えた解決策を提示することが重要な方法論的課題であることを明らかに
する。第二の目的として本章は、コミュニタリアンの代表的な理論家であるミ
ラーがこの方法論的課題にどのように応答しているのかを詳細に検討し、彼の
方法論と方法の意義と限界を示す。
第一章と第二章においては、政治理論において公共的問題の解決策の提案を
研究目標として掲げた代表的な理論家であるロールズの方法論および方法論と、
それに対するオニールの批判を比較対照した。その結果、人の移動の問題も含
む、公共的問題の解決策の提案と判定において充たされるべき方法論的諸条件
を特定した。第三章から第五章では、特に人の移動の問題に焦点をあてて、方
法論的考察を行う。
第三章で扱うＤ・ミラーは、分配的正義論におけるコミュニタリアンないし
リベラル・ナショナリストの代表的論者として知られているが、政治理論と経
験的な社会科学の知見との接続を重視する理論家でもある。彼によれば「政治
哲学者は同時に社会科学者でなければならない。または少なくとも社会科学者
から学ぶ姿勢をもたなければならない」(Miller 2008a: 47=64)。実際、ミラーは
経験的研究に依拠しつつ様々な政策分野を考察している。人の移動に関わる諸
問題に限定しても、国家の入国管理権限の正統性という全般的な主題だけでな
く、難民受け入れ、経済移民の選別基準、非正規滞在者の滞在権、移民統合政
策のような個々の政策分野を扱う多くの論文が発表されている(Miller2005a;
2007: ch.8; 2008a; 2008b)。こうした彼の人の移動についての論考は『わたしたち
のなかにいる異質な人びと(Strangers in Our Midst)』（2016 年）において体系的に
展開されている。
ミラーは、人の移動の諸問題に関わる考察において、ある特定の国家がおか
れた地理的・歴史的・制度的文脈をふまえたうえで特定の政策についての批判
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性を伴った指針を解決策として提示することを研究目標として掲げている。本
章では、この研究目標を達成するために彼がどのような方法論と方法を採用し
ているかを考察する。
本章における方法論と方法の考察は特にミラーの難民問題についての議論に
焦点をあてる。難民問題に焦点をあてるのは、この問題がたんに現実社会にお
いて喫緊の課題であるからだけでなく、2000 年代までの国境開放論争において
は、政治理論では適切に考察できないとみなされてきた問題領域であるからで
ある(Carens 1996; Brown 2011: Miller 2016: 158)1。
第二節で述べるように国境開放論争においては、国境開放論者と国境閉鎖論
者の双方ともに、難民が存在しない理想的な世界秩序の存在を論証の前提とし
ていた。難民問題とはそもそも理想的な世界では存在しないはずである。した
がって理想的な前提に基づく議論では難民問題の解決のための指針を提示する
ことはできそうがない。他方で、もしも特定の経験的文脈のほとんどを所与と
みなしてしまえば、そこでの議論は批判性を欠いたものとなってしまう怖れが
ある。したがってミラーは、「移民を議論するときに、わたしたちは何を所与
とみなすべきであり、何を変化しやすいものと見なすべきなのかという問い」
に応答することを重要な方法論的課題とみなしている(Miller 2016a: 16)。
本章の構成は次のようなものである。第二節では、人の移動の問題を解決す
る政治理論において、ある特定の国家がおかれた経験的文脈をふまえたうえで
特定の政策についての批判性を伴った指針を解決策として提示することが目下
の方法論的な課題であることを指摘する。第三節では、この課題に応える一つ
の方策としてミラーが提示している方法論である「文脈主義」と、特に人の移
動の問題の考察において彼が採用している方法である「政治的アプローチ」を
概観する。そのうえで、この方法論と方法に基づく彼の難民問題についての議
論を確認する。第四節では、人の移動に関わる問題の解決という目標に照らし
てミラーの方法論と方法が妥当なものであるかを検討し、その意義と限界を明
らかにする。
1 第二節で述べるように国境開放論争においては、コスモポリタン的ないしコミ
ュニタリアン的な理想的想定をおいたうえで、特定の地理的・制度的文脈に依
存しない一般的な道徳命題の考察をすることが課題とされてきた。そうした理
想的な世界においては、難民は前提からしてそもそも存在しないとことになっ
てしまうため、適切に取り扱うが困難な問題領域であるとみなされていた。
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第二節 方法論課題としての経験的文脈をふまえた解決策の提示
本節では人の移動の問題の解決のための政治理論において、経験的文脈を適
切にふまえた特定の政策についての批判性を伴った具体的な指針を解決策とし
て提案することが重要な方法論的課題としてみなされることを指摘する。はじ
めに 2000 年代頃までの議論の主流であった国境開放論争と呼ばれる議論を概観
し、国境開放論と国境閉鎖論はともに経験的文脈をふまえた解決策の実効的な
指針を提示することができないことを確認する（３−２−１）。次に、国境開放
論争が直面する困難がどのようなものかをより明確にするために、特に難民問
題に焦点をあて、難民問題の解決のためにはどのように地理的・歴史的・制度
的文脈がふまえられなければならないかを概観する（３−２−２）。最後に、ミ
ラーをはじめとする政治理論家が、たんに経験的文脈を適切にふまえた指針を
提示するだけなく、同時に現実の政治実践に対して批判的な指針を提示するこ
とを重要な方法論的課題とみなしていることを指摘する（３−２−３）。
３−２−１ 国境開放論争
序章で述べたように、人の移動の問題は政治理論においては主要な主題であ
るとはみなされてこなかった。現代政治理論において人の移動が主題として扱
われるようになったのは、ウォルツァーの 1981 年に発表され後に『正義の諸領
域』に収録された成員資格の分配についてのコミュニタリアン的な議論と2、カ
レンズが 1987 年に発表したコスモポリタン的な国境を越えた移動の自由の擁護
論である(Walzer 1981; 1983: ch2; Carens 1987)。
両者に端を発する論争は、カレンズが自らの議論を「国境開放論(open border
argument)」と呼んだことから「国境開放論争(open border debate)」と呼ばれる。
この論争は、「正義に適った国家が入国管理によって人の移動を制限することは
道徳的に正当化されるのか」という道徳的命題を巡るものである。一般的な言
説においては主権国家が移民希望者を選別して一部の人びとの入国を拒否する
権限をもつことはしばしば当然視されている。しかしながら政治理論家の間で
は、もしも入国拒否の決定がその国の国民の事情だけを考慮し移民を希望して
いる人びとの事情をまったく無視したものであるなら、その決定は正義に適う
2 ウォルツァーの議論については（４−２−２）においてより詳細に言及する。
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ものではないということには立場を越えた見解の一致が存在する。そのためこ
の論争においては、移民希望者の要求を考慮したとしても、それでもなお受け
入れ国の人びとが入国管理によって人の移動を制限するだけの道徳的根拠は存
在するかどうかという道徳的命題が主要な争点となる。
論争の一方の極である国境閉鎖論は、コミュニタリアニズムに立脚する。コ
ミュニタリアニズムとは、ある解決策の望ましさについての理由づけにおいて、
人びとの間の関係性の重要性やそうした関係性についての人びとの信念といっ
た個別的理由に訴える立場である3。そのため、ある人がどの政治的共同体（国
家）の成員資格（国籍）をもっているかということも道徳的に重要な考慮事項
とみなされる。国境閉鎖論は、政治的共同体の成員が自分たちで共同体のあり
方を決定すること（ネーションによる自己決定＝民族自決 (national
self-determination)）に重大な道徳的価値を認める(Walzer 1983; Miller2005a)。国
境閉鎖論は、政治的共同体の自己決定の道徳的価値は原則として移住希望者の
要求よりも優先されると主張することで、入国管理による人の移動の制限を正
当化する。
他方の国境開放論は、コスモポリタニズムに立脚する立場である。コスモポ
リタニズムとは、個人の自由と平等のような普遍的な理由にだけ訴える立場で
ある。この立場において国籍の違いは道徳的に重要なものとはみなされない。
カレンズは、第四章で詳しく述べるように、ある人の国籍が何かは道徳的に恣
意的な事柄であるため、国内移動の自由だけなく、国家間の移動の自由もまた
保障されるべきであると主張した。彼がみるところ、富裕国の成員資格は「封
建的特権の現代における相当物である」(Carens 1987: 252)。
国境開放論争は、人の移動を主題とする政治理論において 2000 年代頃までの
中心的な論点であったといえる4。この論争にはミラーも含む多くの論者が参加
している5。この論争は次のような三つの特徴をもつものとしてまとめることが
3 コスモポリタン—コミュニタリアンの対立軸をどのように捉えるかは論者に
よりさまざまであるが、本研究では解決策の提案に用いられる理由の種類に着
目して二つの立場を定義する(Beitz 1999b: 286–7)。理由の種類に関するコスモポ
リタン—コミュニタリアンの対立軸は、リベラル—コミュニタリアン論争の人
格の構想に関する対立軸とは必ずしも一致しない。
4 2000 年代までの国境開放論争の概論として(Bader 1997; Seglow 2005; Wilcox
2009; Shapcott 2010: ch.4)。国境開放論争を扱った邦語研究として(浦山 2010; 白
川 2012: 第五章)。特に難民受け入れ政策に関して、(新垣 2011)。
5 国境開放論の代表的な議論として(Cole 2000; Kukathas 2005)。国境閉鎖論の代
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できるだろう6。第一にこの論争は「人の移動を制限することは道徳的に正当化
されるのか」という一般的な道徳的命題についてのものであり、問題の解決の
ために国家がどのような入国管理政策を実施すべきかについての具体的な指針
についてのものではない。第二に、第一の特徴の帰結として、この論争では、
特定の国家や移民集団についての経験的文脈は論証において考慮されない。第
三に、この論争において競われているのは、コスモポリタンとコミュニタリア
ンのそれぞれの立場にとっての理想的な世界秩序である。一方で国境開放論は
国家間の貧富の格差が縮小し大規模な人の移動は生じないという理想的な秩序
の存在を議論の重要な前提としている（Carens 1987: 159）。他方の国境閉鎖論
においては人びとがネーションの文化ごとに「棲み分け」ており国境を越える
移動は例外的にしか存在しないという世界秩序が想定されているが(白川 2012)、
この想定もまた現実とは乖離した理想的な想定である(cf. O’Neill 1996: 43n14;
Ypi 2010: 547)。
以上三つの特徴からわかるように、この論争はある特定の文脈において生じ
る特定の問題に対する解決策としてどのような政策が採用されるべきかという
指針を提示しようとするものではない
．．
7。一方で国境閉鎖論者は，国境の完全閉
鎖を政策として提唱としているわけでも、現在の先進国の入管政策を追認して
いるわけでもない。むしろほとんどの論者は、移民希望者の道徳的要求が無視
されているという点で、現在の政策実践に対して批判的である。他方の国境開
放論者の多くもまた、移民制限の撤廃という意味での国境の開放を政策として
支持しているわけではない8。実際、ウォルツァーも難民条約で規定されている
表的な議論として(Meilaender 2001; Miller 2005a; Wellman 2008)。
6 本文で挙げた三つの特徴をまとめるにあたり(Reed-Sandoval 2016)を参考にし
た。
7 したがって国境開放論／国境閉鎖論というラベリングはミスリーディングで
ある。このラベリングは国境開放論争が、完全な国境開放の実施を主張する論
者と、完全な国境閉鎖を主張する論者との間での論争であるとの印象を与えて
しまう。しかしながら実際には政策に関する二つの立場の違いは、より開放的
な政策とより閉鎖的な政策のどちらを採用することが正当化されるかという程
度的なものにすぎない(Bader 1997)。第二に、より重要なことにこのラベリング
は論争の焦点が、どのような政策が解決策として採用されるべきかにではなく、
移民制限は正当化されるのかどうかという哲学的命題にあるということを曖昧
にしてしまう。
8 カレンズの国境開放論が政策指針を直接的に提示するものではないという点
については第四章で詳しく論じる。
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ような政治的な迫害をうけた人びとを受け入れる人道上の義務が存在すること
を否定していない(Walzer 1983: 49)。また彼は難民から区別される移民の要求に
ついてもなんらかの道徳的配慮がなされるべきことを認める9。
国境開放論争は結局のところ人の移動に関わる具体的な問題を解決する指針
をめぐる論争でないということは、具体的な問題の解決に関心がある多くの論
者から批判されてきた。たとえば C・ブラウンは国境開放論争を次のように批
判している。この論争は、なんらかの入国管理は必要であるが、(難民条約の定
義に該当する)難民に対しては国家の入国管理権限は人道上の理由から制限され
るという「実際にはほとんど論争の余地がないことに焦点をあわせてしまって
いる」(Brown 2011: 159)。そればかりか、解決が迫られる「現実の争点から注
意をそらす」ものとなってしまっている(ibid.)。彼が指摘するように、人の移動
を主題とする政治理論において 2000 年代まで中心的な争点であった国境開放論
争の枠組では現実の問題に対して有効な指針を提示することは困難である。
３−２−２ 難民問題とその地理的・歴史的・制度的文脈
前項で確認した国境開放論争が現実の具体的問題に対して提示できないとい
う批判は、難民問題の解決に関心のある多くの政治理論家から提起されてきた10。
したがって本項では、富裕なリベラルデモクラシー諸国が直面する難民の受け
入れ問題における喫緊の課題の一端を理解するために。1992-3年におけるドイツ
への大量の難民流入の事例に焦点をあてる。ドイツへの難民流入は2015年以降
大きな社会問題となっているのは報道の通りである。1992-93年における旧ユー
ゴスラビア諸国を中心とする難民流入は規模においては2015年以降の流入より
小さいが、当時においては「難民危機」とみなされるほどの大規模なものだっ
た11。当時のドイツがおかれた文脈を理解することは、現在の問題を考察するう
えでも有益だろう12。
9 ウォルツァーは外国人労働者には国籍取得（帰化）の機会が認められるべきで
あると主張したことで有名である。(４−２−２)を参照。
10 上述のブラウン以外の指摘として(Gibney 2004: 16; Price 2009: 250; Lister
2013: 658)。第四章で述べるように、国境開放論の代表的な論者であるカレンズ
にとっても難民問題は中心的な関心事であり、国境開放論では難民問題を扱え
ないことは彼が「前提漸変アプローチ」を採用する理由のひとつとなっている。
11 1992 年における当時のＥＵ加盟 15 ヶ国での難民申請者数は 672 万人である
123
元々、西ドイツは戦前の反省から基本法で庇護権を個人の権利として規定し、
難民に対して世界で最も手厚い法的保護を提供していた。しかしこうした寛容
な受け入れ政策は、次のような状況の変化によって危機に直面する。
まず、オイルショックを境に経済成長が鈍化し、それまで難民やその他の外
国人労働者の受け入れの誘因を与えていた労働需要が失われた。また難民申請
者の構成も、70年代以前は共産圏出身者が中心であったのに対して、80年代以
降は航空網の発達もあり文化的民族的な違いの大きい第三世界出身の難民申請
者が増加する。しかしながら危機を決定的にしたのは、冷戦終結に前後して東
欧諸国からの大量の難民がドイツに集中したことである13。この集中の原因とし
ては、手厚い法的保護の存在が誘因になったことに加えて、同様に受け入れに
寛容だったデンマークやスウェーデンが八〇年代前半からより制限的な政策へ
の転換を始めていたことが挙げられる。それに対してドイツは、これら二国と
異なり庇護権が基本法で規定されているため、制限的な政策への転換は困難で
あった。
これらの変化は難民申請者とドイツ国民との間の社会的緊張を高めた。この
緊張は新規難民申請者数が最大となった1992年にピークを迎える。旧東独地域
を中心にネオナチによる外国人への暴行事件が多発し、同年中の死亡者は17人、
負傷者は598人に上った。このバックラッシュを転機として従来はタブー視され
ていた庇護権についての基本法の規定を改定する政治的な動きが加速し、翌年
には庇護権を制限する条項を追加する基本法改定が行われた。さらに、この制
限的政策への転換の動きはドイツの先導によりＥＵ規模に拡大し、受け入れ政
策の共通化が試みられるようになる。こうしたＥＵ共通の制限的政策としては、
難民申請者が多い「高リスク」国の出身者に対するビザの要求やビザ確認の運
輸事業者への義務づけという不到着政策、ＥＵの東隣諸国を「安全な第三国」
に指定しこれらの諸国を経由してきた申請者を経由国に送還する措置などが挙
げられる(佐藤 2008)。
のに対して、2015 年と 2016 年における現 EU 加盟 28 ヶ国での難民申請者数は
両年とも 1300 万人に上っている(Eurostat 2017)。
12 以下の記述は、(Gibney 2004: ch.3)に負っている。
13 国連難民高等弁務官事務所(UNHCR)の統計ではドイツへの難民申請数は一九
八七年の五万七千人から一九九二年には四三万八千人に増加した。これは同時
期に西欧に流入した難民の六割超にあたる（佐藤 2008: 108）。
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以上の事例から、現実の文脈における難民受け入れ政策においては地理的・
歴史的・制度的文脈の考慮が不可欠なことがわかるだろう。難民申請者の規模
と構成派は自国の地理的位置に大きく依存する。また、当該地域との過去の関
係性や国内にすでに移民コミュニティが存在するかという歴史的文脈によって
も影響される。さらに、当該国の過去の受け入れ実績や周辺国の政策状況とい
う制度的文脈も大きな要因となる。また、当該国の難民受け入れ能力は、受け
入れ国の人口とその構成に加えて、社会経済的状況や、難民申請者の規模およ
び構成、国内世論、安全保障および公共の秩序などの経験的文脈に依存するこ
とは明らかである。
したがって難民の受け入れにおいて、一定の国家裁量の余地を認めないよう
な解決策は、いかなる状況においても難民の受け入れを求める点において理に
適った解決策とはいえないだろう。だが他方で、難民保護がしばしば「国益」
や外交的利害に優越されることに対しては多くの批判がなされている14。したが
って、経験的文脈を適切にふまえたうえで、各国家裁量の余地を認めつついか
に適切な規範的制約を課すかが、難民問題を主題とする政治理論の重要な課題
である。
３−２—３ 人の移動の問題を解決する政治理論における方法論的課題
前項でみた事例から、富裕なリベラルデモクラシー諸国が直面する難民の受
け入れ問題における喫緊の課題がどのようなものであるかが明確となった。こ
の課題には、多くの庇護申請者のうちの誰にどのような保護を提供するか、難
民保護の責任ないし「負担」の公正な分配のスキームをどのように構築するか、
不到達政策は実施するべきなのか、難民の受け入れによるバックラッシュの発
生をどのように防ぐのか、治安・秩序をどのように担保するか、などが含まれ
る。
 （３−２−１）で述べたように、国境開放論争はこうした難民の受け入れにつ
いての喫緊の課題に対する解決策を提示するものではない。国境開放論と国境
14 UNHCR はＥＵの制限的政策とりわけ「安全な第三国」規定に強い懸念を表
明している(岡部 2006)。アメリカの難民認定基準の恣意性について(Gibney
2005: ch.5)。また日本政府がクルド難民申請者を一人も難民認定していない背景
にはトルコ政府への外交的配慮があると考えられている(墓田 2016: 177)。
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閉鎖論はともに世界秩序についての理想的な前提に依拠した議論である。だが、
「正義に適った世界では、それがどのようなものであれ、難民は存在しないと
想定されるであろう。難民とはその定義からして不正義の産物だからである」
(Carens 1996: 168; cf. Brown 2011: 160; Miller 2016a: 16–7)。そのため、難民受け入
れ問題の喫緊の課題に応答するためには、現実の受け入れ国が置かれた特定の
地理的・歴史的・制度的文脈が適切にふまえられなければならない。
以上からわかるように、人の移動の問題の解決のための政治理論においては、
ある解決策の望ましさの論証においてどのように特定の経験的文脈をふまえる
かという方法論的な課題が重要な争点となっている。2000 年代までの国境開放
論争は、政治理論におけるその他の分野と同様に、論証において用いられてい
る方法論や方法については一部の論者を除いて無自覚であったといえる15。方法
論的な関心の高まりは、現在の人の移動の政治理論の論争の特徴のひとつであ
るといえる。
解決策の提案においてどのように経験的文脈をふまえるかという方法論的課
題に応える方策には、少なくとも研究目標の異なる二つの方策が存在する。第
一の方策は、解決策の提案において問題状況を把握することをもっとも重要な
研究目標とすなす論者によって採用されるものである。この方策は、現実にお
ける各アクターの問題の認知枠組や政治的態度までを含めた経験的文脈のほと
んどを論証における所与の前提とみなすことに特徴がある。そのうえで解決策
の提案は、現実政治における様々な不合意を所与としたうえでも各アクターが
潜在的に合意しうる妥協点として提示される。前述のブラウンはこの方策を支
持して次のように述べている。「難民と受け入れ国の人びととの利害の衝突の
結果を道徳的規準によって決定しようとするのではなく、そうした衝突は本質
的に政治的であることを認める方がよい」(Brown 2011: 166)。M・プライス
(Matthew Price)はこの方策に基づいて、庇護申請者のうちの誰にどのような保護
15 たとえば、Ｃ・クカサス(Chandran Kukathas)やＰ・コール(Philop Cole)の議論
を参照。彼らの国境開放論は、規範的評価基準の明晰化という研究目標の下で
なされているのか、解決策の提案を研究目標としているのか曖昧である
(Kukathas 2005: 207; Wellman and Cole 2011: 185, 306)。カレンズは方法論に自覚的
であった例外的な論者である(Carens 1996)。だが第四章で述べるように、カレン
ズが自らの方法（論）を十分に展開したのは 2013年の著作においてである(Carens
2013)。
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を提供するべきかという問いを考察している(Price 2009)16。
この方策は、解決策の提案において問題状況の把握をもっとも重要な研究目
標とみなす観察戦略に該当するものである（１−２−１）。第一章でも述べたよ
うに観察戦略は、既存の問題認知の枠組を所与の前提とするため理解可能性に
優れており、現実の不合意をふまえたうえで解決に向けた短期的な指針を提示
することができる。しかしながら観察戦略は、既存の認知枠組や政治的態度や
利害関心を所与のものとみなしその正当性を検討しない17。その結果、規範的に
問題のある争点の多くを看過してしまうかもしれない（１−２−２）18。
人の移動の問題の解決のための方法論的課題に応えるための第二の方策は、
ミラーやカレンズのような規範的に正当な解決策を提案することをもっとも重
要な研究目標とする論者が採用するものである19。この方策は、経験的文脈をた
んに考慮するだけでなく、現在の慣行や人びとの政治的態度の正当性も考察の
対象とする。
入国管理についての慣行も例外ではない。ミラーが指摘するように、「たと
え今日の政治的慣習が国境を管理する権利をたんに主権に関わる事柄として取
り扱っていたとしても、わたしたちはさらに掘り下げて、この慣行が正当化さ
れるかどうかを確かめる必要がある」(Miller 2016a: 58)。国境管理の正当性の考
察は「国家が権力を行使するための原理的な制限を定めるうえで役立つ」(Miller
2017: 764)。同様に、人びとの政治的態度も規範的な考察の対象とされる。ミラ
ーは「政治哲学は政治的態度を変える役割を果たすべき
．．
〔強調は原文〕」であ
ることを明言している(Miller 2008c: 47=64)。以上からもわかるようにこの第二
の方策は、短期的な指針の提示だけでなく、批判的視座をともなう長期的な指
針を提示することを目標としている(ibid.: 44=60)。
したがってミラーとカレンズが掲げる方法論的課題はより正確には、たんに
経験的な文脈をふまえているだけでなく、批判性と指針性を兼ね備えた解決策
16 プライスの議論においては、主権国家の正統性の観念を含む「欧米諸国の根
本的な政治的価値」や(Price 2009: 248)、難民政策に対する人びとの支持は受け
入れに伴う義務が限定的であり入国管理による流入の制限が維持されている条
件つきのものであることが(ibid.: 12)、重要な前提とみなされている。
17 第五章では人の移動の問題についての既存の問題認知の枠組には定住者中心
的なバイアスがあることを指摘する。
18 Ｉ・クラーク(Ian Clark)は、ブラウンに対して筆者が本文で述べたのと同趣旨
の批判を提起している(Clark 2013: 104–5)。
19 したがって、第一章で述べた参加戦略の論者が採用する方策である。
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を提示することである。両者は、この方法論的課題への応答において「移民を
議論するときに、わたしたちは何を所与とみなすべきであり、何を変化しやす
いものと見なすべきなのかという問い」に別々の仕方で回答している(Miller
2016a: 16)。カレンズについては次章で扱うため、次節ではこの問いに対するミ
ラーの回答がどのようなものかを確認する。
第三節 経験的文脈をふまえた解決策提案のための方法論と方法：文脈主義と
政治的アプローチ
本節では経験的文脈をふまえつつ批判的と指針性を兼ね備えた解決策を提示
するという方法論的課題に、ミラーがどのように取り組んでいるのかを論じる。
彼は公共的問題を解決するための方法論として文脈主義という立場を採用して
いる（３−３−１）。人の移動の問題の解決策の提案のために彼は、文脈主義に
沿う方法として「政治的アプローチ」と呼ぶ方法を採用している（３−３−２）。
本節ではさらに、彼がこの方法に基づいて難民受け入れ問題の解決策の提案に
おいてどのような具体的論証を提示しているかを確認する（３−３−３）。
３−３−１ 方法論としての文脈主義
ミラーは自らの研究目標が、ロールズと同様に公共的問題の解決策の提案で
あることを次のように明言している。「政治哲学の最終的な目標は、たんなる思
弁的なものではなく、行為に対する指針を提示するものである」(Miller 2008c:
44=60)。彼はまた、解決策の特定は公共的討議においてなされるべきであるとみ
なしている20。前節で述べたように彼にとっては、特に経験的文脈をふまえつつ
批判性と指針性の双方をもつ解決策の提案をすることが重要な課題である。こ
の課題に応えるために彼が採用しているのが「文脈主義(contextualism)」という
方法論である(Miller 1999; 2002; 2007; 2008c)。方法論としての文脈主義を特徴づ
けるのは「文脈と原理との間には、普遍的に適用される何らかのより根本的な
原理へと訴えかけることでは説明できないという意味において根源的(primitive)
な、ある適切な関係がある」という主張である(Miller 2002: 11)。
興味深いことにミラーは、方法論としての文脈主義が立脚する規範的知識の
20 注 22 を参照。
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形成および共有プロセスについての立場の説明において、ロールズの反省的均
衡に言及している。「よい理論とは、反省的均衡というロールズの条件を満たす
ものである」(Miller 2002: 6)。第一章で述べたように反省的均衡という観念につ
いては様々な解釈が存在するだけでなく、ロールズ自身も説明を修正している
（１−３−１）。そのためミラーの見解を理解するためには、彼が反省的均衡をど
のように解釈しているのかを詳しく検討する必要がある。ミラーは反省的均衡
を次のように定式化している21。
ある正義の理論の妥当性をテストするためには、わたしたちはロールズ
がわれわれの「熟慮された判断(considered judgments)」と呼ぶものから出
発せねばならない。熟慮された判断とは、わたしたちが確信をもってい
て、知りうる限りにおいて自己利益などのような歪曲要因の影響をうけ
ていない、慣行または制度の正義または不正についての具体的な信念で
ある。･･･わたしたちの熟慮された判断と明確に矛盾する原理は、それを
理由として放棄されるかもしれないが、同様にある特定の原理を支持す
る議論はそれに反する特定の判断を修正ないし断念させるほど強力かも
しれない。もし適切な考察の後に、諸原理と諸判断が互いに一致したな
らば、反省的均衡が達成されている。(Miller 1999: 54; cf. 2002: 6)
ミラーは反省的均衡を、わたしたちの熟慮された判断との一致具合を規準とし
て規範的知識の妥当性をテストする見解として捉えているようである。
ミラーの反省的均衡の解釈において特徴的なのは、彼の「熟慮された判断」
の捉え方である。ミラーは熟慮された判断を現実の社会における「ある特定の
個人の判断」と同一視している(Miller 1999: 54, cf. 43, 53n21)。実際に彼は、熟慮
された判断という表現を、「日常的な判断」、「前理論的な熟慮された判断」、「人
びとがすでに抱いている熟慮された確信」などの表現としばしば互換的に用い
ている(Miller 2002: 6)。彼は、熟慮された判断が理論と適合しない場合に放棄さ
れたり変化したりする余地を認めてはいるが(Miller 2002: 7)、基本的には熟慮さ
21 ミラーは自らの反省的均衡の解釈は『政治的リベラリズム』以降の後期ロー
ルズの議論に即したものであるとしている(Miller 1999: 53)。だが実際には、（３
−４−１）で述べるように、熟慮された判断と人びとの日常的判断とを同一視す
るミラーの解釈は、ロールズ自身の解釈とは大きく異なるものである。
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れた判断を規範的知識の妥当性を評価するための観察されたデータとして扱っ
ている22。
ただしミラーは、このように解釈した反省的均衡を必ずしもそのまま採用し
ているわけではない。彼は、彼が解釈したロールズの議論を次の点で批判して
いる。
ロールズは公共的正当化にコミットしているのであるから、正義につい
ての経験的証拠により大きな重要性を見いだすべきである。･･･ある社会
S において公共的に正当化可能な信念の集合は、･･･諸欠陥に注意を払う
よう補正された S において現在抱かれている諸信念であるとみなす方が
ずっと妥当である。(Miller 1999: 56)
ミラーは、ロールズにおける公共的正当化という観念を「妥当な正義の諸原理
を用いようとする人びとは、それらの原理を共通に受容された推論の様式だけ
を用いて互いに対して正当化せねばならない」という要求として理解している
(ibid.: 53)23。そのうえで彼は、公共的な正当化のためには「人びとが実際に受容
している諸原理、ないし少なくとも人びとの正義についての思考に『暗示され
ている』ことに注目することから出発すべきである」と主張している(ibid.)。彼
がみるところ、公共的正当化をこのように解釈するなら、ロールズも「日常的
な信念についての経験的証拠を受容しようとするべきである」(ibid.)。
ここわかるように方法論としての文脈主義は、規範的知識の形成において人
びとの日常的な信念に規範的知識の妥当性をテストする規準としての役割を認
めている。ただし、引用部で「共通に理解されている諸欠陥に注意を払う」と
22 （３−４−１）を参照。なお、（１−３−１）では反省的均衡には、妥当な知識
にただ一人で考えることができるとする独話的な解釈と、公共的討議における
精査が不可欠であると考える対話的な契機が存在することを指摘した。この点
についてミラーは対話的な解釈を採っているようである。「反省的均衡は、たん
にある特定の人の信念の間における均衡点であると解釈することはできず、む
しろある社会の異なる成員が抱く信念の間での間人格的な
．．．．．
(interpersonal)均衡点
を参照しなければならない〔強調は原文〕」(Miller 1999: 58)。
23 だが、第一章で論じたように、ロールズが正当化を人びとの間が共通に抱か
れている判断をたんに反映する理由づけを提示することであるとみなしていた
というミラーの読解は、ロールズ自身の記述に照らして妥当ではない（１−４−
１）。
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されているように、ミラーは規範的知識がテストされるのは現実の人びとの「生
の意見」に対してであるとは必ずしも考えていないことには注意が必要である。
彼も、現実の人びとが抱く正義についての信念には欠陥が含まれているかもし
れないことには自覚的である。ミラーはどのような場合に欠陥が含まれている
かについて四つの可能性を例示している。まず、人びとの信念には無自覚のう
ちに相互に矛盾する二つの原理が含まれているかもしれない。また、信念は事
実についての誤った想定に基づいているかもしれない。さらに、人びとの信念
は自己利益によって歪められているかもしれない。最後に、信念は人びとのあ
いだに普及した慣行によって過度に影響をうけているという意味で、適応的
(adaptive)なものであるかもしれない(Miller 2003)。理論がテストされるのは、こ
れらの諸欠陥が補正された「整合的で、経験的に適切であり、不偏的な」信念
に照らしてである(Miller 2003: 352–3; cf. 1999: 53)。
規範的知識の形成と共有についてのミラーの見解は以上のようなものである。
彼は、この見解をふまえたうえで、公共的問題についての経験的文脈をふまえ
た批判性と指針性をともにもつ解決策を提示するという方法論的な課題の達成
のために、次のような三つの条件を方法に課している〔表 3.1.〕。
第一の条件として、解決策の提案は、政策立案者を含むある特定の政治的共
同体のすべての成員にとって、受容可能かつ理解可能な仕方で正当化されなけ
ればならない。
表 3.1. 方法論としての文脈主義が方法に対して課す三つの条件
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ミラーがある特定の共同体における成員にとっての理解可能性を重要視する
背景的な問題関心は次のようなものである。政治理論における既存の議論にお
いて「政治哲学者、とりわけ平等主義的リベラルと呼ばれる政治哲学者たちに
よって擁護される社会正義の構想と、今日のリベラルな社会において実現可能
な政策変革との間には大きな隔たり」が存在する(Miller 1999: x)。もちろん、正
義は批判的な観念でなければならないが、たんなるユートピアであるべきでは
ない (.)。したがって彼は「政治哲学はすべての市民にとって理解可能な
(accessible)理由づけの様式によって進められることを目指す」べきである(Miller
2008c: 44–5=61)。
ミラーはまた提案における根拠が市民にとって受容可能なものでなければな
らないことを次のように主張している。政治理論は「その要請に基づいて行為
することに人びとが動機づけられるであろうという意味において、実践的な効
力をもつ理論を発展させ」ねばならない(Miller 2002: 6–7; cf. 1999: 22, 35; 2008c)。
換言すれば政治理論は、公共的問題についての解決策は理想的ではない状況に
おいて現実の人びとを動機づけることができねばならない。もちろん解決策に
おいて示された規範的な原理は今すぐに現実の人びとが受容できねばならない
わけではないが、原理は「そこに生きる人びとがわたしたちと多くの特徴を共
有した社会」を想定した場合に、それを「受容するよう理性的に(rationally)説得
されうる」ものであるべきである(Miller 2003: 352)。
第二の条件として、提案における理由づけにおいては、当の文脈における経
験的事実が考慮されなければならない。特に現実の人びとの日常的信念は規範
性の源泉とみなされなければならない。すでに反省的均衡についてのミラーの
解釈に即して指摘したように、ミラーによれば、
経験的証拠は正義についての規範理論を正当化する際に重要な役割を果
たすべきである。換言すれば、そのような理論は、部分的には正義につ
いてのわれわれの日常的信念との一致によってテストされるべきである。
このように考えれば、正義の理論は、表層においてはいくぶん曖昧で混
乱し矛盾している日常的信念の集合の深層構造を引き出すものである。
(Miller 1999: 51)
このようにミラーは、人びとを理性的に説得するためには、経験的事実が理由
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づけにおいてふまえねばならないと主張している。特に「人びとが強く抱いて
いる信念」は、解決策の提案の妥当性をテストする規準となるという意味にお
いて規範性の源泉としての地位が認められなければならない(Miller 2003: 352)。
第三の条件として、提案における理由づけにおいては、当の公共的問題がど
のような「人間関係の様式」によって文脈づけられているか配慮されなければ
ならない。本項の冒頭で述べたように方法論としての文脈主義は、特定の文脈
と規範原理の間には根源的な関係性があると主張する。ミラーは規範原理と結
びつく文脈として注目しているのが、個々の「人間関係の様式(modes of human
relationship)」である(Miller 1999: 25)24。
人間関係の様式が異なれば適用される原理は異なる(ibid.: 25-6)。たとえば「家
族の資源はニーズに従って、職場の資源は業績や能力に応じて、税収は平等に
基づいて分配される」(Miller 2007: 14=20; cf. 1999: 25–32)。したがって、人の移
動に関わる諸問題を考える際には「国境を越えた人間関係をどのように理解す
べきか」を考えねばならない(Miller 2007: 14–5=21)。
解決策の提案において、当の問題が文脈づけられている人間関係の様式が理
解され配慮されなければならないという要請は、要求度が高いものであること
をミラーは認めている。文脈主義は、少なくとも理論的には、時間と空間を横
断して繰り返し現れるある特定の文脈において、同一の原理が適用されること
を要請する25。だが、様々な文化と歴史を横断して人間社会において繰り返され
てきた人間関係の様式とそれと結びついた規範的な解決策を同定するという
「試みを完遂するためには一生涯を要するだろう」(Miller 2003: 351)。
３−３−２ 方法としての政治的アプローチ
24 ミラーは、ウォルツァーもまた文脈と原理との関係性についての文脈主義と
同様の見解をとっていたとみなしている。ウォルツァーはミラーとは異なり、
規範原理と結びつく文脈として個々の財の社会的意味を想定していた(Miller
1999: 25–6)。
25 そのため、たとえ異なる社会においても同じ類型の人間関係には同一の原理
の適用が要請され、この要請に反する場合には不正義だと批判することができ
る(Miller 2003: 350–1; cf. 2002: 12)。この意味で文脈主義の要求それ自体は客観的
かつ普遍的である。ここからミラーは文脈主義は、ある原理は特定の時間と場
所における人びとにしか意味をもたないとする慣習主義とは異なるとしている
(Miller 2002: 11–2)。
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『異質な人びと』では、文脈主義が課す三つの方法論的条件を充たす方法と
して「政治的アプローチ」という方法が採用されている(Miller 2016a: 18)26。筆
者がみるところ、この方法は人の移動の問題の解決策についての具体的な論証
プロセスに対して次のような三つの要請を課すものとして定式化できる。
第一の要請として、具体的な論証は政策立案者を含む受け入れ国の成員にと
って受容可能かつ理解可能な仕方でなされなければならない(Miller 2008c:
44=60-1)。ミラーは特に論証は「移民政策のある側面を決定しなければならない
政策立案者にとって役に立つ」ものでなければならないことを強調している
(Miller 2017: 764)。
そのため第二の要請として、論証は現在の世界秩序の「ありのまま」の特徴
を所与の前提とするものでなければならない(Miller 2016a: 157n8; cf. 2017: 764)。
『異質な人びと』では、リベラルデモクラシー諸国が直面する状況についての
次のような三つの「現実的前提」が所与のものとされている(Miller 2016a: 159)。
すなわち、(1)受け入れ国が受け入れたいと考えるよりもはるかに大量の移住希
望者が存在する、(2)領土内に到達した場合には一定の法的保護によって強制送
還は困難である、(3)生まれながらの国民(native citizens)は多くの移民に対して不
安や憤慨や偏見を抱きがちである、という前提である(ibid.)。
本章の関心に照らせば最後に述べた前提(3)が重要である。受け入れ国の人び
とが移民に対して抱く感情を所与の前提とすることは、現実の人びとの日常的
な信念には道徳的に問題がないとみなすということを意味しないことに注意が
必要である。ミラーは、受け入れ国の人びとが移民に対して抱く感情が、しば
しば偏見に満ちた道徳的にみて問題含みであり、規範的考察の対象となりうる
ことを明言している27。筆者がみるところミラーは前提(3)を、前述の「移民を議
論するときに、わたしたちは何を所与とみなすべきであり、何を変化しやすい
ものと見なすべきなのかという問い」へに対する回答として提示している(Miller
2016a: 16)。すなわち彼が前提(3)によって意図しているのは、相対的に変化しな
26 このアプローチをミラーは「現実主義(realism)」とも呼んでいる。ただし同書
での現実主義は、第一章で言及した政治理論における政治的リアリズムとは異
なるものである(Miller 2016a: 157n8; 2016b: 218f)。
27 ミラーは、受け入れ国が人びとが抱く感情の規範性は、個々人がどのように
ふるまうべきかを主題とする倫理学において問われると述べている。ただしミ
ラーは、こうした「倫理的アプローチ」は自らが採る「政治的アプローチ」と
は異なることを強調している(Miller 2016a: 17–8)。
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いであろう人びとの日常的な信念を所与とみなして考察の対象から外すという
ことである。言い換えれば、彼は前提(3)によって、個々人のふるまいを変化さ
せるという「倫理的な」解決策ではなく、制度に基づく「政治的な」解決策に
議論の焦点をあわせようとしている(ibid.: 18)28。
方法としての政治的アプローチの第三の要請として、論証においては入国管
理政策が特定の移住希望者に与える影響ではなく、その政策がある特定の国家
が置かれた地理的・歴史的・制度的文脈において非常に多くの移住希望者に対
して実施された場合にどのような帰結を全体として生じさせるかが検討されな
ければならない(Miller 2016a: 41, 159)。「移民についての文献では、現在の移民
レジームの不条理や非人道性を明らかにするような･･･事例研究が多くなされ
ている。･･･しかしながら、そうした[個々人の苦悩についての研究という]基礎
に基づいて、整合的な移民政策を構築することはできない〔[ ]内は引用者〕」(ibid.:
159)29。
方法としての政治的アプローチは、以上のような三つの要請を具体的論証プ
ロセスに課すものである30。
３−３−３ 難民問題の解決策についての具体的な論証
前項ではミラーが人の移動に関わる問題の解決策を提案するために採用して
いる方法である政治的アプローチが、どのような要請を具体的な論証に課して
いるのかを確認した。本項では、この方法に基づいてミラーが展開している具
体的論証として、難民受け入れ問題についてのミラーの議論を概観する。
28 ただし、ミラーは現実の人びとの日常的信念をたんなる所与の前提としての
み扱っているわけではない。方法論としての文脈主義に関して述べたように、
彼は日常的な信念に規範的知識をテストする規準としての役割を認めている。
実際、次項で述べるようにミラーは現実の人びとが抱くネーションへの帰属意
識に規範性の源泉としての地位を認めている。
29 ミラーは本文で述べたような事例研究に意味がないと主張しているわけでは
ない。そうした事例研究から「わたしたちが学ぶべきことは、入国管理官や裁
判官らはコモンセンスや人道の名の下に通常の規則に例外を認めなければなら
ないときがあるということである。だがだからといってルールブックが放棄さ
れてよいということにはならない」(Miller 2016a: 159)。
30 さらに『異質な人びと』では明確化されていないが、論証において人間関係
の様式に配慮しなければならないという要請を、方法としての政治的アプロー
チの事実上の第四の要請とみなすことができる。この点については注 31 を参照。
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すでに述べたように方法論としての文脈主義は、理由づけにおいて当の公共
的問題がどのような人間関係の様式によって文脈づけられているかに注目する
ことを要請する（３−３−１）31。そのため、難民受け入れ問題を考える際には、
国境を超えた人間関係が規範的原理の文脈として設定される。ミラーによれば
国民国家においては、経済的協働のスキーム、強制的な法システム、共有され
たアイデンティティおよび民主的諸制度が存在するが、グローバルな文脈では
こうした関係様式に質的に相当するものは存在しない(Miller 2007: 15-6-2; 2013:
170–2)。そのため難民受け入れ問題に関わる正義の要請は各国内における社会正
義とは異なるものである。
難民を含む移住希望者と受け入れ国の成員との関係を考えるにあたり重要な
のは次のような「心理学的事実」の存在である(Miller 2000: 166)。「大部分の人
びとにとって、自分が特定のネーションに属していて、このネーションが存続
し、このネーションが自己決定を享受することは、非常に重要である」(ibid.)。
彼はこの事実から次の二つの規範的主張を導き出す。第一に、現実の人びとが
自分の帰属するネーションの自己決定に価値を見いだしている以上、ネーショ
ンの自己決定それ自体にその他の価値には還元されない本質的価値があると考
えるべきである(Miller 2000: 164–6; 2007: 38=46; 2016a: 69–70)。第二に、このよ
うに同胞国民との関係に本質的価値があるということから直接に、同胞国民に
対してはその他の人びとに対しては負わない特別な義務があるという規範原理
が導かれる(Miller 1995: 65=115; 2007: 35=43-4; 2016a: 25–7, 71)32。
ミラーはネーションの自己決定の道徳的な価値は、入国管理による人の移動
の制限を正当化するものであると主張している33。「ある自己決定をする政治的
31 『異質な人びと』において、人間関係の様式は明示的には言及されていない
（したがって本研究がミラーの方法とみなす政治的アプローチの説明と関連し
ても言及されていない）。だが、同書でも、具体的な論証のプロセスにおいて人
間関係の様式に着目するという彼の以前からの立場には変更がないと思われる。
したがって、論証において人間関係の様式に配慮しなければならないという要
請は、方法としての政治的アプローチの第四の要請と事実上みなすことができ
るだろう。
32 これは特別な義務の正当化に関する関係主義(associativism)と呼ばれる立場で
ある(Scheffler 2001)。
33 ミラーの移民制限論はより正確には、裁治権(the rights of jurisdiction)に基づく
論証と、本文で述べたネーションの自己決定に基づく論証の二つからなる(Miller
2016a: 62)。裁治権に基づく論証については(Miller 2007: 214–21=258–66; 2012;
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共同体は･･･ある有意味な範囲における政策選択肢を保持するために国境を管
理する権利
．．
をもつ〔強調は原文〕」(Miller 2016a: 62)34。この政策選択肢のうち
でもっとも重要なのは、住居や教育や社会保障などに関わる公共支出である
(ibid.: 61-2)。同胞国民に対する特別な義務はすでに国内にいる人に対してだけ公
共支出をすることを正当化する。そしてすでに国内にいる移民に対しても人権
による制約から公共支出を差し控えることはできないために、「移民の流入の
速度と(教育や健康ニーズのような)移民の個人的特性はともに、これらの[公共
支出]政策のすべてに対して影響を及ぼす」(ibid.: 62)。そのため、入国管理はネ
ーションの自己決定の不可欠な要素である(ibid.)。
ミラーはネーションの自己決定に基づく移動の制限の正当化論は一見するほ
ど強い主張でないとしている35。しかし実際には難民の要求を退けることさえ時
に正当化するものである。
もちろんミラーも難民は「安全な場所に受け入れられることに対する非常に
強力な権利」を有していることを否定しない(Miller 2007: 226–7=271)。「国家は
難民をその他のカテゴリの移民よりも優先する義務を負っている」(Miller 2016a:
164)。したがって、国家にとって利益となるような技能をもつ移住希望者よりも
難民がより優先的に受け入れられなければならない。こうした優先的な受け入
れは現在の慣行とは異なるものである。そのためミラーの立場は「決して現状
を擁護するものではない」(ibid.)。
だが難民が持つ安全な場所に受け入れられる権利は絶対的なものではない。
もしも（内戦のような）難民の発生要因に対処でき難民の流入が一時的である
ならば、すべての難民が受け入れられるべきである(Miller 2016a: 157)。だが発生
要因に対処することができず大量の難民が継続的に流入する状況においては、
個々の国家にはすべての難民を受け入れる義務は必ずしもないとミラーは主張
している。もちろん、そうした状況においても個々の国家が難民の受け入れの
ためにできるかぎりの努力をするべきである。ミラーは特に、受け入れ能力を
2016a: 58–62)を参照。
34 ただし自己決定は、普遍的な人権による制約をうける(Miller 2016a: 62)。ミラ
ーの人権論は(Miller 2007: ch.7)を参照。
35 ミラーによればネーションに本質的価値があるとは、至高の価値があるとい
うことではなく、家族生活などその他の本質的価値と同様の地位にあることを
意味する。したがって、同胞国民に対して特別な義務があるとは、同胞国民を
常に優先すべきということではなく、ただ同胞国民が優先されるべき時もある
ことを意味する(Miller 2007: 39-40=47)。
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越えないように各国の難民受け入れを国際的に調整するなんらかの公正な責任
分担のレジームの構築を要請している(Miller 2016a: 86–9; 171)36。しかしながら、
たとえそうしたレジームが構築できたとしても、他の国家が合意された公正な
受け入れ数を充足できない場合やレジームの履行を拒否した場合に、公正な受
け入れ数を越える難民を受け入れるかどうかは、難民のもつ権利や他国によっ
て強制される事柄ではなく、「受け入れ国の成員が決定するべき事柄」である
(ibid.: 163)。これらの場合には難民の要求よりもネーションの自己決定が優先さ
れる37。2015年以降難民問題の最大の争点のひとつとなっている不到達政策の実
施について述べておくと、ミラーは生命の危機に曝されているボードピープル
を救助する人道的な義務を認めている一方で(ibid.: 171)、自国への到達を阻止す
る政策の実施それ自体は自国から離れた遠隔地において難民を受け入れうると
いう条件付きで容認している(ibid.: 93)。
以上のようなミラーの主張は次の二つ根拠に基づく規範的な主張であること
に注意しなければならない。第一に、国民は同胞国民に対する特別な義務を負
っている。そのため、国籍を持たない人びとよりも同胞国民を時に優先するこ
とは正統である(Miller 2007: 223=268)。第二に、難民を受け入れる義務はそれほ
ど強いものではない。それはすべての人びとに対して負う積極的義務であって、
消極的義務や、同じ積極的義務でも同胞国民に対して負っている積極的義務よ
りは弱い38。ミラーはこれら二つの根拠から、わたしたちは公正な責任分担レジ
ームが機能しない場合には「難民の人権が、受け入れ義務はすでに果たしたと
36 ミラーは具体的な責任分担案として、難民レジームと同様に難民が到達した
国に受け入れ義務を課す現在のシステムを継続させつつ、受け入れ能力を越え
る難民の第三国への移動を、第三国に対価を支払うことで促進するような取引
制度の実施を支持している(Miller 2016a: 88–9)。ただし難民受け入れ数を金銭取
引の対象とすることには批判が存在する(Anker, Fizpatrick, and Shacknove 1998)。
37 ミラーは『異質な人びと』以前から、難民の要求よりもネーションの自己決
定を受け入れに対する各国家の自己決定が優先されると主張していた。だが、
明言はされていないが、ミラーは同書ではネーションの自己決定に対してより
大きな規範的制約が課されるという立場へと変化しているようである。たとえ
ば彼は以前には各国民には、難民と自分たちとの間に言語や文化の類似性があ
るかどうかをも考慮する権限があると主張していた(Miller 2007: 226-7=271)。だ
が同書では、原則的には難民の間での「文化による選別は擁護されないように
思われる」とミラーは述べている(Miller 2016a: 92)。
38 消極的義務とは他者に危害を加えることを差し控える義務、積極的義務とは
便益を与えるよう行為する義務である(Miller 2007: 46=54-5)。
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いう受け入れ国の正統な主張と衝突する悲劇的事例に直面するかもしれない」
と述べている(Miller 2007: 227=271-2; cf. 2016a: 93)。このようなグローバルな正
義に基づく要求と社会正義に基づく要求とが衝突する事態をミラーは「正義の
隔たり(justice gap)」と呼ぶ(Miller 2007: 274=331)39。この衝突は難民の受け入れ
への人びとの動機づけという正義の実現可能性の問題から生じるのではなく、
同胞国民を優先しその他の人びとの要求を拒否することが社会正義の観点から
正当化可能であることから生じるものである(Miller 2013a: 179)。以上がミラーの
難民受け入れ論の概要である。
第四節 文脈主義と政治的アプローチの批判的検討
本節ではミラーが採用する方法論としての文脈主義と方法としての政治的ア
プローチの妥当性を批判的に検討する。はじめに、規範的知識の形成について
のミラーの見解が、ロールズ自身の見解とどのように異なるかを指摘する（３−
４−１）。次に、方法論としての文脈主義を検討する。この方法論は、日常的な
判断の取り扱い方と理由づけにおける根拠づけの仕方において問題含みである
（３−４−２）。最後に、方法としての政治的アプローチには三つの問題点があ
ることを指摘する（３−４−３）。
３−４−１ 知識の形成プロセスについてのミラーとロールズの見解の
相違
前節で述べたように、ミラーは規範的知識の形成プロセスの説明においてロ
ールズの反省的均衡の観念に言及している。彼の反省的均衡の解釈は、熟慮さ
れた判断を現実の人びとの日常的な判断と同一視したうえで規範性の源泉とし
ての地位を与えている点に特徴がある（３−３−１）。本項では、ロールズ自身
の反省的均衡は、熟慮された判断と日常的な判断とが異なることが強調されて
いる点で、ミラーが採用する反省的均衡とは大きく異なることを明らかにする40。
39 ミラーは正義の隔たりを国境を越える援助義務の文脈で議論しているが、論
理構造は難民受け入れの文脈でも同じである。
40 本章で述べるミラーの反省的均衡の解釈とロールズ自身の反省的均衡の解釈
との違いは、第一章で述べた狭い反省的均衡と広い反省的均衡の違いに対応す
るものであるといえる（１−３−１）。
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ミラーの反省的均衡解釈は、T・スキャンロン(Thomas M. Scanlon)が誤ったロ
ールズ解釈として提示している記述的解釈によく似たものである41。スキャンロ
ンによれば、反省的均衡の記述的な解釈は、規範的知識は「ある特定の個人や
集団がもっている正義の構想を特徴づけること」によって形成されるとみなす
ものである(Scanlon 2003: 142)。この解釈に基づけば、規範的知識の形成におい
てわたしたちが熟慮された判断に注目するのは、この判断が「その構想が記述
される人格の『道徳的感受性(sensibility)』の、もっとも正確な表象である」から
である(ibid.)。この解釈によれば、反省的均衡のプロセスにおいて
熟慮された判断はデータとしての地位(standing)をもっている。つまり、
ある特定の人の態度についての観察された事実という地位である。もし
ある所与の熟慮された判断がある原理と合致しなくても、このことによ
ってはその判断の熟慮された判断としての地位は決して揺るがない。そ
の人がこの判断に自信をもっていることは真のままである。ある原理の
地位は熟慮された判断を説明する(account)能力に純粋に依っているので、
ある諸原理と熟慮された判断との衝突が生じた場合には、純粋に量的な
基準に基づいてどうするか決定すべきかのようである。もし、手許にあ
る原理よりも、より多くの熟慮された判断を説明する原理を発見するこ
とができるならば、わたしたちはその原理を採用すべきである。もし他
にそうした原理を発見することができないならば、手許にある原理を維
持して、この原理と適合しない熟慮された判断を放棄すべきである。
(Scanlon 2003: 148)
このように記述的解釈では、熟慮された判断は、ある特定の現実の個人が実際
に抱いている信念についての観察されたデータとして捉えられている。規範原
理は、どれだけ多くの現実の人びとが抱く熟慮された判断と一致しているかと
いう量的基準によりテストされる。
41 ミラーと同様に反省的均衡を記述的に解釈する代表的な論者として R・M.・
ヘアが挙げられる(Hare 1975)。ただしヘアは、ミラーとは異なりロールズに批判
的な立場である。近年では、Ｊ・フロイド(Jonathan Floyd)が記述的な解釈をして
いる(Floyd 2017)。本項の議論に照らせば、ミラーだけでなくフロイドの解釈も
ロールズ自身の捉え方とは大きく異なるものであると言える。
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記述的解釈は、ミラーの解釈と相当程度類似している。すでに確認したよう
に、ミラーは熟慮された判断を現実の人びとの日常的判断として解釈していた。
また、彼が量的基準に訴えていることは方法論としての文脈主義の特徴からも
明らかだと思われる。彼は、規範原理は、文化と歴史を横断した様々な人間社
会における人びとの正義についての日常的判断からいわば帰納的に見いだされ
るものと捉えていた。それゆえ、確かに規範理論が「個別の制度や実践につい
ての人びとの具体的な判断を（たとえば資本主義社会における収入の分配につ
いての正義）を大きく変化させることは可能かもしれない」が、集団的な回心
のようなものを想定しない限り、文化と歴史を横断して繰り返し現れる「基底
的な諸原理を大きく変化させることは不可能であろう」(Miller 2002: 7)。
しかしながら、ミラーが採る反省的均衡の記述的解釈は、ロールズ自身の反
省的均衡の捉え方とは次の二つの点で大きく異なるものである。第一に、ロー
ルズは熟慮された判断と現実の人びとの日常的判断とを同一視していない。こ
の点は、ロールズの定義から明らかであるだろう。
熟慮された判断とは、わたしたちの理性的な力と正義感覚の行使に好
都合な条件のもとでなされる判断である。すなわち、健全な判断をす
る能力と機会と願望を有していると思われる条件のもとでなされる判
断である。（JFR 29=50; cf. TJ: 47/rev.42=67-8）
日常的な判断においては、情報を元に順序立てて推論することに失敗したり、
十分な時間や情報が欠如していたり、そもそも熟慮して思考しようという欲求
をもたないなどの要因から、熟慮された判断をすることはできないことが普通
である。それに対してロールズは、熟慮された判断は、理性的な能力の行使に
好都合な条件下にあるという抗事実的な状況のもとで形成される判断であると
みなしている42。そのためロールズ自身が理解する反省的均衡においては、熟慮
42 なお、教科書やロールズ入門書においては、熟慮された判断は原理を意識的
に適用されていない直観的な判断であるというミラーと同様の解釈がしばしば
記されていることがあるが、本文で述べた根拠からこの説明も不正確である。
この解釈はおそらく、ロールズの初の公刊論文である「倫理上の決定手続きの
概要」（1951 年）における熟慮された判断の説明に起源をもつものである。同論
文における定義では、熟慮された判断とは原理を意識的に適用されていない判
断であるという直観性条件が付されている(OD: 6=264)。しかしながら、管見の
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された判断は日常的判断ではなく道徳的理由を伴う判断である(cf. Scanlon 2003:
149; 福間 2007: 116-7)。
第二に、ロールズは熟慮された判断を、データのような固定的なものとは捉
えていない。スキャンロンが指摘しているように、
彼[ロールズ]はこの[反省的均衡の]プロセスを、熟慮された確信と候補と
なる諸原理とのあいだにより多くの相互作用が含まれるものとして記述
している。･･･ある所与の判断をうまく説明する
．．．．
諸原理がそれらだけしか
ない場合でも、それらの原理が他の点では明らかに間違っているように
思われるならば、わたしたちは自分の考え(mind)を変えるよう導かれる
こともあるかもしれない。〔強調は原文。[ ]内は引用者〕(Scanlon 2003: 148)
ロールズは、量的基準によれば原理の側が放棄されるようにみえる場合でも、
熟慮された判断の側が変更されることもあると考えている。上述のように熟慮
された判断は道徳的理由を伴う判断である。そのため理由の善し悪しによって
は、ある熟慮された判断を説明する原理が、他の多くの熟慮された判断に変更
を迫ることもある。そしてその帰結として、熟慮された判断は、理論上は継続
的に改訂され続ける(Scanlon 2003: 149)。ロールズ自身が明言するように「様々
な判断が暫定的に固定的な点だとみなすのに十分強固だとみなされるが、原則
的には･･･改訂を免れる判断は存在しない」(IM: 289)。たとえば、奴隷制が不正
であるという熟慮された確信であることは固定点であるようにみえるが、この
判断でさえあくまでも「暫定的」である (PL: 124)。このようにロールズは、熟
慮された判断をミラーのような固定的なものとは捉えていない。
第一章でも述べたように、ロールズは反省的均衡のプロセスを継続的で動態
的なものと捉えている（１−３−１）。そのためどのような熟慮された判断も改
訂される可能性がある。たとえ歴史的にも同時代においても広範に観察される
範囲では『正義論』以降のテキストにおける熟慮された判断の定義においては、
直観性条件への言及はみられない。より重要なことに「道徳理論の独立性」論
文やその後の説明では、熟慮された判断は「個別の事例における個別的判断」
だけでなく「抽象的原理についての判断」までも含むことが強調されている(PL:
8n8; cf. IM: 289; JFR: 30)。そのため、『正義論』（あるいは少なくとも同書出版
後）におけるロールズは、熟慮された判断を原理についての精査を含むものと
して捉えていたことは明らかである。
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熟慮された判断であっても改訂の可能性がある。したがってロールズの反省的
均衡から導かれる結論は、いまここの現実の人びとが抱く信念とはかなり異な
ったものでありうる。以上のように、ミラーの解釈とは異なり、ロールズ自身
の反省的均衡からは人びとの信念についての経験的事実からは相対的に独立し
た規範的知識が導かれる43。
３−４−２ 方法論としての文脈主義の批判的検討
前項ではミラーにおける反省的均衡は、現実の人びとの日常的な判断に解決
策の提案をテストする規準という規範性の源泉としての地位を与えている点で、
ロールズの反省的均衡の捉え方と大きく異なることを確認した。本項では、こ
のような規範的知識の形成プロセスについての立場に立脚した彼の方法論とし
ての文脈主義を批判的に検討する。以下で示すように、この方法論は日常的な
信念の取り扱い方と理由づけにおける根拠づけの仕方の二点において問題含み
である。
まず、文脈主義が日常的な信念に規範性の源泉としての地位を与えること（文
脈主義の方法論的条件の第二条件(３−３−１)）の妥当性を検討する。結論から言
えば、文脈主義は日常的信念を規範性の源泉とみなすことによって批判性を欠
いた極端な道徳的保守主義に陥っており、彼自身が掲げている批判性と指針性
をともにもつ解決策の提案という研究目標を達成することができていない。
カレンズにならい「17世紀ないし18世紀前期のアメリカにおける奴隷につい
ての倫理」を考えてみよう(Carens 1996: 164–5)。この社会で奴隷制は制度として
も日常的信念としても深く根ざしている。この社会においてミラーの文脈主義
からはどのような原理が導かれるだろうか。「日常的信念の集合の深層構造」
から規範原理を導く彼の立場からすれば、奴隷制は不正義であり廃止されるべ
きだという原理は導かれそうにない。さらに、彼が特定の社会だけではなく理
想的には時間と空間を横断した帰納によって原理を見いだそうとしていること
をふまえても、その当時およびそれ以前の歴史においては、奴隷制に不正義を
43 ミラーはある論文において本文で引用したスキャンロンの議論を明示的に参
照している(Miller 2008c: 41n17=57n17)。だがミラーは自身のロールズ解釈を基
本的に変更していない。「ロールズには、正義の前理論的な判断を科学理論を根
拠づけるような生データとある意味同類のものとして扱う傾向が見受けられ
る」(ibid.: 41=56-7)。
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みいださない社会の方が多数であった。そのため、ミラーの議論は批判性を欠
いた深刻な道徳的保守主義に陥るように思われる。
ミラーはこうした批判に対して次のように応答している。先述のように彼が
擁護する文脈主義は、解決策の提案を現実の人びとの生の意見に対してテスト
されるべきであると考えているわけではない。人びとの信念が奴隷制のような
目前の制度的事実をたんに反映したものにすぎないのであれば、そうした信念
は考慮されない。そのため適応的選好形成のような諸欠陥は補正される(Miller
2003: 355)。
しかしながらミラーの応答は次に示すような理由から十分でない。目前の現
実に適合的に信念を形成することが常に悪いこととは限らない。回避されるべ
きなのは道徳的に問題のある適応的選好形成だけである。だが、コーエンが指
摘するように適応的選好形成とはそもそも「現状批判に必要な評価基準が失わ」
れることにこそ問題の本質がある(Cohen 1995: 256=361)。そのため現在の人びと
の信念から相対的に独立した評価基準が必要である44。しかし現実の人びとの日
常的な信念を規範性の源泉とみなす方法論としての文脈主義においては、そう
した評価基準を利用することは困難である。それゆえ文脈主義によっては、た
んに指針性があるだけなく批判性も備えた解決策を提案するというミラー自身
が掲げた研究目標を達成することはできないだろう。
方法論としての文脈主義は、理由づけにおける根拠づけの仕方においても問
題を抱えている。文脈主義は第一の方法論的条件として、解決策の提案が政策
立案者を含むある特定の政治的共同体の成員にとって受容可能かつ理解可能な
仕方で正当化することを要請していた（３−３−１）。確かに、解決策の提案の指
針性を担保するために、実際に解決策を実施することになる政策立案者を含む
受け入れ国の成員にとっての受容可能性と理解可能性を考慮することは重要で
ある。しかしながらミラーは、理由づけが当の問題のその他の当事者である移
住希望者や庇護申請者や送り出し国の成員に対しても受容可能かつ理解可能で
あることまでは要請していない。
これは、第二章で述べた「根拠づけについての誤謬」とこれに付随する「イ
デオロギー的誤謬」をミラーが犯していることを示唆している（２−４−１）。次
44 ロールズの方法論と方法はミラーとは異なり人びとの信念から相対的に独立
した評価基準に依拠するものである。前項の議論と、第一章における「公共的
な反省と公共的な自己明晰化」のための装置としての方法としての原初状態の
議論を参照（１−４−１）。
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項ではこの点を、方法としての政治的アプローチに基づいたミラーの難民受け
入れ問題についての具体的な論証に即して確認する。
３−４−３ 方法としての政治的アプローチの批判的検討
本項ではミラーが『異質な人びと』で方法として採用している政治的アプロ
ーチの妥当性を批判的に検討する。この方法は、現実における喫緊の課題に対
する短期的な解決策を提案するうえで一定の意義があるが、三つの問題点があ
る。
政治的アプローチは、難民の受け入れのような人の移動に関する喫緊の課題
に対して短期的に実行可能な解決策を提案するうえで一定の意義がある方法で
あることは否定できない。このアプローチが特定の国家が置かれた経験的な文
脈をふまえた解決策を提案するものであることは（３−３−３）で確認したとお
りである。
この方法が課す第一の要請である、提案の具体的な論証は政策立案者を含む
受け入れ国の人びとに対して受容可能かつ理解可能な仕方でなされなければな
らないという要請はとりわけ重要である。前章で述べたように解決策の提案は、
解決策として提案された制度を実際に担う政策立案者の認知能力を適切にふま
えたものでなければならない。そのため既存の問題の認知枠組をある程度ふま
えたものである必要がある（２−３−２）45。また、政治的アプローチの第二の要
請である現実の世界秩序を所与の前提とすることが喫緊の課題に対処するため
に必要であることそれ自体には多くの論者が同意するだろう46。さらに、論証に
おいては入管政策が入国を希望する特定の個人に与える影響だけではなく特定
の経験的文脈において生じうる帰結全体が検討されなければならないという第
三の要請もまた適切だろう。ギブニーが指摘するように、実践においては特定
の文脈において移民政策が将来的にどのような帰結を生じさせるかを事前に予
測することは困難であることをふまえれば、現実の国家は受け入れ能力最大ま
で難民を受け入れるリスクを冒すべきでないかもしれない(Gibney 2004: 227)。
しかしながら、方法としての政治的アプローチに対しては、批判性と指針性
45 Ｍ・ギブニー(Matthew J. Gibney)は、特に難民問題に焦点をあてて国家の行為
能力をふまえることの重要性を詳細に論じている(Gibney 2004: 196–212)。
46 次章で論じるように、カレンズもまた喫緊の課題に対する解決策の提案にお
いて「現実的な世界の諸前提」がふまえられるべきであると述べている。
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を兼ね備えた解決策の提案というミラー自身が掲げる研究目標に照らして三つ
の問題点が指摘できる。
第一に、この方法は規範的な考察の対象を短期的に実行可能な制度的な解決
策に限定しており、現在の慣行の多くや人びとの政治的態度を考察の対象外と
してしまっている。そのため、この方法では批判性を伴った長期的な解決策を
提案することができない。
確かに、ミラーが採る方法は規範的制約を課している点において、解決策は
政治的な妥協点として見出されなければならないとするブラウンらの方策とは
異なる。ミラーは難民問題に関して、国家にとって利益になるような技能を持
つ移住希望者よりも難民の受け入れが優先的に受け入れられなければならない
という規範的な制約を、現実の国家に対して課している。しかしながらミラー
は、その他の多くの点において現実の国家の慣行を追認している（３−３−３）。
彼はまた、人の移動の問題に関する人びとの政治的な態度を考察の対象外とし
ている47。
政治的アプローチが現実の慣行の多くと人びとの政治的態度を考察と評価の
対象外とすることは、ミラー自身が掲げている研究目標に照らして適切なもの
ではない。第二節で述べたように、彼の研究目標は人びとの政治的態度をも変
えるような批判的視座を伴った長期的な指針を提示することである（３−２−３）。
人の移動の問題に関してミラーが採用する方法としての政治的アプローチは、
彼自身が掲げる研究目標を達成するものではない。したがって、この研究目標
を達成するためには別の方法が採用されなければならない。
政治的アプローチの第二の問題点として、方法論においてと同様に、この方
法は根拠づけについての誤謬を犯している48。政治的アプローチの第一の要請か
ら明らかなように、彼が具体的な論証に対して課しているのはあくまで受け入
れ国の成員に対する受容可能性と理解可能性だけであり、移住希望者や庇護申
47 （３−２−３）で述べたように、彼は、受け入れ国の現実の人びとの政治的態
度がしばしば偏見に満ちたものであることを認めてはいるが、政治的アプロー
チは人びとの政治的態度を考察の対象としないと宣言している。注 27 を参照。
48 第二章注 31 の定義に基づけば、ミラーが犯しているのは「根拠づけについて
の誤謬」であり、「正当化範囲についての誤謬」ではない。彼は、難民だけなく、
難民と区別される移住希望者も正当化の名宛て人とされるべきことを明言して
いる(Miller 2007: 222=267)。
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請者や送り出し国の成員に対しては受容可能性と理解可能性を課していない49。
これら二つの問題点に関する議論は、第五章においてより詳細に論じるつもり
である50。
最後に、「方法論」・「方法」・「論証プロセス」・「結論」という論証構
造上の次元の違いに改めて注意を払っておきたい。本節で提示したミラーへの
批判は、あくまでも彼が論証プロセスにおいて依拠している方法論と方法に対
する批判であり、難民受け入れ問題についての考察の結論として彼が提示して
いる解決策の内容に対する批判ではない。難民受け入れという現実における喫
緊の課題において「発生要因に対処することができず大量の難民が継続的に流
入する状況においては、個々の国家にはすべての難民の受け入れを受け入れる
義務は必ずしもない」というミラーの結論そのものはそれほど論争的なもので
はない。受け入れコストがどれだけ高くても難民を受け入れるべきであると主
張する論者はほとんどいないだろう51。本節で提起した批判はあくまでも（結論
と区別される）彼の論証プロセスと論証が依拠する方法論と方法が、批判性と
指針性を兼ね備えた解決策の提案という研究目標に照らして問題含みだという
ことである。
49 彼が受け入れ国の人びとにとっての受容可能性と理解可能性だけを重要視し
ていることは、人の移動の問題についての彼の主著の題名（『わたしたちのなか
にいる異質な人びと(Strangers in Our Midst)』）において「異質な人びと(strangers)」
である移民を同質的な「わたしたち」と対比させていることからもわかる。彼
がこの題名を採用したのは、（彼のスーパーバイザーであるＪ・プラムナッツに
同名の論文があるという理由だけでなく）この題名が（移民社会と対比される）
定住社会の成員にとって移住者がどのように経験されるかを捉えているからで
ある(Miller 2016a: 18, 18n38)。
50 第五章ではさらに、人の移動の問題についてのミラーの具体的な論証は、「問
題の認知枠組についての誤謬」も犯したものであると論じる（５−４−１）。
51 積極的な難民受け入れを主張するカレンズも、公共的秩序の維持のために難
民受け入れ数は制限されることを認めている(Carens 2013: 218)。ただし、難民受
け入れの義務の強さは潜在的には論争的かもしれない。ミラーが、他国が公正
に割り当てられた数の難民の受け入れを拒否した場合には、公正な受け入れ数
を越える難民を受け入れる義務は存在しないと考えていることは（３−３−３）
で述べた。それに対してカレンズは、同様の場合に受け入れ数を越える数の難
民を受け入れる義務がありうることを少なくとも否定はしていない(Carens
2013: 221)。
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第五節 小括
本章では、人の移動の問題についてコミュニタリアンの立場から体系的に考
察しているミラーが採用している方法論と方法の定式化し、その意義と限界を
明らかにした。
第二節においては、まず 2000 年代までの国境開放論争を概観することで、国
境開放論と国境閉鎖論はともに経験的文脈をふまえた実効的な指針を提示する
ことに失敗していることを指摘した。この論争に属する議論に対しては、特に
難民問題に関心のある論者から多くの批判が提起されていた。そのため、難民
問題の解決のためにはどのような地理的・歴史的・制度的文脈をふまえること
が要請されるかをドイツの事例に則して指摘した。難民問題に対して適切な経
験的文脈をふまえた解決策を提示するためには、問題の把握という研究目標を
もっとも重視するという戦略と、規範的に正当な解決策を提示することをもっ
とも重視する戦略の二つがある。ミラーが採用するのは後者の戦略である。ミ
ラーが採用する戦略において重要な方法論的課題は、批判性と指針性を兼ね備
えた解決策を提案することである。
第三節においては、この方法論的課題にミラーがどのような方法論と方法に
よって取り組んでいるかを論じた。公共的問題を解決するための方法論として
ミラーが採用しているのは文脈主義という立場である。本研究はこの方法論を
三つの条件を課すものとして定式化した。次に、『異質な人びと』において文脈
主義が課す三つの条件を充たすものとして採用されている「政治的アプローチ」
と呼ばれる方法を検討し方法上の諸条件を定式化した。第三節では最後に、彼
がいま述べたような方法論と方法に則って展開している、難民問題の解決策に
ついての論証を概観した。
第四節では、ミラーの方法論と方法を批判的に検討した。ミラーは方法論と
しての文脈主義において、自らが依拠する規範的知識の形成プロセスについて
の見解はロールズの反省的均衡と同じであると主張している。しかしながら本
研究は、第一章における議論をふまえてミラーによる反省的均衡の解釈は、ロ
ールズ自身の反省的均衡についての見解とは異なることを指摘した。ミラーは
熟慮された判断と現実の人びとの日常的な判断を同一視しているが、ロールズ
自身は熟慮された判断は道徳的理由に基づく判断であり日常的な判断ではない
ことを明確にしている。
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第四節では次に、ミラーとロールズとの知識の形成プロセスについての見解
の違いをふまえたうえで、方法論としての文脈主義を批判的に検討することを
通じて、文脈主義には二つの問題点があることを指摘した。文脈主義は第一に、
日常的信念を規範的評価規準の源泉とみなすことによって批判性を欠いた道徳
的な保守主義に陥ってしまっている。第二に、文脈主義は、解決策の提案の根
拠が政策立案者を含むある特定の政治的共同体の成員にとって受容可能かつ理
解可能であることを要請している。だが、移住希望者や庇護申請者や送り出し
国の人びとに対する受容可能性と理解可能性までは要請していない。これは、
前章で述べた根拠づけについての誤謬に該当するため問題である。
第四節では最後にミラーが方法として採用する政治アプローチを検討し、こ
のアプローチは、難民問題のような喫緊の課題に対して短期的な解決策を提示
するためには一定の意義があることを認めた上で、二つの問題があることを指
摘した。第一の問題点としてこの方法は、考察の対象を短期的に実行可能な制
度的解決策に限定しているため、現在通用している慣行や人びとの政治的態度
の変化を促すような長期的な解決策を提案することはできない。第二の問題点
としてこの方法は、方法論と同様に、根拠づけについての誤謬を犯している。
以上から本研究は、ミラーにおける方法論としての文脈主義と方法としての
政治的アプローチは、彼自身が掲げている批判性と指針性を兼ね備えた解決策
の提案という方法論的課題に照らして適切ではないことを明らかにした。次章
においては、この方法論的課題に別の仕方で取り組んでいるカレンズの議論を
検討する。
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第四章 人の移動の問題を解決する方法論と方法（２）：カレンズ「前
提漸変アプローチ」
第一節 問題の所在
本章は、経験的文脈をふまえつつ批判的と指針性を兼ね備えた解決策を提示
するという人の移動の政治理論における方法論的課題に対して、この分野を先
導してきた理論家であるＪ・Ｈ・カレンズがどのように応答しているのかを検
討することで、彼の方法論と方法の意義と限界を示すことを目的とする。
カレンズは、多文化主義および、人の移動に関わる政治理論の論者として知
られる、カナダ、トロント大学の政治理論家である。とりわけ、人の移動に関
わる政治理論においては、論争の草創期から活躍する中心的な論者の一人であ
る。カレンズの博士論文は市場社会主義に関するものである(Carens 1981)。80
年代半ばまでの彼の仕事の中心は、社会に貢献する責務を軸とする理想主義的
な市場社会主義の擁護論であった(Carens 1986)1。彼が人の移動の問題に取り組
み始めたきっかけは、1980 年にアメリカ政治学会でのシティズンシップについ
ての報告準備の一貫で、ハイチ難民危機について調査したことであるようだ2。
彼のもっとも良く知られた業績は、1987 年に発表された「外国人と市民」論
文である。この論文において彼は、個人の平等な道徳的価値を真剣に捉えるな
らば、当該国の国籍を持つ人と持たない人とを区別するべきではないため国家
の入国管理権限は正当化されないという、国境開放論を主張した。人の移動に
関わる政治理論において、彼の国境開放論はコスモポリタンの代表的な議論で
1 カレンズの市場社会主義論は、G・Ａ・コーエンが「市場社会主義についての
プラトン的理想」を示したものとして高く評価している(Cohen 1995; 204)。
(Carens 2003b)ではこうした市場社会主義についての基本的な立場をその後も変
更していないことが示されている。
2 その当時の理論状況について彼は次のように語っている。「わたしはこの論題
[ハイチ難民危機]について考えるために移民についての政治理論の論文を参照
したかった。だが驚いたことに、そうした論文は存在しなかった」(Carens 2013:
ix)。ウォルツァーの後に『正義の諸領域』に納められることになる成員資格の
分配についての論文の発表は翌年のことである(Walzer 1981; 1983: ch2)。すでに
この時期に「外国人と市民」論文の基本的な議論は構想されていた。「外国人と
市民」論文掲載の経緯は『移民の倫理学』の謝辞で述べられている(Carens 2013:
ix-x)。
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あるとみなされている。
前章で述べたように彼の国境開放論は、ウォルツァーやミラーのコミュニタ
リアン的な議論と対比されることが多い（３−２−１）。しかしながらカレンズ
は実際には、コスモポリタニズムとコミュニタリアニズムという二分法的な整
理の枠には収まらない複雑な議論を展開している。以下で明らかにするように、
彼は対照的な立場であるとされるウォルツァーからも非常に大きな影響を受け
ている。カレンズの議論は、理想と現実、普遍主義と個別主義、コスモポリタ
ニズムとコミュニタリアニズムとの架橋を図るものである(cf. Carens 2001;
2013: 293)。
本章はこうした二分法的枠組では捉えられないカレンズの議論の全体像を、
彼の集大成である『移民の倫理学(The Ethics of Immigration)』(2013 年)における
議論を同書以前の業績との関係をふまえて包括的に分析することで明らかにす
る。同書においては、国籍取得要件、永住者・一時滞在者・非正規滞在者の権
利保障、移民選別基準、難民問題などの個別具体的問題から、国家の入国管理
権限の正当性についての論争までの広範な論点が扱われている。本章での考察
は他の章と同様に論証構造上の次元の違いに注意を払う。したがって本章では、
個別の論点についての彼の結論ではなく、同書において採用される「前提漸変
(shifting presuppositions)アプローチ」と呼ばれる論証戦略に焦点をあてる。
この論証戦略は、ミラーも取り組んでいた「移民を議論するときに、わたし
たちは何を所与とみなすべきであり、何を変化しやすいものと見なすべきなの
かという問い」に対してひとつの回答を与えるものである。
本章の構成は次のようなものである。第二節において、カレンズの 1990 年代
までの議論を概観し、彼が分離戦略的な論証と参加戦略的な論証の双方の重要
性にすでに着目していたことを確認する。第三節では、『移民の倫理学』で採用
されている前提漸変アプローチの特徴を、彼が課す方法論と方法に関わる諸条
件を定式化することで明らかにする。第四節では、方法論および方法としての
前提漸変アプローチを批判的に検討し、このアプローチの意義と限界を示す。
第二節 『移民の倫理学』以前における方法論に関する議論
本節では 1990 年代までのカレンズの議論を概観することで、彼がいかなる文
脈においても適用可能な規範的規準の導出と明晰化を研究目標とする分離戦略
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的な論証と、公共的問題に対する指針性を備えた解決策を提案する参加戦略的
な論証の双方の重要性に早くから着目していたことを確認する。はじめにそれ
ぞれの論証を彼がどのように捉えていたかを彼のテキストに即して確認した後
（４−２−１、４−２−２）、彼が二つの論証戦略にどのような利点と欠点を見出し
ていたのかを述べる（４−２−３）。
４−２−１ 分離戦略的論証：「理想主義アプローチ」 
すでに 1980 年代初頭に用意されていた原稿に、上述のウォルツァーの議論に
対する批判を加えて発表された論文が「外国人と市民」である。カレンズは、
この論文において、ロールズの原初状態の論証を用いて、国境を越えた移動の
自由の擁護論を展開した3。彼の移動の自由擁護論は、いかなる文脈においても
適用可能な規範的評価規準を導出・明晰化するという分離戦略的な研究である。
カレンズは「外国人と市民」において、ロールズの原初状態の議論をグロー
バルな次元に拡張し、次のような議論を展開している。ある人の国籍が何かは
道徳的に恣意的な事柄に属する。そのためグローバルな原初状態における無知
のヴェールでは国籍についての知識も排除され、契約当事者は移動の自由を信
仰の自由などと同様に基本的諸自由に含めるであろう(Carens 1987: 256, 258)。し
たがって、国境は原則的に開放されねばならない。富裕国の成員資格は「封建
的特権の現代における相当物である」(ibid.: 252) 4。
3 『移民の倫理学』以前の時期におけるカレンズのうち、国境を越えた移動の自
由の擁護論が展開された論文としては、「移民と道徳(Migration and Morality)」
(1992 年)がある。同論文における擁護論では原初状態の論証は用いられておら
ず、むしろ後に『移民の倫理学』で展開されたウォルツァーを範とする内在的
批判に基づく国境開放論とよく似た論証がなされている。D・ミラーは(Carens
1992a)と(Carens 2013: 239)の論証に共通する特徴を「片持ち梁戦略(cantilever
strategy)」と呼んでいる(Miller 2016c: 23n23)。実際、「移民と道徳」論文では後述
のウォルツァー的な議論の要素がみられる。「外国人と市民」論文における「あ
る社会における個別の文化や歴史に対する移民の影響は道徳的に重要な考慮事
項ではない」(Carens 1987: 261-2)という主張と、「移民と道徳」論文における「移
民に脅かされる、固有かつ価値のある生活様式をもつ共同体は･･･移民排除の要
求をしてよい」(Carens 1992a: 40)という主張を比較せよ。
4 カレンズは「外国人と市民」論文において、ロールズの原初状態の論証からだ
けではなく、リバタリアンと功利主義からも国境を越えた移動の自由は支持さ
れると
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このような移動の自由の擁護論を、彼は後に「理想主義的アプローチ」とし
て定式化している(Carens 1996)。カレンズは移動の自由の擁護論において掲げて
いる研究目標は、「最高次の理想の観点から現実を評価する」ことを可能にする
規範的規準を導出し、根本的な正当化可能性を問うことである(ibid.: 156, 167)。
これは第一章で確認した分離戦略的な研究目標であることに注意が必要である。
第一章で述べたようにロールズは分離戦略的な政治理論の捉え方を明確に否定
している（１−２−３）。それに対してカレンズは原初状態の論証を用いてはいる
が、公共的問題の解決策の提案を研究目標として掲げるロールズとは異なり、
規範的評価規準の導出および明晰化を研究目標としている。
この研究目標を実現するために、カレンズの自由の擁護論は経験的な文脈と
は切り離された純粋に哲学的な論証として展開されている。この論証において
は、いまここの現実の状況から独立した規範原理を導出するため、現実の制度
や慣行の欠陥や限界の影響を排除することが試みられる。そのため人間の条件
についての一般事実だけがふまえられ、その他はすべての人が正義に適った行
為をするという理想的想定を置く抽象化がなされる (ibid.: 166-7)。
カレンズは国境を越える移動の自由の論証において実現可能性の考慮は主要
な関心事ではないことを強調している(Carens 1996: 156, 167)5。国境開放は「今
日においては政治的に実現不可能である」。そのためカレンズの国境開放論を政
策提言として捉えることは誤りである。国境開放論はあくまでも「既存の実践
や政策を評価する批判的基準(standards)」である(Carens 1992a: 45)。この規準は、
ある政策慣行がその他の慣行よりもより不正であることを明らかにするもので
ある。カレンズはこの評価規準を用いて国外追放は入国拒否に比べてより不正
であり、人種に基づく選別は、その他の基準による選別に比べてより不正であ
ると主張している(ibid.)。
以上からわかるようにカレンズの国境開放論は、いかなる文脈においても適
用可能な規範的規準を導出し明晰化するという研究目標を実現するために、経
論じている。だが彼は、「ロールズがもっとも啓発的である」とみなしている
(Carens 1987: 252)。「外国人と市民」論文における原初状態の論証を用いた議論
はカレンズの議論のなかでもっともよく知られたものだが、彼は原初状態の論
証を用いた議論を同論文以降は展開してはいない。後述するように彼はむしろ
ウォルツァーを模範とする議論を展開している
5 第四節で述べるように、カレンズは実現可能性を脇に置いて批判的規準の提示
を目的とする点において、実現可能な指針の提示にこだわったロールズとは立
場が異なる。
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験的文脈や人びとの日常的な道徳理解とは切り離された純粋に哲学的な論証と
して提示されている。
４−２−２ 参加戦略的論証：「現実主義アプローチ」 
しかしながら、カレンズは「外国人と市民」論文の議論には満足していなか
った。彼は、同論文の翌年に発表されたオーストラリアの移民選別政策に関す
る論文において彼は、国境開放論のような分離戦略的な論証と、公共的問題の
解決策の提案を研究目標とする参加戦略的な論証を次のように比較している
(Carens1988a)。「外国人と市民」論文においてのように
国境開放への賛否を根本的な諸原理に基づいて論じることはおそらく、
あまりに早急でありかつ深入りしすぎている。わたしたちは、様々な国
家における政治実践と政策に埋め込まれた(embedded)道徳的見解の探求
を試みることによって、移民の倫理学についてより多くを学べるかもし
れない(ibid.: 42)。
彼はこの論文で、「外国人と市民」論文のような分離戦略的な論証では、実際
の政策議論における規範的な争点を扱うことができず、具体的な政策指針を示
すことができないと指摘している。政策議論においては国家の入国管理権限は
当然視されている。実際に争点となっているのは、人種を選別基準とする白豪
政策を撤回したというオーストラリアの歴史的文脈において文化的同質性を基
準とする移民選別の実施は正統なものとみなしうるのかといった、「個別の国家
における個別の状況における」入国管理権限の具体的な行使の仕方の妥当性で
ある(ibid.: 42, 55)。こうした難点を克服するためにカレンズが注目するのが、「外
国人と市民」論文において彼が批判を展開していた『正義の諸領域』における
ウォルツァーの議論である。
第一章で述べたようにウォルツァーは公共的問題の解決策の提案を研究目標
とする参加戦略の代表的な論者である（１−２−１）。彼は『正義の諸領域』にお
いて、プラトンやロールズのような抽象的な「洞窟の外に出る」哲学に抗して、
「洞窟の中に留まって…同胞市民に対してわたしたちが共有している世界の意
味についての解釈をする」批判の営みを提示した(Walzer 1983: xiv)。分配的正義
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は政治的共同体において共有されている財の社会的意味に相対的なものである。
「正義は、共有された生活様式(way of life)を構成する、場所や、名誉、仕事や
その他あらゆるものについての固有の理解に根ざしている。こうした理解を越
境することは（常に）不正である」(ibid.: 314)。
彼は、国家の入国管理権限を、こうした共有された生活様式を維持するうえ
での政治的共同体の自己決定の重要性に訴えることで正当化している。「入国許
可と排除は、共同体の独立の核心にある。これらは、共同体の自己決定の深い
意味を示している。もしも入国許可と排除がなかったなら、特性をもった共同
．．．．．．．．
体
．
(communities of character)はありえないだろう〔強調は原文〕」(ibid.: 62)。
だがウォルツァーは、国家の広範な入国管理に関する自由裁量を擁護する一
方で、ドイツなどで問題化していた外国人労働者(ガストアルバイター)の法的地
位については、何らかの形での国籍取得(帰化)の機会が認められるべきという規
範的制約が課せられると主張している。なぜなら、そうした「市民による非市
民の支配」(ibid.)は「政治権力はその被治者の継続的な同意なしには民主的には
行使されえない」(ibid.: 58)という「政治的正義の原理」に違反するからである
(ibid.: 59)。ここでの「被治者には、その決定が施行される領土内で生活するす
べての人びとが含まれる」(ibid.: 58)。
カレンズは上述のように「外国人と市民」論文ではウォルツァーの議論に批
判をしていたが、1988 年の論文においてはウォルツァーを模範とした論証を試
みている。そこでの論証においてカレンズは、ウォルツァーを引用しつつ道徳
には生活についての「理想や生活様式(ideals and ways of life)」という要素もある
ことを強要している(Carens1988a: 55)。そのためたとえば、オーストラリアの移
民選別政策を考察するためには、歴史的な経緯と実際の政策議論を分析しオー
ストラリア人の道徳理解を明らかにしなければならない(ibid.: 42-3) 6。
ウォルツァーを模範とする論証を、カレンズは後に「現実主義的アプローチ」
として定式化している(Carens 1996)7。このアプローチの研究目標は、いまここ
6 オーストラリアはどの程度の文化的同質性を正統に要求できるのかという問
いに対して、カレンズは、抑圧の歴史という社会的文脈が存在しない白人移民
の間では、イギリスからの移民をその他の白人の移民よりも優先することは、
人種差別とはみなしえず、したがって、こうした優先は正統であるという判断
を下している(Carens1988a: 57)。
7 現実主義アプローチという呼称は(Carens 1994; 1996)で用いられているが、
(Carens1988a)では「文脈主義者(contextualist)アプローチ」、(Carens 2000a)では「文
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の現実の世界において実効的な政策指針を解決策として提示することである
(ibid.: 156)。ここでは実現可能性が主要な考慮事項とされ、「すべての事柄を考
慮したうえで、わたしたちは何をすべきであるのか」が探求の課題となる(ibid.:
160)。
この探求では、主権国家の入国管理権限のような近い将来において容易に変
化しそうにない諸事実は、規範的考察の対象ではなく所与の前提とみなされる。
その代わり、入国許可基準や難民認定手続きや非正規滞在者の雇用に影響を与
える規則のような、既存の政策の漸進的な変革に焦点があてられる(ibid.: 158-9)。
また、現実の重要なアクターが、自身の利益や信念や状況を所与としたとき
に、どのようにふるまうかに関する経験的事実もふまえられねばならない。そ
のためあまりに要求度の高い政策指針を提示することは差し控えられねばなら
ない。また代替的な政策が現実にどのような変化を生じさせるかも考慮せねば
ならない。もし政策変更によって、移民や難民に対するバックラッシュが生じ
る見込みが高いのであれば、そうした政策選択肢は回避される(ibid.: 158-60)。
さらに、指針の実効性を担保するためには現実の受け入れ国の人びとにとっ
てたんに受容可能であるだけなく理解可能でもあるような規範原理が採用され
なければならない。「もし他の人びとを説得しようとするならば、受容されてい
る道徳的見解からあまりに離れることはできない」からである(ibid. : 163)。これ
はたんなる議論の説得力を担保するための方策ではない。道徳についてのわた
したちの知識は文化や生活様式に埋め込まれたものである(Carens 1996: 163; cf.
Walzer 1983; 1987)。したがって、わたしたちは「洞窟に留ま」って、「周囲にい
る人びとの道徳理解から出発する必要がある」(Carens 1996: 163)。もちろんここ
でカレンズは、慣習的な見解のすべてを受容せねばならないと主張しているわ
けではない。彼は、ウォルツァーと同様に道徳的な反省は社会批判を導くもの
であることを強調している。したがって現実主義アプローチに関してカレンズ
が主張しているのは、「社会批判のための原理は、わたしたちの同胞市民に共有
された道徳理解に内在した(immanent)ものである」べきだということである
(Carens 1996: 163. cf. Walzer 1987: 64=84)。
カレンズは以上のような現実主義アプローチを、出生による国籍取得や長期
滞在者の帰化、非正規滞在者の問題といったシティズンシップ政策の考察にお
いても採用している(Carens 1989: 33)。ここでは、政治的正義の原理に訴える外
脈(contextual)アプローチ」と呼ばれている。
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国人労働者に関するウォルツァーの議論が考察のモデルとして意識されている
(Carens 1989; 1995: 51n4)。
1992年のフィジーの事例を扱った論文では、インド系フィジー人による普遍
主義的なシティズンシップの要求と、文化保存のために土地所有の排他的権利
をもつ先住民族系フィジー人の個別主義的な要求との衝突を規範的に判断する
ために、現実主義アプローチが用いられている(Carens 1992b)。文脈的判断の重
要性を強調するこの論文での議論は、後に多文化主義についての議論に発展す
る(Carens 2000a)8。だがこの論文では同時に、文脈的判断をあまりに重視しすぎ
ると、本来批判されるべき現状の制約を甘受してしまう危険性が指摘されてい
る(Carens 1992b: 602; Carens 2000a)。
４−２−３ 二つのアプローチの利点と欠点および関係 
理想主義アプローチと現実主義アプローチには次のような利点と欠点がある。
理想主義アプローチの利点は、現実を抽象化することで「道徳的に悪い政策
や慣行を正統化(legitimating)することを回避」できることにある。だが抽象化の
代償として、具体的かつ実現可能な政策指針を示すことができなくなってしま
う。これは、難民問題のような最も切迫した問題を取り扱えないことを意味す
るため人の移動に関わる政治理論にとって深刻である。というのも「正義に適
った世界では、それがどのようなものであれ、難民は存在しないと想定される
であろう。難民とはその定義からして不正義の産物であるからだ」(Carens 1996:
167-8)。
それに対して現実主義アプローチには二つの利点がある。第一に、理想主義
アプローチとは異なり、実現可能かつ具体的な政策指針を提示することができ
る。第二に、現実主義アプローチは、現実の制度慣行に埋め込まれた知識を明
らかにする(Carens1988a)。
しかしながらこのアプローチは、規範原理に現実の人びとの慣習的な見解を
反映させるために、慣習に深く根ざした不正な慣行を正当化してしまう危険性
がある。カレンズは 17 世紀ないし 18 世紀前期のアメリカにおける奴隷につい
ての倫理を例にあげている。「こうした文脈においては、道徳に対する現実主義
的なアプローチは、奴隷主にとっての道徳を分節化するように導くのであって、
8 カレンズの多文化主義論に関しては(川瀬 2009)を参照。
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奴隷制についての疑問やその廃止を訴えかけはしない」(Carens 1996: 164-5)。「も
しある影響力のある道徳を真に欲するのであれば、人びとが従うことができま
た従おうと思うような指令にこだわらなければならない。そうした指令は、奴
隷制の廃止ではなく、よりよく奴隷を扱うことだろう」(Carens 1996: 165; 1992b:
601)。
以上、人の移動の諸問題に関する政治理論には研究目標の異なる二つのアプ
ローチが存在し、それぞれが利点と欠点をもつというカレンズの主張を確認し
た。しかしながら、この時点におけるカレンズの議論では、この二つの間の関
係は明確でなかった。制度や慣行の正当化可能性を問う理想主義と、政策指針
を提示する現実主義とはともに重要である。だが、カレンズ自身指摘するよう
に、移民問題においてのように「既存の制度が根本的に不正であるにも関わら
ず深く根ざしている(entrenched)場合には、この二つの間には厳しい緊張が存在
する」(Carens 1996: 169)。こうした理想と現実の緊張はどのように解消されるの
だろうか。
第三節 理想と現実を統合する論証戦略：「前提漸変アプローチ」
理想と現実との緊張の解消策としてカレンズが『移民の倫理学』において提
示しているのが、前提漸変アプローチという論証戦略である(cf. Carens 2013:
310)9。本節では、はじめにこのアプローチの概要を述べる（４−３−１）。その
次に、方法論的諸条件と方法上の諸条件をそれぞれ定式化することを試みる（４
−３−２，４−３−３）。
４−３−１ 前提漸変アプローチの概要 
前提漸変アプローチとは、解決策の提案において必要な批判的な評価規準の
獲得という課題と経験的な文脈をふまえた指針性を備えた解決策の提案という
課題のそれぞれに対して、より理想的な諸前提に基づく論証とより現実的な諸
前提に基づく論証を複数組み合わせることによって対処する論証戦略である。
9 ただし、現実世界の諸前提から正義に適った世界の諸前提への変更ないし移動
(move)というアイデア自体は、(Carens 1999)および(Carens 2001)ですでに示され
ていた。『移民の倫理学』はこのアイデアに基づいて、カレンズのこれまでの業
績を集大成し展開した著作だと言える。
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この論証戦略は「どのような探求も、どのような種類の考慮事項がふまえら
れていて何がふまえられていないのかについての諸前提に、不可避的に依拠し
ていると同時に制限されている」ことに自覚的になることから出発する(Carens
2013: 299)。人の移動に関わる政治理論の探求において採用できる前提には様々
なものがあるが、その議論で提起できる問いや発見できる回答の種類は、どの
ような前提を採用するかに大きく影響される。
カレンズは、前提がどのように実現可能性の考慮に影響を与えるかに特に着
目する。実現可能性の観点に基づけば、人の移動に関わる政治理論における探
求で採用される諸前提は、「正義に適った世界の諸前提 (The Just World
Presuppositions)」と、「現実世界の諸前提(The Real World Presuppositions)」とい
う二つの両極からなる連続体(continuum)上のどこかの点に位置づけることがで
きる(ibid.: 300)。正義に適った世界の諸前提と現実世界の諸前提は、1990 年代の
議論における理想主義アプローチと現実主義アプローチで採用されていた諸前
提がそれぞれ再定式化されたものとみなせるだろう。
二つの前提の内容を順に確認しよう。一方の正義に適った世界の諸前提にお
いては、最高次の理想の観点から規範的規準を導出し、正当化可能性を問うこ
とが論証上の課題とされる。この探求において正義はただちに実現可能である
必要はない。
そのため、原理の導出にあたっては、ロールズの理想理論においてのように、
一般事実はふまえられるが、その他については理想的な想定が置かれる10。した
がって、現実の状況についての諸事実は考慮されない(Carens 2013:301)。この諸
前提に基づく議論には、理想主義アプローチと同様の利点と欠点がある(ibid.:
302, 305-6)。
他方の現実世界の諸前提においては、いまここの現実の経験的文脈をふまえ
た効果的な指針を解決策として提案することが目指される。そのため目下の文
10 こうした理想的な想定としてどのようなものを採用するかということ自体、
かなり論争的である。善の構想、人間（および他の存在者）の道徳的地位、善
の実現と政治的共同体の形態との関係のようなもっとも基本的な哲学的問いが
関わってくる。また、より限定的な事柄に焦点をあてたとしても、理想的な世
界において、言語や文化やアイデンティティの差異、歴史をどのように想定す
るべきなのかも論争的である。そのため、こうした正義に適った世界の探求に
おいては、移民についての問いは周縁的な役割しか果たさないと、カレンズは
指摘している(Carens 2013: 302-3)。
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脈において実現可能な選択肢のうちで最善のものを決定することが論証上の課
題となる。
この諸前提に基づく議論では、実現可能な指針を示すために将来において容
易に変化させられそうにない多くの事実は所与のものとされる11。したがって、
正義に適った世界の諸前提では排除されていた、個別の歴史、既存の諸制度、
諸国家の間での富や権力の分配、人びとの不遵守などといった様々な事実が議
論の前提とされる(ibid.: 304)。
またこの諸前提に基づく論証は、現実の人びとを説得できるよう理解可能な
仕方でなされなければならない。したがって論証は、人びとが抱いている慣習
的な道徳理解を反映したものでなければならない。そのためたとえより批判的
な観点からは問題含みであっても、慣習に深く根ざした道徳理解は所与の前提
とみなされなければならない (ibid.)。こうした論証の利点と欠点は現実主義ア
プローチと同様である(ibid.: 304-5)。
正義に適った世界の諸前提と現実世界の諸前提は、探求において採用するこ
とのできる様々な前提を実現可能性に着目して整理した連続体上の両極端を構
成する二点である。したがって、聴衆と論証上の課題および実質的な問いに応
じて、この二つの諸前提の間のどこかに位置する諸前提を採用できる(ibid.: 297)。
その際、実現可能性が果たす役割がどのような諸前提を採用するかに応じて変
化することに自覚的になることが重要である(ibid.: 306)。
『移民の倫理学』においてカレンズ自身が想定している聴衆と論証上の課題
および実質的な問いは次のようなものである。同書では正当化の名宛て人とな
る聴衆として、研究者ではない「民主主義と個人の権利の信奉者を自任する北
米およびヨーロッパに住む普通の(ordinary)人びと」が想定されている(ibid.: 3)12。
11 どの事実が近い将来変化しない事実であるかは論争的である。「時に、何が現
実の世界（様々な争点における実現可能な選択肢の集合）なのかについての不
合意の方が、正義に適った世界がどのようなものであるかについての不合意よ
りも大きい」(Carens 2013: 305)。だが、カレンズはどの事実を前提とみなすかを
判断する基準は示していない。
12 カレンズは、自らの主張の射程を明確にするため聴衆を厳密に規定している。
想定されている聴衆には北米とヨーロッパだけでなくオーストラリアとニュー
ジーランドの人びとも含まれる。日本とメキシコは、カレンズ自身は同じ議論
が適用可能と考えるが、適用の是非に関する予想される反論に応答する紙幅が
ないために除外されている。イスラエルを含むその他の国については、文脈に
応じて議論を個別に修正する必要が生じる可能性があるため除外されている
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論証における課題は、こうした普通の人びとを説得することである(ibid.: 6)。最
後の、実質的な問いに関しては各章で扱われる個別の政策領域ごとに様々であ
る。
『移民の倫理学』で実際に採用されている諸前提は、正義に適った世界の諸
前提でも現実世界の諸前提でもなく、連続体上の両者の中間に位置するもので
ある。また、単一の諸前提が採用されているわけではなく、相対的に現実的な
世界の諸前提に近いより現実主義的な論証と、相対的に正義に適った世界の諸
前提に近いより理想主義的な論証の双方が複数組み合わせられている(ibid.:
306)。
４−３−２ 前提漸変アプローチが課す方法論的諸条件 
本項は、前提漸変アプローチにおいてカレンズが採用する方法論的諸条件の
定式化を試みる13。方法論としての前提変更アプローチは、表.4.1.で示したよう
な二つの条件を課すものとして定式化することができる14。
(Carens 2013: 3n3)。
13 これまでの章と同様に、本章における方法論的諸条件及び方法上の諸条件の
定式化は筆者によるものである。
14 改めて確認するならば、本研究における（方法と区別される）方法論とは、
特定の研究の目標と（知識哲学における）存在論および認識論的な立場をふま
えたうえで、望ましい方法が充たすべき諸条件を指針として提示するものであ
る。それに対して（方法論と区別される）方法とは、 方法論が課す諸条件に服
しながら研究の目標を実現するために、個々の分析ツールをどのように用いる
べきかについての特定の手続きである。
表４.１. 前提漸変アプローチが課す二つの方法論的条件
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第一の条件として、解決策の提案は、リベラルデモクラシー諸国の普通の人び
とにとって受容可能かつ理解可能な仕方で正当化されなければならない。前項
で述べたように『移民の倫理学』において正当化の名宛て人としてカレンズが
想定する聴衆は、北米やヨーロッパに住む普通の人びとである。彼は、普通の
人びとを説得するために論証において「北米とヨーロッパにおいて現代の政治
的諸制度と政策の基調をなしかつそれらを正当化している広範な道徳的コミッ
トメント」に訴えている。このコミットメントは「民主的諸原理」と呼ばれて
いる(Carens 2013: 2; cf. 307)。
民主的諸原理の具体的なリストは、カレンズが『移民の倫理学』において規
範的知識の形成及び共有プロセスについての見解として採用している「土台か
らの政治理論(political theory from ground up)」と呼ぶアプローチによって同定さ
れる(ibid.: 9)15。これは、「移民の倫理学の一般的な説明を諸々の特定の問題への
回答によって与えられる建材によって構成する」アプローチである(ibid.: 158)。
この観念は…実際の問題や問いから出発する。…わたしは、こうした問
いの探求において、わたしたちの慣行や諸原理について述べ、そうした
慣行や諸原理がこうした問いに対する道徳的に受容可能な回答の範囲を
どのように狭めているかを述べるよう試みる。…わたしはデモクラシー
についての何らかの包括的な一般理論には訴えかけない。その代わりに
わたしはただ、わたしが擁護しようとしている立場に対するもっとも適
切な反論に対して、こうした反論をしている人びとが受容するであろう
諸原理および諸観念に訴えかけることによって応答する(address)。(ibid.:
9)
このように民主的諸原理のリストは、一般理論として先だって与えられるので
はなく、実際の個別問題の考察において自らの反論者も受容するであろう諸原
理として同定される16。そのため、民主的諸原理は、政治理論家だけでなくすべ
15 カレンズは以前の著作でも政治理論を建築物に喩えている(Carens 2000a: 23;
cf. 2013: 238n18)。
16 こうして同定されるリストの内容は次のように例示されている。「すべての人
の平等な道徳的価値がある、不合意は通常は多数決の原理によって解決される、
個人の権利と自由を尊重する義務をわたしたちはもつ、政府の正統性は被治者
の同意に依る、法の下の平等、法の支配に合致する場合にのみ強制力は行使さ
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ての人びとが受容するであろう、民主主義の日常的な理解と合致するものであ
る。彼が『移民の倫理学』において、「外国人と市民」論文でのような分離戦略
的な論証を選択しなかったのは、特定の一般理論に訴えかけるのを避けること
で理論の説得力を担保するためである。というのも「もし移民の倫理学の分析
をある特定の哲学者の正義の一般理論に結びつければ、その一般理論に反対す
る人びとは自分の議論にも反対する」からである(ibid. : 298)。
ただし、民主的諸原理の同定はたんに現実の人びとがすでに自覚している原
理を特定する作業ではないことには注意が必要である。「慣行は時に理論よりも
先行する場合さえある。そのためいくつかの事例においては、わたしたちはな
ぜこうしたやり方が正しいかを十分に分節化しないまま、移民を公正に扱う方
法を発見している」(ibid.: 5)。彼が行っているのは、「こうした類いの暗黙の理
解を表面に引き出して意識的かつ明示的に基本的な諸原理に結びつけることで
ある」(ibid.)。この作業において彼は「既存の慣行に挑戦し、民主主義諸国は自
らの最も基本的なコミットメントに対して誠実(true)であるために異なった仕方
で行為すべきであると主張している。この種の批判の営みの成功は、読者自身
がすでに受容している規範や原理に訴えかけることで…読者を説得できるかに
かかっている」(ibid.: 6)。
以上から明らかになったように、規範的知識の形成・共有プロセスの見解と
しての土台からの政治理論は、リベラルデモクラシー諸国において共有された
道徳理解を規範原理に反映させるものである。『移民の倫理学』ではウォルツァ
ーへの言及はごくわずかしかなされていないが17、本書以前の議論との連続性に
着目すれば、土台からの政治理論はウォルツァーの見解によく似たものである
ことがわかる。第二節で確認したように、現実の人びとを説得するために人び
とが受容している道徳理解を原理に反映させるウォルツァーの議論にカレンズ
は以前から注目していた。さらに個別の政治共同体を越えて北米とヨーロッパ
諸国において共有されている道徳理解が存在するという発想の起源も、彼のウ
ォルツァー解釈に求められる。カレンズは、1995 年のウォルツァーに関する論
集に寄せた論文において、『正義の諸領域』においてウォルツァー自身が個別の
れるべきである、人種・宗教・ジェンダーのような特徴に基づく差別に服して
はならない、政策において公正や互恵性という規範を尊重すべきである、など
といった諸観念」(Carens 2013: 2)。
17 『移民の倫理学』におけるウォルツァーについての本文での言及は、ウォル
ツァーの国境閉鎖論に言及した箇所のみであり、分量にして 2 頁にすぎない。
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政治的共同体を越えた共有規範に暗黙裏に訴えているという解釈を提示してい
る(Carens 1995: 59; 2000a: 34)。したがって、『移民の倫理学』では規範的な知識
の形成および共有プロセスについての立場として、ウォルツァー的な見解が意
識的に選択されているとみてよいだろう。
前提漸変アプローチが課す第二の方法論的条件として、提案においては論証
上の課題と実質的な問いに応じた適切な諸前提がふまえられなければならない。
したがって、論証上の課題が批判的評価規準の獲得と経験的文脈をふまえた指
針を備えた解決策の提案のどちらであるのかと、どのような政策領域を考察の
対象とするのかに応じて、適切な諸前提が設定されなければならない。
前節で述べたようにカレンズは『移民の倫理学』以前の議論においては、ウ
ォルツァー的な見解を同書でいう「現実的な世界の諸前提」とだけ結びつけて
いた（４−２−２）。だが『移民の倫理学』においては、ウォルツァー的な見解は
「正義に適った世界の諸前提」を採用することと両立可能であるとカレンズは
考えているようである。正確を期すならば、同書では両者の両立可能性につい
ての言及はなされていないのだが、同書が構想段階にあった 1999 年に発表され
た論文における次の記述から両者が両立可能であるとカレンズが考えていたこ
とがわかる18。
より根本的な仕方で慣習的な見解に挑戦することも重要でありうる。そ
のためにわたしたちは、現実世界の諸前提からさらに離れる(move away)
必要がある。こうする仕方の一つは、わたしたちには個々人を平等な道
徳的価値がある存在としてみなす責務があるという、リベラルの間で広
．．．．．．．．
範に受容された
．．．．．．．
、諸原理を前提とすることである…。…この仕方は、道
徳的な諸原理に焦点を当てるために、結論の実現可能性についての問い
を意識的に切り離し(abstract)、国家の国境管理権を肯定する慣習的な原
理がより根本的なリベラルのコミットメントとどのように結びついてい
るのかという問いを開くものである。〔強調は引用者〕(Carens 1999: 1088)
引用部においてカレンズは、リベラルの間で広範に受容された諸原理に訴える、
18 『移民の倫理学』は、2000 年に出版された多文化主義についての著作の姉妹
編として構想されており、数年のうちに出版されるはずであるとこの著作のな
かで言及されていた(Carens 2000a: viii)。同書の出版が当初計画より 10 年以上遅
れた経緯は(Carens 2013: xi)を参照。
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知識の形成および共有プロセスについてのウォルツァー的な見解と、現実世界
から離れた正義に適った世界についての諸前提が両立しうることを明確にして
いる。実際、次項で述べる『移民の倫理学』における国境開放論においては、
ウォルツァー的な見解を採用しつつも、批判的な評価規準を獲得するという論
証上の課題に応えるために正義に適った世界の諸前提が採用されている。
４−３−３ 前提漸変アプローチが具体的な論証に課す方法上の諸条件 
本項では、前提漸変アプローチが具体的な論証に関してどのような方法上の
要請を課しているかを確認する。以下では、『移民の倫理学』の第 7 章における
非正規滞在者の法的地位についての議論と第 11 章における国境開放論との関係
に着目することで、カレンズが具体的な論証に対して次のような二つの方法上
の条件を課していることを明らかにする〔表 4.2.〕。
ボートピープルのように生死の危険を冒して国境を越境しようと試みる人び
とは、出身国で迫害をうけた条約難民の定義にあてはまるような人びとだけで
はない。南北間での貧富の格差の存在のために、富裕国での経済的機会を求め
る人びとも彼/彼女らのなかには多く含まれる(Castles 2003)。こうして国家の取
表４.２. 前提漸変アプローチが具体的論証に課す方法上の諸条件
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り締まりから免れて入国した人びとの多くは、法的な滞在資格をもたない非正
規滞在者として生活していくことになる。
非正規滞在者が直面する状況に関して規範的な考察の対象となりうる問題は、
少なくとも次の三つの次元からなる複合的な問題である。第一に、非正規滞在
者が直面する問題状況として通常指摘されるのは、彼/彼女らへの最低限の権利
保障が事実上欠如していることである。非正規滞在者は、欧米の富裕国におい
ても、緊急医療権のような最低限の権利を享受することすら困難な状況におか
れている。第二に、より根本的に、国家による入国管理法に基づく滞在資格の
取り締まりの実施の規範的な是非を問題にすることもできるだろう。これは国
家の出入国管理権限の規範的な正当性を問う試みとなる。第三に、入国時の危
険やその後の不安定な法的地位を顧みない人びとの移動の要因となっている、
国家間の大きな経済格差を問題とすることもできる。これはグローバルな分配
的正義に関わる争点である。前提漸変アプローチは、ふまえられる事実につい
ての前提をそれぞれの問題の次元に応じて変更することによって、三つの次元
それぞれを別個に考察することを可能にするだけでなく、非正規滞在者が直面
する状況に対して複合的な解決策を提示することも可能にする。
非正規滞在者の法的地位
『移民の倫理学』の第 7 章においてカレンズは非正規滞在者の法的地位の問
題を扱っている。この探求においては、現実の非正規滞在者問題に対する経験
的文脈をふまえた指針性のある解決策を提案することが論証上の課題とされて
いる。そのため彼は、意識的に現実世界の諸前提により近い事実前提を採用し
ている。すでにみたようにこの諸前提においては近い将来容易に変化させられ
ない事実は所与のものとされる。したがって、入管法に基づいた非正規滞在者
の取り締まり権限を国家が持つことや、非正規滞在者の移動の要因である国家
間の貧富の格差の存在は、たんなる背景的諸前提とされ規範的な評価の対象か
ら除外される。
こうした事実前提に基づいてカレンズは、非正規滞在者はどのような法的地
位をもつべきかを論じている(Carens 2013:130)。彼はこの考察において、前項で
確認した規範的知識の形成および共有プロセスについてのウォルツァー的見解
に基づいて、慣行のなかに埋め込まれた道徳理解を明らかにしていく。その結
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果、非正規滞在者は緊急医療権のような一般的な人権をもっているという道徳
規範が共有されていることが見いだされる(ibid.: 131-2)。しかしながら、非正規
滞在者には現実の慣行において確かに形式的に法的な権利が認められてはいる
のだが、そうした権利は実効的には保障されていない。非正規滞在者たちはし
ばしば、当局に発覚して強制退去させられることを恐れて人権として認められ
た法的な保護の享受を断念することを選択する(ibid.: 132)。カレンズは、こうし
た事態を回避するためには、一般的人権の保障に際して入国管理当局に情報が
提供されることを遮断する法的なファイアウォールが確立されるべきであると
提言している(ibid.: 133)。本章においてカレンズは非正規滞在者がもつべき法的
地位として、法的ファイアウォールの他に、非正規滞在者の子どもの権利、労
働関連の諸権利などを論じている。また、正規化の要件および長期滞在者に対
する強制退去の是非についても議論している。これは『移民の倫理学』におい
てカレンズが個別の問題に対する解決策として提案している具体的な政策指針
の一例である。重要なのは、経験的文脈をふまえた指針性のある解決策を提案
するという論証上の課題に応えるために、ふまえられる事実に関してより現実
主義的な諸前提が意識的に採用されていることである。
国境開放論
いま述べた非正規滞在者がもつべき法的地位の考察においては、国家が入国
管理権限を有しており、したがって在留資格をもっていない人びとを強制的に
退去させる権限をもつこと、および国家間の貧富の格差の存在が背景的前提と
されていた。しかしながら、法的地位の問題の解決策に関するより現実主義的
な諸前提に基づく論証だけでは、これらの背景的前提が道徳的に問題含みであ
ることが看過されてしまう危険がある。以下でみるように『移民の倫理学』に
おける国境開放論は、こうした危険を回避し、国家が入国管理権限を持ってい
るという一旦は議論の前提とされた慣習的見解を批判する規範的規準を獲得す
るという論証上の課題に応えるために展開されている。重要なことに、国境開
放論は、非正規滞在者の法的地位などの個別の問題についてのより現実主義的
な諸前提に基づく論証と矛盾するものではない(Carens 2013: ch.11)。
国境開放論は、入国管理権限についての慣習的見解に対する現実から独立し
た批判的な規範的規準を獲得するという課題に応えるために、両極のうちの正
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義に適った世界の諸前提により近くなるような諸前提を設定することにより展
開されている(ibid.:299,310)。したがって、すべての行為者と国家は正義に適っ
た行為をするという理想的な前提が置かれる(ibid.: 230)。ただし、国境開放論で
想定されているのは完全に正義に適った世界ではない。国家間の貧富の格差の
存在は依然として背景的前提とされている(Carens 2013:310;1999: 1088)。国境開
放論における事実前提は、連続体上において現実世界の諸前提と完全に正義に
適った世界の諸前提との中間に位置するような諸前提である(2013: 306)。
『移民の倫理学』における国境開放論の内容を具体的に確認しよう。同書の
国境開放論において、原理はリベラルデモクラシー諸国の普通の人びとの日常
的見解から引き出されるものであるとされている。これは「外国人と市民」論
文における国境開放論からの大きな転換であることを再度確認しよう。同論文
における原理は、いかなる文脈においても適用可能な規範的規準を導出し明晰
化するという分離戦略的な研究目標の下、人びとの日常的な見解とは切り離さ
れたいわば純粋に哲学的な論証によって導出されていた。それに対して『移民
の倫理学』における国境開放論においては、原理は人びとが実際に受容してい
る道徳理解の内側から導かれている。この新しいウォルツァー的な国境開放論
は、どのようにして国家には入国管理権限があるという慣習的な見解に対して
批判的な規準を提示しているのだろうか。
カレンズはまず、広範に共有された民主的諸原理のうちに含まれた権力行使
の民主的正統性についての次のような相互に関連した三つの想定から出発する。
第一に、すべての制度や慣行は人為的なものである。第二に、政治・社会制度
についての代替案の規範的な評価においては、すべての個人が平等な道徳的価
値をもつことをわたしたちは出発点とせねばならない。第三に、人びとの自由
の制限に対しては、道徳的な正当化が要請される。この正当化においては、特
定の「わたしたち」にとってだけでなく、代替的な制度に服することになるす
べての人びとにとって、その制度が理に適っており公正であるとみなしうる理
由が提示されねばならない(Carens 2013: 226-7)。
これら三つの想定をふまえれば、次のような国境が開放されるべき三つの一
見自明な(prima facie)理由が存在する。第一に、行きたいところに行くことがで
きる権利は、それ自体として重要な自由である。第二に、移動の自由は、機会
の平等にとって不可欠である。第三に、移動の自由は、政治的・社会的・経済
的不平等の縮減に貢献する(Carens 2013: 227–8; cf. 1992a: 26)。この国境開放の要
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請は、自由や平等の価値についての一般理論からではなく、人びとによく知ら
れた民主的諸原理の特定の解釈から導き出されている点において、ウォルツァ
ー的な土台からの政治理論による要請である(Carens 2013: 230)。
以上のようなカレンズの議論は一見したところ奇妙なものである。『移民の倫
理学』における国境開放論は、人びとによく知られた民主主義についての日常
的見解に基づくものとされているにも関わらず、国家には入国管理権限がある
という現実の人びとの多くが抱く慣習的な見解や現実の国家の慣行に挑戦する
ものである。カレンズは、彼が人びとの日常的見解の一解釈として提示する国
境開放論が、国家の入国管理権限についての慣習的見解よりも正しいとする根
拠をどのように説明しているのだろうか。
カレンズは自らが慣習的な見解の方が誤っていると考える根拠を、彼が「外
国人と市民」論文以来用いている封建制のアナロジーを用いて説明している。
国内における移動の自由の制限が不正である理由は、それが人びとの機会の平
等を侵害するからである。同様に、国家間に貧富の格差が存在するというここ
での事実前提からして人びとが享受できる機会の程度が国家間で大きく異なる
ことを考慮すれば、国家間での移動の自由の制限もまた人びとの機会の平等を
侵害していると考えるべきである(Carens 1992a: 27–8; 2013: 239)。この封建制下
での移動の自由の制限とのアナロジーは、かつての人種差別や性差別と同様に、
国家の「移民管理に関する自由裁量は、今日のほとんどの人びとには不正義だ
とみえていない不正義である」ことを示している(ibid.: 230)。この説明において
カレンズは、現実の国家による移民制限の「慣行が道徳的に擁護可能であるよ
うにみえる諸理由を反省」することで慣行の「再考」を促しているのだといえ
よう(Carens 2004:122)19。
以上のような国境開放論における論証上の課題は、経験的事実をふまえた政
策指針を解決策として提案することではない
．．
ことを再度確認しておこう(Carens
2013: 296)。第一に、ここでの考察ではすべての行為者や国家が原理を遵守する
という理想的な前提がおかれている。したがって、他の行為者や国家の不遵守
のような現実の政策実施においては重要な経験的事実はここでは考慮されてい
ない(ibid.: 230)。第二に、カレンズは、国境開放を国家に受け容れさせることは
政治的に実現不可能であることには一貫して自覚的である(Carens 2013: 295;
19 以前の著作において、カレンズはこうした反省の過程をロールズにおける反
省的均衡の過程として捉えている(Carens 2004; 2000; 1992c)。
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Carens 1987: 270; 1992b: 45)。第三に、いまここの現実の状況において望ましい
指針は、理想的な制度案にもっともよく似た制度案であるとは限らない。たと
え最善の制度が国境の開放であったとしても、現実において採用されるべき次
善の策は国家の入国管理権限をかなりの程度許容するものでありうる(Carens
1999: 1092n6; 2013: 296) 20。
『移民の倫理学』における国境開放論の論証上の課題は、現実の状況におけ
る不正義の程度を測るための規範的評価規準の獲得である。したがって、非正
規滞在者の法的地位の規範的考察においてなされたような解決策の提案を課題
とする国家の入国管理権限を前提とする論証と矛盾するものではない。
国境開放論の観点からは、国家には入国管理権限があるという慣習的な見解
および現実の国家の入国管理に関する慣行は不正であると評価される。この観
点からすれば確かに一方で、非正規滞在者の法的地位を保護するファイアウォ
ールの創設は、国家間の移動の権利が認められれば服従する必要のない制約に
人びとを服従させている点において、不十分である。だが他方で、国境開放論
の観点からも、非正規滞在者に何らかの権利と法的地位を獲得する機会を認め
ることは、こうした権利と機会を完全に否定することに比べれば、より不正で
ないと評価される(Carens 2013: 295)。ファイアウォールの創設は、「少なくとも
正しい方向への一歩である」(ibid.)。さらに、国境開放論は、入国管理法の存在
は不正であることを示すことで、非正規滞在者が法的許可を得ずに入国した道
徳的な過ちを犯して人びとであるとみなされることを、より少なくするだろう
(ibid.)。
国境開放論は慣習的な見解を批判する規範的規準として機能する。さらに、
非正規滞在者の法的地位問題のようなより現実世界の諸前提に近い議論とも両
立する。このように『移民の倫理学』においては理想と現実との間に根本的な
衝突は生じないことが示されている(ibid.: 293)。
グローバルな分配的正義
20 これは「次善の策(second best)」問題として知られている。カレンズはこの問
題を早くから認識していた(Carens 1992a: 45)。次善の策問題に関してより詳しく
は(Goodin 1995b)。
170
最後に、国境開放論とグローバルな分配的正義の関係を確認しよう。国境開
放論において採用される事実前提は、完全に正義に適った世界の諸前提ではな
く、あくまでも現実世界の諸前提との中間に位置するものであった。そのため、
国家間での貧富の格差の存在は背景的前提とされ、規範的評価の対象から除外
されていた。こうした格差は、より完全に正義に適った世界についての諸前提
へと事実前提が変更されることによって、規範的評価の対象とされる。
国境開放論とグローバルな分配的正義との関係は、Ｔ・ポッゲをはじめとす
るグローバルな分配的正義の論者から、人の移動は国家間の貧富の格差に由来
する付随的な問題にすぎないという指摘がなされるため重要である(Pogge 1997;
LoP)。カレンズも、国家間の貧富の格差を縮減することが「国境開放に比べて
より切迫しかつ根本的な道徳的課題である」ことは否定しない(Carens 2013: 233)。
しかしながら、グローバルな不平等の根源的な縮減がいつ達成されるかは定
かではないため、現実に移動している人びとの道徳的要求を無視することはで
きない(Carens 1992a: 35; Bader 1997: 37–8; 2005: 344)21。前提漸変アプローチは、
このような人の移動に関わる諸問題とグローバルな分配的正義とを別個の問い
として扱わなければならないという要請に応えるものである(cf. Carens 2013:
311-2)。
前提漸変アプローチが課す方法上の諸条件
以上の議論から、前提漸変アプローチは論証上の課題と実質的な問いに応じ
た適切な諸前提を変更した複数の論証を組み合わせることによって、複合的な
問題のそれぞれの次元を別個に考察することを可能とするだけなく、複合的な
解決策を提示するものであることが明らかとなった。前提漸変アプローチに基
づくカレンズの論証は、非正規滞在者が直面する問題状況における三つの次元
を別個に考察しているだけではなく、（1）法的ファイアウォールの創設、(2)入
管法違反は道徳的な過ちではないという日常的見解とは異なる規範的評価の提
示、(3)国家間の貧富の格差の縮減という複合的な解決策を提案している。
本項の議論から、カレンズが具体的な論証に対して課す方法上の諸条件を次
のように定式化することができるだろう。第一の条件として、複合的な問題状
21 第二章で述べたように、人の移動の問題の考察をより根本的な問題が解決さ
れる日まで先送りすれば、問題は悪化してしまうかもしれない（２−４−２）。
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況に対する解決策の提案においては、複合的な問題状況の一次元だけでなくす
べての次元を考察することで、複合的な解決策の提案が試みられなければなら
ない。第二の条件として、複合的問題のそれぞれの次元に対する解決策の論証
においては、個々の問題状況と論証上の課題に応じた適切な事実前提が設定さ
れなければならない。特に論証上の課題に関して、諸前提は次のように設定さ
れなければならない。もし論証上の課題が経験的文脈をふまえた指針性のある
解決策を提案することであるならば、より現実的な諸前提が設定される。もし
論証上の課題が慣習的な見解から独立した批判的な評価規準の獲得であるなら
ば、より理想的な諸前提が設定される。
第四節 方法論および方法としての前提漸変アプローチの批判的検討
本節では前提漸変アプローチの方法論および方法としての意義と限界を検討
する。まず、このアプローチが課す第一の方法論的条件を批判的に検討しこの
方法論の問題点を明らかにする（４−４−１）。次に、ミラーが提起している前
提漸変アプローチの首尾一貫性に対する批判の妥当性を吟味することで、前提
漸変アプローチが問題先行的な研究のための方法であることを指摘する（４−４
−２）。最後に、以上の検討をふまえたうえで前提漸変アプローチの意義と限界
を明確化する（４−４−３）。
４−４−１ 方法論としての前提漸変アプローチの批判的検討 
 本項では前提漸変アプローチが課す方法論的諸条件を批判的に検討する。４−
３−２で述べたようにこのアプローチは、１）解決策の提案はリベラルデモクラ
シー諸国の普通の人びとにとって受容可能かつ理解可能な仕方で正当化されな
ければならない、２）提案においては論証上の課題と実質的な問いに応じた適
切な諸前提がふまえられなければならない、という二つの条件を方法に対して
課すものである。以下ではこれら二つの条件からなる方法論としての前提漸変
アプローチには二つの問題点があることを指摘する。
第一の問題点として、方法論としての前提漸変アプローチは、論証の妥当性
を評価する規準が明示されていないために公共的討議による精査が困難なもの
となってしまっている。解決策の提案の妥当性を公共的な討議において精査す
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るためには、論証における諸々の考慮事項が可視化されているだけなく、論証
の妥当性を評価する規準が明示されていることが必要である（１−２−１）。前提
漸変アプローチは、第二の方法論的条件によって、論証においてふまえられて
いる諸前提を可視化することは要請している。しかしながら、論証の妥当性を
評価する規準を明示していない。
方法論としての前提漸変アプローチが論証の妥当性を評価する規準を明示す
るものではないことは、『移民の倫理学』における国境開放論におけるカレンズ
の議論からみてとることができる。カレンズは、第一の方法論的条件を充たす
ために、リベラルデモクラシー諸国の人びとの間に共有されている「民主的諸
原理」に訴えていた（４−３−２）。『移民の倫理学』における国境開放論での国
境を越える移動の自由の擁護論も民主的諸原理に訴えるものである（４−３−３）。
だが、民主的諸原理に訴える彼の論証はかなり論争的である。カレンズとは
異なり国家の入国管理権限の正当性を認めるウォルツァーやミラーも、受け入
れ国の人びとの間で共有された慣習的な道徳理解に訴えているという点ではカ
レンズと同様である。したがって、カレンズは、なぜ自らの民主的諸原理の解
釈が恣意的なものではないかを示すことができなければ国境開放論を擁護する
ことはできないはずである22。
それにも関わらず彼は、民主的諸原理の解釈の妥当性を判断するための評価
規準を提示していない。カレンズはただ、自らの民主的な解釈が「中立的」で
なものではなく(Carens 2013: 4)、カレンズ「自身の実際の見解に一致する」もの
であることを明言しているだけである(ibid: 307)。結局の所カレンズは、彼が模
範とするウォルツァーと同様に、解決策の提案という行為を達人芸として捉え
てしまっているように思われる。
方法論としての前提漸変アプローチの第二の問題点として、この方法論は第
一の条件からわかるように、移民を受け入れるリベラルデモクラシー諸国の人
びとに対してしか受容可能性と理解可能性の要請を課していない。したがって、
第二章で述べた「根拠づけについての誤謬」を犯してしまっている。そのため、
「イデオロギー的誤謬」も副次的に犯している。この点はミラーと同様である
（３−４−３）。
22 実際のところ、国境開放論においてカレンズが提示している民主的諸原理の
解釈の恣意性は多くの論者によって批判されている(Sager 2014; Miller 2015;
Abizadeh 2015)。
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４−４−２ 問題先行型研究のための方法としての前提漸変アプローチ
本項では前章で扱ったミラーが、方法としての前提漸変アプローチに対して
提起している首尾一貫性についての批判を検討し、ミラーを含む多くの論者が
依拠する理論先行型研究と、カレンズが依拠する問題先行型の研究の相違を明
らかにする。
前提漸変アプローチは、前節で述べたような二つの方法上の条件を課すもの
である（４−３−２）。これら二つの条件からも窺えるように、方法としての前
提漸変アプローチは、より現実主義的な諸前提に基づく個別主義的かつコミュ
ニタリアン的な論証と、より理想主義的な諸前提に基づく普遍主義的かつコス
モポリタン的な論証を複数組み合わせる論証戦略を採用することで23、これら二
つの論証を架橋するアプローチであるといえる。ミラーは『異質な人びと』に
おいて、カレンズによるコミュニタリアン的論証とコスモポリタン的論証との
架橋は首尾一貫しておらず失敗していると批判している(Miller 2016a: 16)。彼
は次のように述べている。
もしある人の基底的なコミットメントが[カレンズのように]実際には
コスモポリタンであるならば、移民に対するシティズンシップ試験の
要請や自らが参入した国家への忠誠心の肯定を支持するといった [コ
ミュニタリアン的な]政策に対して多くの場合挙げられる正当化を真剣
に受けとめることは困難であるだろう。そうした人はこれらの要請が
どれだけ負担となるか(onerous)を評価し、この点からそうした実践の
受容可能性を判断することができるかもしれないが、心の底ではそう
した実践はすべて正当化できないとみなしているはずである。〔[ ]内は
引用者〕(ibid.)
ミラーがみるところ、カレンズが現実の喫緊の問題にする指針性を備えた解決
23 カレンズの議論の普遍主義的かつコスモポリタン的側面に関しては説明が必
要であろう。彼は、『移民の倫理学』の国境開放論で擁護される移動の自由の価
値は、「たとえその起源が(民主的な伝統にだけ根ざしているという意味におい
て)個別主義的であったとしても、要求の射程は普遍的でありうる」と考えてい
る(Carens 2013: 308)。
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策を提案するために提示しているコミュニタリアン的な論証は、国境開放論に
おいてカレンズが表明しているコスモポリタニズムへの基底的なコミットメン
トと首尾一貫しない。そのため、カレンズが提示するコミュニタリアン的論証
の説得力は、コスモポリタン的な観点によってバイアスがかかった限定的なも
のである。
ミラーは、カレンズの研究をその他の多くの政治理論における業績と同様の
理論先行型の研究であるとみなしているように思われる。理論先行型の研究と
は、ある現象の理解や問題化においてつねに特定の理論的観点を採用する研究
のことをいう24。第三章で論じたミラーの議論はコミュニタリアンという特定の
理論的観点から出発しているため、理論先行型研究の典型である。理論先行型
の研究は現代政治理論において多くの理論家によって遂行されてきた25。前提漸
変アプローチの首尾一貫性についてのミラーの批判においては、政治理論にお
ける論証においては理論的なコミットメントがもっとも重要であり、いかなる
論証もその論証を掲げている論者の基底的な理論的コミットメントを考慮せず
には吟味することはできないことが当然視されている。そのためミラーは、カ
レンズの研究を理論先行型研究とみなしていることが窺える。
しかしながら筆者は、カレンズの前提漸変アプローチは実際には問題先行型
研究のための方法論とみなされるべきであり、カレンズの議論は理論先行型研
究であるという想定に基づくミラーの首尾一貫性についての批判は妥当ではな
いと考える。問題先行型研究とは、ある現象の理解および問題化と解決策の論
証において、研究目標の違いもふまえたうえで、候補となる複数の競合的な理
論的観点と方法の間からより適切なものを選択する研究である。『移民の倫理
学』におけるカレンズの議論が問題先行型の研究であることは、論証上の課題
と実質的な問いから出発し、これらに応じた適切な諸前提に基づく論証を行う
ものであることから明らかだろう26。
24 理論先行型研究と後述する問題先行型研究の区別については(Shapiro 2005)を
参照。この区別については序章でより詳しく言及した。
25 その結果、政治理論における争点は理論的立場の違いに着目して理解される
ことが多い。たとえば、「リベラル—コミュニタリアン論争」や「コスモポリタ
ン—コミュニタリアン論争」などのラベリングは理論的立場の違いに基づく分
類である。
26 ただし５−２−３においては、カレンズの議論は実際には問題理解において特
定の理論的コミットメントを先行させてしまっているため、問題先行型研究の
ための方法論としては不十分であることを指摘する。
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問題先行型研究においては論証の基本単位は、人
．
ではなく、個々の問題
．．
であ
る。問題先行型研究においては、理論先行型研究とは異なりその論証が誰によ
ってなされたものであるかやその論者の基底的な理論的コミットメントが何か
は重要ではない。そうではなく、その研究で掲げられた問題に対してある特定
の解決策を実施されるべきことを、適切な仕方で根拠づけられているかどうか
だけが重要である。
したがって、カレンズが個別の政策領域における現実の喫緊の問題にする指
針性を備えた解決策を提案するという論証上の課題に応えるために提示してい
るコミュニタリアン的な論証は、カレンズ自身の基底的なコミットメントが何
かとは無関係に、その論証における具体的な論証のプロセスそれ自体だけに着
目して評価されなければならない。そのため、前提漸変アプローチに対してミ
ラーが提起している首尾一貫性についての批判は妥当ではない。
政治理論において問題先行型の研究はそれほど多くはない。だが論証の基本
単位は問いであるという問題先行型研究の基本的発想は、参加戦略を採る論者
の基本的発想と親和的である。参加戦略においては、正当化は自らと異なる意
見を持つ人びとにとって理解可能でありかつ説得的な論証を提示することが試
みられる。こうした論証を提示するためには、自らの基底的なコミットメント
から出発するのではなく、聴衆の間で共通の見解から出発することが要請され
る。したがって、問題先行型研究における論証の捉え方は、一見するほど突飛
なものではない。そればかりか、参加戦略が掲げる公共的問題の解決策の提案
という研究目標を達成するためには、理論型先行型研究から問題先行型研究へ
の転換が要請されるとまでいえるだろう。前提漸変アプローチはこの問題先行
型研究のための方法であるという点において重大な意義があるといえるだろう。
４−４−３ 方法論および方法としての前提漸変アプローチの意義と限
界
本章のこれまでの議論によって、方法論および方法としての前提漸変アプロ
ーチの意義と限界が明らかとなった。
前提漸変アプローチの意義は、論証の基本単位を人ではなく個々の問いであ
るとみなす問題先行的な研究のための方法上の諸条件を提示している点にある。
この方法は問題解決という研究目標を達成するうえで重要な理論先行型研究か
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ら問題先行型研究への転換において利用することができる論証戦略の一端を示
すものである。
さらにこのアプローチは、人の移動の諸問題において常であるような様々な
次元からなる複合的な問題状況に対して政治理論がどのように対処することが
できるかの展望を示している点でも重要である。第二章ではロールズが本章で
述べたような複合的な問題状況に対して、社会の基本構造に関わる問題からは
じめに検討するという特異な対処の仕方を採用していたことを指摘した（２−４
−２）。だがロールズの対処の仕方は、すべての重要な公共的問題についてそれ
らがどのような順番で考察され解決されるのが適切であるかを提案者がただ一
人で特定するという、人間の認知能力を越えた事柄を提案者に要請している点
で不適切である（２−４−２）。それに対してカレンズが採用する前提漸変アプロ
ーチは、一方で複合的問題のそれぞれの次元を切り離して別個に考察すること
を可能とする。ロールズの対処の仕方はまた、人の移動の諸問題のような現実
における喫緊の課題の解決を、国境を越える貧富の格差などのより根本的な問
題が解決されるまで先送りするものであった。それに対して前提漸変アプロー
チでは喫緊の課題を先送りすることなく経験的事実をふまえた指針性のある解
決策を提案することが可能である。それだけではなく、このアプローチは複合
的な問題に対処するための複合的な解決策を提案することもできる。
しかしながら前提漸変アプローチは、次のような二つの限界を抱えてもいる。
第一に、このアプローチにおいては、論証の妥当性を評価する規準が明示され
ていないため公共的な討議による精査が困難である。この困難を克服するため
には解決策の判定のための方法論的諸条件が明確にされなければならないだろ
う。第二に、このアプローチは、ミラーの方法と同様に、根拠づけについての
誤謬に陥ってしまっている。この誤謬を回避するためには、根拠づけは受け入
れ国の人びとだけはなく移動者と送り出し国の人びとにとっても受容可能かつ
理解可能な仕方で提示されなければならない。次章では、これら二つの限界を
克服するような代替的な方法論と方法はどのようなものであるかを考察する。
第五節 小括
本章では、経験的文脈をふまえつつ批判的と指針性を兼ね備えた解決策を提
示するという人の移動の政治理論における方法論的課題に対して、カレンズが
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『移民の倫理学』においてどのように応答しているかを、彼のそれ以前の業績
との比較もふまえつつ論じた。
第二節においては、1990 年代までのカレンズの議論を概観することで、彼が
いかなる文脈においても適用可能な規範的規準の導出と明晰化を研究目標とす
る分離戦略的な論証と、公共的問題に対する指針性を備えた解決策を提案する
参加戦略的な論証の双方の重要性にすでに自覚的であったことを確認した。
第三節においては、カレンズの前提漸変アプローチがどのような方法論およ
び方法上の諸条件を課すものであるかの定式化を試みた。彼は、批判的な評価
規準の獲得という課題と経験的な文脈をふまえた指針性を備えた解決策の提案
という課題という論証上の二つの課題の違いと実質的な問いの違いに応じて、
より理想的な諸前提に基づく論証とより現実主義的な諸前提に基づく論証を複
数組み合わせることを提案している。
第四節においては、このアプローチの意義と限界を検討した。前提漸変アプ
ローチには二つの意義がある。第一に、このアプローチは、人の移動の諸問題
において常であるような様々な次元からなる複合的な問題状況に対して政治理
論がどのように対処することができるかの展望を示している。第二の意義とし
て、このアプローチは論証の基本単位を人ではなく個々の問いであるとみなす
問題先行的な研究のための論証戦略としても注目すべきものである。しかしな
がらこのアプローチは二つの限界がある。第一の限界として、このアプローチ
においては論証の妥当性を評価する規準が明示されていないため、公共的な討
議によって提案を精査することが困難である。第二の限界として、このアプロ
ーチはミラーと同様に根拠づけについての誤謬に陥っていることを指摘した。
本章の議論においてはミラーだけなくカレンズの方法論もまた、批判性と指
針性を兼ね備えた解決策の提案という研究目標を達成するうえで、困難がある
ことを指摘した。次章では、本研究が第二章で示した解決策の提案と判定のた
めの諸条件と、ミラーとカレンズの方法論を比較することを通じて、人の問題
の解決のためのより望ましい方法論がどのようなものかを考察する。
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第五章 人の移動の問題を解決するための方法論の考察
第一節 問題の所在
本章の目的は次の二つである。第一に、方法論についての前章までの議論に
よって定式化された妥当な方法論の三つ候補を比較対照することで、人の移動
の問題を解決するための政治理論が服するべき方法論的諸条件はどのようなも
のであるかを明らかにする。第二に、方法論的諸条件を提示することで、人の
移動の諸問題の解決に規範的政治理論がどのように貢献できるかを示す。
第三章で述べたように、人の移動に関わる政治理論における重大な方法論的
課題は、批判性と指針性を兼ね備えた解決策の提案という研究目標を達成する
ことができる適切な方法論はどのようなものかを明らかにすることである。第
三章と第四章では、人移動に関わる政治理論における代表的な論者であるミラ
ーとカレンズのそれぞれが、この課題に対してどのような方法論によって応答
を試みているのかを検討した。
彼らの方法論はともに、実際の問題状況についての経験的文脈をふまえるこ
とで解決策の指針性を担保することに成功していた。しかしながら彼らは、受
け入れ国の人びとの間に共有された道徳理解にだけ訴えており、移動する人び
とや送り出し国の人びとに対しては受容可能かつ理解可能な根拠を提示してい
ない。そのため、批判性を備えた解決策を備えた解決策を提案するという研究
目標に照らせば難点があることが明らかになった。
序章で述べたように妥当な方法論の探究は、候補となる方法論と方法のうち
のどれが研究目標をよりよく達成するかを比較することにより遂行される。本
章では、本研究が第二章において問題理解アプローチとして提示した方法論と、
ミラーの方法論およびカレンズの方法論との比較を試みる。
本章ではこのアプローチが、人の移動に関わる諸問題の解決策についての具
体的な論証に対してどのような要請を課すものであるのかを、難民とその他の
移民が入り交じった大量流入への対処という難民問題における喫緊の課題に即
して考察する。
本章の構成は次のようなものである。はじめに、問題理解アプローチが注目
する、問題理解の理論ないし観点への依存性がどのようなものかを明確にする
ため、移動の自由をめぐるカレンズとミラーの論争に着目する。その結果、彼
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の見解が背後にある人間観の相違に起因することを指摘する（第二節）。次に、
人の移動という現象の理解が選択される観点によってどのように異なるかを明
らかを、難民の大量流入という現象に即して論じる（第三節）。最後に、難民の
大量流入を解決するという大目標を達成するうえで問題理解アプローチが効果
的であるかどうかを検討し、このアプローチが人の移動の解決のためにどのよ
うに貢献しうるかを示す（第四節）。
第二節 人の移動の諸問題を解決する政治理論における問題理解の中心性
本節では、第三章で論じたミラーと第四章で論じたカレンズの移動の自由を
めぐる論争が、その背後にある人間観の違いに起因することを指摘することで、
人の移動の政治理論における問題理解の中心性を明らかにする。以下ではカレ
ンズとミラーそれぞれの移動の自由についての見解を概観した後に（５−２−１、
５−２−２）、彼らの論争の背景には定住民的な人間観と遊牧民的な人間観の対立
が存在することを指摘する（５−２−３）。
５−２−１ カレンズの国家間移動の自由擁護論
カレンズは、先進国間の移動も含む移動の自由一般の道徳的重要性を主張し
ている。彼の論証は次のような二段階を経るものとして整理できる。第一段階
として彼は、現在一国内においてすでにそれ自体としての本質的な(intrinsic)重
要性が認められている自由のある側面と、その理由を指摘する。そのうえで彼
は第二段階として、そうした自由が重要である理由は、一国内だけでなく、国
家間の移動においても同様に適用されることを示している。
カレンズは第一段階の論証を次のように行っている。一国内における移動の
自由がその他の価値に還元されない本質的な道徳的重要性をもつ理由は、国内
における移動の自由が「他人の意志に服従せず、自らの意志で移動する場所を
決定することが、近代的な自由の重要な側面である」からである(Carens 2013:
249)。したがって、国内において移動の自由が保障されることの重要性は、ある
特定の場所から別の場所へと移動できることそのものにあるわけではない。国
内移動の自由の重要性は、ある人が「他の人の意志に服することな」く、自ら
の意志である場所から違う場所への移動を決定できることそれ自体から生じる
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(ibid.)。さらに彼は国内移動の自由には、以上のような本質的重要性に加えて、
機会の平等の実現と、政治的・社会的・経済的平等縮減にとっての道具的重要
性もあることをも指摘している(Carens 1992a: 26; 2013: 227–8)。
第二段階の論証としてカレンズは、これらの国内移動の自由が重要である理
由はいずれも、国家間移動の自由に対しても同様に適用されると主張している1。
もし一国内において自由に移動する権利を人びとがもつことがそれほど
重要であるのであれば、国家間において自由に移動する権利をもつこと
もまた同様に重要なのではないだろうか。一国内においてある人が移動
したいと思うすべての理由は、国家間を移動する理由にもなりうる。･･･
国内移動の自由を人権として扱う一方で、国家間移動の自由に関して諸
国家に裁量的な管理を認めることは、道理に適っていない(make no moral
sense)。わたしたちは既存の移動の自由の人権を拡張すべきである。
(Carens 2013: 239; cf. 1992a: 27–8)
彼はこのように、国内移動の自由の権利が重要であるならば、同じ理由から国
家間移動の自由の権利も重要であるはずだと主張している。以上の議論から彼
は、国内だけでなく国家間においても、「移動の自由は、人間の自由にとっての
本質的な重要性をもつため、基本的人権とみなされねばならない」と結論づけ
ている(Carens 2013: 252–3)。
５−２−２ ミラーの国家間移動の自由否定論
ミラーは先進国間の移動について、カレンズと正反対の次のような結論を下
している。「人が移住を望む一因とは、生まれた土地には存在しない文化に参加
することである。･･･これは国境を越える自由な移動の権利を根拠づけるもので
1 この論証は(Carens 1992a)においてすでに示されていたが、後に「片持ち梁戦
略(cantilever strategy)」という名前が与えられている。これはカレンズの議論に
対してミラーが採用した名称をカレンズ自身が採用したものである(Carens
2013: 238; Miller 2016c)。この論証の利点は、国内移動の自由の根拠の分節化と、
その根拠が国家間移動の自由には適用されないことの挙証責任を、国家間移動
の自由の権利を否定する論者に負わせる点にある(Carens 2013: 238n19, 239)。
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あろうか。わたしにはそうは思えない」(Miller 2007: 207=251)。上述のようにカ
レンズは国家間移動の自由を、まず国内移動の自由には本質的な重要性がある
ことを示したうえで、国家間移動の自由も同じ理由から重要であることを示す
という二段階の論証を行っていた。ミラーはこの二つの段階それぞれに対して
反論を提示することで、国家間移動の自由の権利を否定している。
第一に、ミラーはカレンズと異なり、国内移動の自由の場合においてさえ、
自由に移動できることそれ自体に本質的な重要性があるとは考えていない。
わたしたちが標準的な形式の国内的な移動の自由の権利を主張するのは、
それがそうした権利が認められていなければ、国家が不当な仕方で移動
の制限を課すことによりその他の権利が侵害されうるという究めて理に
適った恐怖からであって、わたしたちがどこにでも移動できることそれ
自体に根本的な利益を見いだしているからでない。たとえ国境の内側で
あっても、どこにでも移動できるそれ自体には根本的な利益はないので
ある。(Miller 2016c: 26-7: 22)。
このように彼によれば、国内移動の自由が保障されるべきなのは、国家が移動
の制限を少数者らの抑圧のための手段として利用し、結果その他の人権が侵害
される見込みが高いという、道具的な重要性があるからである。
この当然の帰結としてミラーは、国家間での移動の自由もまた本質的な重要
性をもたないと主張する。もちろん彼も、いかなる場合でも国家間での移動の
自由が人権とみなされうる道徳的重要性をもたないと主張しているわけではな
い。たとえば難民の場合には、彼/彼女らが「基本的
．．．
諸自由(basic freedoms)〔以
下に段落における強調はいずれも原文〕 」を侵害されていることを彼は否定し
ない(Miller 2007: 204=248-9)。しかしながらこの場合に国家間の移動が人権とし
てみなされるのは、彼/彼女らが出身国において「適切な
．．．
幅の選択肢(adequate
range of options) へのアクセス」を欠いているからである(ibid.: 207=251) 。それ
ゆえ、もし出身国の近くでの難民保護地区設立や出身国への援助などの移住以
外の方策によって適切な幅の選択肢を保障することができるのであれば、彼/彼
女らの移住は認められなくてもよい(Miller 2016c: 21-2; 2007:225=270)2。
それに対して先進国間での移動の自由で問題となっているのは、「ただの
．．．
自
2 ミラーの難民受け入れ論については（３−３−３）を参照。
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由(bare freedoms)」である(Miller 2007: 204=248-9)。ミラーも「何かを選ぶ際によ
り多くの選択肢が人びとにあることには常にいくぶんかの
．．．．．．
価値がある」ことは
認めている(ibid.)。しかしながら、そうした移住は道徳的に重要な「根源的な利
益ではなくて、せいぜい個人的な選好としてのみ理解される」(Miller 2016c：19)。
換言すれば、この場合において「国外に移住できることは、何らかの
．．．．
物理的移
動手段へのアクセスに対するニーズというよりも、[高級車である]アストン・マ
ーチンに対するわたしの関心(interest)のようなものである〔[ ]内は筆者。〕」(Miller
2007: 206-7=251-2)。以上のようにしてミラーは移動の自由に本質的な重要性は
ないと主張している。
ミラーは、国内移動の自由が道徳的に重要である同じ理由が国家間移動の自
由にも適用されるというカレンズの第二段階の論証に対しても批判を提示して
いる。彼によれば、国家は、国内間移動の自由に関しては国内移動を管理する
政策的手段をもっている。だが国家は、国家間移動に関しては管理手段を国家
有していない。したがって管理手段の有無が、国内移動の自由と国家間移動の
自由が区別される根拠となる(Miller 2016c: 23-4)。
以上のようなミラーの議論が妥当だとすれば、カレンズの議論が成立しなく
なるのは明らかである。もしミラーの主張するように国内移動の自由には手段
的な価値しかないとすれば、国家間移動の自由の権利は、それを保障すること
が機会の平等の追求などのために最も効率的であるといった偶然的な歴史的状
況でしか認められないことになる。そのため、国家間移動の自由一般を擁護す
るカレンズの議論は放棄されなければならないことになる。またもしカレンズ
の主張が正しく国内移動の自由に本質的な重要性があるとしても、第二段階の
論証におけるミラーの国内移動の自由と国外移動の自由との区別論が成功して
いるならば、国家間移動の自由は否定されることになる。
５−２−３ 定住民的人間観と遊牧民的人間観
本項では、ミラーとカレンズの論争の背後には、定住民的な人間観と遊牧民
的な人間観の対立という問題の理解にとって基底的な見解の相違があることを
指摘する。
前述のようにミラーは、国内移動の自由の場合においてさえ、自由に移動で
きることそれ自体に本質的な重要性はないと主張している。国内移動の自由が
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人権であるのは、そうした人権が保障されていなければ国家が少数者の抑圧の
ために移動の自由を制約し、その結果その他の人権が侵害される見込みが高い
という、道具的な重要性があるからである。
したがって、難民の場合で確認したように一国内において適切な幅の選択肢
へのアクセスが保障されているかがより重要である。そうした適切な幅の選択
肢が保障されているのであれば、国家間移動の自由は認められなくてもよい。
カレンズは、この選択肢の幅に訴えるミラーの議論は、国内移動の自由が認
められるべき境界線がどこに引かれるべきかを説明していないと批判している。
ミラーに従うならば、十分な人口と経済力のあるアメリカやカナダの州を考え
た場合、移動の自由はそうした州の内部で保障されさえすればよいことになっ
てしまう(Carens 2013: 243-4)。したがって、たとえばニューヨーク州からカリフ
ォルニア州への移動を保障するような、国内全域における移動の自由が保障さ
れるべき根拠を示すことができていない(cf. ibid.: 252)。
この批判に対してミラーは次のように応答している。確かにカルフォルニア
からニューヨークの移動において国家間においてのような境界管理が実施され
ることになれば、それ以前に州の間を自由に移動していた人びとにとってはか
なり不便になるであろう。だがこうした不便さは、国内移動の自由に関する「制
度編成それ自体を評価するうえでは、割り引かれるべきものである」(Miller
2016c: 26)。国内において導入された新しい移動規制に「一度慣れさえすれば、
わたしたちは州間の境界が閉鎖されていることを思い煩うことはなくなるだろ
う」(ibid.)。移動それ自体には本質的な価値はないというミラーの議論は徹底し
ている。
しかしながら彼はこの徹底した議論の根拠を何も示していない。そのため彼
が何を根拠にしているのかは推量に頼るより他ない。筆者は、彼が移動それ自
体には本質的な価値はないという実質的な議論を論証抜きで提示しているのは、
『ナショナリティについて』（1995 年）における人間の行為主体性の想定と同様
の前提が、移動の自由論でも暗黙裏に設定されているからであると考える(Miller
1995)。
同書のなかでミラーは、ある所与の領土をもったネーション共同体の内側で
営まれる次のような特定の生活様式を、現実の国家における社会関係の説明と
して提示している3。すなわち、政治的共同体においては、たんに居合わせただ
3 ここでのミラーの関心は、社会正義の背後にある文脈としての、国民国家にお
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けの救命ボートの乗員の間にはないような、ネーションが占有する特定の領土
(territory)とナショナル・アイデンティティの双方と切り離せないある共有され
た生活様式(shared way of life)が存在する(Miller 1995; Miller 2007)。
この生活様式において具体的な地理的空間である領土は二つの重要な役割を
果たす。一方で領土には、そこで生活する人びとがそこの環境に生活様式を適
合させていく過程において区画整理や耕作といった手が加えられていく。この
ような領土と人びとの相互作用の結果、領土は共通の文化的価値が反映された
故郷(home)として、ナショナル・アイデンティティと結びつく(Miller 1995:
41=71-2; 2007: 227–8=262)。この領土は他方で、そうしたネーションと、その領
土において正統な管轄権をもつ政治的共同体とを結びつける (Miller 1995:
24=44)。ネーションの成員が政治的な自己決定に本質的な価値を見いだすのはこ
のためである(ibid.: ch.3&4)。以上のように、この生活様式において人びとは、
ある所与の領土の内部において生活し、領土と結びついたアイデンティティを
形成していくものとみなされている。
明示的ではないが、ミラーは上述の生活様式が一般事実に類する人間の普遍
的な特徴であるとみなしているようである。実際彼は、共同体の領土外から移
住してきたマイノリティにとっても、移住先の領土と結びついた「ナショナリ
ティという共通感覚によって充足される心理的ニーズ」が存在することを指摘
している(ibid.: 138=241)。つまり、マイノリティ集団は、たとえ移住元の土地
(place)への愛着をもっていたとしても、「移民先の土地(place)や歴史の一部とつ
ながっているという感覚」や、ここが「故郷であるという感覚(feel at home)」を
得たいのであるとされている(ibid.)。
それに対して、次の一連の引用からわかるように、彼は特定の領域の内部に
定住しない遊牧民的な生活様式は特殊ないし逸脱的なものとみなしている。「確
かに移動それ自体に価値を見いだすような遊牧民的な生活様式も存在する。･･･
[だが]それは、文化的な特殊な生活様式であるように思われる。そのため、移住
への普遍的人権はこの基礎に基づいては正当化することはできないであろう。」
(Miller 2016c: 18-9; cf. 2016a: 50)。さらに彼は出国の権利の重要性を指摘した後
ですぐ、実際にそうした権利を行使する人に関して次のように述べている。「た
んにより快適な生活を享受するためだけに、窮地にある自国を見捨てる人をわ
たしたちは好ましいとは思わない(disapprove)だろう」(Miller 1995: 42=72-3)。
ける市民同士の関係性に向けられている。
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以上のような人びとはある領土の内部で生活しそのなかで領土と結びついた
アイデンティティを形成するという人間観は、移民・難民研究において「定住
民的な(sedentary)」人間観と呼ばれているものである(Malkki 1992; Turton
2005)4。
それに対してカレンズは、遊牧民的とでも言うべき人間観にコミットしてい
るようである。以下で見るように彼は、ミラーのような定住民的な人間観を明
確に否定している。
カレンズは、自由に移動すること本質的な重要性を見いだしていたことはす
でに確認した。自由な移動の道徳的重要性は、ある場所から別の場所に移動す
ることにではなく、ある人が自らの意志である場所から違う場所への移動を決
定したという事実にある。したがって先述のアメリカ国内の移動の例において
は、「あなたにとってロサンジェルスに行くことが重要かどうかに関わらず、ど
の政治的権威もあなたの決定に関与していないということが非常に重要なので
ある」(Carens 2013: 249)。
さらに彼は、ミラーのような移動の自由がなぜ重要なのかという問いかけそ
のものが、自由とその制限の正当化に関する通常の想定からすると変則的であ
ることを次のように指摘している。
民主主義的な観点からすれば、正当化を要請するのは、自由の行使で
はなく、自由の制限であるべきである。しかしながら、国境を横断す
る移動の自由の場合には、こうした期待は逆転(reverse)されてしまいが
ちである。(ibid.: 236)。
このように移動の自由の場合に、挙証責任が自由を制限する側から行使する側
へと逆転しまう事情を彼は、入国管理に関する国家の既存の権限があまりにも
慣行に深く根ざしていることに求めている。「国家が入国管理に関してもつ自
由裁量は、多くの人びとにとって疑う余地のないものにみえるほど、よく確立
され広く行き渡った慣行なのである」(ibid.: 237)。
特定の領土と人びととの結びつきを強調し領土外への移動を例外的なものと
みなすミラーとは異なり、カレンズにとってどこに行くかを決めるということ
は行き先に関わらず人間の行為主体性の重要な一側面である。
4 定住民的人間観については５−３−３で詳しく述べる。
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以上で確認したように、第一段階の論証をめぐるものとして確認した、移動
の自由に本質的な道徳的重要性があるかどうかという論争は、結局のところ両
者がコミットする人間観の違いに帰着するように思われる。ミラーにとって、
人間生活にとって定住が通常であり移動は変則的ないし逸脱的な行為である。
したがって、移動は例外的にしか認められない。それに対してカレンズにとっ
ては、移動が通常であり、移動を制限することの方が変則的である。
この見解の対立は、政治理論の中心問題は、問題の適切な理解の仕方をめぐ
るものであるというオニールの洞察を想起させるものである（２−４−３）。彼女
は、理論的に中立的な問題の理解は存在しないとも指摘していた（２−３−２）。
これはミラーとカレンズにとって致命的な指摘である。彼らの論証は結局の所
論争的な人間観の一方に依拠したものであるならば、公共的な討議において特
定の解決策の妥当性についての合意が形成される見込みは期待できそうにない。
本章で検討する、問題理解アプローチは、ミラーとカレンズが適切に扱うこ
とができていない問題理解の理論ないし観点依存性に正面から取り組むもので
ある。以下では、難民と移民の大量流入という現象に即して問題理解アプロー
チが問題解決に貢献するものであるかを検討する。
第三節 難民問題と問題理解の観点
前節では人の移動という現象の理解における観点の重要性を指摘した。本節
では、解決策の提案において（しばしば意識されることなく）選択される観点
によって、問題理解がどのように異なるかを、難民の大量流入という現象に即
して示したい。はじめに、現代における難民問題の特徴であるとみなされる難
民と移民が混在した移動という現象が、現行の難民レジームにおいてどのよう
に理解されているかを概観する（５−３−１）。次に、「難民」概念に着目するこ
とで、現行レジームにおけるこの現象の理解の特徴を明らかにする（５−３−２）。
最後に、社会学や人類学の知見に依拠することで同じ現象が庇護申請者の観点
からはどのように理解されるかを素描する（５−３−３）。
５−３−１ 現象としての移民・難民の大量流入と問題の理解
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難民の大量流入(large-scale influx)と混在移動(mixed flows)は、現在の難民問
題の主要な特徴であるとみなされている。紛争や深刻な干ばつのような緊急事
態はしばしば、受け入れ国の能力を越えていると感じられるような、大量かつ
急速な難民の流入を生じさせる。また、こうした難民は、他の移民と混在して
いる。つまり、難民と移民は、同一の経路を辿ることに加えて、ともに保護の
享受とよりよい生活についての複雑な動機を抱いている。こうした移動は、難
民が到達した受け入れ国に、保護の重い「負担」ないし責任を課す。
難民条約に基づく現在の難民レジームにおいて、難民を保護する責任は、庇
護申請者が到達した場所に基づいて割り当てられる。つまり、国家は自らの国
境の内側にいる難民に対してしか責任を負っていない(Hathaway and Neve
1997: 141; Gibney 2015: 451)。しかしながらこのレジームは、難民受け入れ国
（とりわけ富裕国）に、庇護申請者の流入を抑止するインセンティブや難民に
ついての狭い定義を採用するインセンティブを与えると指摘されている。実際
に受け入れ国においては、国境における入国管理に加えて、査証管理やキャリ
アサンクションや海上抑止策などのような、庇護申請者の不到達政策が実施さ
れている。また、受け入れ諸国は、難民をより狭く定義して真の
．．
移民と偽装
．．
難
民とを厳格に区別することによっても、難民の数を限定しようと試みている。
現在のレジームにおける受け入れ国の実践は次のような問題を生じさせてい
る。第一に、責任の分担に関して、現行レジームにおいては、地理的に離れて
いる国や実効的な国境管理を実施できる国は、たとえ十分な受け入れ能力をも
っていたとしても、相対的に少ない難民に対してしか保護の責任を負わない。
その結果、難民保護の責任の大部分は、難民の出身国に近い途上国、とくにそ
のなかでも実効的な国境管理が実施できない諸国によって担われている。もち
ろん、UNHCR (国連高等難民弁務官事務所)を通じた再定住プログラムや難民支
援資金援助のような、国際的な協働メカニズムは存在している。だが既存の協
働のメカニズムへの参加は各国の自発的な選択に委ねられており、十分である
とはいえない。
第二に、既存の実践においては、移住者の混在的な性質に起因する多くの問
題が生じている。現行レジームにおいては、庇護申請者は庇護を希望する国に
おいて庇護を得るためには、実際にその国の国境の内側に辿り着くことが要請
される。だが、先進国は不到達政策を実施することで移民希望者だけでなく難
民の入国までも阻んでしまっている。その結果、目的国に到達するために、多
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くの難民は密航業者の利用を含む不法な手段をとることを余儀なくされている。
そのため移動中の庇護申請者は、人権侵害のリスクにさらされ、しばしば生命
の危機にも直面せざるをえない。また、難民受け入れ国にとっても、不到達政
策や自国への庇護申請者のなかから真の難民を区別するための認定プロセスに、
多大な費用がかかるという問題がある。以上が、現行の難民レジームにおいて
広く受け入れられた見解に即した移民・難民の大量流入が生じさせる問題状況
の理解である。
５−３−２ 難民問題と受け入れ国の人びとの観点
本節での議論の関心はこの問題状況に対する解決策を考察することではなく、
いま述べたような問題の理解がどのような観点に基づいているかを明確にする
ことにある。前節でも述べたように、問題理解アプローチは中立的な問題理解
は存在しないという洞察から出発する。そのためこの方法論は第一の条件とし
て提案者が当の公共的問題を周縁化された人びとの観点にも
．
開かれた仕方で適
切に理解することを要請している。
この方法論に基づけば、論証は「なぜ個別の状況がある記述によって把握さ
れるべきであり、別の記述によっては把握されるべきではないかについての判
断の説明」から始められなければならない(O’Neill 1986: 29)。もしも何が道徳
的に重要であるかの理解について広く受け入れられた見解をそのまま受容すれ
ば、重要な道徳的問題が看過されてしまうかもしれない。そのためまず本項に
おいては「難民」概念に着目することで、既存の難民レジームにおける受け入
れ国の人びとの観点に基づく問題理解の仕方の特徴を明らかにする。次項では、
人類学の知見を参照して代替的な問題理解の仕方を示すことを試みる。
難民受け入れ国の間でもっとも広範に受容されている「難民」概念は 1951 年
難民条約に基づくものである。この条約において難民は、「人種、宗教、国籍
若しくは特定の社会集団の構成員であること又は政治的意見を理由に迫害を受
けるおそれがあるという十分に理由のある恐怖を有するために」出身国を逃れ
た人びとと定義されている5。
この定義の特徴は次の二点である。第一に、この定義は、混在している人の
移動の流れのなかから「真正な」難民とその他の移民を明確に区別できると想
5 難民の地位に関する条約(1951 年難民条約)第一条 A(2)。
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定している。第二に、この定義は難民カテゴリーを限定的に定義している。し
たがってこの定義によれば、出身国の内部で避難している人びと(国内避難民
(IDPs))や、飢饉や自然災害の犠牲者や、出身国における貧困な生活からから逃
れてきたひとびとは難民とはみなされない(Goodwin-Gill 2014)
現行の難民レジームにおいて「難民問題」は、次のように国民国家制度と切
り離すことはできないものとして次のように理解されている(Haddad 2008; cf.
Arendt 1973)。国民国家制度の下では、すべての国家は自国に居住するすべて
の人びとの基本的人権を保護する一次的な義務があると想定されている。しか
しながら現実にはこの義務を履行しないか履行することに失敗する国家が存在
する。そのため、難民問題は、出身国で保護を受けることができない人びとに
対する二次的な義務を履行する問題として理解される (Carens 2013: 221;
Haddad 2008: 86-7)。
５−３−３ 難民問題と庇護申請者の観点
前項で述べたような難民条約における難民の二分法的な捉え方と、定住が人
間にとって正常な生活形態であるという定住者主義的な人間観を前提とした難
民問題の理解の仕方に対しては、難民および強制移動研究において多くの社会
学者や人類学者から批判が提起されている。本項ではこうした研究の知見を参
照することで、移民と難民の大量流入という同じ現象が庇護申請者の観点から
はどのように理解されうるのかを素描する。
前項で確認した難民条約に基づく難民の定義は、難民というカテゴリーを限
定に捉えているだけでなく、真正な難民をその他の移民から二分法的に区別す
ることができると想定されていた。「混合移民」という概念の発展に貢献した
社会学者であるＳ・カースルズ(Stephen Castles)は、難民とその他の移民は連続
的であり、したがって難民条約の二分法的な定義は恣意的であることを強調し
ている(Castles 2007)。彼は、難民と移民とは次の四つの点で結びついていると
指摘している。第一に、経済移民となる要因と難民となる要因とは相関してい
る。つまり、政治的迫害はより貧しくより平等でない国家において生じやすい。
第二に、難民とその他の移民とは同じ経路と輸送手段を用いる。第三に、目的
国においては難民もその他の移民も同じ移民コミュニティのなかで生活するこ
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とを望む。第四に、両者はともに受け入れ国の不到達政策のために、密航業者
を使うことや、危険な移動をすることを強いられている(ibid.: 26)。
さらに人類学者であるＤ・タートン(David Turton)とＬ・マルッキ(Lisa
Malkki)は、前項で述べたような国民国家の存在と切り離せないものとして理解
される難民問題の理解に対して、次のような根本的な疑問を投げかけている
(Malkki 1992; Turton 2005)。彼女らは、そうした難民問題の理解は、前節でミ
ラーが依拠していたような、人間と特定の領土との結びつきは自然かつ正常
(normal)であるとみなす定住民的な人間観を前提としていると指摘している。
この定住民的な理解によれば、避難(displacement)と移動は人間にとって例外的
かつ異常(anomalous)な事態だとみなされている。彼女らは、そうした定住民的
な理解は、実際にはバイアスを含むものであり修正されねばならないと主張し
ている。
タートンは、エチオピアにおける長年のフィールドワークに基づいて、定住
民的な理解においての想定とは逆に、人びとのアイデンティティと特定の場所
との結びつきは人間にとって本質的なものではないと指摘している(Turton
2005)。したがって、少なくともある人びとにとって、場所への愛着は、定住民
的な理解において想定されているような社会的な活動の前提条件ではなく、む
しろ活動により作られるものである。強制移動者の場合、こうした場所への愛
着を生じさせる活動はたとえば、「以前いた場所について繰り返し物語ること
や、失われてしまった身の周りの環境のうちのなじみ深い特徴を再び創り出す
ことや、なじみのある物や思い出の品を持ち歩くこと」である(ibid.: 276)。こ
の遊牧民的な人間観に基づけば、難民が経験する避難は人間にとって必ずしも
異常な経験ではなく、むしろ「ありふれた(ordinary)」経験である(ibid.: 278)6。
第四節 難民と関係するすべての人びとにとっての解決策
本節では、前節で確認した難民と移民が混在した移動という現象が生じさせ
る問題状況の解決という大目標の達成において、問題理解アプローチが提示す
る方法論的諸条件が効果的なものであるかどうかを考察する。はじめに、この
方法論が受け入れ国の人びとと庇護申請者の観点のどちらか一方だけに立脚し
6 マルッキは同様の点を、タンザニアのフツ難民の調査を基に指摘している
(Malkki 1992)。
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た解決策の提案を退けるものであることを確認する（５−４−１）。次にこの方法
論が、関係するすべての人びとの観点をふまえた解決策を考察するために、ど
のような論証プロセスを要請しているかを概観する（５−４−２）。最後に、この
方法論が、解決策の提案の妥当性を精査する公共的討議における集合的精査の
プロセスにおいてどのような評価規準を提示しているかを確認する（５−４−３）。
５−４−１ 解決策の提案における観点の周縁化と理由づけの誤謬
方法論としての問題理解アプローチは第一の方法論的要請として、当の公共
的問題を周縁化された人びとの観点にも
．
開かれた仕方で適切に理解することを
要請している。本項ではこの要請の含意を前項で述べたような移民と難民の混
合した流入という現象に即して確認する。
問題理解アプローチの第一の方法論的要請が、混合移動という現象に対する
解決策の提案に対してもつ含意は明確である。すなわちこの要請に従うならば、
受け入れ国の人びとの観点と庇護申請者の観点のどちらか一方だけの観点に基
づいた問題理解に立脚する解決策の提案は取り下げられるか修正されなければ
ならない。方法論の妥当性は特定の研究目標に照らして比較判断される。した
がって以下では、問題理解アプローチが二つの観点の一方だけに基づく問題理
解に立脚する提案に対して、問題解決という大目標を実現するうえでどのよう
な欠陥があると指摘するかを確認する。
まず、このアプローチに基づけば、受け入れ国の人びとの観点だけが考慮さ
れた解決策はどのようなな欠陥があると判定されるかについて述べたい。
第三章で論じたミラーが 2015 年にヨーロッパで社会問題化した移民と難民
が混合した大量流入に対して提案している解決策は、受け入れ国の人びとの観
点だけを考慮した解決策の典型であるといえるだろう。ミラーは移民と難民が
交合した大量流入という現象に対して、二分法的な難民の定義の維持と負担配
分レジームの確立の二つを軸とする解決策を提案している (Miller 2016a:
166–73)。
難民の定義から述べれば、彼は難民を「原因が国家による迫害か国家の崩壊
か自然災害のいずれによるかに関わらず、もし自らが居住している場所に留ま
っていたのならば自らの人権が脅かされるであろう人びと」と定義している
(ibid. :166)。この定義は難民条約の定義より広い範囲の人びとを含むものであ
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るが、彼は同時に難民をその他の経済移民から明確に区別することの重要性を
次のように強調している。彼によれば庇護のための資源の希少性を考慮すれば、
受け入れ国が大量流入した人びとのうちの受け入れの優先順位をつけるために
は難民と経済移民との二分法的な区別は維持されなければならない(ibid.:
169-170)。
責任分担スキームについてミラーは、金銭的な負担の配分だけでなく難民受
け入れ数の割り当てまでを含むスキームが受け入れ国の間で確立される必要が
あると提言している(ibid.: 170)。そのうえで彼は、責任分担レジームを機能さ
せるためには、難民にはどの国に受け入れられるかを決定する自由は認められ
るべきではないと主張している(ibid.: 171)。
本章で検討している方法論である、問題理解アプローチにおける判定のため
の方法論的諸条件に基づけば、ミラーの提案はどのように評価されるだろうか。
以下では、二分法的な難民定義維持についての提案と、責任分担レジームにつ
いての提案のそれぞれについて検討する。
まず、難民と経済移民との二分法的区別は維持されるであるという提案つい
て述べる。問題理解アプローチに基づけば、この提案は聴衆である他者の能力
と脆弱性について現実とは異なった想定を導入しているため、根拠づけについ
ての誤謬を犯している。前節で述べたように、たとえ難民条約よりも広い定義
であったとしても難民と経済移民とを二分法的に区別することは、実際に国境
を越えて移動し庇護申請をしている人びとの観点からは恣意的な区分である。
責任分担レジームについてのミラーの提案も同様に、根拠づけについての誤
謬を犯したものである。庇護申請者には受け入れ国を決定する自由はないとす
る。前節で言及したタートンは、すべての庇護申請者は行為主体として各人の
状況に応じた固有のニーズをもっていると指摘している(Turton 2003: 6)。庇護
申請者の観点に立てば、「個々の難民にとってどこに定住することになるかは
生活のすべての側面において甚大かつ広範囲な影響を及ぼす」ことは明らかで
ある(Gibney 2015: 459n1)。そのため、もしもどこで庇護を享受するかについて
の庇護申請者の選好が無視されるならば、たとえ受け入れ国の人びとの観点か
らは公正なものとみえるスキームであったとしても、庇護申請者の観点からみ
た場合には「制度化された大規模な強制移動(forced removal)」すぎないかもし
れない(Kritzman-Amir 2008: 379; Gibney 2015: 460)。
さらに、前節の議論をふまえれば、ミラーの提案は全体として問題の認知枠
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組についての誤謬まで犯しているといえる。難民と経済移民との二分法的な区
分に基づく移民と難民の大量流入という現象の理解は、庇護申請者の観点から
は恣意的で受容できないものである。加えて、ミラーの提案の背後にある移動
は逸脱現象であり例外的にしか認められないという定住主義的な人間観は、庇
護申請者自身の状況の理解とは大きく異なるものかもしれない。以上から、問
題理解アプローチに基づけば、ミラーの提案は根拠づけについての誤謬と問題
の認知枠組の誤謬に陥っているため、修正されるべきものであることが明らか
になった。
次に、庇護申請者の観点だけが考慮された解決策に対する、問題理解アプロ
ーチの評価を確認しよう。このアプローチが課す判定のための方法論的諸条件
に基づけば、庇護申請者の観点だけが考慮された解決策にも欠陥がある。前節
で述べたような社会学者や人類学者の議論は、移民・難民の大量流入する状況
への解決策として、現在の受け入れ国の慣行において認定されているよりもか
なり多くの人びとを難民として受け入れるべきであるという提言をするもので
ある(Turton 2003; cf. Betts 2010)。前節でみたように庇護申請者の観点に基づ
く問題理解は、難民概念と国民国家制度との結びつきを切り離すものである。
その結果、平和構築や出身国への経済支援などといった庇護以外の手段によっ
てより効果的に救済されるであろう人をも含む、基本的ニーズが欠如した非常
に多くの人びとが難民概念に包摂されてしまう。
だが難民概念のそうした際限のない拡張は、受け入れ国の能力を適切にふま
えていないものであり、根拠づけについての誤謬に陥ってしまうものである。
受け入れ国の人びとの観点からは、庇護のための資源は希少である(Martin
1991)。そのため帰結に関わらず、大量の移民と難民の流入を認めることは理に
適っていない（３−４−３）。さらに、庇護申請者の観点だけしかふまえない問
題の理解は、問題の認知枠組についての誤謬も犯しているといえる。
５−４−２ 難民とすべての人びとにとっての解決策
前項では問題理解アプローチによれば、受け入れ国の人びとと庇護申請者の
どちらか一方だけの観点だけに基づく解決策の提案にはいずれも欠陥があると
判定されることが示された。これはこのアプローチがどのような提案を退ける
のかという消極的な側面についての議論である。本項では、問題理解アプロー
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チがどのような仕方で周縁化された人びとまで含むすべての関係する人びとの
観点をふまえた解決策を提案するのかという、積極的な含意を確認する。
問題理解アプローチは、前章で述べたカレンズのアプローチと同様な問題先
行型の研究のための方法論であることをまず確認したい（４−４−２）。政治理論
における研究は理論的コミットメントが先行するものであるという立場からす
れば、受け入れ国の人びとの観点と庇護申請者の観点を同時に考慮するような
論証がどのようにして成立するのかわからないかもしれない。だが政治理論の
考察は個々の具体的な問題から出発するとみなす問題先行型研究の立場からす
れば、当の公共的問題に関係する多様性のある聴衆のそれぞれの人にとって受
容可能かつ理解可能な根拠を提示することは、論証が備えているべき基本的な
要請である。
解決策の提案においては、現状において広く受け入れられた評価規準から相
対的に独立した評価規準を獲得することが重要な課題となる（３−４−２、４−２
−１）。ミラーとカレンズはいずれも、受け入れ国の人びとの間で広く共有され
た慣習的な信念を源泉として規範的な評価規準を獲得しようとしていた（３−３
−１、４−３−２）。しかしながら、慣習的な信念を規範的評価規準の源泉とする
試みは、当の慣習的な信念の妥当性を評価する別の規準が明示されていない限
り、公共的な討議における精査が困難であるという難点を抱えている（４−４−
１）。他方で、規範的評価規準を経験的文脈に依存しない純粋に哲学な探究から
導出する分離戦略的な試みは聴衆にとっての理解可能性という点で難点がある
（１−２−２）。
問題理解アプローチは、この課題に対して現実の人びとの社会的経験への評
価を規範性の源泉とみなすことで応答する。第二章で述べたようにアンダーソ
ンは次のように指摘している。「人びとはしばしば自分自身の直観とは食い違う
評価用語によって出来事を経験する。そうした経験は、･･･自分の評価的パース
ペクティブに対して挑戦を提起するものである」(Anderson 1993: 109)。規範的
評価の規準は、ある社会的経験に直面し、その経験を適切に説明するために新
しく創造される（２−４−２）。
このアプローチは特に周縁化された人びとの社会的経験に着目する。なぜな
ら、経験を理解するために利用可能な概念資源に関して格差が存在するからで
ある。社会的権力を有している集団は自らの社会的経験を記述する適切な概念
資源を容易に利用することができるのに対して、劣位な立場にある人びとは適
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切な概念資源を見出すことができない（２−４−２）。したがって、難民と移民の
混在移動という現象の理解にあたっては、受け入れ国において優位にある人び
との観点だけなく、庇護申請者の社会的経験や、受け入れ国において劣位な地
位にある人びとの社会的経験が考慮されなければならない7（さらにより十全な
解決策の提案のためには、貧困な受け入れ国や送り出し国の人びとの経験にも
注意が払われなければならない）。
庇護申請者の社会的経験を参照すれば、移動する人びとが複合的な問題状況
におかれていることが明らかになる（５−３−３）。富裕な受け入れ国に移動する
人びとには、難民条約の定義に適合する人びとだけなく、出身国の紛争や経済
荒廃から避難してきた人びとや、生活水準を向上のために貧困国を去った人び
とが含まれる。このような混在的な人の移動に対処するためには、難民の受け
入れの推進や抑制という対処策だけは不十分であることは明らかである。混在
する移動の根源的要因(root cause)に対処するためには、庇護の付与に経済援助
や平和構築への支援を組み合わせた複合的な解決策が要請される(cf. Pogge
1997; Lister 2013)。
前章で述べたように複合的な問題の解決策をただ一人で特定することは人間
の認知能力の限界をふまえれば不可能である。したがって、複合的な問題のす
べての次元を解明すると同時に、一方で問題のそれぞれの次元を別個に考察し
解決策を考察しながら、他方で問題の個々の次元についての考察を組み合わせ
ることで複合的な解決策が模索されなければならない（４−３−３）。次項で述べ
るように、この複合的な解決策の模索は、ただ一人でなされるのではなく公共
的な討議によって集合的になされると想定すべきである。
複合的問題の個々の次元についての考察においては、短期的な解決策と長期
的な解決策の違いを意識することが重要である。喫緊の事態に対処するための
短期的な解決策の提案においては、ミラーやカレンズが指摘しているように、
近い将来において容易に変化しそうにない事柄を、規範的考察の対象の外にあ
る所与の前提とみなすことが要請される（３−３−２、４−３−１）。したがって、
解決策の履行を実際に担うことになる政策立案者や、履行のための負担を負う
ことになる受け入れ国の人びとの、問題理解の仕方や用語法から大きく離れる
7 本章の議論では受け入れ国において劣位にある人びとが移民や難民の流入に
直面してどのような社会的経験をしているかについては検討できていない。だ
が、そうした人びとの社会的経験に着目することは、問題理解アプローチから
当然に要請される。これは今後の重要な研究課題である。
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ことはできない（２−３−２）。前項で言及したミラーによる移民と難民の大量流
入に対する解決策の提案も、こうした制約の下でなされたものだといえる。
だが短期的な解決策の提案においてはさらに次の二点に注意することが必要
である。第一に、短期的解決策を評価する規準として、受け入れ国の人びとの
間で広く受け入れられた評価規準が庇護申請者の社会的経験に照らして精査さ
れることなくそのまま採用されるならば、規範的に重大な問題が看過されてし
まうかもしれない。二分法的な難民概念のもとでは偽装難民とみなされる人の
なかにも正当な規範的要求をもつ人びとが存在する。また、庇護申請者にとっ
て受け入れ国がどこになるかは重大な関心事である。したがって、庇護申請者
が責任配分レジームによって決定された受け入れ国での庇護を望まずに別の国
に移動して再度庇護申請することも、道徳的に重大な不正であるとはいえない。
第二に、たんに短期的解決策だけを提示するだけでは庇護申請者の観点からは
不十分である。受け入れ国がある特定の状況における短期的な施策の根拠を庇
護申請者にも受容可能かつ理解可能な仕方で提示するためには、その施策が(a)
国家の行為を条件づけている背景的な（社会的および国際的な）構造が課す制
約の下では理に適ったものであることが説得的に示されることに加えて、(b)よ
り十全な庇護を実現するために必要な構造的な変革のための長期的な解決策も
同時に提案されなければならない。
複合的な問題の解決策の提案においては長期的な解決策も要請される。ギブ
ニーは、ある国家がどの位の難民を受け入れることができるかは、部分的には
社会的および政治的環境で決まると指摘している。したがって、受け入れ国は
「難民や庇護申請者の受け入れにより適した仕方に政治空間を作りかえていく
義務」がある(Gibney 2004: 244)。長期的な解決策として他にも、より多くの受
け入れ国の間における責任配分レジームを確立し参加することや、経済援助や
平和構築などが含まれる。
最後に、重要なこととして、問題理解アプローチは解決策の特定は公共的討
議においてなされるべきであると主張する。公共的討議の必要性はこの方法論
が論証の出発点として要請する社会的経験への要請においてすでに含意されて
いる。第二章で述べたように、当の社会的経験をしたことがない人びとは、そ
の経験を適切に記述する概念資源をもっていないことが多い。したがってある
個人が異なる社会的経験をもつ他者の観点を摂取することは容易ではない。他
者の観点の摂取が難しいことは公共的討議においても同様である。しかしなが
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ら、適切な概念は公共的討議において異なる社会的経験を持つ他者の観点に触
れることで獲得されていくより他ない。したがって、妥当な解決策は公共的討
議のプロセスにおいて個々の解決策の提案を限界づけられた個々人のそれぞれ
．．．．
の観点から
．．．．．
相互的に批判し継続的に精査し修正していくことで、見いだされて
いくより他ない（２−４−３）。
５−４−３ 公共的討議における解決策の特定
前項で述べたように問題理解アプローチは、複合的な問題についての複合的
な解決策の提案を、公共的な討議における集合的精査のプロセスにおいて特定
することを要請する。ミラーとカレンズの方法論と比べた問題理解アプローチ
の特徴は、この方法論が他の二つとは異なり、個々の解決策の提案の妥当性を
判定するための評価規準を明示している点にある。繰り返しになるが解決策の
判定に関わる諸条件だけを再度掲げておく。
解決策の提案のために充たされるべき諸条件：
１）提案者は、当の公共的問題を周縁化された人びとの観点にも
．
開か
れた仕方で適切に理解していなければならない。
２）提案者は、自らの提案において想定された聴衆の範囲が適切であ
ることを説明できなければならない。
３）提案者は、2)で特定されたすべての関連する他者にとって自らの提
案の根拠が受容可能であると考える根拠を、彼/彼女らが理解可能な仕
方で説明できなければならない。
提案の判定のために充たされるべき諸条件：
公共的討議における聴衆は、提案者の提案が、上記 1)・2)・3)・4)を充
たすものであるかを批判的に精査しなければならない。
本項では、以上のような要請が、規範的研究者だけではなく実証研究者や実務
家や直接的な当事者を含むその他の関連するすべての人びとに向けられたもの
であることに改めて注意を喚起することで、この方法論が人の移動の諸問題の
解決のためにどのように貢献できるかを明らかにする。
はじめに、公共的問題の解決のためになぜ解決策の提案の評価規準が明示さ
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れる必要があるかを改めて確認したい。端的に言えば、評価規準を明示するこ
とは、他の研究者や市民がその研究の妥当性を評価し知見を蓄積することを可
能とするために要請される。したがって、社会科学において要請される方法論
的諸条件は、他の分野の研究者やその他の市民にも理解可能なものでなければ
ならない(キング他 2007: 7-8; Gerring 2012: 94-5; ブレイディ他 2014: 144; cf.
松元 2015: 280)。
ここからもわかるように問題理解アプローチは、当の問題の当事者や実務家
や実証研究者に対して、人の移動の問題に関わる個々の解決策の提案を上に掲
げたような評価規準を用いて実際に
．．．
評価し自らの意見を表明することを要請す
るものである。解決策の提案は、それぞれの限界づけられた観点からの評価が
表明される公共的な討議の場において特定される。この討議において、政治理
論家にはその他の市民と同様に自らの限界づけられた観点から一意見を表明す
る役割しか認められていない。むしろ、問題理解アプローチでは、解決策の特
定において大きな役割を担うのは問題の当事者や実証研究者や実務家であると
想定されている。
問題理解アプローチが公共的討議における実践に多くを委ねていることは、
政治理論により大きな役割を期待する人びとにとっては不満が残るものかもし
れない。しかしながらこのアプローチは、規範研究と経験研究との間で分断さ
れた知見を統合するための一つの方策を示している点で大きな意義がある。本
章で扱った移民と難民の混合流入の事例を想起すればすぐにわかるように、人
の移動の諸問題の解決については規範研究と様々な分野の実証研究の知見を撚
り合わせ統合することが要請される。だが、規範的政治理論家が自らの論証の
評価規準を他分野の研究者や市民に明示してこなかった結果、問題解決のため
の規範研究と実証研究の知見の統合は阻害されてきた。本研究による規範的政
治理論の方法論的諸条件の明確化は、実証研究者やその他の市民が自らの知見
と撚り合わせて統合し蓄積していくことを可能とする。本研究が掲げた方法論
的諸条件はたんに望ましい解決策が充たすべき必要条件（のいくつか）を提示
するものであり、望ましい解決策を特定するものではないことは確かである。
だが、この方法論的諸条件は公共的討議において問題の解決策を構築するため
の適切な「足場(scaffolding)」を提供するものである(O’Neill 1996: 181)。
第五節 小括
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本章では前章までの議論をふまえ、人の移動の諸問題に関して、批判性と指
針性を兼ね備えた解決策の提案という研究目標を達成する、適切な方法論的諸
条件とはどのようなものであるかを論じた。
方法論の探究は、候補となる方法論のうちのどれが、研究目標をよりよく達
成するか比較検討することによって遂行される。そのため本章では、本研究が
第二章において定式化した方法論である問題理解アプローチと、第三章と第四
章でそれぞれ論じたミラーの方法論とカレンズの方法論とを、批判性と指針性
とを兼ね備えた解決策の提案という研究目標に照らして、比較検討した。
第二節においては、問題理解アプローチが着目する問題理解の観点依存性が
どのようなものかを明らかにするため、移動の自由をめぐるミラーとカレンズ
の論争を概観した。その結果、彼らの論争の背景には、定住民的な人間観とそ
れに対応する問題理解と、遊牧民的な人間観とそれに対応する問題理解との対
立があることを明らかにした。
第三節においては、しばしば意識されることなく選択される観点が問題理解
において果たす役割を移民と難民の大量流入という現象に即して確認した。そ
の結果、同じ現象が受け入れ国の人びとの観点と庇護申請者の観点との間でど
のように異なる仕方で理解されるかの一端を、人類学と社会学の知見を参照す
ることで明らかにした。
第四節においては、移民と難民の大量流入という現象が生じさせる問題状況
の解決という大目標の達成のために、問題解決アプローチが提示する方法論的
諸条件が効果的であるかどうかを考察した。このアプローチに基づけば、受け
入れ国の人びとの観点だけでなく、庇護申請者のような周縁化された人びとを
含むすべての関連する人びとの観点をふまえることが要請される。
問題理解アプローチは、規範的な評価規準の源泉として、ミラーやカレンズ
のように受け入れ国の人びとの間で受け入れられた慣習的な見解に着目するの
ではなく、現実の人びとの社会的経験に着目することに特徴がある。
このアプローチは短期的な解決策と長期的な解決策を複数組み合わせた複合
的な解決策を提案すること要請する。このアプローチは、特に短期的な解決策
との提案において次のような含意を持つ。このアプローチは短期的な解決策の
提案においては、受け入れ国の人びとに広く受け入れられた評価規準が庇護申
請者のような周縁化された人びとの社会的経験に照らして精査されることなく
そのまま採用されるならば、道徳的に重要な問題が看過されてしまう怖れがあ
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ることを指摘する。このアプローチはまた、短期的な解決策の提案は周縁化さ
れた人びとにも受容可能かつ理解可能な仕方で提示されなければならないとい
う要請を課すものである。本章は最後に、このアプローチにおいて解決策の特
定が公共的討議における集合的な精査によってなされることの意義を確認した。
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結論
本研究は、人の移動の諸問題の解決に規範的政治理論がどのように貢献する
ことができるのかを示すことと、人の移動の諸問題の考察を通じてより一般的
に公共的問題に対する解決のために政治理論がどのように貢献することができ
るのかを示すこと、という二つを目的としていた。
この二つの目的を充たすために、本研究は第一章から第四章において公共的
問題の解決という目標にそれぞれ異なる論証戦略を用いて取り組んでいるロー
ルズ、オニール、ミラー、カレンズという四人の論者がどのような論証戦略を
採用しているのかを分析し、彼/彼女らが採用している方法論および方法の定式
化を試みた。第五章では、富裕国への移民・難民の大量流入という現象に焦点
をあて、本研究がロールズとオニールの議論を基に定式化した「問題理解アプ
ローチ」と、ミラーとカレンズそれぞれの方法論との比較を試みた。その結果、
人の移動の問題を解決するためには、社会的経験に着目する問題理解アプロー
チが効果的であることを示した。
本研究の議論を終えるにあたりこれまでに提起した様々な論点のうち、改め
て方法論を考察することの重要性を強調しておきたい。従来の政治理論におけ
る議論の関心は、その論者がどのような理論や道徳命題を支持するのかという、
結論の次元に関心が集まりがちであった。しかしながら、政治理論における現
在の論争状況は、結論だけに着目するだけでは容易に把握できないほど複雑化
している。一例として、人の移動の問題について現在英語圏で活躍する政治理
論家の論考が集められた論文集『政治理論における移民(Migration in political
theory)』（2016 年）を挙げたい(Fine and Ypi 2016)。この論文集に収められた
諸論文を一瞥すれば、この分野における論点が、「国境開放論対国境閉鎖論」や
「コスモポリタン対コミュニタリアン」のような結論に着目した対立軸では捉
えられないほど多岐にわたっていることがわかる。たんに同書において多くの
主題が取りあげられているというだけではない1。各論者の間には、そもそも何
を論証においてもっとも重視されるべきの研究目標とみなし、その研究目標を
達成するためにどのような論証戦略が用いられるべきかについての立場の違い
1 同書では、出入国管理権限の道徳的正当性、移民選別政策、シティズンシップ
付与の規準、難民問題が取りあげられている。
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がある。
こうした複雑な論争状況は、政治理論の専門家でない人びとが議論を理解す
ることを困難にするだけなく、当の政治理論家にとってすら論争相手の論旨を
理解することが困難になりかねないものである。そのため本研究は、方法論・
方法・論証プロセス・結論という論証構造上の次元の違いと、研究目標の違い
に注意を払うことの重要性を指摘した。
ある特定の問いをめぐる見解の違いに直面したときわたしたちは、そうした
見解の違いが、論証構造上のどの次元に起因するものであるかを確かめなけれ
ばならない。本研究の第一章から第四章までの考察は、論証構造の違いに着目
した分析の実例を提供している。
もし見解の違いが方法論の次元に起因しているならば、その研究がどのよう
な研究目標をもっとも重視しているのかに着目しなければならない。本研究で
は政治理論における研究目標には、(i.)規範的評価規準の導出と明晰化、(ii.)問題
状況の把握および解決策の判定、(iii.)解決策の提案という少なくとも三つの主要
な研究目標があることを指摘した。
研究目標が異なれば、どのような方法が採用されるかも異なる。社会科学の
方法論においては、質的な方法と量的な方法のどちらが採用されるべきかは、
因果プロセスの記述と因果効果の説明という研究目標によって選択されるべき
だと指摘されている。研究目標の違いをふまえずに、自らが採用する方法を薦
めることは不毛な議論に終わりかねない（近藤 2017）。政治理論における方法
論も同様である。研究目標を適切にふまえない批判は、不毛な批判に終わりが
ちである。第一章ではロールズに批判的な論者の多くが、ロールズの掲げる研
究目標を適切にふまえた批判をしていないことを指摘した（１−２−３）。研究目
標が異なるのであれば、論証の仕方が異なるのは当然である。ただひとつの研
究目標とその実現のためのただひとつの方法だけが採用されるという方法一元
論的な見解が好ましくないのは、社会科学だけなく政治理論でも同じである。
生産的な議論のためには、自らが掲げる研究目標だけ
．．
が望ましいと主張するの
ではなく、それぞれの研究目標を追究することの利点と欠点をふまえたうえで、
公共的問題の解決という大目標の達成のために異なる研究目標を掲げ異なる方
法を採用する論証をどのように組み合わせていくことができるかが探究されな
ければならないだろう（１−２−２）。
もし見解の違いが、研究目標の違いに起因しているのではなく、その研究目
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標を達成するうえでどのような論証戦略が採用されるべきかという方法論や方
法の次元における判断の違いに起因しているのならば、それらの方法論や方法
の比較対照が要請される。すなわち、どのような方法論や方法上の諸条件が、
当の研究目標をよりうまく達成するかが比較判断されなければならない。本研
究の第三章から第五章は、人の移動の問題の解決策の提案と判定という研究目
標に照らしたうえで、どのような方法論および方法上の諸条件が採用されるべ
きかを、ミラーとカレンズの見解と本研究が支持する問題理解アプローチを比
較対照することで考察した。
本研究はこの比較対照を通じて、政治理論における理論先行型研究と問題先
行型研究の違いを強調した。第三章で論じたミラーの議論は理論先行型研究の
典型である。彼は、解決策の考察においてある特定の国家の成員の間で共有さ
れた日常的な道徳的意識を規範的規準の源泉とみなすという点においてコミュ
ニタリアン的な方法論を採用しているといえる（３−３−１）。さらに彼は人の移
動の問題の仕方についても、人間生活にとって定住が正常であり移動は逸脱で
あるというコミュニタリアン的な問題理解をしている（５−２−３）。
人の移動の諸問題に関わる政治理論においては、従来は理論先行型研究が支
配的あった。しかしながら近年では問題先行型研究の増加という潮流の変化を
みてとることができる。第四章で論じた『移民の倫理学』におけるカレンズの
議論はこうした潮流の典型であるといえる（４−４−２）。問題先行型研究におい
ては論証の基本的な単位は、人
．
ではなく個々の問題
．．
である。したがって論証に
おいては、それが誰の意見でありその論者の基底的な理論的立場は何かではな
く、その研究で掲げられた問題の解決策についての適切な根拠が論証プロセス
において提示されているかだけが重要である。解決策の提案は、すでに同じ意
見を抱いている他者ではなく見解を異にする他者を名宛て人とするものである
ということをふまえれば、問題先行型研究への転換は望ましいと筆者は考える。
したがって、問題先行型研究のための適切な方法論と方法の考察が人の移動の
諸問題に関わる政治理論の重要な課題である（４−４−２）。
問題先行型研究のための方法論と方法という点からすれば、カレンズが提示
している「前提漸変アプローチ」は方法の次元において大きな意義がある。こ
のアプローチは方法の次元において二つの要請を具体的な論証に対して課すも
のである。第一に、問いの主題と論証上の課題に応じて、論証において何を所
与とみなし規範的考察の対象外とするのかを適切に変更しなければならない。
204
第二に、個々の問題に対する解決策の考察は、複合的な問題状況を解決する複
合的な解決策を提示するために、その他の問題についての考察と適切な仕方で
組み合わされなければならない（４−４−３）。
カレンズが課すこれら二つの方法上の条件は妥当なものといえるだろう。し
かしながら本研究は、カレンズもまた問題の理解という点において、ミラーと
同様に自らの理論的なコミットメントを先行させてしまっていることを指摘し
た。彼は人の移動の諸問題に関して、人間生活にとって移動が通常であり移動
を制限することの方が変則的であるというコスモポリタン的な問題理解の仕方
を、論証においてたんに前提としてしまっている。しかしながら、コミュニタ
リアン的な理論と同様、コスモポリタン的な理論もまた論争的であり、異なる
意見を持つ他者を名宛て人とする解決策の論証の出発点としてはふさわしくな
いだろう。したがって、カレンズの議論は問題理解において特定の理論的コミ
ットメントを先行させてしまっているため、問題先行型研究のための方法論と
しては不十分である（５−２−３）。
問題先行型の研究において、当の問題をどのように理解するかは重要な方法
論的課題である。第二章で論じたオニールは、わたしたちの問題理解は理論負
荷的であり、中立的な問題の理解の仕方は存在しないと指摘していた。したが
って、問題先行型の研究においては、主題とする現象のどのような側面がなぜ
道徳的に重要であるのかについて、たんに広く受け入れられた見解に依拠する
のではなく、自らの判断の根拠を説明しなければならない（２−３−２、５−３−
２）。
第五章ではこの方法論的課題に応答するうえで当の現象に関連するすべての
人びとの社会的経験に訴えることの重要性を指摘した。自らの社会的経験を適
切に説明するために利用可能な概念資源には、社会集団ごとに大きな格差が存
在する（２−４−２）。広く受け入れられた問題理解において用いられている概念
は、受け入れ国において優位な立場にある人びとの社会的経験だけを反映した
ものであることが多い。そのため、周縁化された人びとの社会的経験に着目し、
当の現象が彼/彼女からの観点からどのように理解されるかが考慮されなければ
ならない（５−４−２）。
問題先行型研究において社会的経験への着目が必要であるという指摘は、人
の移動を主題とする政治理論において、多くの論者が想定しているよりも多く
の種類の実証的知見が参照されなければならないということを意味している。
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すなわち、政治学・法学・経済学・計量社会学などの政策に焦点をあてた研究
だけではなく、フィールドワークに依拠した社会学や人類学などの様々な状況
におかれた移動者の社会的経験についての知見までも参照されなければならな
い。
本研究がこのように様々な知見を参照する必要性を要請することは、研究の
実行可能性についての懸念を惹起するかもしれない。政治理論における議論だ
けなく、人の移動という現象に関わる様々な分野の適切な知見をふまえること
が政治理論においてたとえ望ましいとしても、一人の研究者が保持できる研究
資源の限界を考えれば実行不可能であるかもしれない。こうした懸念は妥当な
ものであると筆者は考える。実際、第五章における筆者の議論も、庇護申請者
の社会的経験についてのごく限られた研究しか参照できていない2。そればかり
か、移民や難民の流入の影響を大きく被るであろう受け入れ国において劣位な
立場にいる人びとの社会的経験についての研究は参照すらできていない。
こうしたもっともな懸念に対して本研究は、政治理論的考察は、専門家によ
ってただひとりでなされるのではなく、実証研究者や実務家や当事者を含むそ
の他の関連するすべての人びとが参加する公共的討議における集合的な精査と
してなされることに注意を喚起することで応答したい。本研究が掲げる問題理
解アプローチは、人の移動の問題に関わる個々の解決策の提案を上に掲げたよ
うな評価規準を用いて実際に
．．．
評価し自らの意見を表明することを要請するもの
である。この公共的な討議において、政治理論家にはその他の市民と同様に自
らの限界づけられた観点から一意見を表明する役割しか認められていない。む
しろ解決策の特定において大きな役割を担うのは、個々の政治理論家とは異な
る観点をもった問題の直接的な当事者や実証研究者や実務家であるかもしれな
い（５−４−３）。政治理論が公共的討議を要請することは、それが、容易に摂取
することができない他者の社会的経験を公共的に共有するための唯一の方策で
あるからでもある。そのため、討議が必要とされることは政治理論における、
知的敗北ではなくむしろ不可欠な課題である（２−３−２、２−４−３）。
本研究が問題理解アプローチとして次のように定式化した方法論的諸条件は、
上述のような様々な参加者からなる公共的な討議において、規範的に望ましい
2 また、移民や難民の流入の影響を大きく被るであろう受け入れ国において劣位
な立場にいる人びとの社会的経験についての研究もまた参照される必要がある
だろう。
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解決策とはどのようなものであるかを公共的に判断することを可能にするため
に提示されたものである。
解決策の提案のために充たされるべき諸条件：
１）提案者は、当の公共的問題を周縁化された人びとの観点にも
．
開か
れた仕方で適切に理解していなければならない。
２）提案者は、自らの提案において想定された聴衆の範囲が適切であ
ることを説明できなければならない。
３）提案者は、2)で特定されたすべての関連する他者にとって自らの提
案の根拠が受容可能であると考える根拠を、彼/彼女らが理解可能な仕
方で説明できなければならない。
４）提案者は、自らの提案における諸々の考慮事項とそれらの間での
重みづけの仕方を他者にも追跡可能であるよう可視化しなければなら
ない。
提案の判定のために充たされるべき諸条件：
公共的討議における聴衆は、提案者の提案が、上記 1)・2)・3)・4)を充
たすものであるかを批判的に精査しなければならない。
この方法論は、ミラーやカレンズの方法論とは異なり、解決策についての提案
の妥当性を判定するための評価規準を上記のように明示的に掲げている。この
評価規準は、規範的政治理論家だけなく、他分野の研究者や政策立案者や当事
者を含むその人びとにとっても、理解可能なものである。したがって社会科学
における方法論と同様に、論証の再現可能性が担保され批判的な精査が可能に
なる。その結果、現在は分断されている規範的知見と実証的知見を統合し蓄積
することができるようになるだろう。
もちろん本研究における方法論的考察には限界もある。本研究の考察には次
のような三つの限界が存在する。
第一に本研究は、人の移動に関わる諸問題の解決に向けて採用されるべき（方
法論と区別される）方法を明らかにするものではない。冒頭で述べたように本
研究の目的の一つは、人の移動に関わる諸問題の解決に対して政治理論が貢献
するために服するべき方法論的諸条件を明らかにすることであった。それに対
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して本研究が結論として提示する問題理解アプローチが掲げる方法論的諸条件
は、その他の公共的問題の解決のためにも利用しうる一般的なものに留まって
いる3。人の移動の問題の解決のためには、本研究の考察を一層進めて、本研究
の考察を人の移動の諸問題の考察において採用されるべき方法（研究目標の違
いに応じてどのような前提の下で個々の分析ツールをどのように用いるべきか
などに関わるより具体的な手続き）を明らかにすることが望ましい。これは今
後の重要な課題である。
第二の限界として、本研究が提示する方法論的諸条件は、ある問題に対する
もっとも望ましい解決策を一意に特定するものではない。上述のように本研究
が考察する方法論はあくまでも、ある研究目標を所与とした場合に、その目標
を実現する妥当な論証が充たしているべき諸条件を充たさない論証を排除する
役割を果たすものにすぎない。より望ましい解決策の特定や、複数の解決策の
候補の間での比較は、特定の歴史的社会的文脈における公共的な討議のプロセ
スにおいてなされる。本研究が提示する方法論的諸条件は、この公共的討議に
おいて参照されるべき望ましい解決策が充たすべき必要条件（のいくつか）を
提示することによって、解決策についての公共的判断の信頼性の向上に寄与す
るだろう。
第三の限界として、本研究が結論として提示する問題理解アプローチが掲げ
る方法論的諸条件はあくまでも暫定的なものである。方法論についての考察は
問題解決の実践における経験に照らして絶えず修正される(Dewey 1939: 47-8=
下 172-3; ラウダン 2009: 58-9)。本研究の結論は、比較対象となる候補のリス
トに何を数え入れるかに部分的に依存している。本研究の考察はロールズ、オ
ニール、ミラー、カレンズという四人の論者しか比較の対象にしていない。比
較対象を拡大すれば結論が修正されるべきことが明らかとなるかもしれない。
さらに、本研究の結論は考察する問題領域にも依存している。本研究は難民問
題、特に移民と難民が混在した大量流入という問題しか考察していない。筆者
は、本研究の結論は、その他の人の移動の諸問題や公共的問題一般の解決策の
提案や判定においても妥当するものであると想定しているものの、この想定の
適切さは個々の問題領域に即した考察によって確かめられなければならない。
3 すでに述べたようにこの方法論的諸条件は、人の移動の諸問題をはじめとする
公共的問題の解決策の同定において政治理論家の知見とその他の知見を撚り合
わせること可能とする点で、問題解決において重大な貢献をするものである。
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しかしながら、たとえ本研究における考察が上述のような限界をもつもので
あっとしても、本研究がそれぞれの章で提示した比較対照の実例は、将来なさ
れるであろうさらなる方法論的考察にとっても、有益な実例となるはずである。
したがってこの意味においても本研究は特定の結論についての研究ではなく、
方法論についての研究として読まれるべきものである。本研究が提示する考察
の実例が政治理論における今後の方法論的議論の一助となれば幸いである。
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初出
本論文は以下の既発表論文と学会報告原稿をもとにしている。ただし、いず
れも大幅な加筆・修正を施している。
第三章
「政治理論は個別事実をどのようにふまえるべきか: Ｄ・ミラーの文脈主義的難
民受け入れ論の批判的検討を出発点として」、『政治思想研究』、第 14 号、
pp.234-264、2014 年
第四章
「J. H. カレンズの移民の倫理学: 政治理論における理想と現実の統合の一方
法」、『早稲田政治公法研究』、第 105 号、pp. 17-33、2014 年
第五章
“Towards Transnational Justice for Refugees and All Relevant Others”, 立命館大学
2015 年度国際カンファレンス「カタストロフィと正義：移民難民とカタス
トロフィ」、立命館大学衣笠キャンパス、2016 年 3 月 6 日
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